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第１節 計画の概要

１ 計画の目的 

海士町地域防災計画は、海士町に関わる防災に関し、災害対策基本法（昭和 36年法律第 223

号）第 42 条の規定に基づき海士町防災会議が作成するものであって、海士町、関係機関、公

共的団体及び町民が、その有する全機能を発揮し、相互に有機的な関連をもって町域内に係る

災害予防対策、災害応急対策、災害復旧、復興対策に至る一連の防災活動を適切に実施するこ

とにより、町域における土地の保全と住民の生命、身体及び財産を保護し、被害の軽減を図る

ことを目的とする。 

なお、本計画は、風水害及び各種災害対策については「Ⅰ基本計画編」、地震災害対策及び

津波災害対策については、「地震災害対策計画」及び「津波災害対策計画」を掲載した「Ⅱ震

災編」の各編から構成される。また、それぞれの編に必要な資料集として「Ⅲ資料編」として

編集している。 

海士町地域防災計画 

Ⅱ震災編 

（地震災害対策計画） （津波災害対策計画）

Ⅰ基本計画編 

（風水害他） 

Ⅲ資料編 



基本計画編（風水害他）第１章 総則
第１節 計画の概要

2 

２ 計画の性格等 

2-1 計画について 

この計画は、海士町地域の防災対策に関する基本的計画であって、各種の防災に関する計画

は、本計画の一環として体系づけるものである。 

また、この計画は、町が実施する防災の事務及び業務を主体とし、他の防災関係機関の処理

すべき防災の事務又は業務の大綱も掲げて、これらを総合化したものである。 

2-2 計画の修正 

この計画は、随時検討を加え、防災に関する諸情勢の変化に伴って、充実合理化の必要が生

じたときは、これを補完し、修正するものである。 

2-3 他の計画及び他の法令等に基づく計画との関係 

この計画は、国の防災基本計画及び県の地域防災計画に基づいて作成したものである。また、

指定行政機関、指定公共機関の防災業務計画に抵触するものではない。 

2-4 計画の周知、習熟 

本町及び防災関係機関は、日頃から職員、自主防災組織等に対する実践的な調査・教育・研

修、訓練その他の方法により、本計画及びこれに関連する他の細部計画等の実現・習熟に努め、

災害対策への対応能力を高める。また、このうち特に必要と認めるものについては、本町にお

ける防災対策の総合的な推進のため、町民への周知徹底を図る。 

2-5 細部計画の策定 

この計画に基づく活動を行うにあたって必要な細部については、本町各課並びに防災関係機

関等においてあらかじめ定めておくとともに、本計画の修正等に応じ見直しを行う。 
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第２節 防災の基本方針

１ 防災施策の基本的な考え方 

防災とは、災害が発生しやすい自然条件下にあって、地域並びに住民の生命・身体及び財産

を災害から保護する、行政上最も重要な施策である。防災には、時間の経過とともに災害予防、

災害応急対策、災害復旧の 3段階があり、それぞれの段階において町、国、県、公共機関、住

民等が一体となって最善の対策をとることが被害の軽減につながる。 

この計画は、住民の生命、身体及び財産を守るため、各防災機関がとるべき基本的事項等を

定めるものであり、各防災機関はこれに基づき細部計画等を定め、その具体的推進に努めるも

のとする。 

２ 防災施策の基本方針 

2-1 避難施設の整備 

町は、災害時に避難所として指定される施設が災害時に機能するよう、必要な資機材を配備

するよう努めるものとする。 

2-2 道路の整備 

町は、災害時にも道路機能が果たせるよう所管する道路について危険箇所等の点検を行い、

計画的な改修等の整備を図る。また、必要に応じて各道路の幅員の拡大等に配慮して整備する

ものとする。 

2-3 公園等の整備 

町は、公園が緊急避難地又は延焼遮断空間としての機能を有し、災害時にも重要な役割を果

たすことから防災上の役割と適正な配置を考慮し、計画的に整備を推進する。 

2-4 公共施設等の整備 

町は、既存公共施設について耐震調査等を実施し、防災上重要な施設から計画的に整備する。

また、老朽化した施設については建替え等を図るほか、必要に応じて施設の不燃化による改修

等を図る。 

2-5 上水道施設の整備 

町は、災害時による被害を最小限にとどめ、給水確保を図るため、定期的な点検を行うとと

もに、老朽度に応じて計画的な整備と保全を推進する。 

2-6 下水道施設の整備 

町は、災害時における下水道施設の機能の低下又は停止を防止するため、施設整備の定期的

な点検を行うとともに、老朽度に応じて計画的な整備と保全を推進する。 

2-7 防災知識の普及 

町は、災害時に住民の財産等が保全されるよう、広く情報提供するほか、必要に応じて講習

会等を行い、防災に対する関心が高まるよう努める。
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３ 風水害対策における基本的な課題 

本町は、自然条件及び市街地形成過程等からみて、台風、洪水、高潮等による災害の発生原

因を内包している。これらの災害防止と町民の安全を守ることは町の基本的な責務であり、防

災関係機関等の協力を得て、あらゆる手段、方法を用いて対策に万全を期する必要がある。 

本町における風水害対策に関する基本的な課題としては、次の 4点が挙げられる。 

3-1 水害への対応 

本町は、平成 3 年の台風第 17 号、台風第 19 号（カゼ台風）、平成 16 年の台風第 15 号、台

風第 18 号、平成 18年 7月豪雨等の風水害に度々見舞われている。 

3-2 火災への対応 

生活様式の多様化に伴い、町内における火災の発生要因は年々多様化することが懸念される。

住宅密集地の大部分は木造家屋のため、大火によって大きな損害を受けることが予想される。

また、市街地を中心とした木造老朽住宅の密集地には幅員の狭い道路が多く、災害時に消防活

動の困難な区域が発生するおそれがある。 

3-3 要配慮者への配慮 

本町における老年人口（65 歳以上人口）の割合は、令和 2 年国勢調査において 39.9％とな

っており、高齢化は今後もますます進行することが予想される。また、本町は、年間観光入込

客数は平成 20年以降増加傾向にあり、平成 21年以降おおむね 3.8万人で推移している。加え

て本町には約 10 人の外国人住民が居住しており、観光客対策に加え、早期帰国等に向けた交

通情報を必要とする外国人旅行者と、避難生活や生活再建情報を必要とする外国人住民のそれ

ぞれのニーズの違いを踏まえた迅速かつ的確な情報伝達の環境整備を図る必要がある。 

また、病弱者、難病患者、障がい者、児童・乳幼児、妊産婦といった要配慮者＊1のうち避難

行動要支援者＊2に対しては、プライバシーに配慮しつつ、その所在を平素から把握しておくと

ともに、地域コミュニティが一体となって救助活動が行えるよう、自主防災組織の避難支援等

関係者＊3 による避難誘導、備蓄物資の充実等によるサポート体制を強化していく必要がある。 

＊1 要配慮者：本計画では、高齢者、病弱者、難病患者、障がい者、児童・乳幼児、妊産婦、外人、観光客・

旅行者など、災害時に迅速・的確な行動がとりにくく、被害を受けやすい者を要配慮者と位

置づける。 

＊2 避難行動要支援者：要配慮者のうち災害時に自ら避難することが困難な者であって、円滑かつ迅速な避

難の確保を図るため特に支援を要する者。 

＊3 避難支援等関係者：避難行動要支援者の避難支援等に関わる関係者。 

3-4 地理的条件への対応 

土砂災害等による主要幹線道路の断絶により孤立状態となり、様々な面で応急対策に支障が

発生すると予想される地区もある。このため、災害発生前及び発生後において確実に情報伝達

を行うことのできる体制の整備、陸上交通及びヘリコプターや船舶等による輸送手段の確保、

災害種別に応じた地区別の避難所の指定といった対策を重点的に講ずる必要がある。 
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４ 計画の目標 

地域防災力の向上にあたっては、上記の基本的な課題や本町における防災環境等を踏まえ、

本町の地域特性を反映した防災対策の基本姿勢及び骨格的な施策を明らかにし、具体的な防災

対策が進められるように方向性を明確化しておくことが重要である。 

本計画においては、計画策定後に重点的に取り組む目標として、次の項目を定める。 

4-1 災害に強い島づくりの推進 

① 避難場所の周知と防災訓練の実施 

② 町全体や地区ごとの指示体制の確立 

③ 防災無線の定期的なメンテナンスとデジタル化の検討 

④ 備蓄倉庫等の整備の推進 

4-2 火災に強い島づくり、地域づくりの推進 

① 消火栓や防火水槽など消防設備の維持 

② 地域での消化訓練の定期的な実施 

③ 消防団員の知識向上の機会の創出 

④ 消防団活動の充実と消防団と広域消防署との連携強化 
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第３節 防災環境

１ 自然環境の特性 

1-1 地形 

海士町は、島根半島の北東約 44～80km の地点に散在する隠岐群島のうち島前諸島の中の一

主島「中ノ島」の全域である。 

島の東北から西南にかけて縦走する山脈があり、山脈の西北部は平坦な水田地帯と丘陵が多

い。東南部は外海に面し、一般に平地に乏しく傾斜が急である。 

山は海士山脈中に唯山(226.5m)、高峯山(203.9m)、金光寺山(120m)がある。一般に山脈の稜

線は緩やかであるが、島の西北端にそびえる家督山(246.2m)は急峻で、本島の最高標高を示し

ている。川は諏訪湾に注ぐ諏訪川や境川があるが、源流を神崎川に発する流水は乏しく僅かに

潅漑の用に供される程度のものである。 

海士町の位置 東端 知々井岬 （東経 133°9′30″ 北緯 36° 4′18″） 

 西端 松 ヶ 崎 （東経 133°4′ 0″ 北緯 36° 5′48.5″） 

 南端 木路ヶ崎 （東経 133°4′12.5″ 北緯 36°10′54″） 

 北端 宇受賀崎 （東経 133°7′ 0″ 北緯 36° 7′ 0″） 

（西郷海上保安庁資料による） 

面積・地勢 広がり 東西 8.95km、南北 13.96km 

 面 積 33.51km2

 標 高 最高 246.2m（家督山） 

 周 囲 58km 

 本土～中ノ島 57.5km 

1-2 地質 

海士町は隠岐諸島のうち島前の一角をなす中ノ島にある。隠岐諸島は、島根半島の北方約 40

～70km の曰本海南部に位置している。隠岐諸島は、遅くとも前期中新世の後期に開始した日本

海形成に伴う地形の高まりと考えられており、新生代に直出した火山岩によってその大部分が

構成される。島前は島後から約 11km 離れたその南西に集まる西ノ島、中ノ島、知夫里島の 3

つの島から構成される。その形成は、中央火口丘とカルデラを囲む外輪山とからなる火山体が、

海進によってカルデラ部分が海中に没して外輪山の一部が失われたため、内海を取り囲む 3つ

の島として地上に姿を現しているものである。その規模は東西 24km、南北 18km である。3 つ

の島に取り囲まれる島前の内海は約 50km2の広さを持ち、最大水深は 55m である。島前は低山

性の山地からなり、山地は外海側に緩傾斜、内海側に比較的急傾斜した斜面を持つ。山地は北

北西－南南東と東北東－西南西の 2つの方向に発達し、海岸線の出入りもそれらに平行なもの

が多い。河川の発達は一般に顕著ではない。このうち、中ノ島は、他の 2島よりも地形の浸食

(開析)が進んでおり、北半部には丘陵と沖積平野が北東－南西方向に広がっている。島の東北

部から南西部にかけては北東－南西方向に山地が続くが、南西部では主稜線から東南東方向に

稜線と谷が伸びている。中ノ島を構成する地層は、古いものから、新第三紀後期中新世の外輪

山、後期鮮新世の矢口々井岬層および宇受賀玄武岩であり、これらを第四紀更新世～完新世の

未固結土が被覆する。中ノ島の大部分を外輪山下部の粗面玄武岩-粗面安山岩溶岩(Sm)、外輪

山上部の粗面岩溶岩及び貫入岩(記号：Smt,Sft)、宇受賀玄武岩のアルカリかんらん石玄武岩

(Ul,Ua,Ut)が占める。  
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２ 社会環境の特性と変化 

2-1 交通環境の特性 

菱浦漁港にフェリーターミナルが整備され、島の玄関口となっている。また、道路は県道が

島内をほぼ循環する形で整備され、町道が補完することで島内各地が結ばれており、住民の主

要交通手段である自家用自動車での移動の利便性が図られている。さらに循環バス等のバス路

線も整備され、島内の主要公共交通機関となっている。 

但し、島の玄関口である菱浦漁港と防災拠点の役場を結ぶ一般県道海士島線が土砂災害等に

より通行不能となった場合、災害対応に大きな影響を及ぼすことが考えられる。また、一般県

道日ノ津崎港線が土砂災害等で通行不能となった場合、崎地区、多井地区等が孤立地区となる

ことが考えられる。 

2-2 生活環境の変化 

今日の町民生活は、突然の停電や断水により直ちに日常生活に支障を来すほど、ライフライ

ン施設に依存しているほか、各種オンラインシステムをはじめとするＩＴ関連施設の役割も日

常生活に不可欠なものとなってきている。これらは災害により障害が発生すると、一時的・局

部的であってもシステム全体が稼動しない、あるいはその影響が多方面に及び被害が大きくな

るといった災害連鎖や二次災害の危険性をはらんでいる。 

2-3 高齢化の進展 

現在、全町的に高齢化と独居老人の増加傾向が見られる。また、多くの地域では消火・救助

活動等を担う消防団員の高齢化と加入者不足が続き、地区消防団では定員の確保に苦慮してい

る。 
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３ 災害履歴 

3-1 既往の風水害 

本町において人的被害・住宅被害をもたらした過去の主な風水害は次のとおり。 

既往の風水害における被害状況 

災害発生年月日 種  目 
人的被害(人) 住宅被害(棟) 

死者 負傷者 全壊流出 半壊 浸水 

H 7.7.20 豪雨      

H 9.6.27～6.28 台風 8号      

H 9.7. 7～7.13 豪雨    1 1 

H11.6.28～7. 4 大雨、強雨      

H11.9.20～9.21 大雨、強雨      

H11.9.24 台風 18 号      

H15.6.19～6.20 台風 6号      

H16.8.19 台風 15 号     4 

H16.9. 7～9. 8 台風 18 号    2 1 

H17.9. 5～9. 7 台風 14 号      

H18.7.15～7.24 豪雨      

H18.9.17～9.18 台風 13 号      

H19.6.24 大雨      

H19.8.30 大雨    1 6 

H22.7.11 大雨      

H23.5.10 大雨      

H23.9. 2 台風 12 号      

(県：災害年報より作成) 

3-2 近年の主な風水害による被害状況 

① 平成 7 年 7 月 20 日、黄海から低気圧が日本海へ東進したため梅雨前線が活動を活発化し

ながら四国の南海上から山陰沖まで北上した。このため 20日早朝は 1時間降水量が 20mm

を超える強い雨になり、道路に被害を受けた。 

② 平成 9 年 6 月 27 日、フィリピン東海上で発生した台風 8 号は、28 日に長崎県へ上陸し、

周防湾に抜け、山口県東部に再上陸後瀬戸内を進み、近畿から中部地方を通っていわき市

の南から太平洋に抜けた。この影響で 28 日昼頃から雨が強くなって夕方まで続いた。ま

た、15時頃から暴風域に入り、西郷測候所では最大瞬間風速 31.6m/s を観測した。農業用

施設等が被害を受けた。 

③ 平成 9年 7月 7日、黄海で低気圧が発生して東進したため、日本海中部に停滞していた梅

雨前線が活動を強めながら南下し、中国地方に停滞して大雨を降らせた。西郷測候所では

総降水量が 168mm を記録し、住家 1棟が半壊及び床下浸水、農地、農業用施設に被害を受

けた。 

④ 平成 11年 6月 28 日、低気圧が 29～30 日にかけてと 2～3日にかけて続けて山陰沖を東進

したため、29 日と 2日を中心に大雨になった。28日夜半頃から降り出した雨は、29 日朝

方から所々で 1時間降水量 20mm を超える強い雨になり、29 日 11時には益田で 44mm の短
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時間強雨を観測した。雨は 30日～7月 1日は小康状態になったが、2日の朝方から再び全

域で雨が降り出し、2 日の夜半頃から 4 日の朝方にかけて強い雨になり、3 日 1 時には大

東で 40mm の短時間強雨を観測した。降り始めからの総降水量は、18ヶ所で 200mm 以上を

観測し、最も多い所は匹見の 292mm であった。農地に被害を受けた。 

⑤ 平成 11年 9月 20 日、日本海に停滞していた秋雨前線が、低気圧が九州に近づいたため中

国地方までゆっくり南下し、20日の夕方から雨が降り出した。20日24時には海士で49mm/h

の短時間強雨を観測するなど、21 日朝方までに 1時間降水量 20mm を超える強い雨が所々

で降った。20 日の降り始めから 21 日 24 時までの降水量は、4 ヶ所で 100mm 以上を観測

し、最も多い所は海士の 181mm であった。河川に被害を受けた。 

⑥ 平成 11 年 9 月 24 日、台風第 18 号が「大型で非常に強い」勢力を維持したまま、24 日 5

時前に天草下島を経て 6 時頃熊本県北部に上陸し、その後やや勢力が落ち「中型で強い」

台風になったが、その勢力を保ったまま北東進を続け、8 時過ぎには周防灘に抜け、9 時

前に宇部市付近に再上陸し、10 時頃益田市付近から日本海に抜けて島根県沿岸を北東進

し、25 日 12 時にオホーツク海で温帯低気圧に変わった。この影響で、24 日 8 時頃から

10m/s 以上の強い風と 1 時間降水量 10mm 以上の強い雨が降り始めた。9 時には六日市で

69mm の短時間強雨を観測するなど、所々で 1時間降水量 20mm を超える強い雨が昼過ぎま

で続いた。総降水量は、11 ケ所で 50mm 以上を観測し、最も多い所は六日市の 172mm であ

った。強い風は24日の夜半前まで続き、最大瞬間風速は松江SSW37.5m/s・浜田SSW37.2m/s・

西郷 SSW45.1m/s を観測した。鹿島の波浪計は、有義波高 283 ㎝・最大波高 454 ㎝を観測

した。住家が 1棟一部損壊の被害を受けた。 

⑦ 平成 15年 6月 19 日、台風第 6号が九州西岸から日本海を北東に進み、西日本では気圧の

傾きが大きくなり、西郷では 19 日 22時 40 分に最大瞬間風速、南西の風 40.6m/ｓ、統計

開始以来 6 月としては第 1 位を記録した。また、浜田では 19 日 19 時 57 分に最大瞬間風

速、南西の風 32.4m/ｓ、統計開始以来 6月としては第 2位を記録した。農作物に被害を受

けた。 

⑧ 平成 16年 8月 19 日、台風第 15号が、東シナ海を北上後、19日には九州の西海上を進み、

その後対馬海峡をとおり、日本海を北東進した。島根県では南よりの風が強まり、掛合で

19 日 9 時 50 分に最大風速、南南東の風 10m/s、川本で 19 日 12 時 10分に最大風速、南南

西の風 9m/s、弥栄で 19 日 12 時 00 分に最大風速、南の風 9m/s、益田で 19 日 10 時 40 分

に最大風速、南の風 11m/s、津和野で 19 日 12 時 00 分に最大風速、南南西の風 11m/s を

観測し、ともに統計開始以来 8月としては第 1位を記録した。住家に床上浸水 1棟、床下

浸水 3棟の被害を受けた。 

⑨ 平成 16 年 9 月 7 日、台風第 18 号は、東シナ海から九州西海上を北上し、7 日 9 時 30 分

頃長崎市付近に上陸した。その後、北九州市付近から島根県沖を通り、日本海を加速しな

がら北東に進んだ。西郷で 7日 17 時 20分に最大風速、南南西の風 26.9m/s、浜田で 7日

15 時 50 分に最大風速、南西の風 27.9m/s、海士で 7 日 18 時 30 分に最大風速、西南西の

風 15m/s、鹿島で 7 日 17 時 10 分に最大風速、南西の風 20m/s、掛合で 7 日 15 時 30 分に

最大風速、南南東の風 11m/s、瑞穂で 7 日 15 時 10 分に最大風速、南の風 11m/s、弥栄で

7 日 13 時 40 分に最大風速、南南東の風 12m/s、津和野で 7 日 14 時 00 分に最大風速、南

南西の風 15m/s、六日市で 7 日 12 時 50 分に最大風速、東の風 14m/s を観測した。また、

匹見で 7 日の降水量が 135mm、津和野で 7 日 13 時 50 分に日最大 1 時間降水量が 61mm を

観測し、ともに統計開始以来 9月としては第 1位を記録した。住家が 2棟半壊、一部損壊

301 棟、床下浸水 1棟、農作物等にも被害を受けた。 
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⑩ 平成 17年 9月 6日に台風 14 号は九州地方の西岸に沿って北上し、その後北東に向きを変

えて山陰沖を通過した。この台風により 710世帯が停電する等被害を受けた。 

⑪ 平成 18年 7月 15 日、日本海まで北上していた梅雨前線が南下し、西日本に停滞した。こ

の前線に向かって南から暖かく湿った空気が流れこみ、前線の活動が活発になり各地で雷

を伴った非常に激しい雨が降った。この 15 日～24 日にかけての大雨について、気象庁は

「平成 18年７月豪雨」と命名した。西郷岬では 16日の日降水量が 145mm、斐川では 18日

の日降水量が 158mm、伯太では 18日の日降水量が 148mm を観測、佐田では 17日の日降水

量が 181mm を観測、大田では日降水量が 173mm を観測し、横田では 18 日の日降水量が

149mm を観測、赤名では日降水量が 194mm を観測、吾妻山では 18日の日降水量が 157mm を

観測、高津では日降水量が 130mm を観測した。また、西郷岬では日最大 1時間降水量が 16

日 4 時 20 分に 42mm、出雲では日最大 1 時間降水量が 18 日 15 時 20 分に 57mm、掛合では

日最大 1 時間降水量が 17 日 6 時 20 分に 59mm、赤名では日最大 1 時間降水量が 18 日 23

時 00 分に 48mm、吾妻山では 17 日 7 時 20 分に 47mm を観測、ともに統計開始以来 7 月と

しては第 1位を記録した。この豪雨により、急傾斜地が 1箇所、道路が 4箇所等被害を受

けた。 

⑫ 平成 18年 9月 17 日から 18日にかけて台風 13号が日本海を北北東に進んだ影響で、風が

非常に強く吹いた。西郷岬では 18 日の最大風速が 8 時 50 分に西南西 26m/s を記録した。

この暴風雨により、住家 1棟が一部損壊する等被害を受けた。 

⑬ 平成 19年 6月 24 日、梅雨前線が北上し、大気の状態が不安定となり大雨となった。西郷

岬では、24 日 10 時 40 分に日最大 1 時間降水量 23mm を観測、斐川では 24 日に日降水量

97mm を観測、ともに統計開始以来 6 月としては第 1 位を記録した。この大雨により道路

が 1箇所、農業用施設が 1箇所被害を受けた。 

⑭ 平成 19 年 8 月 30 日から 31 日にかけて、日本海の停滞前線上を、熱帯低気圧から変わっ

た低気圧が東進し、隠岐を中心に大雨となった。隠岐の島町で 131mm という島根県観測史

上最大の時間雨量を記録した。この局地的豪雨により、住家半壊が 1棟、床上浸水が 2棟、

床下浸水が 4棟、道路が 3箇所、その他農地等が被害を受けた。 

⑮ 平成 22 年 7 月 11 日、中国地方に梅雨前線が停滞し、活動が活発となった。西郷では 11

日に日降水量 214.5mm、月最大 24 時間降水量 220.5mm を観測し、7月としては第 1位を記

録した。11 日に西郷岬では日降水量 205.0mm を観測、12 日に匹見では日最大 1 時間降水

量 63.5mm を観測、津和野では日最大 1時間降水量 87.5mm を観測し、7月としては第 1位

を記録した。この大雨により被害を受けた。 

⑯ 平成 23 年 5 月 10 日から 11 日にかけて、中国地方に停滞する前線に向かって南から暖か

く湿った空気が流れ込んだため、前線の活動が活発となった。このため 11日は、県内 27

か所の気象観測所のうち 16 か所で 5 月の日降水量第 1 位を記録するなど、5 月としては

記録的な大雨となった。この大雨により被害を受けた。 

⑰ 平成 23 年 9 月 2 日、大型の台風第 12 号が日本の南海上をゆっくりと北上し、3 日 10 時

頃高知県東部に上陸した。台風はその後、四国地方から中国地方を北上して、4日未明に

山陰沖に抜けた。県内では、1日から 4日にかけて大雨となり、特に伯太では 3日の日降

水量が 241.0mm を観測し、観測開始以来第 1位の記録となった。この台風により被害を受

けた。 
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４ 気象 

4-1 一般的気象 

年間を通じて、海洋性気候が著しい。対馬暖流の影響で、夏涼冬暖の比較的恵まれた環境で

ある。しかし、冬季は北西の季節風が強いため外海に面する地域は波浪が激しく、海岸が大き

な浸食を受ける。また、この強い季節風は本州との連絡船の欠航や、漁船の遭難を招くなどの

悪条件となっている。

気候表（海士観測所） 

年 次 

気 温（℃） 降 水 量（mm） 
平均風速 

（m/s） 平均気温 最高気温 最低気温 年降水量 
最大 1時間 

降水量 

平成 10 年 15.6 31.9 -3.0 1,749 43 2.7 
平成 11 年 15.1 32.9 -3.6 2,127 49 2.6 
平成 12 年 15.0 32.9 -3.3 1,243 20 2.6 
平成 13 年 14.8 34.4 -4.0 1,316 40 2.6 
平成 14 年 15.0 33.3 -3.4 1,338 23 2.8 
平成 15 年 14.5 33.0 -6.6 1,795 42 2.5 
平成 16 年 15.5 33.1 -5.5 1,539 31 2.6 
平成 17 年 14.7 33.5 -3.3 1,392 38 2.8 
平成 18 年 14.6 33.7 -3.8 1,865 35 2.5 
平成 19 年 15.4 34.8 -2.6 1,635 52 2.5 
平成 20 年 15.0 33.3 -3.9 1,190.5 27.0 2.4 
平成 21 年 14.7 32.6 -3.5 1,488.0 57.5 2.4 
平成 22 年 15.1 35.9 -2.9 1,930.5 34.5 2.5 
平成 23 年 14.9 35.3 -3.9 1,726.5 28.0 2.5 
平成 24 年 14.7 34.6 -4.0 1,499.0 37.5 2.4 
平成 25 年 15.2 34.3 -3.9 1,478.5 31.5 2.5 
平成 26 年 14.6 35.4 -3.8 1,366.0 26.5 2.3 
平成 27 年 15.2 34.2 -2.4 1,436.0 34.5 2.3 
平成 28 年 15.6 34.3 -5.2 1,721.5 37.0 2.2 
平成 29 年 15.2 34.4 -3.4 1,302.5 25.5 2.4 
平成 30 年 15.1 35.2 -7.8 1,826.5 30.5 2.3 
令和  1 年 15.5 34.1 -3.0 1,451.0 30.5 2.2 
令和  2 年 15.4 34.7 -3.0 1,670.5 29.0 2.3 
令和  3 年 15.4 34.3 -3.6 2,011.5 76.0 2.3 

4-2 災害気象 

本町に災害をもたらす気象の代表的なものには 6～7 月の梅雨、秋の台風および冬の強風が

あげられる。 

(1) 梅雨末期の豪雨 

梅雨という気象はオホーツク海付近に源を持つ冷気との境界に当たる悪天域で、平均的に

は 6 月 10 日頃からほぼ 40 日間、期間中の雨量は、ほぼ 400mm であるが年によって遅速、長

短それに雨量の多少がある。 
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(2) 台風 

台風は太平洋域で発生する熱帯性の低気圧で、円形で渦巻き状の荒天域を形成し、中心付

近で気圧が急に深まることから、小さくても強い風雨を伴うが温帯性の低気圧と異なる所で

ある。1年間に発生する台風の数は平均して 27 個位だが、日本で強い台風に見舞われるのは

8～9 月が多い。一般的には本町では台風が東側を通過するときは北風が強く大雨となるが、

西側を通過するときは南風が強く雨は少ない。また、海岸地方では高潮の現れるところがあ

る。これは台風が朝鮮半島から日本海へ抜ける場合で日本海の中部から北部を通過するとき

異常に潮位が高くなって浸水する。平成 16 年 8 月 19 日の台風 15 号の影響で、床下浸水 5

棟、床上浸水 1棟の高潮被害が発生した。 

(3) 冬型気圧配置時等の暴風雪・波浪 

寒侯期に日本海で低気圧が発達すると、猛烈な風が吹き船舶に与える影響は多大である。

昭和 46 年 1 月には島根県でも漁船が大量遭難している。2月になると「春一番」と呼ばれる

強風がある。これもやはり日本海で低気圧が発達する時に起こるもので、春の先駆けとして

明るい名称で呼ばれるが、昭和 53 年 2 月には東京で電車を吹き飛ばすほどの物凄いものがあ

った。 
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第４節 防災関係機関等の処理すべき防災事務又は業務の大綱

１ 関係機関等の処理すべき防災事務又は業務の大綱 

本町、島根県、指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関、その他の防災関係機

関等が防災に関して処理する業務は、おおむね次のとおり。 

1-1 海士町 

機 関 名 連絡先 処理すべき防災事務又は業務の大綱 

海士町 2-0111 ①海士町防災会議に関する事務

②海士町地域に係る災害予防対策

③海士町地域に係る災害応急対策

④海士町住民に対する防災・災害に関する情報の提供

⑤海士町内における防災知識・思想の普及

⑥海士町の管理に属する施設の災害復旧

⑦海士町地域内の被害の把握・県への報告

⑧災害時における他市町村との相互応援措置

1-2 島根県 

機 関 名 連絡先 処理すべき事務又は業務の大綱 町連絡窓口 

島 

根 

県 

隠 

岐 

支 

庁 

県民局 （08512）
2-9606

①地区本部の運営並びに地区本部会議および

地区本部連絡員会議に関すること 

②対策本部並びに各班との連絡調整に関する

こと 

③地区防災委員会、その他関係機関との連絡

調整に関すること 

④気象予報・警報等及び災害情報の伝達に関

すること 

⑤災害状況の把握及び報告に関すること 

⑥市町村の災害対策の支援に関すること 

⑦災害救助法に関すること 

⑧商工労働関係の災害対策に関すること 

総 務 課 

農林水産局 （08512）
2-9661 

①農林畜産関係被害（農林土木関係被害を除

く）の把握及び報告に関すること 

②被災農作物の応急技術対策に関すること 

③農林畜産関係（農林土木関係を除く）の災害

対策に関すること 

④家畜の保健、衛生の災害対策に関すること 

⑤食料の確保（流通）及びあっせんに関すること 

地産地商課 

農林水産局 

隠岐地域振興第二

課 

西ノ島町

7-9101 
地産地商課 

家畜衛生部（松江 

家畜保健衛生 

所隠岐支所） 

（08512）
2-9690 

①家畜の保健・衛生の災害対策に関すること 地産地商課 
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機 関 名 連絡先 処理すべき事務又は業務の大綱 町連絡窓口

島

根

県

隠

岐

支

庁

農林水産局 

島前出張所 

西ノ島町

7-9105 
①水産関係被害の把握及び報告に関すること 

②漁業共同施設の災害に関すること 

③漁港の災害対策に関すること 

④災害時（津波災害）における漁船に関すること

環境整備課

隠岐保健所 

島前保健環境課 

西ノ島町

7-8121 
①医療、助産に関すること 

②防疫、衛生に関すること 

③医療施設の災害対策に関すること 

④飲料水に関すること 

⑤廃棄物処理に関すること 

健康福祉課

①飲料水に関すること 

②廃棄物処理に関すること 

環境整備課

県土整備局 （08512）
2-9724 

①水防対策に関すること 

②土木関係被害状況及び農林土木関係被害

状況の把握及び報告に関すること 

③土木関係及び農林土木関係の災害対策に

関すること 

④島前地域の災害対策における総務班の支援

に関すること（隠岐地区本部に限る） 

環境整備課

地産地商課

島前事業部 西ノ島町

7-9112 

隠岐教育事務所 （08512）
2-9772 

①町立学校の被災状況(児童・生徒、教職員)と

その影響（事業実施の可否等）の把握・報告

に関すること 

②町立学校への避難所設置に係る情報収集・

協力に関すること 

③応急教育の必要性把握・報告及び必要に応

じた災害救助教科書・教材等の給与に関する

こと 

教育委員会

1-3 指定地方行政機関

機 関 名 連絡先 処理すべき事務又は業務の大綱 町連絡窓口

中国四国農政局 

島根県拠点 

（0852）
24-7311 

①災害時の食糧供給に関すること 地産地商課

中国地方整備局 

統括防災官室 防災室 

（082）
221-9231

①現地情報連絡員（リエゾン）の派遣 

②被災状況の把握 

③情報通信網の構築 

④災害応急対策（被害の拡大や二次災害の防

止等に資する応急措置を含む） 

⑤その他必要と認められる事項 

総 務 課

環境整備課

境港湾・空港整備事務

所総務課 

（0859）
42-3145
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機 関 名 連絡先 処理すべき事務又は業務の大綱 町連絡窓口 

隠岐海上保安署 （08512）
2-4999 

①海難救助 

②海洋の汚染の防止 

③海上における公安警備 

④海上災害防止に関する防災思想の普及 

⑤海上における安全確保、船舶交通の規制 

総 務 課 

日本郵便株式会社 

 菱浦郵便局 

 海士郵便局 

 崎郵便局 

西ノ島町

2-0747 
2-0714 
2-0414 

①災害時における郵便業務並びに為替、貯

金、簡易保険等の非常取扱 

②災害つなぎ資金の融資に関すること 

総 務 課 

大阪管区気象台（松江

地方気象台） 

(0852) 
22-3784 

①気象等予報及び警報の発表と伝達 

②地震情報の発表と伝達 

総 務 課 

1-4 警察 

機 関 名 連絡先 処理すべき事務又は業務の大綱 町連絡窓口 

浦郷警察署 西ノ島町

6-0121 
①災害情報の収集、伝達に関すること 

②被災者の避難誘導に関すること 

③被災者の救出救助に関すること 

④交通規制に関すること 

⑤その他公安警備に関すること 

総 務 課 

浦郷警察署海士駐在所 2-0426 
浦郷警察署知々井駐在

所 

2-0670 

1-5 消防 

機 関 名 連絡先 処理すべき事務又は業務の大綱 町連絡窓口 

隠岐広域連合隠岐島消

防本部 

（08512）
2-2299 

①消火及び救急、救助活動 

②災害に関する情報の収集・伝達 

③火災予防査察及び警戒 

総 務 課 

隠岐広域連合隠岐島消

防署海士出張所 

2-1119 

海士町消防団 

（災害優先電話） 

町長室 

（災害優先電話） 

2-0113 
（2-0115）

（2-0370）

①火災、水害等の応急対策 

②災害に関する情報の収集・伝達 

③被災者の救助・救出 

④避難の誘導 

総 務 課 
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1-6 指定公共機関 

機 関 名 連絡先 処理すべき事務又は業務の大綱 町連絡窓口 

西日本電信電話株式会社 

 島根支店 

（0852）
20-7504 

①電気通信施設の防災管理及び応急復旧 

②緊急を要する電話通話の扱い 

総 務 課 

株式会社 NTT ドコモ 

 中国支社島根支店 

（0852）
25-9501 

①電気通信施設、設備の整備及び防災管理 

②災害非常通信の確保 

③被災電気通信施設、設備の応急復旧 

ソフトバンク株式会社 ①電気通信施設の防災管理及び応急復旧 

KDDI 株式会社 

 中国総支社 

（082）
242-0163 

①電気通信施設の防災管理及び応急復旧 

日本赤十字社 

 島根県支部 

（0852）
21-4237 

①医療、助産等救助保護の実施 

②避難所等における救援物資配布、こころのケ

ア等の避難所運営支援 

③災害救助等の協力奉仕者の連絡調整 

④義援金品の募集 

健康福祉課 

中国電力株式会社 

中国電力ﾈｯﾄﾜｰｸ株式会社

 隠岐ﾈｯﾄﾜｰｸｾﾝﾀｰ 

（0120）
313-782 

①発電施設等の防災管理及び災害復旧 

②電力供給の確保 

総 務 課 

1-7 指定地方公共機関 

機 関 名 連絡先 処理すべき事務又は業務の大綱 町連絡窓口 

隠岐汽船株式会社 

 海士営業所 

（08512）
2-1122 

2-0055 

①海上における緊急輸送の確保 

②運航船舶の安全管理及び事故対策 

総 務 課 

隠岐海士交通株式会社 2-0020 ①陸上における緊急輸送の確保 総 務 課 

島根県医師会 （0852）
21-3454 

①災害時における医療救護活動の実施 健康福祉課 

1-8 その他の公共的団体及び防災上重要な施設の管理者

機 関 名 連絡先 処理すべき事務又は業務の大綱 町連絡窓口 

町内運輸関係事業者 ①災害時における救済用物資及び人員の緊急

輸送 

②災害時における貨物自動車による救済用物

資及び人員の緊急輸送 

総 務 課 

有限会社海士ガス 2-0167 ①ガス施設の災害予防

②災害時におけるガスの供給対策

③ガス施設の災害応急対策及び災害復旧

総 務 課

島前医師会 2-1745 ①災害時における医療及び救護の実施 健康福祉課
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機 関 名 連絡先 処理すべき事務又は業務の大綱 町連絡窓口

隠岐國商工会 2-0376 ①被災者に対する物資及び融資のあっせん 

②防災に関する啓発 

③被害調査に関する協力 

交流促進課

島根県農業協同組合隠

岐どうぜん地区本部海士

支店 

2-0751 ①災害対策用資材及び救助物資調達の協力 

②物資輸送の協力 

③共同利用施設の防災対策及び復旧 

④農作物等の復旧技術指導 

⑤被災組合員に対する融資又はあっせん 

地産地商課

海士町漁業協同組合 2-1333 ①緊急海上輸送の協力 

②水難救助の協力 

総 務 課

①水産施設の防火管理及び応急復旧の協力 

②被災組合員に対する融資又はあっせん 

③潮位の観測 

④漁船の避難指導 

環境整備課

隠岐広域連合 （08512）
6-9150 

①各町村共通の事務及び対策 総 務 課

島前町村組合 7-8901 ①各町村共通の事務及び対策 

②緊急海上輸送の協力 

総 務 課

連合婦人会組織 ①避難所における炊き出し及び保育に関する

協力 

教育委員会

文化財の管理者 ①文化財等の防災管理・報告 教育委員会

海士町社会福祉協議会 2-0010 ①被災生活困窮者に対する資金の融資あっせ

ん 

②ボランティア活動についての協議 

健康福祉課

学校 

 海士小学校 

 (災害時優先電話) 

 福井小学校 

 (災害時優先電話) 

 海士中学校 

 (災害時優先電話) 

2-0217 
(2-0217)
2-0750 

(2-0946)
2-0744 

(2-1621)

①児童、生徒の避難保護 

②被災者の一時収容措置についての協力 

③応急教育対策の確立 

④被災施設の災害復旧 

教育委員会
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機 関 名 連絡先 処理すべき事務又は業務の大綱 町連絡窓口 

保育園 

 けいしょう保育園 2-0540 
2-0808 

①保育児、入所者の避難保護 

②被災者の一時収容措置についての協力 

③応急教育対策の確立 

④被災施設の災害復旧 

健康福祉課 

特別養護老人ホーム 

 諏訪苑 2-1600 
保健福祉センター 

 ひまわり 2-0010 
高齢者住宅 

 福来の里 2-0075 
障がい者施設グループ

ホーム 

 あまの里 2-0075 
障がい者施設就労支援

(B 型) 

 さくらの家 2-1502 
各地区集会所 ①応急教育措置の協力 教育委員会 

海士診療所 

（災害時優先電話） 

2-0200 
(2-0200) 

①入院患者の避難保護 

②負傷者等の医療助産救助体制についての協

力 

健康福祉課 

隠岐島前森林組合 2-0664 ①林業災害調査及び応急対策の指導 

②被災組合員に対する融資又はあっせん 

環境整備課 

山陰合同銀行海士支店 2-1111 ①被災事業者等に対する資金の融資 

②その他緊急措置に対する協力 

会 計 課 

交流促進課 

危険物施設の管理者 ①危険物の保安措置 環境整備課 

(社)島根県建設業協会 （0852）
21-9004 

①災害時における建設機械・危険表示器材等

の確保 

環境整備課 

飯古建設有限会社 2-0232 ①災害時における建設機械・危険表示器材等

の確保 

環境整備課 

(社)島根県トラック協会 （0852）
21-4272 

①陸路による緊急輸送の確保 住民生活課 

総 務 課 

島根県旅客自動車協会 （0852）
60-0928 
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２ 町民及び事業所の基本的責務 

2-1 町民の基本的責務 

「自らの身の安全は、自ら守る」のが防災の基本である。町民はこの観点に立ち、日頃から

自主的に災害等に備え、食品、飲料水その他の生活必需物資の備蓄に努めるとともに、防災訓

練その他の自発的な防災活動への参加、過去の災害から得られた教訓の伝承等により、防災に

寄与するように努めなければならない。 

また、災害に際しては、被害を未然に防止しあるいは最小限にとどめるため、警戒・避難活

動、救出・救助活動等において相互に協力するとともに、町が実施する防災業務について自発

的に協力し、町民全体の生命、身体及び財産の安全の確保に努めなければならない。 

2-2 事業所の基本的責務 

食料、飲料水、生活必需品又は役務を提供する事業者など災害応急対策等に係る業務に従事

する企業は、災害時においても事業活動を継続的に実施するとともに、町が実施する防災施策

に協力するよう努めなければならない。 

事業所の事業者（管理者）は、事業の実施に際しては、従業員や顧客の安全を守りながら、

経済活動の維持、地域への貢献等の役割を果たす等、その社会的責務を自覚し、災害を防止す

るため最大限の努力を払わなくてはならない。 

また、事業者は、豪雨や暴風などで屋外移動が危険な状況であるときに従業員等が屋外を移

動することのないよう、また、避難を実施する場合における混雑・混乱等を防ぐため、テレワ

ークの実施、時差出勤、計画的休業など不要不急の外出を控えさせるための適切な措置を講ず

るよう努めるものとする。 
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第１節 浸水・波浪・高潮・風災害の予防 

１ 基本的な考え方 

多雨、集中豪雨、強風などにより河川の氾濫や海岸での高波が発生し、流域や沿岸の人家等

に被害を及ぼすおそれがある区域及び、地形条件から冬の季節風や台風などにより波浪、高潮

等の被害を受けるおそれがある区域について危険区域の把握を実施し、必要な河川堤防、海岸・

護岸施設等の整備を検討し整備を進めていく。 

また、災害時に住民が的確な行動が行われるように、危険の程度を把握できる情報の提供、

予報及び警報体制の充実、警戒避難体制の整備を行う。 

２ 波浪、高潮災害の防止対策 

◆担当部署【総務課、地産地商課】

2-1 海岸における危険予想箇所の把握・周知 

本町は離島であり、町全域が波浪・高潮災害の影響を受けることがあることから、海岸に関

しては、港湾、漁港、海岸保全区域等において過去の高潮の発生範囲等について把握し、関係

地域の住民に周知するよう努める。 

2-2 海岸保全施設整備の推進 

町は、冬季風浪や台風時の侵食、波浪、高潮等の被害が生じやすい海岸を対象として、波浪

等に対応できる護岸等の海岸保全施設の整備に努め、既存施設の老朽度点検を行い、特に重要

な施設から改修等の計画的な推進を図る。 

また、海岸環境に配慮しつつ、人工リーフ等沖合施設と護岸を組み合わせて波浪の静穏化を

図り、海岸の侵食防止と波浪の被害から海岸を防護するよう努め、コンテナ等の野外蔵置貨物

の流出防止対策に努める。
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３ 風災害の防止対策 

◆担当部署【総務課、環境整備課、地産地商課】 

台風に対しては、その経路等により予想し得る気象状況を早期に把握して、臨機に対応でき

る措置を講ずる。 

3-1 海岸の風害予防 

人家や港湾、漁港等の公共施設及び農地に被害を与えるおそれのある侵食海岸並びに高潮浸

水による危険区域に対して離岸堤、護岸の整備に努め、海岸砂防施設の維持補修を実施し、防

災に努める。 

3-2 農業に関する風害予防 

農作物の風害予防については、「作物気象災害対策指針」に基づき普及指導員、病害防除所

職員等を通じ、それぞれ専門の分野について常に時期別、各作物別の技術的な面についての予

防措置並びに対策を指導するとともに、その恒久的な対策としては防風林、防風垣、潅水施設

等を設けることにより、潮風害、寒風害、飛砂害等の防止に努める。 

防風林については、捕植を指導し、防風垣については常に補強整備するよう指導する。 

3-3 港湾及び漁港施設の風害予防 

冬期の西寄りの季節風、台風時における波浪と異常潮位等により港湾、漁港施設が被害を受

けて産業活動に大きな脅威を与えるおそれがあるので、これを未然に防止するよう各港の諸条

件に応じ、防波堤、護岸の増強その他諸施設の整備に努める。 

(1) 施設利用者に対する普及啓発 

港湾及び漁港・陸揚げ施設等は、その性格上、海岸、漁港地区に集中しており、風浪によ

る被害を受けやすい状態にあることから、保管資材等の流出による二次災害を防止するため

県と連携し、普及啓発を図る。 

(2) 放置物件の除去に対する求め 

町長は、資材等が置かれている場合若しくは防災上、やむを得ないと判断したときは、県

と連携し、資材物資等の除去を求める。 
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４ 河川等氾濫の防止対策 

◆担当部署【総務課、環境整備課、健康福祉課】 

4-1 河川等の重要水防区域及び危険な箇所の把握、周知 

(1) 対策 

町は、県において作成した浸水想定区域図浸水想定区域図（洪水浸水想定区域、雨水出水

浸水想定区域又は高潮浸水想定区域を示した図）について、住民への周知に努めるとともに、

町独自に、河川等の災害危険性等に関する以下の状況を把握し、これらの事項を記載した洪

水ハザードマップを作成し、関係地域の住民に周知する。その際、河川近傍や浸水深の大き

い区域については「早期の立退き避難が必要な区域」として明示するとともに、避難時に活

用する道路において冠水が想定されていないか住民等に確認を促すようことに努めるものと

する。 

また、中小河川や内水による浸水に対応したハザードマップ作成についても、関係機関が

連携しつつ作成・検討を行う。 

① 河川等の形状、地盤高に応じた浸水危険性の把握 

② 洪水予報、水位到達情報の伝達方法 

③ 避難路上の障害物等の把握 

④ 指定緊急避難場所及び指定避難所等の配置状況・堅牢度等の把握等、洪水時の円滑かつ

迅速な避難の確保を図るために必要な事項 

⑤ 危険区域内に居住する住民構成や地域・近隣単位の自主避難体制の検討 

（避難についての詳細は、本章第 9節「避難予防対策」を参照） 

4-2 河川等氾濫の防止施設の整備の推進 

(1) 河川及び治水施設等の整備状況 

県内の河川は、上流からの流出土砂により河床が上昇するため、治山事業、砂防ダム、貯

砂堰堤の整備による流出土砂の防止、河口部低水路の確保等により河床の上昇を抑えてきた。

さらに、河川改修、ダムの建設による洪水調節、河道の掘削、築堤、護岸、放水路の開削等に

より洪水の発生の防止に努めている。 

町内の改修済河川は、ある程度の風水害に耐えられるよう整備されているが、通常水位に

比べ堤内地盤の低いところなどで堤防の被害が生じた場合、大きな浸水被害をもたらすおそ

れがある。 

なお、施設の概要については、「島根県水防計画」参照。 

(2) 河川及び治水施設等の整備方策 

町は、従来からの河川等の氾濫を念頭にした河道拡幅、築堤、河床掘削等による河道の整

備、遊水地、分水路等の建設及び下水道事業による雨水排水の整備など、治水施設等の整備

を進める。 

また、既存施設の老朽度点検を行い、特に重要な施設から改修等を計画的に実施する。 

なお、県内の河川については、時間雨量 50mm 相当の洪水に対する整備を推進する。 

4-3 水防資材器具等の整備の推進 

水防資材器具等の整備状況及び整備計画については、本章第 25 節の水防計画を参照。
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4-4 浸水想定区域内の要配慮者利用施設 

次に示す施設について、町は、本地域防災計画において当該施設の名称及び所在地を定める

とともに、当該施設の所有者又は管理者及び自衛水防組織の構成員に対する洪水予報等の伝達

方法を定める。 

(ｱ) 浸水想定区域内の不特定多数の者が利用する施設等で、洪水時に利用者の円滑かつ迅

速な避難の確保及び浸水の防止を図ることが必要なもの 

(ｲ) 要配慮者利用施設（主として要配慮者が利用する施設をいう。）で洪水時に利用者の円

滑かつ迅速な避難の確保が必要なもの 

(ｳ) 大規模工場等（大規模な工場その他地域の社会経済活動に重大な影響が生じる施設と

して町が条例で定める用途及び規模に該当するもの） 

また、以下についての取組が必要である。

① 不特定多数の者が利用する施設等の所有者又は管理者は、自衛水防組織を置き、避

難計画の作成及び避難訓練の実施

② 要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、自衛水防組織を置くように努め、避難計

画の作成及び避難訓練の実施

③ 大規模工場等の所有者又は管理者は、浸水防止の計画を策定し、訓練の実施や自衛

水防組織を置くように努める。
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第２節 土砂災害の予防 

１ 基本的な考え方 

土砂災害は、山崩れ、がけ崩れ、地すべり、土石流、落石などにより発生する斜面崩壊（落

下により移動）、地すべり（滑動）、土石流（流動）に区別される。 

これらを引き起こす誘因として、降雨、融雪、地震等があり、特に、梅雨前線や台風等に起

因する集中豪雨などにより発生するケースが多い。洪水等に比べ、ひとたび斜面崩壊等が発生

すると一瞬にして周辺住民、施設等に対し、多大な人的・物的被害をもたらす危険性がある。 

土砂災害のおそれがある箇所については、「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策

の推進に関する法律」（以下、「土砂災害防止法」という。）に基づく土砂災害警戒区域及び土

砂災害特別警戒区域の指定を行い、危険箇所の把握と周辺住民への周知に努め、警戒避難体制

の整備、一定の開発行為に対する許可制、居室を有する建築物の構造規制、既存不適格建築物

に対する移転等の勧告などの施策を推進するとともに、土砂災害発生の危険度が高い箇所から、

砂防法・地すべり等防止法・急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律による指定を行い、

各種砂防事業を実施するなど総合的な土砂災害対策を推進する。 

また、町は、盛土による災害防止に向けた総点検等を踏まえ、危険が確認された盛土につい

て、各法令に基づき、速やかに撤去命令等の是正指導を行うものとする。 

がけ崩れ・ 

山崩れ災害 

がけ崩れ、山崩れ、人工斜面の崩壊等を総称して斜面崩壊といい、斜

面を構成する土、砂礫、岩盤等が剥落・転倒し、急速に崩壊・転落・落

下する現象を指す。雨量、斜面勾配、斜面形、地質条件等を誘因として

発生する。 

地すべり災害 

斜面崩壊よりも一般的に大規模で継続的なもので、比較的緩勾配でも

発生し、多大な被害をもたらす危険性がある。誘因としては地下水の影

響が大きく、台風や梅雨のほか、融雪時にも発生する。 

土石流災害 

土砂や岩石が水と混合し一体となって谷、渓床等地形の低所に沿って

流下するもので、豪雨、地震等による崩壊土砂の流下、渓流をせき止め

ていた崩壊物の再崩壊による流下、洪水流による渓床堆積土砂の流下、

地すべり土塊の流下等のケースがある。土石流の速度は速いもので時速

60 ㎞近くにもなり、斜面崩壊等に比べ移動距離が長く 100m から数㎞に

達する場合もあり、巨岩を含む場合は破壊力が更に強大になる。一般的

には、勾配が 15 度以上あり、渓流の中に多量の不安定な土砂がある渓

流で、かつ勾配が 15 度となる地点より上流の流域面積が広いものが土

石流の発生の危険度が高い。 

２ がけ崩れ・山崩れ災害の防止対策 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

斜面崩壊とは、がけ崩れ、山崩れ、人工斜面の崩壊などを総称し、斜面を構成する土、砂礫、

岩盤等が、主として重力の作用によって斜面から剥落・転倒し、急速に斜面上を崩壊・転落・

落下する現象である。崩壊は発生域（崩壊源）と移動堆積域とからなり、地すべりと比べると

規模が小さく、急傾斜地において突発的に発生し、移動速度が速い。 
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斜面崩壊の発生に係る要因としては、雨量、斜面の勾配、斜面形、地質条件等がある。 

2-1 急傾斜地崩壊危険箇所の把握、周知 

土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域、急傾斜地崩壊危険箇所＊、並びに町の定める避

難所・避難路・防災施設等の防災情報について、県ホームページの「マップｏｎしまね」及び

ハザードマップ等を活用し、急傾斜地崩壊危険箇所などがけ崩れ・山崩れ災害の危険性等に関

する情報を町民に周知する。 

＊ なお、県は、急傾斜地崩壊危険箇所のうち防災上緊急度の高いものを急傾斜地崩壊危険区域に指定し、対

策事業を実施しており、同区域においては、崩壊を助長するような行為が制限されている。 

2-2 警戒・避難体制の整備 

危険度の高い急傾斜地の周辺において、保全・管理に関する住民への指導を実施し、必要に

応じて防災措置の勧告や改善命令等を行う。 

また、大雨警報発表中において、土砂災害について、より厳重な警戒を呼びかける必要があ

る場合に、松江地方気象台と県が市町村単位で発表する土砂災害警戒情報、これを補足して県

が土砂災害予警報システムにより提供する土砂災害危険度情報を参考として、土砂災害警戒区

域ごとの警戒・避難基準を策定し、周辺住民等への周知徹底を図る。 

危険地域の住民に対しては、「急傾斜地の危険確認３要素」の早期発見に努めるよう指導す

るとともに、住民自身による防災措置の実施を促進する体制の確立を図る。 

急 傾 斜 地 の 危 険 確 認 ３ 要 素 

1 危険な時期 
長雨の時期、降雨等により地盤が緩んだ状態で、1 時間に 20mm 以上・

総雨量 100mm 以上の強い雨が降ったとき等 

2 危険な場所 傾斜が 30°以上、高さが 5m 以上、オーバーハング、表土が厚く軟弱 

3 危険な前兆 湧水、みずみちの変化、湧水量の増加、濁水、転石、倒木、地鳴り等 

土砂災害警戒区域ごとに土砂災害に関する情報の収集及び伝達、予報又は警報の伝達、避難、

救助その他土砂災害防止に必要な警戒避難体制に関する事項を定め、土砂災害に関する情報の

伝達方法、急傾斜地崩壊のおそれがある場合の避難地に関する事項等を記載した印刷物の作成

及び住民への配布等により、円滑な警戒避難体制の構築に努める。 

また、土砂災害警戒区域内に高齢者、障がい者等が主に利用する施設があれば、円滑な警戒

避難が行えるようにする。 

2-3 住宅移転の促進等 

急傾斜地の崩壊による危険の著しい区域を災害危険区域（建築基準法第 39 条第 1 項）とし

て指定し、当該区域内における住宅等の建築制限を行う。 

また、当該災害危険区域内の建築物について、過去の土砂災害の実態等からみて、土砂災害

が発生するおそれが急迫していると認められながらその所有者等が自ら必要な措置を講じて

いない等、住民等の生命又は身体に著しい危害が生ずるおそれが大きいと認めるときは、県及

び町は、関係機関との連絡調整を図ったうえ、がけ地近接等危険住宅移転事業等、各種制度の

活用により、人命、財産等を土砂災害から保護するために、危険住宅の移転促進に努める。 
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３ 地すべり災害の防止対策 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

3-1 地すべり危険箇所の把握、周知 

国及び県の実施する地すべり区域等の把握のための各種調査に協力し、地すべり防止区域の

指定及び対策を促進するとともに、町内の該当区域における巡視を行い、危険箇所の早期発見

に努め、県ホームページの「マップｏｎしまね」及びハザードマップ等を活用し、地すべり危

険箇所など地すべり災害の危険性等に関する情報を関係地域の住民に周知する。 

3-2 警戒・避難体制の整備 

特に危険度の高い地すべり危険箇所において、地割れ、陥没、隆起、建物・立木の傾き及び

湧水等の観測体制を整えるとともに、被害が及ぶと考えられる住宅等に対するソフト施策（地

すべり監視施設、情報機器の整備等）により、警戒・避難体制を確立し、大規模な土砂災害が

急迫している状況において、適切に住民の避難指示の判断を行えるよう、県ホームページのマ

ップｏｎしまね及びハザードマップ等の活用により、町民に対する指定区域、危険箇所の情報

提供及び防災意識の啓発に努める。 

土砂災害警戒区域ごとに土砂災害に関する情報の収集及び伝達、予報又は警報の発表及び伝

達、避難、救助その他土砂災害防止に必要な警戒避難体制に関する事項を定める。 

また、土砂災害に関する情報の伝達方法、地すべりのおそれがある場合の避難地に関する事

項等を記載した印刷物の作成及び住民への配布等により、円滑な警戒避難体制の構築に努める

とともに、土砂災害警戒区域内に高齢者、障がい者等が主に利用する施設があれば、円滑な警

戒避難が行えるようにする。 

3-3 地すべり防止工事の実施促進 

原因の判明した地すべり区域については、重要度に応じて早期に防止工事を実施し、住民の

安全を確保するよう県に求める。 
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４ 土石流災害の防止対策 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

4-1 土石流危険渓流及び危険区域の把握、周知 

国が指定した砂防指定地及び県が調査した土石流危険渓流、崩壊土砂流出危険地区等につい

ての資料を整備し、県ホームページの「マップｏｎしまね」及びハザードマップ等を活用し、

土石流危険渓流など土石流災害の危険性等に関する情報を関係地域の住民に対し周知徹底を

図る。 

4-2 警戒・避難体制の整備 

大雨警報発表中において、土砂災害について、より厳重な警戒を呼びかける必要がある場合

に、松江地方気象台と県が市町村単位で発表する土砂災害警戒情報、これを補足して県が土砂

災害予警報システムにより提供する土砂災害危険度情報等を参考に、土石流危険渓流ごとの警

戒・避難基準を策定し、県ホームページのマップｏｎしまね及びハザードマップ等の活用によ

り、周辺住民等への周知徹底を図り防災意識の啓発に努める。 

土砂災害警戒区域ごとに土砂災害に関する情報の収集及び伝達、予報又は警報の伝達、避難、

救助その他土砂災害防止に必要な警戒避難体制に関する事項を定め、土砂災害に関する情報の

伝達方法、土石流のおそれがある場合の避難地に関する事項等を記載した印刷物の作成及び住

民への配布等により、円滑な警戒避難体制の構築に努める。 

また、土砂災害警戒区域内に高齢者、障がい者等が主に利用する施設があれば、円滑な警戒

避難が行えるようにする。 

4-3 住宅移転の促進等 

町は、関係機関及び県と連絡調整を図り、各種制度の活用により人命、財産等を保護するた

め、危険住宅の移転に努める。 

５ 治山事業、砂防事業等の推進・協力 

◆担当部署【環境整備課】 

県が実施又は施行の勧告を行う以下の土砂災害対策事業・工事について、事業の円滑な推進

に向けて積極的に協力する。 

① 急傾斜地崩壊防止工事 

② 治山事業山腹工事 

③ 保安林指定による立木の伐採等の規制 

④ 地すべり防止工事 

⑤ 砂防工事 

⑥ 土地の形状変更、立木の伐採、土石の採取等の制限 
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６ 土砂災害防止法による防止対策 

◆担当部署【総務課】 

県は、土砂災害防止法により渓流や斜面及びその下流などの急傾斜地の崩壊等により被害を

受けるおそれのある区域の地形、地質、土地利用状況等について調査を行い、土砂災害のおそ

れのある区域を「土砂災害警戒区域」として指定する。また、土砂災害警戒区域のうち、建築

物に損壊が生じ、住民に著しい危害が生ずるおそれがある区域を「土砂災害特別警戒区域」と

して指定する。 

町は､県が指定した「土砂災害警戒区域」において､土砂災害から住民の生命を守るため、警

戒区域の周知を進め、災害情報の伝達や避難が早くできるように警戒避難体制の整備に努める。 

＊土砂災害の危険個所については資料編 資料 14 災害危険区域等一覧を参照 

＊土砂災害警戒情報については資料編 資料 20 土砂災害警戒関係資料を参照 

土砂災害警戒情報の補足情報（危険度情報） 

相当する 

警戒レベル 
危険度 危険度が示す状況と対処方法 

警戒レベル４ 

相当 

すでに 

基準値超 

現在の降雨指標が、土砂災害発生基準値を超過した状態 

命に危機が及ぶような土砂災害がすでに発生していてもお

かしくない極めて危険な状況 

（避難していない場合は身の安全の確保が必要） 

1 時間以内に 

基準値超過 

降雨指標が、今後 1 時間以内に土砂災害発生基準値を超過

すると予測される状態 

土砂災害がいつ発生してもおかしくない非常に危険な状況 

（危険な場所から避難を完了しておく必要がある） 

2 時間以内に 

基準値超過 

降雨指標が今後 2 時間以内に土砂災害発生基準値に到達す

ると予測される状態 

土砂災害がいつ発生してもおかしくない非常に危険な状況 

（危険な場所から避難する必要がある） 

警戒レベル３ 

相当 

3 時間以内に 

基準値超過 

降雨指標が、今後 3 時間以内に土砂災害発生基準値を超過

すると予測される状態 

土砂災害が発生しやすくなっており、十分な警戒が必要 

（避難に時間要する高齢者等は避難の開始を、それ以外の者

は避難の準備が必要な状況） 

警報 

大雨警報（土砂災害）の発表基準 

土砂災害が発生しやすくなっており、十分な警戒が必要 

（避難に時間要する高齢者等は避難の開始を、それ以外の者

は避難の準備が必要な状況） 

警戒レベル２ 

相当 
注意 

大雨注意報の発表基準 

土砂災害への注意が必要 

（ハザードマップ等で避難行動を確認） 
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第３節 都市構造の防災化 

１ 基本的な考え方 

地域の特性に配慮しつつ、災害に強いまちづくりを推進するため、防災的な土地利用の推進、

都市の不燃化の推進、防災空間の確保等、防災環境の整備事業を推進する。 

本町では「総合振興計画」に基づき、各種法令・諸制度に基づく市街地整備事業等の実施に

よる適正な土地利用を進め、災害等に備えた安全な都市環境づくりを推進する。 

国、県及び町は、緊急輸送ルートの確保を早期に確実に図るため、港湾等の主要な拠点との

アクセス強化、ネットワーク機能の向上、道路防災対策等を通じて、強靭で信頼性の高い道路

網の整備を図る。 

また、避難路、緊急輸送道路など防災上重要な経路を構成する道路について、災害時の交通

の確保を図るため、必要に応じて、区域を指定して道路の占用の禁止又は制限を行うとともに、

国が促進する一般送配電事業者、電気通信事業者における無電柱化の取組と連携しつつ、無電

柱化の促進を図る。 

２ 防災的な土地利用の推進 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

各種法令に基づき、防災の観点から総合的な調整・指導を実施し、宅地造成による人工崖面

には、高さ、勾配及び土質に応じ、擁壁設置等の安全措置を講ずる。 

また、造成後は、違法開発行為の取締り、梅雨期や台風期の巡視強化及び注意の呼びかけを

行う。 

県及び町は、盛土による災害防止に向けた総点検等を踏まえ、危険が確認された盛土につい

て、各法令に基づき、速やかに撤去命令等の是正指導を行う。 

３ 都市の不燃化の推進 

◆担当部署【総務課、環境整備課】

3-1 消火活動困難地域の解消 

市街地の不燃化、各種面的整備等により道路・空地等を確保・拡充し、老朽木造住宅による

密集市街地及び消火活動困難地域の解消に努める。 

3-2 延焼遮断帯等の整備 

広幅員の道路、公園等の延焼遮断帯の整備や空地等の確保により、火災の延焼防止に努める。 

3-3 消防水利・防火水槽等の整備 

消防力の基準等に照らし、消防施設等の充足状況を勘案するとともに、管路の耐震化や、市

街地における消防水利及び防火水槽（耐震性貯水槽）の整備を推進する。 

3-4 その他の災害防止事業 

火災時の効果的な消防活動が可能になるように消防活動路の確保について検討し、公園や防
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災活動拠点施設の整備を進め、火災時の消防・避難・救護活動の円滑な実施を図る。 

４ 防災空間の確保 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

多重性・代替性の確保が可能となるような災害に強い道路網の整備を計画的にすすめ、避難

所や広域避難地に通じる避難路については、沿道の安全化や道路拡幅等の整備を図る。 

５ 工作物対策 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

次の事項について、工作物等の安全化措置を講ずる。

擁壁の安全化 
・道路面に設置された擁壁について、適宜、道路防災総点検等を実施し、その

結果に基づき必要な補強・補修等の対策を講ずる 

ブロック塀等

の安全化 

・広報紙を活用し啓発を図るとともに、ブロック塀の造り方、点検方法及び

補強方法等について印刷物を作成し普及に努める 

・通学路、避難路及び避難場所等に重点を置き、市街地のブロック塀の実態

調査を行い、ブロック塀の倒壊危険箇所の把握に努める 

・ブロック塀を設置している住民に対して日頃から点検に努めるよう指導す

るとともに、危険なブロック塀に対しては造り替えや生け垣化を奨励する 

落下物の安全

化 

・3 階以上の建築物に附属する屋外広告物や大型窓ガラス等に対する落下防

止についての指導を行う 

・既存の建物に対し、比較的危険と思われる窓ガラス、外壁等について、安

全対策についての指導に努める 

・建築物所有者等は、強風による屋根瓦の脱落・飛散防止等の対策を図る 

屋外広告物に

対する規制 

・建築基準法や県条例による掲出許可基準の遵守・徹底を図るとともに、危

険性の高い市街地等に設置されているものについては、設置者に対する点

検・指導を特に強める 
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第４節 建築物・公共土木施設災害の予防 

１ 基本的な考え方 

災害時に避難、救護、その他応急活動の拠点となる防災基幹施設、都市・地域生活の根幹を

なす電気、ガス、水道等のライフライン施設、道路・橋梁等の交通施設、砂防、治山等のその

他の公共土木施設並びに文教施設において、安全性を確保し、災害の防止対策を推進する。 

２ 建築物の災害予防 

2-1 防災基幹施設の安全化 

◆担当部署【総務課、環境整備課、健康福祉課、教育委員会】 

本庁、消防・警察等の防災機関の施設、医療機関、学校、公民館等の防災基幹施設の安全化

を図り、災害時における応急対策活動拠点としての機能を確保し、本庁、支所及び医療機関等

の施設については、災害時の停電に備え、バッテリー、無停電電源装置及び自家発電設備等の

整備を図る。 

2-2 各種データの整備保全 

◆担当部署【関係各課】 

復興の円滑化のため、あらかじめ各種データ（戸籍、住民基本台帳、不動産登記、地積、公

共施設、地下埋設物等情報及び測量図面等のデータの整備保存並びにバックアップ体制の整備）

の整備保全を図る。 
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３ まちの防災対策 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

3-1 防災指導等による不燃化、安全化の促進 

次に示すとおり、一般建築物の不燃化、安全化等を推進する。 

一 般 建 築 物 に 対 す る 防 災 指 導 

災害危険区域内におけ

る防災指導及び建築制

限 

高潮、出水等による危険の著しい区域及び急傾斜地崩壊危険区域の

うち急傾斜地の崩壊による危険の著しい区域を建築基準法第 39 条

第 1項の災害危険区域に指定し、区域内の既存建築物に対する防災

指導、住居の用に供する建築物の建築制限を行う 

危険予想地域内建築物

の安全措置の指導 

がけ崩れや浸水その他災害が予想される地域の建築物や敷地等に

ついて、安全性確保のための措置を講ずるよう指導する 

保安上危険な建築物に 

対する指導 

保安上危険（がけ上、がけ下等）であり、又は衛生上有害である建

築物に対し、適正な指導を行う 

3-2 町民等への意識啓発 

次のとおり、町民に対する意識啓発を行う。

(1) 建築物の不燃化等の必要性に関する啓発（老朽化した建築物について重点的に実施） 

① 既存建物の改修時における相談 

② 印刷物の配布、防災講習会等の実施 

(2) 危険地域の住宅等の安全性確保に関する啓発 

① がけ崩れや浸水等が予想される危険地域の建築物や敷地等の安全性確保のための措置 

② がけ地に近接した既存不適格建築物のうち、急傾斜地崩壊防止工事等の対象にならない

住宅の移転促進（助成による誘導措置等） 

3-3 特殊建築物等の安全化 

建築基準法第 6条第 1項第 1号に規定される特殊建築物（劇場、映画館、展示場、百貨店等

不特定の人が集まる施設、医療機関、学校、旅館・ホテル等多数の人が滞在する施設や自動車

車庫等火災の危険性が高い施設等）について、次のとおり安全化推進のための対策を実施する。 

① 特殊建築物の不燃化等の促進 

② 所有者及び管理者による、敷地、構造及び設備の状況に関する定期的な調査・検査の実

施 

③ 年間を通じたパトロールの実施による、建築基準法及び防火基準適合表示制度等に基づ

く防火上、避難上の各種改善等、建築物の安全確保に関する積極的な指導 
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４ ライフライン施設の安全化 

ライフラインの被災は、安否確認、住民の避難、救命・救助等の応急対策活動などに支障を

与えるとともに避難生活環境の悪化等をもたらすことから、町及び県、ライフライン事業者は、

上下水道、電気、石油・石油ガス、通信サービス、廃棄物処理施設等のライフライン関連施設

について、浸水防止対策等、風水害に対する安全性の確保を図るとともに、系統多重化、拠点

の分散、代替施設の整備等による代替性の確保を進めるものとする。 

4-1 電力施設 

◆担当部署【中国電力・中国電力ネットワーク、総務課】 

(1) 現況 

本町には、送電線路、変電所、配電線路等の設備が整備されている。 

(2) 安全化対策 

(ｱ) 発電設備、送電設備等は、関連する法令、基準等を満たす設備となっているが、巡視・

点検等を徹底し、被害の未然防止に努める 

(ｲ) 専門知識の普及、印刷物の配布等を通じ、従業員の防災意識の高揚に努める 

(ｳ) 年 1 回以上防災訓練を実施する 

4-2 ＬＰガス施設 

◆担当部署【島根県ＬＰガス協会、ＬＰガス販売事業者、総務課】 

(1) 現況 

本町におけるＬＰガス関係施設の現況は次のとおり。

施 設 
ＬＰガス貯蔵設備 

（タンク） 
オートガススタンド ＬＰガス消費プラント 

箇所数 － 1 －

資料：島根県地域防災計画（平成 25年 3月 31 日現在） 

(2) 安全化対策 

安全化対策として、新規工事施工時及び定期の調査・点検等の際、次の事項の整備を行い、

安全化に努める。

(ｱ) ＬＰガス設備全般について、ガス埋設導管をポリエチレン管への切り替えを進めるな

ど安全性が確保できるよう整備を進める 

(ｲ) 容器は、災害時に転倒しないように堅固で水平な基礎の上に設置し、転倒防止用のチ

ェーンにより固定する 

(3) 防災教育・防災訓練の充実 

防災教育等の充実策として、次の事項の対策を行う。

① ソフト面の充実 

(ｱ) 風水害等防災訓練の実施 

(ｲ) 災害時の対応マニュアルの作成等 
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② 啓発活動 

風水害等による二次災害を防止するため、一般消費者に対して、特に高齢者にはわかりや

すく、災害時には速やかな対応ができるよう、次のような啓発を行う。 

(ｱ) 災害発生時の初期防災活動等について記したパンフレット等を配布し、内容について

説明する 

(ｲ) 災害発生時は、ガス器具の使用に留意し、異常があった時は販売業者の点検を受ける

よう指導する 

(ｳ) 災害発生時は、火を全部消し、元栓・器具栓を閉め、容器のバルブも閉めるよう指導

する 

4-3 簡易水道施設 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

(1) 安全化対策 

簡易水道施設における安全化対策は次のとおり。

自主保安体

制の構築 

1 取水、浄水、配水施設等水道施設の重要構造物について、安全性の診断

等により老朽度及び構造を把握し、安全性の低い施設の補強、増強等を

行う 

2 送水管・配水管は大きな被害を受けるため、継ぎ手は伸縮性のある離脱

防止型に取り替える 

3 情報伝送設備や遠隔監視・制御設備、自家発電設備等を整備する 

4 給水装置や受水槽の安全化を、水道利用者の協力により推進する 

5 避難所等の防災上重要な拠点の関係部局と連携して、緊急時用貯水槽や

大口径配水管を整備することにより、貯水機能を強化する 

6 水道の広域化を促し、施設全体の機能の向上を目指す 

防災教育防

災訓練 

各種研修会、講習会、有事を想定した模擬訓練等を通じて、災害時におけ

る判断力の養成、防災上の知識及び技術の向上を図る 

町は、住民に安全で良質な水の安定供給を確保するため、施設の保守・点検に努めるとと

もに、施設の安全化対策を推進する。また、応急給水を円滑に実施するために、活用可能な

水源、配水池等を最大限利用するとともに、防災用資機材の整備拡充、防災非常体制の確立

を推進する。 
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4-4 下水道施設 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

(1) 安全化対策 

下水道施設における安全化対策は次のとおり。

自主保安体

制の構築 

1 災害時の停電に備え、中継ポンプ場及び終末処理場に自家発電装置を備

えるとともに、遠隔監視等管理体制の充実に努める 

2 定期的な整備、保守・点検を行う 

3 協定等に基づく相互応援体制を整備する 

4 災害時用の資機材を整備する 

防災教育防

災訓練 

災害発生時に的確な防災対策が講じられるよう、防災部局と連携して、平

時から教育・訓練を実施する 

町は、住民の安全で衛生的な生活環境を確保するために、災害時における下水道・集落排

水施設等の機能を保持できるよう、施設の整備・保守・点検に努めるとともに、防災用資機

材の整備拡充、防災非常体制の確立を推進する。 

4-5 電気通信施設 

◆担当部署【NTT 西日本他】 

(1) 安全化対策 

現状の電気通信設備の更なる整備拡充を図るとともに、各事業者において、次に掲げる訓

練を実施する。なお、県、町及び関係機関が実施する防災訓練にも積極的に参加する。 

① 非常召集の訓練 

② 災害予報及び警報等の伝達訓練 

③ 災害時における通信疎通確保の訓練 

④ 電気通信設備等の災害応急復旧訓練 

⑤ 消防及び水防の訓練 

⑥ 災害用伝言板サービス等の運営 

4-6 災害情報の収集・伝達体制の整備 

◆担当部署【総務課、環境整備課、各ライフライン施設の管理者】 

災害発生時に事故の状況等に関する情報を迅速かつ正確に収集するため、無線等の伝達機器

の整備を図るとともに、災害時に的確に使用できるよう使用方法等の習熟を図り、通信輻輳時

及び途絶時を想定した通信統制や、重要通信の確保及び非常通信を取り入れた実践的通信訓練

を、定期的に実施する。 

4-7 災害応急活動体制の整備 

◆担当部署【総務課、環境整備課、各ライフライン施設の管理者】 

災害時の配備体制、登庁までの協議体制、災害対策本部室設営要領等を整備する。 

また、必要に応じ応急活動のためのマニュアルを作成し、職員に周知するとともに、活動手

順、使用する資機材や装備の使用方法等の習熟、他の職員、機関等との連携等について徹底を

図る。 
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また、町は、男女共同参画の視点から、男女共同参画担当部局が災害対応について庁内及び

避難所等における連絡調整を行い、平常時及び災害時における男女共同参画担当部の役割につ

いて、防災担当部局と男女共同参画担当部局が連携し明確化しておくよう努めるものとする。 

4-8 資機材の整備 

◆担当部署【総務課、環境整備課、各ライフライン施設の管理者】 

(ｱ) 災害に備え、平常時から復旧用資材、工具、消耗品等の確保に努める 

(ｲ) 資機材等の輸送計画を策定するとともに車両、船艇、ヘリコプター等の輸送力確保に

努める 

(ｳ) 資機材等の数量を常に把握しておくとともに、入念な整備点検を行う 

(ｴ) 資機材等の規格の統一を推進するほか、他機関と災害対策用資機材の相互融通体制を

整えておく 

(ｵ) 公共用地等の中から災害対策用資機材等の仮置場の候補地を選定し、災害時における

借用確保の円滑化を図る 

4-9 防災知識の普及・啓発 

◆担当部署【総務課、環境整備課、各ライフライン施設の管理者】 

防災訓練や広報紙の活用等様々な方法・機会を通じ、防災知識の普及・啓発に努める。 
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５ 交通施設の安全化 

◆担当部署【環境整備課、地産地商課】 

町は、ライフラインとして多様な機能を果たしている交通施設の災害時の安全性を確保して

いくため、県と協力しながら予防対策を推進する。 

また、緊急輸送ルートの確保を早期に確実に図るため、ネットワーク機能の向上、道路情報

ネットワークシステム、道路防災対策等を通じて安全性、信頼性の高い道路網の整備を図るも

のとする。道路と県管理の施設については、県の防災計画への協力をすすめる。 

5-1 道路施設 

(1) 現況 

本町における道路の整備状況は資料編（資料 12）を参照。 

(2) 安全化対策 

(ｱ) 災害時における円滑な交通を確保するため、狭あい区間等の整備を行う 

(ｲ) 落石等による通行危険箇所について日常点検を実施するとともに、緊急性の高い箇所

から順次法面防護施設等の整備を行い、危険箇所の解消を図る 

(ｳ) 橋梁等の道路構造物について点検を行い、構造上及び地盤上、安全性に問題のある施

設については、順次補強を行い安全性の確保を図る 

(ｴ) 所管するトンネルの安全点検調査を実施し、必要な箇所については、補強対策工事を

行う 

5-2 港湾施設 

(1) 現況 

町内には、町管理港湾 6港及び県管理港湾 2港の計 8港湾がある。 

各港湾施設において、古い施設については現在の設計基準を満たしていないおそれがある。 

また、現在、海士港が「島根県緊急輸送道路ネットワーク計画」における防災拠点港とし

て位置付けられているが、大規模災害時には対策本部が置かれる役場と海士港を結ぶ道路が

崩土及び家屋の倒壊等により遮断される可能性が高く、避難・救助活動及び物資輸送に対応

するための諸条件が整っておらず、現状としては防災拠点港としては不適である。 

(2) 安全化対策 

上記状況から、海士港を防災拠点港から除す。 

一方で、海士町管理港湾である諏訪港は、災害時の広域緊急防災拠点・集積備蓄基地とし

て位置付けられている海士町役場並びにヘリポートに近接しており、また港湾背後にストッ

クヤードとなるスペースがあり、災害が発生した際の救援物資や災害復旧の建設機械、また

は資材の受け入れ、管理、仕分け、搬出及び詰め替え等を行う輸送基地としての適性が高く、

人と物流の唯一の生命線である新たな防災拠点港として、被災後から復興までの離島航路の

維持を視野に入れた岸壁並びに関連施設の整備に努める。 

さらに、各港湾において必要に応じ安全性を点検し、補強工事の対策を実施するとともに、

大規模災害が発生したとき、現有の岸壁・防災広場（緑地施設・野積場等）を避難救助、海上

輸送活動等に供用するためにも、同対策の実施が必要である。 
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5-3 漁港施設 

(1) 現況 

町内には、町管理漁港 4港及び県管理漁港 2港の計 6漁港がある。 

各漁港施設において古い施設については、現在の設計基準を満たしていないおそれがある。 

また、菱浦漁港が「島根県緊急輸送道路ネットワーク計画」における防災拠点港として位

置付けられているが、大規模災害時には対策本部が置かれる役場と菱浦漁港を結ぶ道路が崩

土及び家屋の倒壊等により遮断される可能性が高く、避難・救助活動及び物資輸送に対応す

るための諸条件が整っておらず現状としては防災拠点港としては不適である。 

(2) 安全化対策 

上記状況から、菱浦漁港を防災拠点港から除し、併せて、各漁港において必要に応じ安全

性を点検し、補強工事の対策を実施するとともに、大規模災害が発生したとき、現有の岸壁・

防災広場（緑地施設・野積場等）を避難救助、海上輸送活動等に供用するためにも、同対策

の実施が必要である。 
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６ 文教施設の安全化 

学校・教育施設等＊において、次のとおり安全化対策を実施する。 

＊ 本計画では、保育園、小学校、中学校、特別支援学校を「学校」、小学校、中学校、特別支援学校及び社

会教育施設を「学校・教育施設等」と定義する。 

6-1 学校・教育施設等の防災体制 

◆担当部署【総務課、教育委員会】 

(1) 学校・教育施設等における防災対策の整備 

平素から防災に関する計画を立て、防災体制を整備しておく。特に、地域の実状等に応じ、

教職員の参集体制、初動体制、避難所の運営に係る体制等について考慮する。 

また、災害時における文房具及び通学用品の調達について、業者等との間で協定の締結に

努める。 

(2) 発災時間と応急対策との関連 

被害の影響が登下校時間、在校時間（授業中、休憩時間、放課後等）、あるいは夜間・休日

等となる場合も考えられるため、それぞれのケースに対応し得るよう、各学校、各施設、地

域ごとに発災時間帯別の対応マニュアル、連絡体制等を整備するとともに、訓練の充実に努

める。 

(3) 被災時の避難所としての役割への対応 

学校・教育施設等は災害時の避難所として指定されている場合が多いため、避難所として

の設備機能の充実を図り、避難所としての運営方法や教職員の役割分担を明確にしておく。 

また、休日や夜間等の管理は無人化していること等を考慮し、鍵の受渡し等の方法等につ

いて事前に学校・教育施設等と所管課との間で定めておく。 

6-2 文化財の保護 

◆担当部署【教育委員会】 

国・県・町指定建造物及び登録文化財等の歴史的建造物は、建造物自体が老朽化しているも

のが多いので、計画的に修理を推進する。また、耐震予備診断を進め、状況把握するとともに、

必要に応じて耐震補強を実施する。 

石垣、墓所等の被災しやすい史跡については、日常的な管理の徹底と計画的な整備を行い、

樹木等の災害に弱い天然記念物については、日常的な管理やパトロールの実施に努める。 

古文書等の貴重な資料については、その所在を計画的に調査し、災害等に対応できるよう記

録しておく。 

また、映像及び写真等を用いて、災害前の文化財の状況を詳細に記録しておく。 
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７ その他公共土木施設の安全化 

7-1 河川堤防の安全確保 

◆担当部署【環境整備課】 

町は、災害時の堤防決壊による二次災害を防止するため、河川堤防等について、県等との協

力により、強化、改良等の安全性向上対策を実施する。 

(1) 堤防・排水施設の改修・改築 

町は、施設の機能低下をきたしている箇所については、堤防のかさ上げ等の応急対策のほ

か、堤防の損傷に起因する浸水を未然に防止するため、改修を計画的に推進する必要がある。 

また、排水施設についても、災害に対してその機能が保持できるよう改築及び整備を図る。 
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第５節 農林漁業施設災害の防止 

１ 基本的な考え方 

農林水産物や農林漁業関連施設の被害を防止するために必要な対策を実施する。 

２ 農業施設災害の防止対策 

◆担当部署【地産地商課】

時期的、各作物別の細部技術的な面についての予防措置並びに対策を平素より指導し、恒久

的な対策として、防風林、防風垣、灌漑施設等の設置及び補強整備について指導を行う。 

農業用ため池は、決壊した場合下流に与える影響が大きいため、適正な管理を行い、老巧化

し、安全性に不安のある農業用ため池については、抜本的な改修や減災対策を行い適切な維持

管理に努める。 

３ 漁業施設災害の防止対策 

◆担当部署【環境整備課】

3-1 漁港 

本章第 4節 建築物・公共土木施設災害の予防を参照。 

県管理の施設については、県の防災計画への協力をすすめる。 

3-2 陸揚げ施設等 

荷さばき施設等漁業関連の陸揚げ施設は、漁港・港湾地区に集中しており、高潮や津波等に

よる被害が発生するおそれがあるため、災害を受けやすい状態にある施設の防災対策を検討す

る。 

3-3 漁場等 

磯根資源を対象とした天然及び人工の漁場等は浅海域にあり、汚濁水や土砂等の流入や波浪

による被害が発生するおそれがあるため、防災を考慮した整備を検討する。 

3-4 漁船 

漁業協同組合は、台風情報等によりあらかじめ危険が察知されるときは、船舶の所有者等に

対し、出航を見合わせる等の措置を徹底し、出漁中の漁船に対する無線等による災害情報の緊

急連絡体制を整備する。 
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第６節 防災活動体制の整備 

１ 基本的な考え方 

災害時の効果的な応急対策を迅速に実施できるよう、町及び関係機関の防災組織及び防災体

制を整備する。防災組織及び防災体制の整備に際しては、各々の組織の特性を踏まえ、災害時

の迅速な初動（警戒）体制を確立できるようにしておく必要がある。 

また、新型コロナウイルス感染症の発生を踏まえ、災害対応等に当たる職員の感染症対策を

徹底する。 

２ 災害対策本部体制の整備 

◆担当部署【総務課】 

2-1 初動体制の整備 

(1) 動員計画の策定 

災害時における職員の動員計画を定める。なお、動員の系統及び時系列順の連絡方法等に

ついて、可能な限り具体的に計画する。 

(2) 非常参集体制の整備 

非常参集体制を明確にし、職員の安全確保に十分に配慮した災害実情に応じた職員の動員

体制及び携帯電話のメール機能等を活用した連絡・参集手段等の整備を図る。 

また、交通の途絶、職員又は職員の家族等の被災等により職員の動員が困難な場合等を想

定した参集訓練等の実施に努め、災害対応に関する知識を有する職員の有効活用を図る。 

(3) 活動マニュアル等の運用 

災害対策本部の各班が実施すべき活動内容等を具体的に記した活動マニュアルを職員に周

知するとともに、定期的に訓練を行うよう努める。 

また、町は、男女共同参画の視点から、男女共同参画担当部局が災害対応について庁内及

び避難所等における連絡調整を行い、平常時及び災害時における男女共同参画担当部の役割

について、防災担当部局と男女共同参画担当部局が連携し明確化しておくよう努めるものと

する。 

(4) 被災地への町職員の派遣体制の整備 

町は、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策のため、応援職員の派遣に当たっては、

派遣職員の健康管理やマスク着用等を徹底するものとする。

2-2 勤務時間外の協議体制の整備 

勤務時間外に大規模な災害が発生した場合、本部長等の幹部職員の登庁を待つことなく必要

な意思決定と迅速・確実な連絡を行うことのできる体制の整備に努める。 

2-3 災害対策本部室等の整備における留意事項 

以下の点に留意し、対策本部室等の整備を行う。 
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① 災害対策本部室・本部事務室の整備、本部室の運営体制の整備 

② 災害時に備えた非常電源・自家発電機の確保及び浸水等に対する安全の確保 

③ 電話の余裕回線の確保及び非常用電話回線の増強、衛星携帯電話、衛星通信、インター

ネットメール、防災行政無線等多様な通信手段の整備 

④ 災害対策本部等防災基幹施設の通信、電力等の優先復旧体制の整備 

⑤ 応急対策用地図及びデータ等の配備 

⑥ 交替勤務者用の仮眠室等の整備 

⑦ 感染症対策の徹底 

３ 防災中枢機能等の確保・充実 

◆担当部署【総務課】 

町、防災関係機関及び災害応急対策に係る機関は、それぞれの機関の防災中枢機能を果たす

施設、設備の充実及び災害に対する安全性の確保、整備に努めるとともに、保有する施設、設

備について、非常時の電源確保のために、再生可能エネルギー等の代替エネルギーシステムや

電動車の活用を含めた自家発電設備、ＬＰガス災害用バルク、燃料貯蔵設備等の整備を図ると

ともに、十分な期間の発電が可能となるような燃料の備蓄等を行い、平常時から点検、訓練等

に努めるものとする。 

防災中枢機能を果たす施設、設備等の整備に当たっては、施設等の整備に加え、浸水災害に

伴う停電対策を施すとともに、物資の供給が困難となる場合を想定した防災要員用の食料、飲

料水、燃料等の適切な備蓄・調達・輸送体制の整備や、通信途絶時に備えた衛星携帯電話等の

非常用通信手段の確保を図るものとする。 

また、町は緊急輸送のための拠点整備を行う。 

４ 広域応援協力体制の整備 

◆担当部署【総務課】 

4-1 他の市町村・消防本部間の相互協力体制の整備 

島根県内の市町村により締結された「災害時の相互応援に関する協定書」の内容に基づく相

互応援体制の整備を推進する。 

また、町は、災害時に自らのみでは迅速かつ十分な対応が困難な場合に、他の市町村からの

物資の提供、人員の派遣、廃棄物処理等、相互に連携・協力し速やかに災害対応を実施できる

よう、近隣の市町村に加え遠方の市町村との間で、大規模災害に備えた相互応援協定を締結す

るよう努める。 

4-2 応援・受援体制の整備 

災害の規模や被災地のニーズに応じて円滑に県や他の市町村及び防災関係機関等から応援

を受けることができるよう、応援先・受援先の指定、応援・受援に関する連絡・要請の手順、

災害対策本部との役割分担・連絡調整体制、応援機関の活動拠点、応援要員の集合・配備体制

や資機材等の収集・輸送体制等の整備に努める。 

町は、国や他の市町村等からの応援職員等を迅速・的確に受け入れて情報共有や各種調整等
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を行うための受援体制の整備に努めるものとする。特に、庁内全体及び各業務担当部署におけ

る受援担当者の選定や応援職員等の執務スペースの確保を行うものとする。その際、新型コロ

ナウイルス感染症を含む感染症対策のため、適切な空間の確保に配慮するものとする。 

4-3 自衛隊との連携体制の整備 

町と自衛隊は各々の計画の調整を図るとともに協力関係について定めておくなど、平常時か

ら連携体制の強化を図る。その際、自衛隊への情報連絡体制の充実、共同防災訓練の実施等に

努める。 

町は、自衛隊への派遣要請が迅速に行えるよう、あらかじめ要請の手順、連絡調整窓口、連

絡の方法を取り決め、連絡先を徹底する等必要な準備を整えておくとともに、どのような状況

において、どのような分野（救急、救助、応急医療、緊急輸送等）で派遣要請を行うのか、平

常時よりその想定を行い、自衛隊に書面にて連絡しておく。 

町は、円滑に自衛隊の災害派遣を受けることができるよう、地域防災計画等に受援計画を位

置付けるよう努め、自衛隊の作業が他の災害救助・復旧機関と競合又は重複することのないよ

う役割分担・連絡調整体制、派遣部隊の活動拠点、宿泊施設又は野営施設、使用資機材等につ

いて必要な準備を整える。 

4-4 関係機関・民間団体等との連携体制の整備 

町は、指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関、その他の防災関係機関、民間

団体等との間において、応援協定の締結、災害時連絡体制の構築等に努める。 

また、個別の事業所の持つ能力を地域の重要な防災力と考え、人的・物的な防災協力活動に

より被害の軽減や地域の防災力の強化を図ることのできる制度の構築に努めるとともに、災害

時において食料を円滑に確保・供給するため、関係業者及び団体との間で協定締結に努める。 

国、県及び町は、他の関係機関と連携の上、災害時に発生する状況を予め想定し、各機関が

実施する災害対応を時系列で整理した防災行動計画（タイムライン）を作成するよう努める。 

また、災害対応の検証等を踏まえ、必要に応じて同計画の見直しを行うとともに、平時から

訓練や研修等を実施し、同計画の効果的な運用に努める。 

５ 災害救助法等の運用体制の整備 

◆担当部署【総務課】

5-1 災害救助法等の運用への習熟 

町は、災害救助法に基づく災害救助の基準や運用要領に習熟し、それに対応した体制を整備

し、災害救助法の実務に関する必要な資料を準備しておく。 

5-2 運用マニュアルの整備 

町は、災害救助法等の適用申請から適用を受けた後の運用方法に関するマニュアルを、県の

指導及び他の適用事例等を参考に作成する。 
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６ 複合災害体制の整備 

◆担当部署【総務課】

災害対応にあたる要員、資機材の投入等においては、複合災害の発生可能性を認識し、複合

災害の発生時及び後発災害の発生が懸念される場合には、状況を見極め適切な配分を考慮した

投入判断ができるよう備えておく。 

また、様々な複合災害を想定した机上訓練を実施するとともに、発生可能性が高い複合災害

を想定した職員の参集等の実働訓練を実施する。 

７ 罹災証明書の発行体制の整備 

◆担当部署【総務課、住民生活課】

災害時に罹災証明書の交付が遅滞なく行われるよう、住家被害の調査の担当者の育成、他の

地方公共団体や民間団体との応援協定の締結等を計画的に進めるなど、罹災証明書の交付に必

要な業務の実施体制の整備に努める。 
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第７節 情報管理体制の整備 

１ 基本的な考え方 

大規模災害が発生した場合、多種多様かつ多量の災害情報が発生する。町及び防災関係機関

が迅速かつ的確に防災対策を実施するためには、これらの災害情報を迅速かつ的確に収集・伝

達・共有するとともに町民に提供するため、ソフト、ハード両面の仕組みの整備が必要である。 

そこで、町及び防災関係機関は、県の総合防災情報システムを有効に活用できるよう体制の

整備を進める。 

また、効果的・効率的な防災対策を行うため、ＡＩ、クラウドコンピューティング技術、Ｓ

ＮＳの活用など、災害対応業務のデジタル化の促進に取り組む。 

２ 情報通信設備の整備 

◆担当部署【総務課】

2-1 防災行政無線 

町は、当該地域内における災害情報の通信に防災行政無線を用いる。 

2-2 非常通信 

町及び防災関係機関は、通信事業者一般回線や防災行政無線等が使用できない場合には、電

波法の規定に基づき、中国地方非常通信協議会構成員の協力を得て、他機関の有線・無線通信

施設を利用した非常通信を行うことができる。 

2-3 衛星通信ネットワークシステム 

通信衛星を利用し、国、都道府県、市町村及び防災関係機関相互を結ぶ通信網で、消防防災

無線及び都道府県防災行政無線等の機能を補完するとともに、地上系と衛星系による伝送路の

2重化を図る。 

なお、災害時における回線の優先割付、ホットライン機能を有するとともに、音声やファク

シミリ電送機能を有する。 

2-4 全国瞬時警報システム(J-ALERT) 

国からの緊急情報を瞬時に受信できる J-ALERT を活用し、防災行政無線を自動起動して町民

へ迅速に情報を伝達する。 

2-5 県総合防災情報システムの活用 

島根県総合防災情報システムは、県内各種観測情報や災害情報を収集し、市町村及び関係機

関へ的確に伝達できるようになっている。 

町は本システムを活用し、大規模災害が発生した際の災害情報の共有を図り、災害情報の迅

速な把握及び的確な情報提供を図る。 

また、総合防災情報システムの訓練や研修のメニューを活用して関係職員の操作の習熟を図

り、災害時に円滑な運用ができるように努める。 
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３ 気象等観測・伝達体制の整備 

◆担当部署【総務課】

町は、県、松江地方気象台、報道機関等と、相互に協力し、災害に関する予報及び警報等の

伝達徹底については、必要がある場合、あらかじめ協定（災害対策基本法第 57条）を締結し、

その円滑化を期する。また、伝達徹底のため、非常無線通信の利用（電波法第 52 条、災害対

策基本法第 57条）についても考慮し、体制の整備を図る。 
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第８節 広報体制の整備 

１ 基本的な考え方 

災害時における人命の安全と社会秩序の維持を図るため、町民に対する正確な広報の実施や

被災者の要望、苦情等の把握により、効果的な災害対策の実施に資するよう、災害相談や情報

提供の窓口を設置し、被災者や一般町民の様々な相談に適切に対応できる体制の整備を推進す

る。 

また、Ｌアラート（災害情報共有システム）で発信する災害関連情報等の多様化に努めると

ともに情報の地図化等による伝達手段の高度化に努める。 

２ 町民への的確な情報伝達体制の整備 

◆担当部署【総務課、健康福祉課】

町は、被災者への情報伝達手段として、特に町防災行政無線の整備を図るとともに、有線系

も含めた多様な手段の整備に努める。 

なお、土砂崩れ等により孤立が予想される地区は、外部との通信確保が最重要であり、多様

な通信手段を確保のうえ、電源の必要な通信機器について非常用電源の整備に努める。また、

通信設備障害時に備え民間の協力員、自主防災組織、消防団員等人力による情報収集・伝達、

アマチュア無線による伝達等バックアップ体制について検討する。 

2-1 ライフラインについての情報伝達 

町及びライフライン関係機関等は、災害に関する情報及び被災者に対する救援情報等を大規

模停電時も含め常に的確に広報できるよう、広報体制及び施設、設備の整備を図る。 

2-2 要配慮者等への情報伝達

広報の実施に当たって、視聴覚障がい者、高齢者、外国人等に十分配慮し、他の関係機関と

相互に連携を図りながら実施できる体制を整備しておく。 

2-3 子供や高齢者への情報伝達 

町は、子供や高齢者等では効果的な周知方法が異なることから、世代ごとにわかりやすく情

報が伝わるよう、それぞれのニーズに応じた手段を用いて情報発信に努める。 

2-4 特別警報及び警報等の情報伝達 

町は、携帯端末の緊急速報メール機能、ソーシャルメディア、ワンセグ放送等を活用して、

特別警報及び警報等の伝達手段の多重化・多様化に努める。 

2-5 避難者への広報体制整備 

町は、在宅での避難者、応急仮設住宅として供与される賃貸住宅への避難者、所在が把握で

きる広域避難者に対しても、確実に情報伝達できるよう必要な体制の整備を図る。 
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2-6 広域避難者への情報伝達 

町は、居住地以外の市町村に避難する被災者に対して全国避難者情報システムなどにより必

要な情報や支援・サービスを容易かつ確実に受け渡すことができるよう、被災者の所在地等の

情報を避難元と避難先の都道府県及び市町村が共有する仕組みの円滑な運用・強化を図る。 

３ 報道機関との連携体制の整備 

◆担当部署【総務課】

町及び各防災機関は、災害時の広報について協定の締結を促進するほか、これら協定に基づ

く放送要請の具体的な手続きの方法等について、年 1回程度打ち合わせ会議を開催し、事前の

申し合わせを行うなど、報道機関との連携体制の構築に努める。 

４ 災害用伝言サービス活用体制の整備 

◆担当部署【総務課】

一定規模の災害にともない被災地への通信が輻輳した場合においても、被災地内の家族・親

戚・知人等の安否等を確認できる情報通信手段である災害用伝言サービスについて、町民に対

して認知を深め、災害時における利用方法などの定着を図る必要がある。 

そのため、町は、平常時から広報誌やホームページなど、各々が保有する広報手段を活用し

普及促進のための広報を実施する。 

また、災害時において災害用伝言サービスの運用を開始した場合における広報体制について、

町は関係機関と協議するなど検討しておく。 
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第９節 避難予防対策 

１ 基本的な考え方 

風水害時には、河川出水、土砂災害等のため住民の避難を要する地域が数多く発生するため、

出火防止、初期消火等の被害軽減のための措置を講ずるとともに、あらかじめ避難計画を定め、

災害時において住民等が安全・的確に避難行動を行えるよう必要な体制を整備する。 

また、避難指示等の発令・伝達に関し、どのような状況において、どのような対象地区の住

民に対して避難指示等を発令すべきか等の具体的な判断基準について、避難情報の発令基準や

伝達方法、防災体制等を検討する。 

なお、町及び防災関係機関は、住民に対して、「自らの命は自らが守る」という意識を持ち、

自らの判断で避難行動をとること及び早期避難の重要性を住民に周知し、住民の理解と協力を

得ることに努める。 

大規模災害時に円滑な広域避難及び広域一時滞在が可能となるよう、町は広域避難における

居住者等及び広域一時滞在における被災住民（広域避難者）の運送を円滑に行うため運送事業

者等と協定を締結するとともに、隠岐圏域（島前）水害・土砂災害に関する減災対策協議会な

ど既存の枠組みを活用することにより国や他の地方公共団体との協力体制の構築に努めると

ともに、県及び町は他の地方公共団体との広域一時滞在に係る応援協定を締結するなど、災害

時の具体的な避難・受入方法を含めた手順等を定めるよう努める。

２ 避難指示等の基準の策定 

◆担当部署【総務課】

2-1 避難指示等の類型 

「高齢者等避難」、「避難指示」、「緊急安全確保」の意味合いや住民に求める行動について、

事前に周知を図る。 

避難指示等の類型は次のとおり。 

警戒レベル 住民がとるべき行動 行動を住民等に促す情報 

警戒レベル５ 

（町長が発令） 

・指定緊急避難場所等への立退き避難するこ

とがかえって危険である場合、緊急安全確保

する。 

ただし、災害発生・切迫の状況で、本行動を

安全にとることができるとは限らず、また本

行動をとったとしても身の安全を確保でき

るとは限らない。 

緊急安全確保（注 1） 

警戒レベル４ 

（町長が発令） 

・危険な場所から全員避難（立退き避難又は屋

内安全確保）する。 
避難指示 
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警戒レベル 住民がとるべき行動 行動を住民等に促す情報 

警戒レベル３ 

（町長が発令） 

・高齢者等（注 2）は危険な場所から避難する

必要がある。 

・高齢者等以外の人も必要に応じ、出勤等の外

出を控えるなど普段の行動を見合わせ始め

たり、避難の準備をしたり、自主的に避難す

るタイミングである。例えば、地域の状況に

応じ、早めの避難が望ましい場所の居住者等

は、このタイミングで自主的に避難すること

が望ましい。 

高齢者等避難 

警戒レベル２ 

（気象庁が発表） 

・ハザードマップ等により災害リスク、避難場

所や避難経路、避難のタイミング等の再確

認、避難情報の把握手段の再確認・注意など、

避難に備え自らの避難行動を確認する。 

大雨注意報 

洪水注意報 

高潮注意報（警報に切り

替える可能性に言及され

ていないもの） 

【警戒レベル１】 

（気象庁が発表） 

・防災気象情報等の最新情報に注意する等、災

害への心構えを高める。 

早期注意情報 

（警報級の可能性） 

突発的な災害の場合、町長からの避難指示等の発令が間に合わないこともあるため、身の危険を感じたら躊躇な

く自発的に避難する。 

注 1 災害が発生・切迫している状況において、その状況を町が必ず把握することができるとは限らないこと等か

ら、本情報は町長から必ず発令される情報ではない。 

注 2 高齢者等の「等」には、障がいのある人等の避難に時間を要する人や避難支援者等が含まれることに留意す

る。 

2-2 避難情報の発令基準や伝達方法、防災体制等の検討 

国の「避難情報に関するガイドライン」に基づき、避難情報の発令基準や伝達方法、防災体

制等を検討する。避難情報の発令基準や伝達方法、防災体制等を検討する。洪水予報河川等に

ついては、水位情報、堤防等の施設に係る情報、台風情報、洪水警報等により具体的な避難指

示等の発令基準を設定するものとする。それら以外の河川等についても、氾濫により居住者や

施設等の利用者に命の危険を及ぼすと判断したものについては、同様に具体的な避難指示等の

発令基準を策定することとする。また、安全な場所にいる人まで指定緊急避難場所等へ避難し

た場合、混雑や交通渋滞が発生するおそれ等があることから、災害リスクのある区域に絞って

避難指示等の発令対象区域を設定するとともに、必要に応じて見直すよう努めるものとする。 

2-3 ハザードマップの活用 

土砂災害警戒区域等の地図情報を基に、町内における災害危険箇所等の情報を掲載したハザ

ードマップを活用し、災害の危険性等に関する情報を関係地域の住民に周知する。 

2-4 防災マップの活用 

災害時に住民等が円滑に避難を行うため、防災マップを作成し、災害の危険が及ぶことが想
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定される地域や指定避難所の所在地、避難経路、避難情報の入手・伝達方法等の災害に関する

情報を住民に周知する。 

３ 避難体制の整備 

◆担当部署【総務課、関係各課】 

3-1 避難計画の策定 

(1) 町の避難計画 

次の事項に留意の上、避難計画を作成し、自治会等を通じて避難組織の確立に努める。 

また、町は、避難場所や避難所に避難したホームレスについて、住民票の有無等に関わら

ず適切に受け入れられるよう、地域の実情や他の避難者の心情等について勘案しながら、あ

らかじめ受け入れる方策について定めるよう努めるものとする。 

① 「避難情報に関するガイドライン」を基本に定めた避難情報の発令基準及び伝達方法 

② ハザードマップによる災害危険箇所等 

③ 避難所の名称、所在地、対象地区及び対象人口 

④ 避難所への経路及び誘導方法 

⑤ 避難所開設に伴う避難者救援措置に関する事項 -------------------------- 県と協議 

(ｱ) 食料、飲料水及び生活必需品等の供給 

(ｲ) 負傷者に対する応急救護 

⑥ 指定避難所、福祉避難所の管理に関する事項 --------------------- 施設管理者と協議 

(ｱ) 避難所の秩序保持 

(ｲ) 避難者に対する災害情報及び応急対策実施状況の伝達・周知 

(ｳ) 避難所の職員との事務分担等連携に関する事項 

(ｴ) 避難者に対する各種相談業務 

(ｵ) 避難が長期化した場合のプライバシーの確保、男女のニーズの違い等男女双方の視点

への配慮、要配慮者への配慮、その他避難場所における生活環境の確保 

⑦ 指定緊急避難場所、指定避難所、一時避難所及び広域避難地等の整備に関する事項 

⑧ 避難の心得、知識の普及啓発に関する事項 

(ｱ) 平常時における広報（広報紙、パンフレット等の発行、住民に対する巡回指導・防災

訓練等の実施） 

(ｲ) 災害時における広報（広報車による周知、住民組織による広報） 

⑨ 避難行動要支援者等の避難支援に関する事項 

(ｱ) 高齢者等避難、避難指示、緊急安全確保の伝達方法 

(ｲ) 避難行動要支援者の種別ごとの避難支援方法及び配慮すべき事項 

(ｳ) 避難行動要支援者の支援における町、町内会、自主防災組織、避難等関係者支援者、

福祉関係者等の役割 

(ｴ) 福祉避難所及び社会福祉施設等への移送・誘導方法 

(2) 防災上重要な施設の避難計画 

医療機関、社会福祉施設や不特定多数の者が出入りする施設等、防災上重要な施設の管理

者に対して必要な助言を行い、避難計画の作成を支援する。 
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避難計画作成にあたっての留意事項は次のとおり。

診  療  所 

患者を他の医療機関又は安全な場所へ集団的に避難させる場合、

避難施設の確保、移送の方法、保健、衛生対策及び患者に対するそ

れらの実施方法等に留意する 

社会福祉施設等 
避難の場所、経路、時期及び誘導方法並びに避難（入所）施設の確

保、保健、衛生対策及び給食等の実施方法等に留意する 

不特定多数の者が出

入りする施設等 

人間の行動、心理の特性を考慮したうえで、避難場所、経路、時期

及び誘導方法並びに指示伝達の方法等に留意する 

(3) 学校等の避難計画 

所管する学校等においては、多数の幼児、児童生徒等を混乱なく安全に避難させるために、

施設の実態に即した具体的な避難計画を作成するよう指導する。避難計画作成にあたっての

留意事項は次のとおり。また、小学校就学前の乳幼児等の安全で確実な避難誘導を行うため、

保育園等についても、具体的な避難計画を作成するよう指導する。 

臨時休校・下校措置

等に備えた体制整備

・家庭訪問、児童カード等により児童等の通学路を確認し、土砂災

害が発生しやすい箇所や、大雨によりはん濫が予想される用水路・

小河川の把握に努め、状況に応じた通学路の変更等に備える 

・臨時休校・下校措置の決定にあたり、教育課との連絡のとり方を

明確にしておく 

・臨時休校・下校措置の地域、保護者への連絡方法を明確にしてお

く 

・災害時の学校の対応について、学校の広報紙、ＰＴＡ総会等を利

用して保護者に理解を得ておく 

学校周辺の危険箇所

の把握 

大雨により、浸水又は土砂崩れが発生する可能性がある学校の敷地

内及び学校周辺の危険箇所を把握しておき、大雨の際、速やかに確

認を行い、対策が講じられるようにしておく 

多数の児童等を学校

から避難させる方法

避難場所、避難経路、誘導方法に留意し、計画に明記する 

3-2 避難誘導体制の整備 

(1) 避難計画の習熟と訓練 

避難方法に習熟し、避難誘導訓練を実施する。 

(2) 避難指示等の実施要領の明確化 

避難指示等が迅速に行われ、関係者に徹底するよう、明確な実施基準・要領を定め、既に

避難した者に対し適切な情報提供を行うことにより、避難指示等の発令中の帰宅等の防止を

図る。 

(3) 避難者の誘導体制の整備 

避難者を安全かつ迅速に誘導できるよう、以下の点に留意し誘導体制を整備する。 
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① 消防団や地区等のもとでの組織的な避難誘導 

② 要配慮者の優先避難 

③ 災害の種類、危険地域を考慮した避難経路の指定と周知徹底 

④ 状況に応じて、車両による移送等の検討 

⑤ 大規模災害時を想定した、他の市町村との応援協定の締結等による広域避難の具体的な

方法・手順の検討 

なお、避難情報が発令された場合の避難行動としては、避難所等への避難を基本とするも

のの、ハザードマップ等を踏まえ、自宅等で身の安全を確保することができる場合は、住民

自らの判断で「屋内安全確保」を行うことや、 避難時の周囲の状況等により、 避難所等へ

の避難がかえって危険を伴う場合は、「緊急安全確保」を行うべきことについても留意する。 

(4) 自主避難体制の整備 

土砂災害や河川の増水等の前兆現象が出現した場合等における住民の自主避難について、

住民に対しあらかじめ広報紙等のあらゆる機会を通じてその指導に努める。また、孤立予想

地区においては、衛星携帯電話等の多様な通信手段を確保のうえ、電源の必要な通信機器に

ついての非常用電源の整備に努めるとともに、通信設備障害時に備えた自主防災組織、消防

団員、アマチュア無線等によるバックアップ体制について検討する。 

(5) 避難指示等の伝達体制の整備 

避難計画において、危険区域ごとに避難指示等の伝達組織及び伝達方法を定め、あらかじ

め危険地域の住民に周知徹底を図る。 

(6) 避難行動要支援者に対する避難誘導体制の整備 

避難行動要支援者を適切に避難誘導し、安否確認を行うため、避難計画に基づき、以下の

点に留意し、平常時から避難行動要支援者に係る避難誘導体制の整備を図る。 

(ｱ) 日頃から避難行動要支援者に関する情報の把握・共有に努め、避難行動要支援者及び

避難支援等関係者に、避難指示等が確実に伝達できる手段・方法を定める 

(ｲ) 地域住民、自主防災組織、民生児童委員、介護保険事業者、障害福祉サービス事業者、

ボランティア団体等の協力を得ながら、地域ぐるみの避難誘導方法を具体的に定める 

(ｳ) 地域の要配慮者の実態に合わせ、利便性や安全性、高齢者や障がい者の介護等に必要

な設備や備品等について十分配慮したうえで避難地や避難路を定める 

(ｴ) 避難生活が長期化することが予想される場合には、マンパワー等介護に必要な機能を

備えた避難所や旅館・ホテルの借り上げ等、多様な避難所の確保に配慮する 

(7) 要配慮者関連施設の避難を確保するための措置 

① 避難確保計画 

浸水想定区域や土砂災害警戒区域内にある要配慮者利用施設の所有者及び管理者は、下記

に掲げる事項を記載した避難確保計画を作成し、避難訓練を実施する。作成した避難確保計

画は町長に報告する。 

(ｱ) 防災体制に関する事項 

(ｲ) 避難誘導に関する事項 
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(ｳ) 避難の確保を図るための施設の整備に関する事項 

(ｴ) 防災教育・訓練に関する事項 

(ｵ) 自衛水防組織の業務（ 自衛水防組織を置く場合） 

② 洪水予報等の伝達 

利用者の洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るため、避難確保計画が必要な浸水想定

区域内にある要配慮者が利用する施設について、各施設の所有者又は管理者と協議して、洪

水予報等の情報の伝達方法についてあらかじめ定めておく。 

③ 土砂災害に関する情報の伝達 

利用者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るため、土砂災害警戒区域内にある要配慮者が利

用する施設について、各施設の所有者又は管理者と協議して、土砂災害に関する情報、予報

及び警報の伝達方法についてあらかじめ定めておく。 

４ 避難地及び避難路の整備・周知 

◆担当部署【総務課、健康福祉課、関係各課】 

4-1 指定避難所・福祉避難所 

(1) 指定避難所の確保 

災害により家屋の倒壊、焼失等の被害を受けた町民や、被害を受けるおそれのある町民等

が滞在する施設として、地区及び災害種別ごと（風水害、地震災害、津波災害、土砂災害）に

法令に基づく指定避難所について、地域的な特性や過去の教訓、想定される災害、新型コロ

ナウイルス感染症を含む感染症対策等を踏まえ、避難者が避難生活を送るために必要十分な

数、規模の施設等を指定し、平常時から、指定避難所の場所、収容人数等について、町民へ

周知する。指定を取り消した場合についても同様に、町民へ周知する。 

また、災害時に指定避難所の開設状況や混雑状況等を周知することも想定し、ホームペー

ジやアプリケーション等の多様な手段の整備に努めるものとする。 

指定した指定避難所については、県へ報告する。また、指定を取り消した場合についても

同様に県へ報告する。なお、指定避難所については、定期的な状況確認・安全点検の実施や

整備・改修等を実施する。 

＊指定避難所は資料編 資料 21 避難所リストを参照 

① 指定避難所の施設基準 

「安全性が確認され＊1、かつ、避難者を一時的に受け入れ、保護し、避難者の生活機能を

確保することができる＊2、町が指定・運営する施設であること」とする。 

＊1 次の事項が確認されていることをいう。

a 地震災害時の避難所としては耐震性が確認されていること 

b 洪水時の避難所としては浸水しない施設であること 

c 土砂災害(特別）警戒区域に入っていない棟であること 

＊2 町において、原則として下記の対応が可能であることをいう。

a 避難所の開設管理 

b 負傷者や救急患者への救援活動 

c 避難者確認及び名簿の整理 

d 生活情報の提供及び相談窓口の開設 



基本計画編（風水害他）第２章 予防計画 
第９節 避難予防対策 

56 

e 避難所自治組織の運営指導 

f 避難者及び地域住民への食料、飲料水の確保及び給食活動 

g 施設管理者との調整 

h 安否確認への対応 

i その他避難者の日常生活（トイレ・風呂の設置等）の安定を図るための支援活動 

j ボランティアの受け入れ 

(2) 福祉避難所の確保 

指定避難所では避難生活が困難な、高齢者、障がい者等のうち特別な配慮が必要な者の避

難所として、福祉避難所を定め、その所在、名称、構造、受け入れ可能人員等を把握し、受け

入れ対象者の特定及び運用の方法とともに町民へ周知する。 

福祉避難所は、施設のバリアフリー整備状況（多目的トイレの整備等）を勘案して選定し、

定期的な防災診断の実施や改修等の安全点検を実施する。 

＊福祉避難所は資料編 資料 21 避難所リストを参照 

(3) 避難所設備の充実 

給食施設、冷暖房設備、シャワー設備、パソコン、FAX、テレビ、ラジオ、非常用電源等の

整備を推進する。また、停電時においても、施設・設備の機能が確保されるよう、再生可能

エネルギーの活用を含めた非常用発電設備等の整備に努めるものとする。必要に応じ指定避

難所の電力容量の拡大に努める。 

また、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策について、感染症患者が発生した場合

の対応を含め、平常時から防災担当部局と保健福祉担当部局が連携して、必要な場合には、

ホテルや旅館等の活用等を含めて検討するよう努めるものとする。 

(4) 備蓄等の推進 

住民による生活に必要な物資等の備蓄を推進し、町においても必要な物資等の備蓄を行い、

避難の長期化に備え、物資等の円滑な配備体制の整備に努める。 

町は、マスク、消毒液、体温計、段ボールベッド、パーティション等新型コロナウイルス

感染症を含む感染症対策に必要な物資等の備蓄に努めるとともに、備蓄品の調達にあたって

は、要配慮者、女性、子供にも配慮するものとする。 

(5) 要配慮者の特性にあわせた避難所の指定・整備 

町は、避難所の設定に当たり地域の実態にあわせ、利便性や安全性に十分配慮するととも

に、避難所内の一般避難スペースでは生活することが困難な障がい者、医療的ケアを必要と

する者等の要配慮者のため、必要に応じて、災害が発生した場合において要配慮者が相談等

の支援を受けることができる体制が整備され、主として要配慮者を滞在させるために必要な

居室が可能な限り確保された福祉避難所を指定するよう努める。特に、医療的ケアを必要と

する者に対しては、人工呼吸器や吸引器等の医療機器の電源の確保等の必要な配慮をするよ

う努めるものとする。 

なお、指定避難所においては、要配慮者の介護等に必要な設備や備品についても十分配慮

するとともに、避難生活が長期化することが予想される場合には、福祉避難所の開設や旅館、

ホテル等を借り上げる等、多様な避難所の確保に配慮する。 
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① 福祉避難所の指定 

福祉避難所として要配慮者を滞在させることが想定される施設にあっては、要配慮者の円

滑な利用を確保するための措置が講じられており、災害が発生した場合において要配慮者が

相談等の支援を受けることができる体制が整備され、主として要配慮者を滞在させるために

必要な居室が可能な限り確保されるものを指定するものとする。 

② 福祉避難所の公示 

町は、福祉避難所について、受入れを想定していない避難者が避難してくることがないよ

う、必要に応じて、あらかじめ福祉避難所として指定避難所を指定する際に、受入れ対象者

を特定して公示するものとする。 

また、前述の公示を活用しつつ、福祉避難所で受け入れるべき要配慮者を事前に調整の上、

個別避難計画等を作成し、要配慮者が、避難が必要となった際に福祉避難所へ直接避難する

ことができるよう努めるものとする。 

4-2 指定緊急避難場所、一時避難所及び広域避難地 

(1) 指定緊急避難場所の確保 

指定緊急避難場所は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合にその危険から逃れ

るための避難場所として、洪水や土砂災害など異常な現象ごとに安全性等の一定の基準を満

たす施設又は場所を町長が指定する。 

災害発生直後の緊急時の一時的な避難場所として、災害発生時に速やかに避難場所が開設

できるよう管理体制がもたれている施設とする。また、災害の発生のおそれがない区域に立

地している所とする。 

＊指定緊急避難場所は資料編 資料 21 避難所リストを参照 

(2) 一時避難所の確保 

大規模災害が発生した場合又は災害の発生のおそれがある場合において、住民が一時的に

安全を確保し、地域で安否確認を行うことのできる施設を一時避難所として確保する。 

一時避難所は、自治会等の組織や地域住民において定め、運営は自治会・自主防災組織等

地域で行うことを基本とし、一時的な安全確保を目的としているため、避難日数はおおむね

2～3日を限度とする。また、避難生活における支援が必要な場合は、自治会・自主防災組織

の要請により町が行う。 

(3) 広域避難地の確保 

密集地における要避難地区の住民を対象に、あらかじめ広域避難地を選定確保する。 

4-3 避難路の選定と確保 

地域住民と協議しながら避難路の選定を行うとともに、警察機関等と協力し通行確保に努め

る。また、地域の要配慮者の実態にあわせ、利便性や安全性に十分配慮する。 

4-4 避難施設等の住民への周知 

避難先、避難路等について、平常時から以下の方法により周知徹底を図る。なお、周知に当

たっては、外国人に配慮し「やさしい日本語」＊や外国語による多言語表記に努める。 
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① 広報紙・パンフレット・防災マップ等の印刷物、インターネット 

② 誘導標識、避難先案内図、避難先表示板等の設置 

③ 防災訓練の実施 

＊ やさしい日本語：日常使われている日本語を、より簡単な言葉や、漢字にふりがなを振る等して、外国人

や子ども、高齢者などにもわかりやすく言い換え（書き換え）をした日本語 

4-5 避難誘導標識の整備及び住民への周知 

避難施設、避難場所等への誘導をスムーズに行うため、避難誘導標識の整備に努めるととも

に、避難施設等の周知方法に準じて関係住民への周知徹底を図る。また、指定緊急避難場所を

指定して誘導標識を設置する場合は、日本産業規格に基づく災害種別一般図記号を使用して、

どの災害の種別に対応した避難場所であるかを明示するよう努める。なお、避難誘導標識の整

備にあたっては、外国人に配慮し「やさしい日本語」＊や外国語による多言語表記に努めると

ともに、災害種別一般図記号を使った避難場所標識の見方に関する周知に努める。 

① 広報紙・パンフレット・防災マップ等の印刷物、インターネット 

② 誘導標識、避難先案内図、避難先表示板等の設置 

③ 防災訓練の実施 

＊ やさしい日本語：日常使われている日本語を、より簡単な言葉や、漢字にふりがなを振る等して、外国人

や子ども、高齢者などにもわかりやすく言い換え（書き換え）をした日本語 

4-6 避難所となる施設の管理者との事前協議 

避難施設として指定する施設の管理者との間で、使用方法、連絡体制について事前に協議を

行う。また、指定管理者により管理されている施設については、委託契約に基づき、当該指定

管理者との間であらかじめ必要な調整を行う。

4-7 避難所運営マニュアルの整備 

避難所の運営等の円滑化を図るため、避難所運営マニュアルの作成を検討する。 

また、福祉避難所の管理運営体制を明確にするために、具体的な管理・運営方法及び指定避

難所から福祉避難所へ移動させる判断基準等を定めた福祉避難所運営マニュアルの作成を検

討する。 

4-8 避難所担当職員の配置 

避難所の開設が必要となった場合に速やかに必要な措置を講ずるため、担当課は適切に職員

の配置等を検討する。 

4-9 避難所運営の知識の普及 

平常時において、施設管理者のほか住民、自治会等に対し、災害時における避難所の管理・

運営のための必要な知識等の普及に努める。特に、夏季には熱中症の危険性が高まるため、熱

中症の予防や対処法に関する普及啓発に努める。 

避難所の良好な生活環境の継続的な確保のために、専門家、ＮＰＯ・ボランティア等との情

報交換等に努める。 
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５ 応急仮設住宅等の確保体制の整備 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

企業等と連携を図りつつ、応急仮設住宅の建設に要する資機材の調達体制を整備するととも

に、建設可能な用地を把握する等、供給体制をあらかじめ整備する。 

災害時に被災者用の住居として利用可能な公営住宅や空き家等の把握に努め、災害時に迅速

にあっせんできる体制を整備する。また、災害時における応急仮設住宅等の確保については、

県との協議を図りつつ、推進する。
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第１０節 救急・救助体制の整備 

１ 基本的な考え方 

土砂崩れ、洪水、冠水等の発生に際して、救急・救助を行うのに必要な体制や防災資機材等

の整備を計画的に推進する。 

２ 救急・救助体制の整備 

◆担当部署【総務課】 

2-1 町及び関係機関等による救急、救助体制の整備 

町は、救助対象者の状況に応じた救助体制の整備に努め、土砂崩れによる生き埋め等に対応

する救助作業に備え、普段から必要な装備・資機材の所在、確保方法や関係機関への協力要請

等について、情報連絡・災害対応調整等のルール化や通信手段の確保等を含め十分に検討して

おく。 

孤立予想地区については、当該地域における救出方法や情報伝達手段の確保、救出にあたる

関係機関等との相互連絡体制等について、事前に十分に検討しておくとともに、救急救助活動

を効果的に実施するため、職員の教育訓練を充実させる。 

傷病者の速やかな搬送を行うため、ヘリコプターによる搬送体制の整備のほか、医療情報収

集体制を強化し、民間の搬送業者等と連携し、多数の傷病者が発生した場合の搬送保護体制の

確立を図る。また、必要な重機を確保するため、関係団体と協定を締結する等により連携を図

る。 

2-2 住民、避難支援者、自主防災組織等の救急、救助への協力 

住民、避難支援者、自主防災組織等が防災訓練や研修会等に積極的に参加し、救急・救助活

動に関する知識や応急救護処置等の習得に努めるよう、これらの活動等を支援する。 

2-3 消防団、自主防災組織、避難支援者、住民の救出活動能力向上のための教育、指導 

多数の救出事案発生に対して重要な役割を期待される消防団、自主防災組織、避難支援者、

住民に対し、救急・救助活動を効果的に実施するための教育指導を推進する。 

2-4 災害救援ボランティア組織との連携 

関係機関等と日頃から相互連絡体制等について十分検討し、防災訓練等において相互の連携

を図る。 

３ 救急・救助用資機材等の整備 

◆担当部署【総務課、健康福祉課、海士診療所】 

災害時に同時多発する救急事象に対応するため、救急用装備・資機材等の整備を図る。 
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第１１節 医療体制の整備 

１ 基本的な考え方 

発災時に備え、必要な医療用資機材・医薬品等の整備及び救護班の編成等、住民が医療の途

を失った場合に町、県、医療機関及び防災関係機関が相互に連携した、応急的に医療・助産を

実施し得る体制の整備を計画的に推進する。 

なお、具体的な事項については、「島根県医療救護実施要綱」に準ずるほか、地域連携につ

いては、「隠岐島前地域災害医療対策会議」を通して緊密な連携を図る。 

２ 情報収集管理及び初期医療体制の整備 

◆担当部署【総務課、健康福祉課、海士診療所】 

災害発生直後は、多種多様かつ多量の災害情報が発生するとともに、ライフラインの断絶等

により初期医療体制が十分に機能しないことが考えられるため、防災マニュアルを作成し、情

報収集管理の手法、応急措置、緊急復旧等について関係者と協議する等、平素から医療体制の

充実を図る。 

３ 後方医療体制の整備 

◆担当部署【健康福祉課】 

隠岐島前病院と連携し、救護所等では対応できない重症患者等の搬送・治療及び入院等の救

護体制を整備する。 

４ 広域連絡体制の整備 

◆担当部署【総務課、健康福祉課】 

4-1 広域医療支援の強化 

大規模災害時に、医師をはじめとした医療要員の不足及び医薬品や医療材料の不足等の問題

が生じる場合に備え、隣接県を含む他の自治体との連携等による広域的な医療協力体制を整備

する。 

4-2 情報連絡体制の充実 

県及び関係機関と連携し、次に示す医療情報を迅速かつ的確に把握する体制を構築する。 

緊急医療情報 
各医療機関、消防組織等のネットワークによる医療機関の案内、当番

医の状況及び患者搬送支援の情報等 

応需情報 

県、保健所、町、日本赤十字社島根県支部、島根県医師会、医療施設、

国、他の都道府県間等に対する、災害時の診療科目ごとの診療可否、

手術可否、男女別空床の有無等 
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５ 防災訓練等 

◆担当部署【健康福祉課、総務課】

緊急度判定に基づく治療の優先度判定を行うトリアージ・タッグを活用した救護活動、及び

在宅難病患者等の搬送・救護など、関係機関との合同訓練等日頃から訓練・習熟に努め、救急

活動の効果的な実施体制の整備を進める。 

また、自主防災組織及び住民等に対し、近隣の救護活動や医療機関への搬送活動等について

自主的に対応する必要があることを広報、研修、訓練等により周知徹底し、自主的救護体制の

整備の推進に努める。 
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第１２節 交通確保・規制体制の整備 

１ 基本的な考え方 

交通の混乱を防止し、緊急通行路を確保するための交通確保体制の整備を計画的に推進する。 

また、災害応急対策を迅速かつ的確に実施するために、必要な車両、船艇、労務の確保を図

る等、輸送体制の整備を計画的に推進する。 

２ 交通規制の実施責任者 

◆担当部署【環境整備課、地産地商課】 

交通規制の実施責任者及びその範囲は、以下のとおり。なお、交通規制においては、県と連

携を図りつつ、推進する。 

区 分 実施責任者 範  囲 

道路管理者 知事 

町長 

（道路法第 46条） 

1 道路の損壊、決壊その他の事由により交通が危険であると

認められる場合 

2 道路に関する工事のため、やむを得ないと認められる場合 

公安委員会 

警察機関 

公安委員長 

警察署長 

警察官 

（災害対策基本法第 76条） 

1 本県又はこれに隣接し若しくは近接する県の地域に係る災

害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合におい

て、災害応急対策が的確かつ円滑に行われるようにするた

め緊急の必要があると認められるとき 

（道路交通法第 4条～第 6条） 

2 道路における危険を防止し、その他交通の安全と円滑を図

るため、必要があると認めるとき 

3 道路の損壊、火災の発生、その他の事情により道路におい

て交通の危険が生ずるおそれがある場合 

港湾管理者 知事 

町長 

（港湾法第 12条第 1項第 4号の 2） 

水域施設（航路、泊地及び船どまり）の使用に関し必要な規

則 

海上保安機関 海上保安本

部長 

海上保安官 

（港則法第 37条） 

1 船舶交通の安全のため、必要があると認めるとき 

2 海難の発生、その他の事情により特定港内において船舶交

通の混雑が生ずるおそれがあるとき、又は混雑を緩和する

ため、必要があると認められるとき 

（海上保安庁法第 18 条） 

3 海上における犯罪がまさに行われようとしている場合、又

は天災等の危険な事態が存在する場合であって、人命・財

産に危害が及ぶおそれがあり、かつ急を要するとき 
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３ 交通規制の実施体制の整備 

◆担当部署【環境整備課、地産地商課】 

交通規制の実施体制は、以下の方針により整備する。 

区 分 整   備   方   針 

道路管理者 ・道路、橋梁等交通施設の巡回調査に努め、危険な状況が予想される場合

や発見通報等に備え、速やかに必要な規制を行う体制を整備する 

・警察等関係機関と連携を図り、道路情報の迅速な伝達体制を整備する 

・災害時の交通規制と道路情報伝達に関するマニュアルの作成に努める 

公安委員会 

警察機関 

・発災時の交通安全や緊急通行車両の通行確保を行うため、又は、防災訓

練のための交通規制計画を策定する 

・交通情報の収集は、ヘリコプター、オートバイその他の機動力を活用す

ることとし、交通情報の収集を行う体制の整備に努める 

・交通規制を実施した場合の関係機関や住民等への周知について、その

内容や方法・手段について、日頃から計画しておく 

港湾管理者及び 

海上保安機関 

通行の禁止、制限区域の設定、危険区域の周知及び港内岸壁付近の交通整

理等の緊密な連携について検討する 

４ 緊急通行車両等の事前届出・確認 

◆担当部署【総務課、関係各課】

災害応急対策活動の円滑な推進に資するため、災害対策基本法施行令第 33 条第 1 項の規定

に基づく緊急通行車両として使用される車両であることの確認について事前届出を実施する。

4-1 緊急通行車両の事前届出 

(1) 事前届出の対象とする車両 

指定行政機関の長、指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、指定

公共機関及び指定地方公共機関（以下「指定行政機関等」という。）が保有し、若しくは指

定行政機関との契約等により常時指定行政機関等の活動のために専用に使用される車両

又は災害時に他の関係機関・団体等から調達する車両で、災害対策基本法第 50 条第 1 項

（次に掲げる事項をいう。）に規定する災害応急対策を実施するために使用する車両は、

緊急通行車両の事前届出を行うことができる。

① 特別警報及び警報の発表及び伝達並びに避難の指示等に関する事項

② 消防、水防その他の応急措置に関する事項

③ 被災者の救難、救助その他保護に関する事項

③ 被災した児童及び生徒の応急の教育に関する事項

④ 施設及び設備の応急の復旧に関する事項

⑤ 清掃、防疫その他の保健衛生に関する事項

⑥ 犯罪の予防、交通の規制その他災害地における社会秩序の維持に関する事項

⑦ 緊急輸送の確保に関する事項

⑧ その他災害の発生の防御又は拡大の防止のための措置に関する事項
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(2) 事前届出の申請 

緊急通行に係る業務の実施について責任を有する者（代行者を含む。）は、県警察本部

又は管轄警察署を経由して県公安委員会に対し、若しくは県防災危機管理課を経由して島

根県知事に対し、「緊急通行車両等事前届出書」に当該車両を使用して行う業務の内容を

証明する書類（輸送協定書等がない場合にあっては、指定行政機関等の上申書等。）を添付

して事前届出を行う。

なお、発災後、当該車両に対して緊急通行車両証明書が円滑に交付されることとなるこ

とから、事前届出を積極的に行うものとする。

4-2 規制除外車両の事前届出 

(1) 事前届出の対象とする車両 

規制除外車両として事前届出の対象となる車両は、緊急通行車両以外の車両であって、

次のいずれかに該当するものとする。

① 医師、歯科医師、医療機関等が使用する車両

② 医薬品、医療機器、医療用資材等を輸送する車両

③ 患者等輸送用車両（特別な構造又は装置があるものに限る）

④ 建設用重機、道路啓開作業用車両又は重機輸送用車両

(2) 事前届出の申請 

緊急通行に係る業務の実施について責任を有する者（代行者を含む）は、県警察本部交

通規制課又は各警察署を経由して県公安委員会に対し、「規制除外車両事前届出書」に当

該車両を使用して行う業務の内容を証明する書類を示して事前届出を行う。

なお、発災後、当該車両に対して規制除外車両確認証明書が円滑に交付されることとな

ることから、事前届出を積極的に行うものとする。
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第１３節 輸送体制の整備 

１ 基本的な考え方 

風水害時には、被災者の避難並びに災害応急対策及び災害救助を実施するのに必要な要員及

び物資の輸送を、迅速かつ的確に行うことが必要である。 

このため、各計画が効率的に実施されるように、必要な車両、船艇、労務の確保を図るなど、

輸送体制の整備を計画的に推進する。 

２ 輸送体制の整備方針 

◆担当部署【総務課、環境整備課、地産地商課】 

2-1 輸送条件を想定した輸送計画の作成 

輸送の実施責任者は、平素から、災害の種別・規模、地区、輸送対象、輸送手段（車両、舟

艇、航空機等）ごとのいくつかの輸送条件を想定した輸送計画を整備する。 

2-2 関係機関相互の連携の強化 

災害時には、救援物資等の多数の輸送需要が発生し、輸送能力が不足することが考えられる。

このため、緊急輸送に係る応援協定の締結、関係機関相互の情報連絡体制の構築等を推進し、

連携強化に努める。 

３ 輸送手段及び輸送施設・集積拠点等の指定 

◆担当部署【総務課、環境整備課、地産地商課】 

3-1 輸送手段の確保 

災害時に被災者や救援物資、資機材等を輸送するため、以下の輸送手段を確保しておく。 

自 動 車 

・災害応急対策実施機関所有の車両 

・公共団体等の車両 

・貨物自動車運送事業者所有の営業用車両 

・その他の民間の車両 

・石油燃料の輸送車両等 

船 舶 等 
・県有船舶   ・海上保安本部所属の船舶   ・民間船舶 

・漁船     ・自衛隊所属の船舶 

3-2 関係機関相互の協力関係の強化 

関係機関相互においては、災害時の迅速かつ的確な輸送手段の確保を図るために、応援要請

や緊急時の通信連絡体制等について、応援協定の締結や運用計画を作成する等、日頃から連携

を図る。 

3-3 輸送施設・集積拠点等について 

災害時における被災者や救援物資、資機材等の輸送施設、救援物資や資機材等の集積拠点と

して指定される施設等について検討しておく。
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４ 緊急輸送道路啓開体制の整備 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

災害時に道路障害物除去を実施する路線の選定、優先順位について関係機関と連携をとり選

定基準を設け、災害時に関係機関及び関係業界が迅速かつ的確な協力体制を確立して道路障害

物除去の作業を実施できるよう、マニュアルを作成する等、効率的な道路障害物除去体制の整

備を図る。 

平素から装備・資機材の整備を行うとともに、建設事業者等を通じて使用できる建設機械等

の把握を行い、災害時に建設業協会や関係団体等の協力を得て、迅速かつ的確な道路障害物除

去作業が実施できるよう、協力関係の強化を図る。 

自衛隊の災害派遣への対応が円滑に行えるよう、受け入れ体制の整備に努める。 

５ 緊急輸送のための港湾啓開体制の整備 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

災害時に効率的な港湾及び臨港道路の障害物除去作業を実施できるよう、平素から関係機

関・団体と協力して迅速かつ的確な協力体制を確立する。また、平素から装備・資機材を整備

し、建設業協会等を通じて使用できる建設機械等の把握を行う。 

災害時に迅速かつ的確な障害物除去作業が実施できるように、関係機関・団体との協力協定

の締結を行うなど協力関係の強化を図る。 

自衛隊の災害派遣への対応も円滑に行えるよう受け入れ体制の整備に努める。 
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第１４節 防災施設、装備等の整備 

１ 基本的な考え方 

災害時における防災中枢機能を果たし、災害対策活動の拠点施設となる広域防災拠点が効果

的に機能するよう、災害用臨時ヘリポートを整備するとともに、各種防災装備・資機材等の整

備を推進する。 

２ 広域防災拠点(防災活動施設)の活用 

本町では、災害時広域航空応援のベースキャンプ機能及び緊急物資・資機材の集積配給基地

機能を有する広域防災拠点を整備検討する必要がある。 

３ 災害用臨時ヘリポートの整備 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

3-1 臨時へリポートの選定及び管理 

県と協議のうえ、臨時ヘリポートを学校の校庭、公共の運動場等からの選定を検討する。な

お、孤立予想地区については、ヘリコプター離着陸適地の選定・確保に努める。 

また、臨時へリポートの管理にあたっては、平素から管理者と連絡を取り、常に使用できる

よう配意する。 

3-2 県への報告 

新たに臨時ヘリポートを選定した場合、地域防災計画に定めるとともに、県に対し次の事項

を略図添付のうえ報告する。なお、報告事項に変更を生じた場合も同様とする。 

① 臨時ヘリポート番号 

② 所在地及び名称 

③ 施設等の管理者及び電話番号 

④ 発着場面積 

⑤ 付近の障害物等の状況 

⑥ 離着陸可能な機種 

４ 防災装備等の整備 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

4-1 各種防災装備等の整備・点検 

保有防災装備等については、定期的に点検を実施し、その結果を常に記録しておくとともに、

損傷等が発見されたときは、速やかに補充・修理等を行う。 

4-2 資機材等の調達 

災害発生時に必要な資機材等を円滑に調達するため、調達先の確認等をあらかじめ行ってお

く。
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第１５節 食料・飲料水及び生活必需品等確保・供給体制の整備 

災害時の町民の生活を確保するため、食料、生活必需品、応急給水資機材及び防災用資機材

等の備蓄並びに調達体制の整備を推進する。 

１ 基本的な考え方 

1-1 災害への対応 

災害発生時においては、飲料水、食料、医薬品、医療資機材等、燃料等生活必需品、通信機

器、応急活動用資機材等を速やかに用意する必要があり、町は、必要資機材の整備を図るとと

もに、災害時における迅速かつ確実な備蓄、調達、輸送体制を確保する。 

あわせて、平時から、訓練等を通じて、物資の備蓄状況や運送手段の確認、災害協定を締結

した民間事業者等の発災時の連絡先、要請手続等の確認を行うよう努めるとともに、内閣府の

物資調達・輸送調整等支援システムを活用し、あらかじめ、備蓄物資や物資拠点の登録にも努

めるものとする。 

1-2 備蓄 

公的備蓄数量の目標値は夜間人口を基準とするが、昼間人口の多い中心市街地の事業所にお

ける備蓄体制、観光客等の一時滞在人口等にも配慮し設定する。 

また、災害により輸送経路が被災し、町外及び遠隔地からの輸送が困難となることも考慮す

る。 

1-3 発生時間と備蓄品目との対応 

最悪のケースにも対応できるよう、災害発生の季節及び時間帯を考慮したうえで備蓄品目を

選定する（冬季用の防寒用品、夜間用の照明等）。 

1-4 要配慮者、男女双方のニーズの違いへの配慮 

要配慮者及び男女双方のニーズの違いやアレルギー対応等に十分配慮のうえ、品目を選定す

る。 

1-5 備蓄物資の分散と集中 

町域を考慮し、災害時において備蓄物資の特性や災害状況に応じた迅速な搬送が行えるよう、

各備蓄拠点を設け、集中備蓄と分散備蓄を組み合わせた方法により備蓄を推進する。 

1-6 孤立予想地区における備蓄 

孤立予想地区においては、生活物資等の備蓄が必要であるため、住民との協働により、孤立

予想地区の避難所等において人口規模に応じた優先備蓄を行う。 

また、孤立予想地区においては、公的な備蓄のみならず、自主防災組織や個々の世帯におけ

る備蓄強化に努める。 



基本計画編（風水害他）第２章 予防計画 
第１５節 食料・飲料水及び生活必需品等確保・供給体制の整備 

70 

２ 食料及び給食用資機材の備蓄並びに調達体制の整備 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

2-1 対象者及び品目等 

(1) 対象者 

災害時の食料給与の対象者は、短期的避難所生活者等及び災害救助従事者とする。 

(2) 品目 

避難者のための食料としては、乾パン、パン、弁当、おにぎり、缶詰、牛乳、飲料水（ペッ

トボトル）等の調理不要の品目が望ましい。 

それ以降は、炊き出し用の米、即席麺、レトルト食品、包装米飯等調理の容易な品目とし、

合わせて食塩、味噌、醤油等の調味料とし、必要に応じて野菜、肉類、魚介類も含める。ま

た、乳児食は、調整粉乳とし、哺乳ビン、飲料水も併せ確保・調達する。 

なお、備蓄は乾パン、アルファ米、即席粥、缶詰、乳児食（粉ミルク、調整粉乳）等調理不

要で保存期間の長い品目とする。 

2-2 食料及び給食用資機材の備蓄並びに調達計画の策定 

町は、被害想定に基づき必要備蓄品目、数量、災害時における調達品目、数量、調達先、輸

送方法その他必要事項を、食料及び給食用資機材の備蓄並びに調達計画として策定する。 

2-3 食料及び給食用資機材の備蓄 

県、町は全体で、被害想定に基づく短期的避難所生活者等及び災害救助従事者のおおむね 2

日分に相当する量を目標に食料及び給食用資機材の備蓄体制の整備を行う。これは災害により、

輸送経路等が被災し、町外及び遠隔地からの輸送が困難となることも想定されることによる。 

町は、食料の備蓄並びに調達計画に基づき、短期的避難所生活者等を対象とする食料及び給

食用資機材の備蓄を行う。 

民間事業所は、町からの要請に基づき、昼間人口の多い地域における事業所勤務者のための

食料備蓄体制及び休日における近隣住民への給与体制の整備を推進しておく。 

町民は、持ち出し分を含めて最低 3日分、推奨 1週間分の食料等を備蓄する。 

2-4 食料及び給食用資機材の調達体制の整備 

町は食料及び給食用資機材の備蓄並びに調達計画に基づき、生産者及び販売業者並びに近隣

市町村、県の協力を得て食料の調達を行う。 

2-5 食料及び給食用資機材の輸送体制の整備 

町は、食料及び給食用資機材の備蓄並びに調達計画に基づき、食料等の輸送体制の整備方法

について輸送業者と十分協議しておく。 

2-6 食料及び給食用資機材の集積地の指定 

町は、集積地、その所在地、経路等についてあらかじめ定めておく。 
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３ 飲料水及び給水用資機材等の備蓄並びに調達体制の整備 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

災害のため飲料水が枯渇し、又は汚染して現に飲料に適する水を得ることができない者に対

しては、給水体制の確保を行うとともに飲料水の供給を実施する。 

3-1 給水の実施 

被災者に対する応急飲料水の供給は町が実施することとし、供給作業に人員が不足する場合

にあっては、消防団、地区役員等に協力を要請するものとする。 

ただし、被災内容、規模等の状況により本町において実施できないときは、県若しくは隣接

町村に応援又は協力を要請する。 

応急給水体制を実施するときは、被災者、被災地区に給水方法、給水場所、給水時間等につ

いて防災行政無線、電話等で周知を行うものとする。 

なお、飲料井戸等を使用する住民に対しては、煮沸飲用及び水質検査の指導を行う。 

3-2 対象者及び飲料水・資機材の備蓄 

(1) 対象者 

災害のため、現に飲料水を得ることができない地域に居住している者に対して行う。 

住家、家財の被害がない場合でも、その地域において自力で飲料水を得ることができない

者であれば対象とする。 

(2) 飲料水、給水資機材の確保 

災害発生時に備え、次の事項についてあらかじめその対策をたてておく。

(ｱ) 給水源（井戸等）の所在地、給水可能量を調査し水質検査をしておく 

(ｲ) ろ水器、給水容器及び容器運搬用車両その他給水に必要な資機材等を確保し、整備点

検を行い、その使用方法について関係者に熟知させる 

(ｳ) 飲料水の消毒薬品（さらし粉、次亜鉛素酸ソーダ、塩素等）は必要量を確保し、その

保管場所、配置場所をよく検討する 

3-3 給水の方法 

飲料水は、おおむね次の方法によって供給又は確保することを検討しておく。 

(ｱ) 飲料水が汚染したと認められるときは、ろ水器により浄化して供給する 

(ｲ) 被災地において確保することが困難なときは、被災地に近い水源から容器により運搬

供給する 

(ｳ) 飲料水が防疫その他衛生上浄化の必要があるときは、浄化剤を投入し、又は交付して

飲料水を確保する 

3-4 家庭における備蓄の推進 

風呂のため水、水道水の備蓄、雨水の貯留、市販水の確保等により、各家庭において生活用

水の備蓄が行われるよう、広報紙や防災訓練等を通じ市民の意識啓発を図る。 

町民は、持ち出し分を含めて最低 3日分、推奨 1週間分の飲料水等を備蓄する。 
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3-5 他の機関への協力要請 

災害時における飲料水の供給の協力を、県又は隣接町村に要請する場合は、次の方法による。 

(ｱ) 町は、自ら飲料水の供給が困難な場合は、他町村又は県へ飲料水の供給の実施又はこ

れに要する要員及び給水資機材につき応援を要請する 

(ｲ) 県は、町からの応援要請事項の実施が困難な場合、自衛隊等への飲料水の供給の実施

又はこれに要する要員及び給水資機材につき応援を要請する 

(ｳ) 県は、町の実施する飲料水の供給につき、特に必要があると認めたときは、他町村に

応援するよう指示する 

3-6 実施期間 

災害救助法適用の場合は、災害発生の日から 7日以内とする。ただし、状況により期間延長

が必要な場合は、知事に報告し、知事は内閣総理大臣の承認を受ける。 



基本計画編（風水害他）第２章 予防計画 
第１５節 食料・飲料水及び生活必需品等確保・供給体制の整備 

73 

４ 燃料等生活必需品の備蓄並びに調達体制の整備 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

4-1 基本的事項 

(1) 給（貸）与対象者 

災害によって住家に被害を受け、日常生活に欠くことのできない燃料等生活必需品を喪失

又は毀損し、しかも物資の販売機構の混乱により、資力の有無にかかわらず、燃料等生活必

需品を直ちに入手することができない状態にある者とする。 

(2) 備蓄品目 

必要とする備蓄品目は以下のとおり。 

備 

蓄 

品 

目 

・寝具（毛布災害用マット） ・携帯トイレ、簡易トイレ、仮設トイレ 

・外衣 ・タオル 

・肌着 ・トイレットペーパー、ティッシュペーパー

・身回り品 ・紙おむつ（子ども大人用） 

・日用品（懐中電灯を含む） ・マスク 

・炊事用具 ・女性用衛生用品 

・食器 ・作業着 

・燃料、光熱材料 ・小型エンジン発電機 

・カセットコンロ、カートリッジボンベ ・土のう袋 

・要配慮者向け用品 ・ブルーシート 

(3) 民間事業者等への協力の要請 

昼間人口の多い中心市街地等において、事業所在勤者を対象とした燃料等生活必需品の備

蓄体制の整備を民間事業者へ要請する。 

(4) 燃料等生活必需品の備蓄並びに調達計画の策定 

町は、必要備蓄品目、数量、災害時における調達品目、数量、調達先、輸送方法等について

整備する。また、民間事業者との応援協定を検討する。 

4-2 燃料等生活必需品の備蓄 

県、町及び町民は全体で、被害想定に基づく短期避難所生活者のおおむね 2日分に相当する

量を備蓄目標として、備蓄と調達を検討する。 

4-3 燃料等生活必需品の調達・輸送体制の整備 

調達・輸送体制について生産者及び販売業者と十分に協議を行い、協定の締結に努める。 
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５ 災害救助用物資・資機材の備蓄並びに調達体制の整備 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

5-1 基本的事項 

(1) 目的及び備蓄品目等 

避難所及び広域避難地において、短期避難所生活者の受け入れ・保護活動に用いることを

目的とする。 

(2) 備蓄品目 

必要とする備蓄品目は以下のとおり。 

備 

蓄 

品 

目 

・ヘルメット、安全靴・中敷き、安全手袋、合羽 ・発電機、投光器 

・バール、ジャッキ、のこぎり ・テント、防水シート 

・懐中電灯、ヘッドランプ、乾電池 ・仮設トイレ（簡易トイレ） 

・移送用具（自転車、バイク、船外機、担架等） ・ハンドマイク 

・道路、河川、下水道等の応急復旧活動に必要な資機材 

・間仕切り、女性用更衣テント等の避難所でのプライバシー保護に必要な資機材 

(3) 備蓄計画の策定と運用 

災害を想定し、避難所の受け入れ可能人員等に基づく必要量を把握のうえ、災害時の必要

品目、数量、保管場所、輸送方法及びその他必要事項等に関する備蓄計画を策定し、適切な

物資・資機材の備蓄を推進する。 

5-2 災害救助用物資・資機材の備蓄 

災害を想定し、要救助活動の指標（倒壊建物数、被災者数、負傷者数等）に相当する量を目

標に災害救助用物資・資機材の備蓄を進める。備蓄と調達による確保量の割合については、調

達先の存在や距離等を考慮のうえ決定する。 

また、地域における物資や資機材の備蓄等の防災活動に対する支援に努める。 

5-3 災害救助用物資・資機材の調達・輸送体制の整備 

調達・輸送体制について物資等を保有する業者並びに輸送業者と協議を行い、協定の締結に

努める。 
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６ 医療救護資機材、医薬品の備蓄並びに調達体制の整備 

◆担当部署【総務課、健康福祉課】 

6-1 基本事項 

(1) 対象者 

災害時の医療及び助産救護活動を行う県、町及び県、町が要請した機関とする。 

(2) 品目 

品目は、災害用医療セット（救急箱）、ベッド兼用担架等の応急医療用資機材並びに消毒剤、

止血剤及び各種疾患用剤等の医薬品等とする。 

6-2 医療救護資機材、医薬品の備蓄並びに調達 

町は、備蓄すべき医療救護資機材、避難所設置等、医薬品、保管場所、輸送方法及びその他

必要事項等を定めた調達計画の策定に努める。 

(ｱ) 災害時の医療及び助産活動のための医療救護資機材、医薬品の備蓄及び更新に努める 

(ｲ) 薬品等備蓄施設における災害時の医薬品等資材の品質の安全確保について、管理責任

体制を明確にする等、自主対策の推進に努める 

6-3 医薬品等の輸送、仕分け、管理体制の整備 

町は、医療資機材の集積所、救護所、避難所等への輸送について県と協議しておくほか、輸

送業者と協定の締結に努める。 
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第１６節 廃棄物等の処理体制の整備 

１ 基本的な考え方 

建物の浸水や流失等により大量に発生する廃棄物や、ライフライン等の被災によるし尿を効

率的に処理できるように、廃棄物等の処理体制を整備する。 

２ 廃棄物処理体制の整備 

◆担当部署【環境整備課、総務課】 

2-1 対象 

風水害に伴い大量に発生した、粗大ごみや流木等の災害廃棄物とする。 

2-2 実施責任者 

町の責任において実施するのを原則とするが、被害が甚大で町において処理が困難なときは、

県及び隣接市町村への応援を要請する等、必要な措置を講ずる。 

2-3 廃棄物処理要領の習熟と体制の整備 

災害廃棄物等の処理活動の要領・内容に習熟するとともに、必要な体制を整備する。 

2-4 維持管理対策 

廃棄物の適正処理に影響が生じないよう、普段より施設の維持管理等を十分に行う。 

2-5 災害廃棄物の仮置場の選定 

短期間での災害廃棄物の焼却処分、最終処分が困難な場合を想定し、次に掲げる点に留意し

て、仮置場の候補地をあらかじめ選定する。 

① 他の応急対策活動に支障のないこと 

② 環境衛生に支障がないこと 

③ 搬入に便利なこと 

④ 分別、焼却、最終処分等に便利なこと 

2-6 廃棄物発生量の推定 

災害廃棄物としては、倒壊家屋からの廃棄物、焼失家屋等の焼け残り、建築物の破損窓ガラ

ス類、屋外等の破損落下物等が考えられる。 
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３ し尿処理体制の整備 

◆担当部署【環境整備課】 

3-1 対象 

風水害時に発生したし尿とする。 

3-2 実施責任者 

町の責任において実施するのを原則とするが、被害が甚大で町において処理が困難なときは、

県及び隣接市町村への応援を要請する等、必要な措置を講ずる。 

3-3 し尿処理要領の習熟と体制の整備 

し尿処理活動の要領・内容に習熟するとともに、必要な体制を整備する。 

3-4 災害用仮設トイレの整備等 

あらかじめ民間の清掃及びし尿処理関連業者、仮設トイレ等を扱うリース業者等による関連

業界団体との関係を密にし、迅速に収集処理等が実施できるよう、協力体制の強化・拡充を図

り、仮設トイレの備蓄を計画的に推進する。 

また、災害時に供用（一般開放）することが可能な公共施設及び学校等のトイレについて、

その場所及び多目的トイレの有無等を事前に把握しておく。 

3-5 し尿処理排出量の推定 

被災した家屋等の汲取式便槽のし尿については、被災地における防疫上、収集可能になった

日よりできる限り早急に収集処理を行う必要があるので、平常時における量に加え一時的であ

るが、処理量の増加が予想される。また、被災世帯の処理量に、流失・損壊家屋の便槽のし尿

分が加わることも予想される。 

４ 応援協力体制の整備 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

災害廃棄物等の処理の応援を要請する相手方の業者、各種団体について、あらかじめその応

援能力等について十分調査のうえ、応援協定により、体制を整えておく。 

また、廃棄物処理体制の整備にあたっては、広域的な協力体制・被害情報収集体制を構築す

るため、県及び関係団体等との連携を密にし、調整を図る。 
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第１７節 防疫・保健衛生体制の整備 

１ 基本的な考え方 

町は、風水害時の被災地域においては、衛生条件が極度に悪く、感染症等の疾病の発生が多

分に予想されるので、これを防止するとともに、被災者の健康状態を把握し、必要に応じた対

策を行うための防疫・保健衛生、食品衛生体制等を整備しておく。 

２ 防疫・保健衛生体制の整備 

◆担当部署【環境整備課、健康福祉課】 

災害時の防疫・保健衛生については、隠岐保健所と連携を図り対策を推進する。 

防疫作業のために防疫班の編成計画を作成する。また、防疫班は、町の職員及び臨時に雇い

上げた作業員をもって編成する。 

３ 食品衛生、監視体制の整備 

◆担当部署【健康福祉課、交流促進課】 

風水害時は、食品衛生監視員のみでは十分な監視指導が出来ない場合もあるので、営業施設

の被災状況の把握、被災施設の重点的監視を行う体制を整備するとともに、速やかな状況把握

と衛生指導を行うため、業者団体との連携の強化に努める。 

４ 防疫用薬剤及び器具の備蓄 

◆担当部署【環境整備課、健康福祉課】 

消毒剤、消毒散布用器械、運搬器具等のうち、災害時の緊急の調達に困難が予想されるもの

については、平常時からその確保に努める。 

５ 動物愛護管理体制の整備 

◆担当部署【環境整備課】 

家庭動物として飼育されていた動物が放逐されることによる放浪動物や飼育放棄が発生し

ないよう、平時から家庭動物の避難用品の確保や同行避難が行えるよう啓発や体制の整備を図

るとともに、避難所等における家庭動物の受入れや飼養方法について、あらかじめ担当部局等

との調整を行う。 
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第１８節 消防団、水防団及び自主防災組織の育成強化 

１ 基本的な考え方 

大規模災害による被害を軽減するには、行政機関の対応に加えて町民や事業所等が一体とな

って警戒避難や救出・救助等の災害防止活動に取り組む必要があるため、消防団を育成強化す

るとともに、自主防災組織等の防災組織及びこれらの組織の活動環境を整備し、防災体制の強

化を図る。 

２ 消防団の育成強化 

◆担当部署【総務課】 

2-1 消防団の現状と組織状況 

近年の社会経済情勢の変化は、消防団活動に次のような影響を及ぼしている。 

・過疎化・高齢化の進展や就業構造の変化に伴う団員数の減少 

・団員の高齢化に伴う消防力の低下 

本町における消防団の組織及び消防団保有分の消防ポンプ自動車等の現有数は資料編参照 

2-2 重点実施項目 

今後は、地域における防災体制の確立を図るため、地域の実情に応じて次のことに取り組む。 

(ｱ) 消防施設、設備及び装備のより一層の強化、高度化を図り、省力化を推進する 

(ｲ) 団員の処遇改善、教育訓練体制の充実を図る等活性化対策を推進する 

(ｳ) 消防団活動に対する地域住民や事業所の理解促進を図る 

(ｴ) 公務員等の入団促進を図る 

(ｵ) 公募制の導入等、入団募集方法の検討や事業所への働きかけを実施し、青年層の入団

促進を図る 

(ｶ) 水防団、水防協力団体の育成強化 

３ 自主防災組織等の育成強化 

◆担当部署【総務課】 

3-1 重点実施項目 

本町においては、自主防災組織の強化に努めており、自主防災組織の育成・強化にあたり、

重点的に実施する項目は次のとおり。 

(ｱ) 住民の関心を高めるため、研修会や公民館単位での説明会を開催する等の啓発活動を

展開する。その際には、自主防災組織の役員に積極的に女性を登用することで、地域

における活動の活性化にもつながることから、自主防災組織の役員などへの女性の参

画の促進に努める。 

(ｲ) リーダーの養成、組織への指導・助言を行うとともに、助成の実施等組織の活性化を

推進する 

(ｳ) 防火防災意識の高揚と知識の普及を図るため、民間の防火組織の育成強化を図る 

(ｴ) 活動拠点施設において、必要な資機材等の整備を推進する 
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(ｵ) 地区が主体となって企画運営する防災訓練・防災イベントの支援を行う 

(ｶ) 自主防災組織活動マニュアル等を作成し、組織の活性化に努める 

3-2 自主防災組織の活動内容 

地区の実情にあわせ、各組織で決定する。 

代表的な活動内容は次のとおり。 

平 常 時 に お け る 活 動 災 害 時 に お け る 活 動 

1 防災に関する知識の普及 

2 防災関係機関・他の組織との連絡体制の構築 

3 地域における有効な防災情報（避難所、避難経

路、公共施設、防災倉庫、医療施設、要配慮者

の有無等）、危険箇所（がけ崩れ、危険物施設、

古いブロック塀、木造住宅・老朽家屋密集地等）

の把握及び周知 

4 地域防災マップの作成 

5 防災上の予防措置 

6 情報収集・伝達体制の構築及び確認 

7 防災資機材等の備蓄・点検等 

8 防災訓練等の実施・参加 

9 その他地域防災の充実に関すること 

1 地域住民の安否確認 

2 地域の要配慮者への支援 

3 出火防止及び初期消火 

4 負傷者の救出・救護 

5 情報の伝達収集 

6 避難誘導、避難生活の指導 

7 避難所等における給食・給水活動 

8 その他災害時対応に関すること 

４ 住民による地区の防災活動の推進 

◆担当部署【総務課】

4-1 住民主体の地区防災計画 

地区内の住民は、当該地区における防災力の向上を図るため、共同して、防災訓練の実施、

物資等の備蓄、高齢者等の避難支援体制の構築等自発的な防災活動の推進に努める。この場合、

必要に応じて、当該地区における自発的な防災活動に関する計画を作成し、これを地区防災計

画の素案として町防災会議に提案するなど、町と連携して防災活動を行う。 

4-2 地区防災計画の策定 

(1) 町地域防災計画と地区防災計画 

町は、町地域防災計画に地区防災計画を位置付けるよう町内の一定の地区内の住民から提案

を受け、必要があると認めるときは、町地域防災計画に地区防災計画を定める。 

(2) 地区防災計画と個別避難計画の整合性 

町は、個別避難計画が作成されている避難行動要支援者が居住する地区において、地区防災

計画を定める場合は、地域全体での避難が円滑に行われるよう、個別避難計画で定められた内

容を前提とした避難支援の役割分担及び支援内容を整理し、両計画の整合が図られるよう努め

るものとする。また、訓練等により、両計画の一体的な運用が図られるよう努める。 
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第１９節 企業（事業所）における防災の促進 

１ 基本的な考え方 

企業（事業所）は、災害時の企業の果たす役割（生命の安全確保、二次災害の防止、事業の

継続、地域貢献・地域との共生）を十分に認識し、自らの自然災害リスクを把握するともに、

リスクに応じた、リスクコントロールとリスクファイナンスの組み合わせによるリスクマネジ

メントの実施に努めるものとし、災害時の防災体制の整備や重要業務を継続するための取組が

求められている。 

町は、企業（事業所）における防災組織の整備や事業継続計画（ＢＣＰ）の策定などを推進

するよう努める。 

２ 防災体制の整備 

◆担当部署【総務課】 

町は、消防法等により自衛消防組織の設置が義務づけられている企業（事業所）に対して、

自衛消防組織の整備・充実を支援するとともに、地域住民の自主防災組織との連携強化を図る。

なお、設置が義務づけられていない企業（事業所）についても、自主的な防災組織の設置を促

進するよう努める。 

また、あらかじめ商工会等と連携体制を構築するなど、災害発生時に中小企業等の被害状況

を迅速かつ適切に把握できる体制の整備に努める。 

３ 事業継続の取り組みの推進 

◆担当部署【総務課、交流促進課】 

町は、企業（事業所）における事業継続計画の策定のための普及啓発や情報提供など、企業

（事業所）の事業継続に向けた取組を推進するとともに、企業のトップから一般職員に至る職

員の防災意識の高揚を図るとともに、優良企業表彰、企業の防災に係る取組の積極的評価等に

より、企業の防災力向上の促進を図るものとする。 

また、町、商工会は、中小企業等による事業継続力強化計画に基づく取組等の防災・減災対

策の普及を促進するため、連携して、事業継続力強化支援計画の策定に努める。 

企業（事業所）は、防災組織の整備や防災訓練の実施、事業所の耐震化・耐浪化、損害保険

等への加入や融資枠の確保等による資金の確保などの防災体制の整備に努める。 

４ 事業者による地区防災活動の推進 

◆担当部署【総務課、交流促進課】 

町内事業者は、当該地区の防災力の向上を図るため、共同して防災訓練の実施、物資等の備

蓄、高齢者等の避難支援体制の構築等自発的な防災活動の推進に努める。 
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第２０節 災害ボランティアの活動環境の整備 

１ 基本的な考え方 

災害非常時においては、被災者の生活の安定と再建を図るうえで、個人や専門分野のボラン

ティア等の災害応急活動が大きな役割を果たす。 

このため、災害非常時で必要がある場合は、町、海士町社会福祉協議会が連携して、「海士

町災害ボランティアセンター」を設置する。 

平素は、ボランティア活動が効果的にいかされるよう、受入れ体制等の整備を推進する。 

２ 連携体制の整備 

◆担当部署【総務課、健康福祉課】 

町においては、災害ボランティア受け入れ体制の確立を図るうえで、平常時からの活動支援

施策の充実と、海士町ボランティアセンター及び海士町社会福祉協議会等の関係団体との連携

強化を図る。 

３ 協力体制の充実 

◆担当部署【総務課、健康福祉課、海士町ボランティアセンター、海士町社会福祉協議会】

3-1 専門的ボランティア 

海士町ボランティアセンター及び海士町社会福祉協議会等との協議、調整のもと、専門的な

ボランティアの把握に努める。専門的ボランティアの活動内容は、おおむね次のとおり。 

① 高齢者・障がい者・幼児等の要配慮者の介護等 

② 被災建築物応急危険度判定及び被災宅地危険度判定に関する業務 

③ 援助物資等の輸送に関する業務 

④ 言語及び手話等の通訳に関する業務 

⑤ アマチュア無線に関する業務 

⑥ その他専門的知識や技術を有する業務 

3-2 一般ボランティア 

一般ボランティアの募集・登録・派遣先のあっせん等、災害非常時における具体的運用方法

を検討整備する。一般ボランティアの活動内容は、おおむね次のとおり。 

① 被災生活者の支援(物資の仕分け・配給、炊き出し等)に関する業務 

② 避難所の運営に関する業務 

③ 安否情報、生活情報等の収集及び伝達に関する業務 

④ 清掃等の衛生管理に関する業務 
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４ 環境整備 

◆担当部署【海士町ボランティアセンター、海士町社会福祉協議会】

4-1 ボランティアの事前登録 

海士町ボランティアセンターを中心として、海士町、日本赤十字社島根支部等の関係機関と

連携し、ボランティアの事前登録について推進を図る。 

4-2 ボランティア等の訓練 

災害非常時におけるボランティア活動が円滑に実施されるよう、ボランティアの受付、派遣、

調整等の訓練を実施するとともに援助技術の研修等を実施し、ボランティアコーディネータ等

の養成を図る。 

4-3 ボランティア活動の普及 

シンポジウム等の開催により、災害非常時におけるボランティア活動のあり方、活動の支援

内容等について普及を図る。 
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第２１節 防災教育 

１ 基本的な考え方 

家庭や職場、学校における地域の防災行動力を向上させるため、自主防災組織の取組みや地

域での声がけなど、自助・共助による防災対策の重要性について、住民の意識啓発、防災教育

の推進に努める。 

過去の災害の教訓を踏まえ、災害から自らの命を守るためには、一人ひとりが確実に避難で

きるようになることが必要である。このため、地域の関係者の連携の下、居住地、職場、学校

等において、地域の災害リスクや自分は災害に遭わないという思い込み（正常性バイアス）等

の必要な知識を教える実践的な防災教育や避難訓練を実施する必要がある。 

２ 職員に対する防災教育 

◆担当部署【総務課】 

町職員に対する防災教育の方法及び主な内容は次のとおり。 

方 

法 

1 講習会、研修会の実施 

2 各種防災訓練への積極的参加の促進 

3 防災活動マニュアルや啓発資料の作成・配布 

4 過去の災害現場の現地視察・調査の実施 

内 

容 

1 洪水、台風、高波、高潮等についての一般的知識 

2 気象情報の収集とデータ分析の方法 

3 防災対策の現況と課題 

4 地域防災計画、各種マニュアルの内容 

5 関係機関の防災体制と各自の役割分担 

6 職員のとるべき行動（職員としての使命、任務等） 

7 防災活動に関する基礎的知識（防災資機材の使用方法、応急手当等） 

8 県総合防災情報システムの操作方法 

３ 町民に対する防災教育 

◆担当部署【総務課】 

3-1 普及の方法 

町民に対する防災教育の方法は次のとおり。 

なお、ハザードマップ等の配布又は回覧に際しては、居住する地域の災害リスクや住宅の条

件等を考慮したうえでとるべき行動や適切な避難先を判断できるよう周知に努めるとともに、

安全な場所にいる人まで避難場所に行く必要がないこと、避難先として安全な親戚・知人宅等

も選択肢としてあること、警戒レベル４で「危険な場所から全員避難」すべきこと等の避難に

関する情報の意味の理解の促進に努めるものとする。 
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地域コミュニティ等を

通しての普及 

1 自治会、自主防災組織等の団体を対象とした防災学習会

等の開催 

2 運動会等の地域イベント等の活用 

3 水害・土砂災害・防災気象情報に関する専門家（風水害に

おいては気象防災アドバイザー等）の活用 

4 防災地理情報の整備 

広報媒体による普及 

1 ラジオ、テレビ、ケーブルテレビ、インターネット 

2 新聞、雑誌 

3 広報紙やパンフレット等の印刷物 

4 防災ビデオ 

5 講演会、展覧会及び映画上映会等の開催 

6 ハザードマップ 

3-2 周知内容 

防災教育において町民に周知する内容は次のとおり。 

1 町内の防災対策 

2 風水害（豪雨、台風、高潮等）に関する一般的知識と過去の災害事例 

3 風水害に対する平素の心得 

(ｱ) 高波、高潮、浸水や土砂災害等周辺地域における災害危険性の把握 

(ｲ) 家屋等の点検・改修及び周辺危険箇所の安全化 

(ｳ) 家庭内の連絡体制について、あらかじめ決めておくこと 

(ｴ) 応急救護等の習得 

(ｵ) 防災用語の意味（高齢者等避難、避難指示、緊急安全確保等） 

(ｶ) 指定緊急避難場所、安全な親戚・知人宅、ホテル・旅館等の避難場所、避

難経路等の確認 

(ｷ) 非常持出品の確認（貴重品、携帯ラジオ、懐中電灯、乾電池、衣類、応急

医薬品、非常食、マスク、消毒液、体温計のほか、紙おむつや粉ミルク等

家族構成に合わせて準備） 

(ｸ) 火災の予防 

(ｹ) 自主防災組織の結成 

(ｺ) 要配慮者及び観光客、外国人への配慮 

(ｻ) ボランティア活動への参加 

(ｼ) ライフライン途絶時の対策 

(ｽ) 災害に備えた保険等への加入 

(ｾ) 自動車へのこまめな満タン給油 

4 風水害災害発生時の心得 

(ｱ) 避難行動への負担感、過去の被災経験等を基準にした災害に対する危険性

の認識、正常性バイアス等を克服し、避難行動を取るべきタイミングを逸

することなく適切な行動をとること 

(ｲ) 出火防止と初期消火 
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(ｳ) 自宅及び周辺地域の被災状況の把握 

(ｴ) 救護活動 

(ｵ) テレビ・ラジオ、防災行政無線、エリアメール等による情報の収集 

(ｶ) 避難実施時に必要な措置 

(ｷ) 様々な条件下（家屋内、路上、自動車運転中等）で災害時にとるべき行動、

避難場所や避難所での行動 

(ｸ) 自主防災組織の活動 

(ｹ) 災害用伝言サービスによる安否情報等の登録（運用開始時） 

(ｺ) 住民による主体的な避難所の運営管理のために必要な知識等 

(ｻ) 家屋が被災した際に、片付けや修理の前に、家屋の内外の写真を撮影する

など、生活の再建に資する行動 

(ｼ) 避難所等においての「暴力は許されない」意識の徹底 

5 警報等発表時や高齢者等避難、避難指示、緊急安全確保の発令時にとるべき行

動、避難場所での行動 

４ 学校教育における防災教育 

◆担当部署【教育委員会】 

4-1 学校行事としての防災教育 

避難訓練の内容は、学校の立地条件、校舎の構造等を十分考慮し作成し、避難訓練は、表面

的、形式的な指導に終わることなく、具体的な場面の想定や、関連教科や学級活動・ホームル

ーム活動との連携を図る等により、事前事後指導を意図的に実施する。 

避難訓練は、休憩時間や放課後等の授業時間外や、校外で活動中に発生した場合も想定した

訓練を実施し、教職員がその場にいなくても、自らの判断で安全な行動がとれるよう指導する。

また、避難訓練は、地域の一般住民に参加を呼びかける等、活性化の工夫により継続して行う

よう努める。 

その他、防災専門家や災害体験者の講演会、町が行う防災訓練への参加等、体験を通じた教

育も実施する。 

なお、町は、学校における消防団員等が参画した体験的・実践的な防災教育の推進に努める。 

4-2 教職員に対する防災研修 

災害時における校内の連絡体制、児童等及び施設の安全確認、児童生徒に対する指導方法、

負傷者の応急手当の方法、初期消火の方法、児童等の心のケア等災害時に特に留意する事項に

関する研修を行い、災害時の教職員のとるべき行動とその意義の周知徹底を図る。 

指導にあたる教職員は、災害時のイメージトレーニングやシミュレーションを行い、緊急時

に迅速かつ適切な行動がとれるようにしておく。 
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５ 防災上重要な施設の職員等に対する教育 

◆担当部署【総務課】 

防災上重要な施設の管理者に対し、当該施設の職員に対する講習会や防災訓練の実施を指導

する。また、防災上重要な施設の管理者及び防災要員に対し、法令に定める保安講習・立入検

査、地域における防災講習会等を通じ、防災施設の点検・改修・応急対策上の措置等の周知徹

底に努める。 

６ 事業所における防災の推進 

◆担当部署【総務課、交流促進課】 

町は、事業所及び同職員の防災意識の高揚を図るとともに、事業所の防災活動を積極的に評

価する等により事業所の防災力向上の促進を図る。また、事業所を地域コミュニティの一員と

して捉え、地域の防災訓練等への積極的参加の呼びかけ、防災に関するアドバイスを行う。 

「むやみに移動を開始しない」という帰宅困難者対策に対する基本原則や安否確認手段につ

いて平時から積極的に広報するとともに、集客施設等の管理者に対して、利用者の誘導体制の

整備を促すなど、帰宅困難者対策を行う。 

事業者は、豪雨や暴風などで屋外移動が危険な状況であるときに従業員が屋外を移動するこ

とのないよう、また、避難を実施する場合における混雑・混乱等を防ぐため、テレワークの実

施、時差出勤、計画的休業など不要不急の外出を控えさせるための適切な措置を講ずるよう努

めることについて、周知を図る。 

７ 災害教訓の伝承 

◆担当部署【総務課】 

過去に発生した大規模災害に関する調査分析結果や映像を含めた各種資料を収集・整理・保

存し、地図情報その他の方法により町民に公開するほか、過去に発生した災害の記録を活用し

た研修会を開催するなど、地域の特性を踏まえた防災教育に努めることにより、災害の教訓や

災害文化の啓発を行うとともに、町民の災害教訓を伝承する取り組みを支援する。
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第２２節 防災訓練 

１ 基本的な考え方 

災害時において、県及び関係機関等と連携して災害応急対策活動を円滑に行うために、平常

時から関係機関並びに学校、自主防災組織、非常通信協議会、民間企業、ＮＰＯ・ボランティ

ア等及び要配慮者等を含めた地域住民等の地域に関係する様々な主体との緊密な連携による

各種防災訓練を継続的に実施し、災害に備える。この際、大規模広域災害時に円滑な広域避難

が可能となるよう関係機関と連携を図る。 

２ 総合防災訓練 

◆担当部署【総務課】 

総合防災訓練は、地域防災計画に定める各種災害応急対策の遂行に万全を期するため、県・

その他関係機関をはじめ一般住民の協力を得て、各種の訓練を有機的に結合した総合的な訓練

とし、災害応急対策活動の習熟を図るとともに、関係機関相互の協力態勢の緊密化及び住民の

防災思想の高揚を図る。 

３ 個別訓練 

◆担当部署【総務課】

町及び防災関係機関は、総合防災訓練のほか、以下から訓練種目を選定し、個別的な訓練に

努める。 

気象等の特別警

報、警報、注意報

及び気象情報の

伝達及び通信訓

練 

・気象等の特別警報、警報、注意報及び気象情報の発表、伝達、受理等につ

いて、それぞれの伝達系統を通じて関係機関の有線通信施設を利用、又

は有線通信途絶の想定の下に町消防団緊急連絡網による訓練を行う 

・必要に応じ、気象等の特別警報、警報、注意報及び気象情報の住民に対す

る伝達及び徹底についての訓練並びに停電時等非常事態における伝達訓

練を実施する 

災害対策本部設

置訓練 

災害時における応急活動体制を確立できるよう、災害状況に応じた各機関

の災害対策本部等の設置及び運営訓練を実施する 

防災活動従事者

の動員訓練 

災害発生時における応急対策に万全を期すため必要な職員の動員体制を整

備し、各機関の配置計画に基づいて非常動員訓練を実施する 

情報収集・非常

通信訓練 

災害時には、浸水や土砂災害のため、一般加入電話の通信設備、地下・架

空ケーブル等が被害を受け、通信の輻輳・途絶が予想されるため、災害時

に円滑な関係機関との連絡が行えるよう情報伝達訓練を実施する。特に、

迅速・正確な被害報告のための訓練を重視する。 

消防、救急・救助

訓練 

消防、救急・救助活動の円滑な遂行を図るため、不測の事態を想定し、火

災防御訓練、救助救出・避難誘導訓練等地域住民と一体となった消防訓練

を実施する 
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水防訓練 
災害において堤防の決壊等による被害を最小限にするため、水防訓練によ

る情報伝達、水防工法、避難措置等の訓練を実施する 

避難訓練 

学校、医療機関、社会福祉施設等において、災害時における避難指示等に

迅速かつ円滑に対応するため、定期的又は随時に実践的な訓練を実施し、

職員や生徒、入所者等に行動要領を習熟させる 

医療救護訓練 
医療関係機関は、災害時の効果的な医療救護活動を実施できるよう、各機

関と連携した医療救護訓練を実施する 

必要資材の応急

手配訓練 

災害時の効果的な活動ができるよう、各機関と連携した手配等の訓練を実

施する 

避難所の運営・

体験訓練 

避難所において、避難訓練・防災教育・非常食炊き出し訓練・保護者への

引渡し等の避難所生活の体験訓練を行う。運営にあたっての問題点等を、

避難所運営マニュアルを基に検証する。 

災害応急復旧訓

練 

・道路、港湾施設の交通確保 

・復旧資材、人員の緊急輸送 

・決壊堤防の応急修復 

・電力、通信施設の応急修復 

その他の訓練 

・定期的な訓練の実施により、住民に危険箇所、避難場所等を周知徹底す

る。訓練においては、訓練地区の土砂災害等による孤立可能性等の情報

を提供するとともに、災害図上訓練ＤＩＧの使用等により、住民が地域

の災害対策を話し合い、共有する取り組みを促進する。 

・防災関係機関は、それぞれの災害応急対策計画に基づき、図上訓練を含め

た防災活動従事者の動員訓練、必要資材の応急手配訓練等を実施する 

４ シミュレーション訓練 

◆担当部署【総務課】 

シミュレーション（図上）訓練は、それぞれ定められた災害応急対策計画及び活動マニュア

ル等に基づいて地図等を使用して行い、その訓練実施項目はおおむね次のとおりとする。 

4-1 応急対策に従事し、又は協力する者の初動行動等の訓練 

町職員が応急対策に速やかに対応できるよう、平時に災害を想定してシミュレーション訓練

を実施することを検討する。 

4-2 町民の防災意識啓発のための訓練 

町民の防災意識を向上させるとともに、自主防災組織の設立を促進するためのシミュレーシ

ョン訓練を検討する。 
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第２３節 要配慮者等安全確保体制の整備 

１ 基本的な考え方 

高齢化や国際化の進展に伴い、災害発生時に自分自身で行動をとることが困難な「要配慮者
＊1」が今後増加することが予想される。このため、要配慮者及び避難行動要支援者＊2の安全を

確保するための以下の対策を積極的に推進する。 

＊1 要配慮者：本計画では、高齢者、病弱者、難病患者、障がい者、児童・乳幼児、妊産婦、外国人、観光

客・旅行者など、災害時に迅速・的確な行動がとりにくく、被害を受けやすい者を要配慮者

と位置づける。 

＊2 避難行動要支援者：要配慮者のうち、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合に自ら避難

することが困難な者で、円滑かつ迅速な避難の確保を図るため特に支援を要する者

を避難行動要支援者と位置づける。 

２ 避難行動要支援者等支援体制の整備 

◆担当部署【総務課、健康福祉課、関係各課】 

関係部局との連携の下、消防団、自主防災組織等の防災関係機関及び平常時から要配慮者と

接している避難支援等関係者＊、福祉関係事業所等、障がい者団体等の福祉関係者及び県と協

力して、要配慮者及び避難行動要支援者等支援体制の充実に努める。 

＊ 避難支援等関係者：避難行動要支援者の避難支援に携わる関係者。 

2-1 避難計画の策定における留意事項 

本章第 9節に定める避難計画の策定にあたっては、次の点に留意する。 

① 要配慮者及び避難行動要支援者への高齢者等避難、避難指示、緊急安全確保等の伝達方

法 

② 要配慮者及び避難行動要支援者の種別ごとの避難支援方法及び配慮すべき事項 

③ 要配慮者及び避難行動要支援者の支援における町、避難支援等関係者の役割 

2-2 避難行動要支援者名簿及び個別避難計画の作成 

平常時より避難行動要支援者に関する情報を把握し、避難行動要支援者名簿を作成し、定期

的に更新する。 

避難行動要支援者は、次のいずれかに該当する者のうち、災害が発生し、又は災害が発生す

るおそれがある場合に自ら避難することが困難な者であって、その円滑かつ迅速な避難の確保

を図るため特に支援を要する者とする。 

① 75 歳以上のひとり暮らし高齢者又は 75 歳以上の高齢者のみの世帯に属する者で、災害

発生時に支援を必要とする者 

② 身体障害者福祉法（昭和 24 年法律第 283 号）第 15 条第 4 号の規定により、身体障害者

手帳の交付を受けている者 

③ 厚生労働大臣の定めるところにより療育手帳（Ａ，Ｂ）の交付を受けている者 

④ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和 25 年法律第 123 号）第 45 号第 2 項の

規定により精神障害者保健福祉手帳 1級又は 2級の交付を受けている者 

⑤ 介護保険における要介護認定を受けている者 
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⑥ その他、町長が特に必要と認めた者 

上記の要件を満たさない者であっても、以下の者は避難行動要支援者名簿への掲載を求める

ことができる。 

① 避難支援等関係者により掲載の必要があると認められた者 

② 自らの命を主体的に守るため、掲載を希望する者 

避難行動要支援者名簿及び個別避難計画にかかる避難支援等関係者を、以下のとおり定める。 

① 消防機関（消防署、消防団） 

② 警察機関（警察署） 

③ 民生委員・児童委員 

④ 社会福祉協議会 

⑤ 各地区の区長 

⑥ その他、町長が特別に認める者 

避難行動要支援者名簿には、避難行動要支援者に関する次に掲げる事項を記載し、又は記録

するものとする。 

① 氏名 

② 生年月日 

③ 性別 

④ 住所又は居所 

⑤ 電話番号その他の連絡先 

⑥ 避難支援等を必要とする事由 

⑦ 前各号に掲げるもののほか、避難支援等の実施に関し町長が必要と認める事項 

避難行動要支援者に該当するものを把握するために、関係課で把握している要介護認定者や

障がい者等の情報を集約するよう努める。その際、要介護状態区分別や障がい種別、支援区分

別に把握する。また、町で把握していない情報については、県その他関係機関に対して要配慮

者に関する情報の提供を求めることとする。 

2-3 避難行動要支援者名簿の提供と更新 

避難支援等関係者に対する避難行動要支援者名簿情報 の 提供について、避難行動要支援者

にその趣旨や内容を説明し、同意するかどうか意向を確認するものとする。 

名簿情報提供の同意を得た避難行動要支援者の名簿情報は、あらかじめ避難支援等の実施に

必要な限度で避難支援等関係者に提供するものとする。ただし、名簿情報は、避難行動要支援

者に名簿情報を提供することの趣旨や内容を説明し同意を得たうえで提供することとする。 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、避難行動要支援者の生命又は身体

を災害から保護するために特に必要があると認めるときは、避難行動要支援者の同意がない場

合であっても、避難支援等関係者やその他の者に対し避難行動要支援者名簿を提供することが

できる。 

避難行動要支援者の状況は常に変化しうることから、避難行動要支援者名簿を更新する期間

や仕組みをあらかじめ構築し、避難行動要支援者名簿情報を最新の状態に維持する。また、更

新された情報は、提供が可能な範囲で町及び避難支援等関係者間で共有を図ることとする。 
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2-4 個別避難計画の作成 

個々の避難行動要支援者が、避難に要する時間や必要とする支援の種類といった個別の事情

に応じて必要な支援を受けることができるよう、避難支援関係者と連携して、名簿情報の提供

について同意を得た避難行動要支援者に対して、個別避難計画の作成について同意を得たうえ

で、個別避難計画を作成するよう努める。 

個別避難計画の作成については、災害の危険性等地域の実情に応じて、優先度の高い避難行

動要支援者から進めるものとする。 

個別避難計画には、避難行動要支援者名簿情報に加え、次に掲げる項目を記載し、又は記入

するものとする。 

①避難支援等実施者の氏名又は名称 

②避難支援等実施者の住所又は居所 

③避難支援等実施者の電話番号その他の連絡先 

④避難施設その他の避難場所 

⑤避難路その他の避難経路に関する事項 

⑥避難支援等の実施に関し町長が必要と認める事項 

2-5 個別避難計画の提供と更新 

個別避難計画を避難支援等関係者に提供することについて、避難行動要支援者及び避難支援

等実施者の同意を得たときは、あらかじめ個別避難計画の情報を避難支援等関係者に提供する

ものとする。 

個別避難計画は、避難行動要支援者の状況の変化に合わせて必要に応じて更新するよう努め

るものとする。 

個別避難計画が作成されていない避難行動要支援者についても、避難支援等が円滑かつ迅速

に実施されるよう、平常時から避難支援等に携わる関係者への必要な情報の提供、関係者間の

事前の協議・調整その他の避難支援体制の整備など、必要な配慮をする。 

2-6 避難行動要支援者名簿と個別避難計画の共通事項 

庁舎の被災等の事態が生じた場合においても避難行動要支援者名簿や個別避難計画の活用

に支障が生じないよう、それぞれについて適切な管理に努める。 

多様な主体の協力を得ながら、避難行動要支援者に対する情報伝達体制の整備、避難支援・

安否確認体制の整備、避難訓練の実施等を推進する。その際、名簿情報及び個別避難計画情報

の漏えいの防止等必要な措置を講ずる。 

避難行動要支援者名簿、個別避難計画の情報提供を受けた避難支援等関係者が適正な情報管

理を図るよう、必要に応じて以下の適切な措置を講ずる。 

(ｱ) 当該避難行動要支援者を担当する地域の避難支援等関係者に限り提供する 

(ｲ) 町内の一地区の自主防災組織に対して、町内全体の避難行動要支援者名簿及び個別避

難計画を提供しないなど、避難行動要支援者に関する個人情報が無用に共用、利用さ

れないよう指導する 

(ｳ) 災害対策基本法に基づき避難支援等関係者個人に守秘義務が課せられていることを十

分に説明する 

(ｴ) 施錠可能な場所へ避難行動要支援者名簿及び個別避難計画を保管するよう指導する 
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(ｵ) 受け取った避難行動要支援者名簿及び個別避難計画を必要以上に複製しないよう指導

する 

(ｶ) 情報の提供を受けたものが団体である場合には、その団体内部で情報を取り扱う者を

限定するよう指導する 

(ｷ) 情報の取扱状況を報告させる 

2-7 避難行動要支援者への情報伝達 

避難支援等関係者が避難行動要支援者名簿や個別避難計画を活用し、着実な情報伝達及び早

い段階での避難行動を促進できるよう、それぞれの障がい等の状況に応じた情報伝達手段・伝

達方法を定める。 

2-8 避難支援等関係者の安全確保 

避難支援等関係者の安全を確保するために必要な措置、ルール等について定める。 

３ 地域における要配慮者対策 

◆担当部署【総務課、健康福祉課、交流促進課】 

3-1 防災設備、物資、資機材等の整備 

町は、災害発生直後の食料・飲料水等については住民自らの家庭備蓄によっても対応できる

よう、家庭における事前の備えを推進する。 

また、要配慮者（高齢者、病弱者、難病患者、障がい者、児童・乳幼児、妊産婦等）に配慮

した救援活動が行えるよう、毛布等の備蓄、調達体制の整備を推進する。 

その他、町は、一人暮らしの高齢者や寝たきりの病人等の安全を確保するための緊急通報シ

ステム等の整備、聴覚障がい者に対する災害情報の伝達のための文字放送受信システムの普及、

在宅の要配慮者に対する自動消火器、住宅用火災警報器の設置の推進等に努める。 

3-2 要配慮者に対する防災知識の普及・啓発及び防災訓練の実施 

町は、要配慮者が災害時に円滑に避難し、被害をできるだけ受けないようにするために、講

習会の開催、パンフレット、広報紙の配布など要配慮者の実態に合わせた防災知識の普及・啓

発に取り組む。さらに、地域における防災訓練において、要配慮者のための地域ぐるみの情報

伝達訓練や、避難訓練を実施する。 

また、町は、民生委員・児童委員など高齢者、障がい者の居宅の状況に接することのできる

者が、家庭における家具の転倒防止策等の防災知識の普及を推進する体制を整備する。 

3-3 防災基盤の整備 

町は、要配慮者自身の災害対応能力及び地域の要配慮者の分布等を考慮し、指定緊急避難場

所及び避難経路等の防災基盤の整備を図るとともに、指定避難所については、段差解消、洋式

トイレの設置等施設のバリアフリー化に努める。 

また、あらかじめ福祉避難所を指定し、一般の避難所での生活が困難となる避難者を円滑に

移送・収容できる環境を整備する。社会福祉施設設置者へも、社会福祉施設整備費補助金（防

災拠点型地域交流スペースの整備制度）の周知を図る。 
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3-4 観光客対策 

観光客等の一時滞在者の人口について、季節ごと及び昼夜別の概数の把握に努め、災害時に

おける避難場所・避難経路等が明確に分かる看板、印刷物及び観光マップ等の作成・配布に努

める。 

3-5 外国人住民対策 

住民登録の際などにおいて、居住地の災害危険性や防災体制等について十分に説明を行うと

ともに、町内で生活する外国人に対して、「やさしい日本語」や多言語の印刷物等による防災

教育・講習会の実施、防災訓練への積極的な参加の呼びかけ等を行う。 

災害時における通訳等語学ボランティア活用体制や「やさしい日本語」や外国語による多言

語の印刷物による情報提供等広報体制の整備、緊急避難場所及び指定避難所・災害危険地区等

に関する多言語表示の付記等を推進する。また、災害時に円滑な応急対策を実施できるよう、

平常時から関係機関との連携強化を図る。 

なお、災害時における相談窓口の設置等について、マニュアル等の整備により具体的に定め

ておく。
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４ 社会福祉施設・医療機関等における要配慮者対策 

◆担当部署【健康福祉課】 

4-1 防災設備等の整備 

社会福祉施設や医療機関等の管理者は、要配慮者に配慮し、電気、水道等の供給停止に備え、

施設入所者等が最低限の生活維持に必要な食料、飲料水、介護用品、医薬品・医療用資機材等

の備蓄を行うとともに、当該施設で予想される災害の種類に応じた防災資機材や非常用自家発

電機及び燃料等の備蓄・整備に努める。また、病院、要配慮者に関わる社会福祉施設等の人命

に関わる重要施設の管理者は、発災後 72 時間の事業継続が可能となる非常用電源を確保する

よう努めるものとする。 

4-2 組織体制の整備 

社会福祉施設や医療機関等の管理者は、災害の予防や災害発生時の迅速かつ的確な対応のた

め、あらかじめ防災組織を整え、施設職員の任務の分担、動員計画、緊急連絡体制等を確立し

ておく。特に、夜間は、職員の動員や照明の確保が困難であることから、消防機関等への通報

連絡や入所者等の避難誘導体制に十分配慮した組織体制を確立しておく。社会福祉施設や医療

機関等の管理者は、日ごろから、町や他の類似施設、近隣住民や地域の自主防災組織等と連携

を図りながら、災害時の協力体制づくりに努める。 

4-3 緊急連絡体制の整備 

社会福祉施設や医療機関等の管理者は、災害に備え、消防機関等への早期通報が可能な非常

通報装置を設置するなど緊急時における情報伝達の手段、方法を確立するとともに、災害時に

おける施設相互間等の緊急連絡体制の整備・強化に努める。 

また、社会福祉施設管理者は、多数の避難者の緊急入所や他被災施設からの移送が必要とな

ることから、社会福祉施設整備費補助金（防災拠点型地域交流スペースの整備）の活用等を図

り、避難行動要支援者等の処遇の確保に努める。 

4-4 防災教育・防災訓練の充実 

社会福祉施設や医療機関等の管理者は、施設等の職員や入所者等が、災害時において適切な

行動がとれるよう、防災教育を実施するとともに、施設の立地条件や施設の構造、入所者や患

者の実態等に応じた防災訓練を定期的に実施するよう努める。 

4-5 防災基盤の整備 

避難行動要支援者等自身の災害対応能力及び社会福祉施設、医療機関等の立地を考慮し、指

定緊急避難場所及び避難経路等の防災基盤の整備を図る。 
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第２４節 孤立地区対策 

１ 基本的な考え方 

大規模災害時に土砂崩れ等により孤立が予想される地区の実態を詳細に把握し、救援体制の

充実を図るとともに、地区における孤立時の自立性・持続性を高めるための対策を推進する。 

1-1 孤立の定義 

本計画においては、次の要因等により道路交通又は海上交通による外部からのアクセスが、

人の移動・物資の流通の点で困難となり、住民生活が困難もしくは不可能になる状態をいう。 

① 地震、風水害等に伴う土砂災害や液状化等による道路構造物の損傷、道路への土砂堆積 

② 津波による浸水、道路構造物の損傷、流出物の堆積 

③ 地震または津波による船舶の停泊施設の被災 

２ 通信手段の確保 

◆担当部署【総務課】 

2-1 多様な通信手段の確保 

町は、災害発生時の通信施設の被災や輻輳等による障害に備え、公衆通信網のみならず、防

災行政無線、簡易無線機等の多様な通信手段の確保に努める。 

2-2 被災に備えた通信設備の運用 

町は、通信機器のための非常用電源の確保及び停電時の確実な切替え、保守点検、非常用電

源の確保を図り、防災訓練等を通じて、これら通信機器や非常用電源の使用方法の習熟を図る。

また、携帯電話の通話可能範囲を把握しておく。 

2-3 通信設備障害時におけるバックアップ体制 

通信設備障害により地区の状況が把握できない場合に備え、自主防災組織、消防団員等人力

による情報収集・伝達、アマチュア無線による伝達等バックアップ体制を整える。 

３ 物資供給・救助体制の確立 

◆担当部署【総務課】 

3-1 孤立予想地区の住民ニーズの適切な把握 

住民の救出や物資の適切な供給にあたり、伝えるべき項目は次のとおりとする。 

伝達項目 
・負傷者の有無及び負傷の程度 ・要配慮者の有無 

・地区内の人数   ・備蓄状況（食料、飲料水、医薬品、毛布）

3-2 ヘリコプター離着陸適地の選定 

孤立時の救助、避難、物資供給に資するため、ヘリコプターの離着陸適地の選定に努める。 
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４ 孤立に強い地区づくり 

◆担当部署【総務課、健康福祉課】 

4-1 備蓄の整備・拡充 

食料、飲料水、燃料等の生活物資に加え、非常用電源、簡易トイレ等により地区単位で 1週

間程度は自活できるような体制を目標に、公的な備蓄に加え、自主防災組織や個々の世帯での

備蓄に努める。この際、要配慮者（高齢者、病弱者、障がい者、児童・乳幼児、妊産婦等）へ

の配慮にも努める。救援部隊の到着までに最低限の応急処置がとれるよう、医薬品、救助用器

具等の備蓄に努める。 

4-2 避難体制の強化 

地区の人口に応じた避難可能な場所を地区内に指定するとともに、少なくとも 72 時間は連

続運転可能な非常用電源の整備を進める。 

また、ハザードマップの配布や孤立を想定した防災訓練等を通じ、危険箇所、避難場所等を

住民へ周知する。 

4-3 マニュアル等の整備 

避難所運営マニュアル等を整備し、集団避難を想定した避難計画の策定及び周知を推進する。 

4-4 要配慮者の実態把握 

平素より、優先して救護すべき要配慮者（高齢者、病弱者、障がい者、児童・乳幼児、妊産

婦等）の実態を把握しておく。 

4-5 自主防災組織の育成 

消防機関等の到着までの間に適切な応急措置が行えるよう、地区内住民による自主防災組織

の結成を強く推進するとともに、日頃から近隣者との連携を強化し、防災意識の啓発に努める。 

4-6 要配慮者支援会議の育成 

町内会、自治会等の地域コミュニティ（共助）を活用した支援組織（要配慮者支援会議）に

より、地域における要配慮者の安否確認や避難支援が円滑に行われるよう連携を図るとともに、

その設立等の支援を行う。 

５ 道路寸断への対応 

5-1 対策工事の実施 

◆担当部署【環境整備課】 

緊急輸送道路について、う回路や防災拠点の状況等、道路の重要度を把握し、広域的な視点

で優先順位の高いところから、耐震化及び土砂災害対策等の必要な施策を実施する。 

5-2 道路寸断情報の収集・伝達体制の整備 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

発災後に迅速な孤立の解消を図るため、迅速かつ的確に道路被害情報を収集し、関係機関へ

情報提供を行う体制を整備する。
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第２５節 水防計画 

本町における洪水又は高潮に際し、水災を警戒防御するために、関係機関の連絡及び、水防

に必要な資材、器具、設備の運用等について、水防法（昭和 24 年法律第 193 号）第 7 条第 1

項の規定により定められた県水防計画に準じて定める。 

本町の水防は、洪水又は高潮が単一的に被害をもたらすことが無く、そのほとんどが風雨又

は大雨等と同時進行型で表れるために独立した水防計画では、その機能を十分発揮できないお

それがある。したがって水防についての諸対策は、第 2節に記載している。 

１ 概況 

主な河川は、諏訪川と境川の 2河川があり、流域面積 5  、延長 3㎞以内の小河川で、日本

海に注いでいる。 

地質は、玄武岩を主として構成されており、河川の流域は山地が急峻で岩山が多く保水力に

乏しく、河川沿いの平坦部は下層が砂礫層であるため伏流出し、干天が連続すれば極度に用水

不足をきたす状態である。 

1-1 治山 

山地災害から町民の生命・財産を守るとともに、町民共通の財産である島の豊かな自然環境

を保護するためにも、治山事業による森林の保護・整備を推進する必要がある。 

1-2 治水 

各河川とも上流支渓は勾配が急で、風化が進んだ地質であるため流送土砂が多く流路が蛇行

している。そのため、下流への影響も大きく災害も比較的多い。 

山地崩壊による流出土砂に対しては、堰堤工によって直接或いは間接に防止するが、浸食渓

流には流路工によって浸食を防ぐなど改修を進める。 

２ 水防組織 

◆担当部署【総務課】

町における水防組織系統は、他の防災系統と同一である。 

３ 水防の責任 

◆担当部署【総務課】

町は、水防体制の確立、強化を図るとともに、第 1次的責任を有する公共団体として、区域

内の水防を十分に果たす責任を有する。（*1） 

町に居住する者、又は水防の現場にある者は、水防管理者又は消防機関の長から出動の要請

があれば進んで協力し、水防に従事しなければならない。（*2） 

＊1 水防法第3条 

＊2 水防法第24 条
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４ 水防資材器具等 

◆担当部署【総務課】

町は、水防活動に備え、次のとおり水防倉庫を設置し、必要な資材器具を備えるものとする。 

4-1 水防倉庫 

・隠岐郡海士町大字海士 1490 番地 海士町役場内 

4-2 備蓄資材器具基準数量 

名 称 員 数 単 位 名 称 員 数 単 位 

掛 矢 5 個 8#鉄線 15 ㎏

鋸 5 丁 10#鉄線 10 ㎏

斧 5 丁 ペンチ 5 丁

スコップ 10 丁 懐中電灯 10 個

鎌（長） 10 丁 杉丸太 30 本

鎌（短） 10 丁 縄 400 ㎏

空俵 500 枚

５ 警戒区域の監視 

◆担当部署【総務課】

異常降雨等により河川の水位が上昇しているときは、水防団（消防団）が警戒及び監視に当

たるものとし、決壊等のおそれがあると判断されたときは直ちに水防管理者へ通報するものと

する。（*1） 

＊1 水防法第9条 

河 川 名 出  動  区  分 

諏訪川 本部班、中里班、東班、北分班 

境 川 本部班、福井班、西・日須賀班、中里班 

その他水路・渓流については、所在地の分団が出動する。

６ 工作物の防災管理 

◆担当部署【地産地商課】

溜池、樋門等農業用施設等の工作物の管理者は、平常から施設の点検、整備を十分にし、流

域に対する防災上の管理と、災害時における体制を確立しなければならない。（*2） 

＊2 河川法第45 条 
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７ 道路及び橋梁の防災管理 

◆担当部署【環境整備課】

道路及び橋梁の水害予防については、それぞれの管理団体において、側溝、暗渠の整備、橋

脚の補強、崩土及び落石の防止について、平常から維持補修を行い、災害の拡大防止と災害時

の交通確保に留意すること。 

８ 農業に関する水害予防 

◆担当部署【総務課、地産地商課】

町は、農地について豪雨・洪水等災害発生時を予想し、危険個所を把握するとともに、管理

及び保全指導の徹底を期すため、災害防止について必要な計画を定める。 
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第１節 応急活動体制

１ 基本的な考え方 

町は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に災害の発生を防御し、または応急的

救助を行う等災害の拡大を防止するため、県及び防災関係機関等との連携により、組織、動員

その他の応急活動体制を速やかに確立する。 

また、施設・設備等の応急復旧のため被災地に派遣された関係機関のリエゾンは、相互に連

携し活動する。 

■応急対策の概要

災 害 対   策 小区分 主    な    対    策 

進行中 

災害応急対策 

住民の生命・身

体 の 保 護 を 第

一義とし、併せ

て 防 災 施 設 の

保護、住民の財

産の保護、社会

秩 序 の 維 持 を

目的とする。 

事 前 

警戒------------ 気象予警報、災害予警報、警告 

避難------------ 勧告、誘導、指示、避難所の開設 

事前措置-------- 水防、消防、救難、救助の準備 

事 中 

水防等施設の防護-------- 水防工法の実施 

消防--------------------- 消火その他の措置 

救出救護---------------- 人命救助 

障害物の除去 

事 後 

障害物の除去

施設の応急復旧

負傷者、行方不明者の捜索

死者の捜索、収容、処理

医療、助産

収容施設の供与（応急仮設住宅）

炊出し、飲料水の供給

被服、寝具の供与

清掃、防疫

住宅の修繕

生業資金資材の給与または貸与

応急教育
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２ 応急活動体制の基準 

応急活動体制の基準は、災害の種類、規模、程度等に応じ、次のとおりとする。 

なお、設置基準の数値等は、別途策定するマニュアルに記載し、それに基づき対応する。 

■災害体制の基準

種別 時 期（基準） 体 制 の 決 定 体 制 の 内 容 

災 

害 

警 

戒 

本 

部 

第 
１ 
災 
害 
体 
制 

災 
害 
警 
戒
体
制 

1.気象警報の発表ある

いは、河川の増水など

災害発生のおそれが

予想される場合 

2.降り始めからの雨量

が 100mm を超えた場合

気象警報が発表された場合自

動配備 

＜災害警戒本部設置＞ 

総務課長が副町長、教育長及

び関係課長と協議して、必要

と認めるときは副町長が決

定し、町長に報告する 

1.関係各課において、気象お

よび災害情報等について

情報収集、連絡活動を行う

とともに必要な措置を講

ずる 

2.必要に応じて第２災害体

制に迅速に移行する準備

を行う 

3.職員は気象情報等の推移

に留意するとともに、時間

外においても、すぐに登庁

できるように自宅等にお

いて待機する 

巡 

視 

体 

制 

1.軽微な災害が発生し、

必要と認めた場合で、

二次災害を警戒留意

して行う 

第 

２ 

災 

害 

体 

制 

1.気象警報等の更新あ

るいは、河川の冠水な

どにより人家への災

害の危険が極めて増

大した場合 

2.降り始めからの雨量

が 200mm を超えた場合

3.町内で災害が発生し

た場合で必要と認め

る場合 

＜災害対策本部設置＞ 

総務課長が副町長、教育長及

び関係課長と協議し、必要と

認めるときは町長に報告し、

町長が決定する 

1.関係各課（各対策班）にお

いては防災活動に従事す

るとともに、関係機関と相

互に情報の連絡を行い、対

策を協議する 

2.状況に応じて第３災害体

制に迅速に移行する準備

を行う 

3.災害対策本部設置準備ま

たは設置を行う 

災 

害 

対 

策 

本 

部 

第 
３ 
災 
害 
体 
制 

1.災害が拡大し、第２災

害体制では対処でき

ない場合 

災害対策本部長が決定する 1.各対策部は全面的に防災

活動を行う 

特 
別 
体 
制 

1.町内に突発的に事故

及び災害が発生した

場合で、必要と認めた

場合 

災害対策本部長が決定する 1.災害対策本部長がその都

度指示する 
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３ 災害警戒本部設置の体制 

◆担当部署【総務課、関係各課】 

対策本部の設置に至るまでの措置及び対策本部を設置する必要がないと認められる災害につ

いての措置を機動的かつ総合的に行うため災害警戒本部(以下「警戒本部」と称する)を設置す

る。 

3-1 災害警戒本部の組織 

  警戒本部の組織については対策本部の組織を準用する。 

3-2 災害警戒本部設置基準 

  警戒本部は以下に示す項目に該当する場合に設置する。 

① 町内に注意報、警報等の気象情報が発表された場合、あるいは河川の増水など災害発生

のおそれが予想される場合 

② 副町長が必要と認めたとき 

意見

海士町災害警戒本部会議

本
部
長

（

副

町

長

）

構

成

員

 教育総務課長

 地域共育課長

 地産地商課長

 交流促進課長

環境整備課長

 健康福祉課長

 診療所事務長

 住民生活課長

 会計管理者

 議会事務局長

 消防団長

副
本
部
長

総

務

課

長

教

育

長

海士町防災会議

連絡

応援要請団体

要請

教育部

産業部

建設部

厚生部

出納部

消防部

総務部

現地連絡員

（時間外のみ）

災

害

現

地

消
防
団
各
分
団

指示

報告

指
示

報
告

調
査

調査

命令

指示

報告 警
戒
等
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3-3 災害警戒本部廃止基準 

警戒本部は、警戒本部長が以下の基準で廃止する。 

① 海士町災害対策本部が設置されたとき 

② 発生が予想された災害に係わる危険がなくなったとき 

③ 当該災害に係わる災害予防及び応急対策がおおむね終了したと認めるとき 

3-4 災害警戒本部の任務 

 警戒本部は、対策本部の任務を準用する。 

3-5 災害警戒本部の設置場所 

  警戒本部は、対策本部の設置場所に準じて設置する。 

3-6 設置及び廃止の通知公表 

  対策本部の設置及び廃止の通知公表に準じる。 

3-7 災害警戒本部会議 

  警戒本部会議は、対策本部会議に準じて運用する。 

3-8 災害警戒本部の構成及び所掌事務 

  警戒本部の構成及び所掌事務は、対策本部の構成及び所掌事務を準用する。 
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４ 災害対策本部設置の体制 

◆担当部署【総務課、関係各課】 

町長は、防災対策または災害応急対策等を講ずるため、必要に応じて海士町災害対策本部条

例(昭和 37年海士町条例第 15号)の規定に基づく災害対策本部を設置する。 

4-1 災害対策本部の組織 

災害対策本部は、対策本部長、対策副本部長、対策本部会議をもって構成する。 

   なお、組織体制は以下の図を参照 

4-2 災害対策本部設置基準 

次の各号に該当し、町長（本部長）が必要であると認めるときに対策本部を設置するものと

する。 

ただし、町長が不在等のときは、① 副町長、② 教育長、③ 総務課長の順位により設置の

判断を行うものとする。 

① 隠岐地区に特別警報（大雨、暴風、波浪、高潮、大雪、暴風雪）が発表されたとき 

② 降り始めからの雨量が 200mm を超え、大規模な災害が発生するおそれがあるとき 

③ 災害が発生し、その規模及び範囲からして特に対策を要するとき 

④ 災害警戒体制・巡視体制（第 2災害体制）で対処が困難なとき 

⑤ 町長が必要と認めたとき 

意見

海士町災害対策本部会議

本
部
長

（

町

長

）

構

成

員

総務課長

 教育総務課長

 地域共育課長

 地産地商課長

 交流促進課長

環境整備課長

 健康福祉課長

 診療所事務長

 住民生活課長

 会計管理者

 議会事務局長

 消防団長

副
本
部
長

教

育

長

副

町

長

海士町防災会議

連絡

応援要請団体

要請

教育部

産業部

建設部

厚生部

出納部

消防部

総務部

現地連絡員

（時間外のみ）

災

害

現

地

消
防
団
各
分
団

指示

報告

指
示

報
告

調
査

調査

命令

指示

報告 警
戒
等
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4-3 災害対策本部廃止基準 

対策本部は、おおむね次の基準により町長が廃止する。 

① 発生が予想された災害に係わる危険がなくなったとき 

② 当該災害に係わる災害予防及び応急対策がおおむね終了したと認めるとき 

4-4 災害対策本部の任務 

災害対策本部は、災害対策の推進に関し、総合的かつ一元的体制を確立するとともに、本計

画の定めるところにより、海士町防災会議と緊密な連絡の下に災害応急対策を実施する。 

4-5 災害対策本部の設置場所 

災害対策本部は、本町役場に置く。 

住所：〒684-0403 島根県隠岐郡海士町大字海士 1490 番地 

ただし、外部からの連絡員等により人員が庁舎に収容できなくなる場合や、庁舎が建物損壊

等により機能を全うできないときには町長は本部を移設することができる。 

4-6 設置及び廃止の通知公表 

災害対策本部を設置したとき又は災害対策本部を廃止したときは、その旨を次表のとおり通

知公表するとともに、災害対策本部の標識を本町役場前に掲示する。 

通  知  先 方 法 連 絡 先 担 当 

島根県防災危機管理課 電話または防災無線 0852-22-5885 

総 務 課 

島 根 県 隠 岐 支 庁 電話または防災無線 08512-2-9797 

防 災 会 議 構 成 機 関 電話  

消 防 団 電話または防災無線 08514-2-0113 

浦 郷 警 察 署 電話または防災無線 08514-6-0121 

一 般 住 民 防災無線その他  

通  知  先 方 法 連 絡 先 担 当 

隣 

接 

町 

村 

西ノ島町 

電 話 

08514-6-0101 総 務 課 

知夫村 08514-8-2211 総 務 課 

隠岐の島町 08512-2-2111 総 務 課 

報 

道 

機 

関 

日本放送協会松江放送局 

電 話 

0852-32-0742 総 務 課 

山陰放送 0859-33-2111 総 務 課 

日本海テレビジョン放送 0852-26-3151 総 務 課 

山陰中央テレビジョン放送 0852-23-3434 総 務 課 

エフエム山陰 0852-27-9882 総 務 課 
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4-7 災害対策本部会議 

(1) 本部会議の構成及び任務 

本部会議は、本部長、副本部長及び本部員をもって構成し、災害対策の基本的な事項につ

いて協議するものとする。 

(2) 本部会議の開催 

(ｱ) 本部長は、町本部の運営及び災害対策の推進に関し、必要に応じて本部会議を招集す

る 

(ｲ) 総括班長は、総務課長をもって充てるものとする 

(ｳ) 総括班長は、本部会議の開催を必要と認めるときは、その旨を本部長に申し出るもの

とする 

(3) 災害対策本部会議協議事項 

次項（4-8 災害対策本部の構成及び所掌事務）に掲げる。 

(4) 協議事項の実施 

災害対策本部会議の決定事項については、関係班長は他の班長と密接な連絡の下にその実

施を図るものとする。 

(5) 災害対策本部会議の庶務 

災害対策本部会議の庶務は、総務課が担当する。 

(6) 関係課長会議 

関係課長会議は、災害対策本部を設置していない場合に災害対策に関する事項を協議する

ために開催されるもので、会議の構成、開催協議事項については、災害対策本部会議に準じ

て行うものとする。 

4-8 災害対策本部の構成及び所掌事務 

災害対策本部の構成及び所掌事務は、次に掲げるとおりとする。なお、災害対策本部が設置

されていないときであっても次の所掌事務にしたがって防災対策を実施するものとする。 
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■災害対策本部の構成及び所掌事務 

部 構   成 所 掌 事 務 ま た は 業 務 

総務部 部長 

総務課長 

副部長 

総務課防災担当主査

総 務 課 

1  本部会議に関すること 

2  各班との連絡調整に関すること 

3  県及び官公署、その他機関との連絡調整に関すること 

4  職員の動員に関すること 

5  本部及び現地連絡員に関すること 

6  協力団体との連絡調整に関すること 

7  避難所の管理運営に関すること 

8  広報活動に関すること 

9  情報の収集、被害近況の調査、報告に関すること 

10 緊急物資の調達に関すること 

11 関係団体との連絡調整に関すること 

12 財政に関すること 

13 その他、他の班に属さないこと 

教育部 部長 

教育長 

副部長 

共育課長 

教育委員会 

1  学校施設の災害対策に関すること 

2  学校に避難所を設置する場合の協力に関すること 

3  学校間の連絡調整に関すること 

4  児童生徒の避難に関すること 

5  応急教育に関すること 

6  教育災害状況調査に関すること 

7  地区公民館の災害対策に関すること 

産業部 部長 

地産地商課長 

副部長 

交流促進課長 

地産地商課 

交流促進課 

環境整備課 

1  被害農作物の応急技術対策に関すること 

2  罹災家畜の収容等畜産被害応急対策に関すること 

3  農地及び農業施設災害対策に関すること 

4  港湾、漁港、海岸の災害対策に関すること 

5  災害応急対策用生産資材に関すること 

6  水田、畑の排水に関すること 

7  農林災害状況の調査把握に関すること 

8  漁船に関すること 

9  漁業資源の災害対策に関すること 

10 商工鉱業関係災害対策に関すること 

11 観光施設災害対策に関すること 

12 商工観光関係災害状況調査把握に関すること 

13 関係機関、諸団体との連絡調整に関すること 
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部 構   成 所 掌 事 務 ま た は 業 務 

建設部 部長 

環境整備課長 

副部長 

環境整備課主査

環境整備課 

1  道路、橋梁、河川、その他公共土木施設の災害対策に関

すること 

2  林産物及び治山林業施設災害対策に関すること 

3  水防資材及び輸送車両に関すること 

4  交通不能箇所の調査に関すること 

5  土木関係官公署との連絡調整に関すること 

6  下水道施設災害対策に関すること 

7  し尿、ごみ処理に関すること 

8  飲料水に関すること 

9  水道施設災害に関すること 

厚生部 部長 

健康福祉課長 

副部長 

診療所事務長 

住民生活課長 

健康福祉課 

診 療 所 

住民生活課 

1  災害救助物資に関すること 

2  罹災者の生活保護法及び身体障害者福祉法の適用、その

他罹災者の更生に関すること 

3  罹災者の被害調査に関すること 

4  救護関係機関との連絡調整に関すること 

5  保育園の災害対策に関すること 

6  感染予防及び防疫に関すること 

7  応急医療に関すること 

8  その他の衛生に関すること 

9  医療衛生関係機関との連絡調整に関すること 

10 死体の処理、埋葬に関すること 

出納部 部長 

会計管理者 

副部長 

議会事務局長 

会 計 課 

議会事務局 

1  災害対策費の経理に関すること 

2  災害関係物資の出納に関すること 

消防部 部長 

消防団長 

副部長 

消防団副団長 

1  消（水）防に関すること 

2  消防団の動員に関すること 

3  人命救助及び捜索に関すること 

4  災害危険箇所の査察警戒に関すること 

5  消（水）防機関との連絡調整に関すること 

現 地 

連絡員 

災害の規模及び

範囲によりその

都度任命派遣 

（用員はあらか

じめ別に定めて

おく） 

1  現地と本部との連絡に関すること 

2  現地間の連絡に関すること 

3  現地動員組織との連絡調整に関すること 

4  その他災害対策に関する連絡調整に関すること 
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4-9 県地区災害対策本部からの現地情報収集員の受け入れ 

町災害対策本部は、県地区災害対策本部からの現地情報収集員を受け入れる場合、町役場内

に現地情報収集員用の受入スペースを確保する。町災害対策本部会議が開かれる場合には、現

地情報収集員を参加させるものとする。 

4-10 中国地方整備局からの現地情報連絡員の受け入れ 

町災害対策本部は、「災害時における情報交換に関する協定（リエゾン協定）」に基づく中国

地方整備局の現地情報連絡員（リエゾン）を受け入れる場合、町役場内に現地情報連絡員（リ

エゾン）用の受入スペースを確保する。町災害対策本部会議が開かれる場合には、現地情報連

絡員（リエゾン）を参加させるものとする。 

５ 動員計画 

◆担当部署【総務課】 

災害の発生が予測される場合又は災害が発生した場合において、情報連絡活動及び防災活動

を推進するためにとるべき体制は、次のとおりとする。 

5-1 関係機関における災害対策要員の動員 

災害応急対策を迅速的確に実施するため、関係機関の災害応急対策責任者は、それぞれ平素

から災害時における動員体制を確立しておく。 

ただし、それぞれの機関においてその業務に関し災害対策要員の応援を必要とするときは、

系統機関に対する応援要請によって要員の確保を図る。 

また、町においては県又は他町村に対する応援要請等所要の措置を講じ要員を確保する。 

5-2 災害対策要員の動員 

災害の防止軽減並びに災害応急対策の迅速かつ強力な推進を図るため、体制別動員マニュア

ル等を整備し、災害に対処する体制（以下「災害体制」という）を整え、この災害体制に従っ

て要員の動員を行う。体制別動員マニュアルは総務課で管理し、更新を行う。 

5-3 動員人員の増減 

各班の長は、災害の状況、情勢に応じて適当な範囲内において、人員を適宜増減することが

できる。 

5-4 対策要員の指名 

所属長は、あらかじめ職員のうちから対策要員（災害体制別）を指名しておくものとする。 
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5-5 動員の系統 

町における職員の動員は、次の系統で伝達し動員するものとするが、各課（室）においては、

それぞれ責任者においてあらかじめ動員の系統、動員順位、連絡方法等について、具体的に計

画しておくものとする。 

また、町長は、必要に応じ、現地協力員（区長）等に情報提供等の協力を依頼するものとす

る。 

(1) 災害対策本部設置前 

情 報 提 供 者 

各 担 当 者 

連絡 

総  務  課 

(総務課長 防災担当者) 

連絡 

関係課長会議  

協議 連絡 

災害体制の決定 

町 長 
県 知 事

隠岐支庁
報告（総務

関係課長 消防団長 

指 示 

職員 消防団員 

指 示 

当直者 

現地連絡員

連絡 

連絡 

指示 

報告 

現地協力員

(区長) 

情報 連絡 

は夜間（時間外） 

は勤務時間内 
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(2) 災害対策本部設置後 

5-6 連絡方法 

災害体制の決定、対策本部の設置及び動員の通知は、無線 電話又は伝令等最も迅速な方法

により通知するものとする。 

5-7 対策要員の心掛け 

対策要員は、常に気象情報等に注意し緊急事態の発生或いはそのおそれがあると判断したと

きは、動員の通知の有無に関わらず要請があった場合に備えて登庁することができるように準

備を整えておかなければならない。 

なお、動員の通知があった場合、昼夜の別又は交通機関の有無にかかわらず要請があった場

合に登庁できるよう体制を整えなければならない。 

指示 

災 害 情 報 

各 担 当 課 

連絡 

総  務  課 

本 部 会 議 

本部長 副本部長 

各 班 総 括 班 長 

招集 連絡 

災害体制の決定 

対策本部長(町長) 県 知 事

隠 岐 支 庁

防災会議構成機関

その他関係機関

総務課長を

経由し行う。
指示 

各班総括班長 

職員 消防団員 

（

町

本

部

）
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5-8 勤務時間外における連絡及び動員 

(ｱ) 総務課長は、宿日直員から災害に関する情報を受けたときは「体制別動員計画」に基

づき、関係課長に対して配備のため緊急連絡の措置をとる 

(ｲ) 総務課長から連絡を受けた関係課長は、関係職員に連絡を行わなければならない。そ

の際、交通事情等の危険性が予想される場合には、自らの判断で措置をとることがで

きる。 

(ｳ) 総務課長は、宿日直員から伝達された情報について必要があるときは、関係課長と情

報を交換し、又は非常体制の措置について協議連絡する。また、必要に応じて町長に

伝達し、指示を受ける。 

（注）勤務時間外とは、次の時間帯をいう。 

1 平日 0時 00 分から 8時 30 分まで及び 17時 15 分から 24時 00 分までの間 

2 土曜日、日曜日及び国民の祝日並びに振替休日 全日 

3 年末、年始（12 月 29 日～1月 3日） 全日 

5-9 災害時における各班担当地区 

災害時における情報収集活動をより円滑に行い、災害対策の判断を迅速かつ効果的に下すた

めに 2名 1組を原則とし、町内の巡視を行う。 

部 名 班 名 担 当 地 区 等 使 用 車 両 
防 災 あ ま 

無 線 № 

総 務 部 総務班 各部の連絡調整   

教 育 部 第 1 班 東 豊田方面 総務課 108 

建 設 部 

第 2 班 保々見 知々井 御波方面 環境整備課 107 

第 3 班 多井 崎方面 環境整備課 106 

第 4 班 中里 西 日須賀方面 環境整備課 109 

厚 生 部 
第 5 班 菱浦 福井方面 健康福祉課 102 

第 6 班 中里 北分 宇受賀方面 総務課 104 

防災行政
無線 

島根県 

防災危機管理課 

（危機管理当直室）

宿日直員 

（気象予報 警報等、災害
情報の伝達又は通報） 

総務課長 
伝達 

町  長 

関係課長 
伝達 

関係職員 
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5-10 標識 

(1) 腕章 

町長、副町長、教育長、課長その他の職員は、災害時において防災活動に従事するときは、

規則等において別段の定めがある場合のほかは、腕章を帯用するものとする。 

(2) 標旗 

災害時において使用する町本部の車両には、規則等において別段の定めがあるほかは、原

則として別図による標旗をつける。 

海士町 

（備考） 
地色＝緑色 
文字＝黄色 

（腕章） 

海
士
町

災 

（標旗） 

（備考） 
地色＝緑色 
文字＝黄色 
災 ＝赤色 
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６ 労働力の確保 

◆担当部署【総務課】 

6-1 奉仕団の応援協力、労働雇用等 

関係機関において災害応急対策を実施するために当該機関の災害応急対策員のみによって

災害応急対策を実施できないときの必要な人員の動員及び雇上げは、それぞれの応急対策実施

機関において行うことを原則とするが、不可能な場合においては、次の応援要請事項を示して、

対策本部へ要請するものとする。 

（応援要請事項） 

① 応援を必要とする理由 

② 従事場所 

③ 作業内容 

④ 人員 

⑤ 従事期間 

⑥ 集合場所 

⑦ その他参考事項 

(1) 奉仕団の応援協力 

町長は、関係機関からの要請に基づき、必要と認めたときは、協力要請対象団体のうち適

宜団体の責任者若しくは管理者に協力を求める。 

① 協力要請対象団体 

(ｱ) 地区住民 

(ｲ) 日本赤十字社奉仕団その他労働奉仕を申し出た団体 

なお、奉仕団の作業内容は、危険を伴わない比較的軽易な作業とし、おおむね次のと

おりとする 

② 奉仕団の作業内容 

(ｱ) 炊出し、保育その他災害救助活動の協力 

(ｲ) 清掃及び防疫 

(ｳ) 災害応急対策用物資、資材等の輸送 

(ｴ) 応急復旧作業現場における危険を伴わない軽易な作業 
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(2) 労務者の雇用 

災害応急対策実施のために必要な労務者雇用供給は、関係機関の要請により、対策本部に

おいて調整のうえ、実施するが、この場合賃金等費用は、要請機関において負担するものと

し、申込手続きは、次のとおりとする。 

① 申込手続 

(ｱ) 求人者名 

(ｲ) 求人数及び作業内容 

(ｳ) 就労現場名及び場所 

(ｴ) 就労期日 

(ｵ) 賃金 

(ｶ) 就労現場責任者名 

(ｷ) 就労現場が徒歩通勤距離 2㎞以上のときの労務者の輸送方法 

 （注） 交通機関を利用して輸送するときは、交通費を支給のこと。 

賃金は、現場で作業終了後本人に支払うこと。（日払とする） 

日雇雇用保険、健康保険印紙を貼付すること。（本人負担分保険料は、賃金から差し引くこと） 

6-2 協力命令、従事命令等 

災害応急対策実施のための要員が、一般の動員等の方法によって、なお不足し、他の供給方

法がないときは、協力命令及び従事命令等により執行する。 

(1) 協力命令及び従事命令の種類と執行者 

協力命令及び従事命令の種類、執行者等は、次の表に掲げるとおりである。 

対 象 作 業 命令区分 根 拠 法 律 執  行  者 

消防作業 従 事 消防法第 29 条第 5項 消防吏員又は消防団員 

水防作業 従 事 水防法第 24 条 
水防管理者、水防団長

又は消防機関の長 

災害救助作業 

（災害救助法適用救助のため）

従 事 災害救助法第 7条 
知事 

協 力    〃 第 8条 

災害応急対策作業 

（災害救助を除く） 

従 事 災害対策基本法第71条 知事 

町長（委任を受けた場

合のみ） 
協 力   〃   〃 

災害応急対策作業 

（全般） 
従 事 

  〃 第 65条第 1項 町長 

  〃 第 65条第 2項 警察官又は海上保安官 
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(2) 協力命令及び従事命令の対象者 

協力命令及び従事命令の種類別による対象者は、次の表に掲げるとおりとする。 

命  令  区  分 従 事 対 象 者 

消防作業 火災の現場付近にある者 

水防作業 区域内にある者又は水防の現場にある者 

災害救助その他の作業 

（災害救助法及び災害対策基本法に

よる知事の従事命令） 

1 医師、歯科医師又は薬剤師 

2 保健師、助産師又は看護師、准看護師、診療放射

線技師、臨床検査技師、臨床工学技士、救急救命

士又は歯科衛生士 

3 土木技術者又は建築技術者 

4 大工、左官又はとび職 

5 土木業者又は建築業者及びこれらの者の従事者 

6 自動車運送事業者及びその従業者 

7 船舶運送業者及びその従業者 

8 港湾運送業者及びその従業者 

災害救助その他の作業 

（協力命令） 

※町長が委任を受けた場合のみ 

救助を要する者及びその近隣の者 

災害応急対策全般（災害対策基本法）

による町長、警察官、海上保安官の従

事命令 

町区域内の住民又は当該応急措置を実施すべき現

場にある者 

(3) 協力命令及び従事命令の施行 

町対策本部における協力命令及び従事命令の執行については、災害対策基本法第 65条第 1

項に基づく災害応急対策のための従事命令とするが、知事に委任された場合は、災害対策基

本法第 71条に基づく、災害応急対策のための従事命令、協力命令も執行する。 

なお、警察官、海上保安官が災害対策基本法第 65条第 2項に基づいて従事命令を執行した

ときは、所轄警察署長、海上保安署の長に報告するとともに直ちに町長に通知する。 



基本計画編（風水害他）第３章 応急対策計画 
第１節 応急活動体制 

118 

6-3 公用令書の交付 

災害対策基本法第 71 条に基づく従事命令、協力命令を発するとき及び発した命令を変更し、

または取り消すときは、次の令書を交付する。（知事から委任を受けた場合は、町長が交付す

る。） 

なお、前頁の「(1) 協力命令及び従事命令の種類と執行者」表中に掲げる、消防作業、水防

作業の際に発する従事命令及び災害対策基本法第 65 条第 1 項、第 2 項を根拠とする従事命令

については令書の交付は必要ない。 

① 災害対策基本法による従事、協力命令 

② 同上命令の変更命令 

③ 同上命令の取消命令 

6-4 従事できない場合の届出 

公用令書の交付を受けた者が、やむを得ない事故により作業を従事又は協力することができ

ない場合には、事由を付して知事に届け出る。 

6-5 損害補償 

従事命令又は協力命令により災害応急対策に従事した者で、そのことにより負傷し、疾病に

かかり又は死亡した者の遺族等に対しては、次により損害補償又は扶助金を支給するものとす

る。 

区 分 
災 害 救 助 

（知事命令） 

災 害 対 策 基 本 法 

（知事命令） 
町 長 の 命 令 

基準根拠 

災害救助法施行令 災害に伴う応急措置の業務

に従事した者に対する損害

補償に関する条例 

「非常勤消防団員等」及

び「災害に伴う応急措置

に従事した者」に係る損

害補償の各条例 

補償等の 

種  類 

療養扶助金 

休業扶助金 

障害扶助金 

遺族扶助金 

葬祭扶助金 

打切扶助金 

療養補償 

休業補償 

障害補償 

遺族補償 

葬祭補償 

(打切補償) 

療養補償 

休業補償 

第 1種障害補償 

第 2種障害補償 

遺族補償 

葬祭補償 

支給額 施行令で定める額 条例で定める額 条例で定める額 
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７ 県防災ヘリの活用 

◆担当部署【総務課】

大規模な災害が発生した場合、県防災ヘリコプターを効果的に運用し、被害情報等の情報収

集、緊急輸送等の体制を整備する。 

7-1 県防災ヘリの応援要請 

町長は、必要と認める場合、「島根県防災ヘリコプター応援協定」の定めるところにより、

知事に対して応援要請を行う。 

7-2 県防災ヘリの運用 

(1) 活動内容 

① 災害対策活動（被害状況等の情報収集 伝達、避難指示、緊急輸送等） 

② 火災防御活動（空中消火、消火資機材搬送等） 

③ 救助活動（事故等による捜索 救助等） 

④ 救急活動（傷病者の救急搬送、転院搬送等） 

⑤ その他 

(2) ヘリの運用 

原則として、上記(1)の活動内容について、運航要領に基づいた運用が行われるが、町が応

援を求めた場合は、「島根県防災ヘリコプター応援協定」に基づく運用が徹底される。なお、

これらの要綱や協定に定めのない事由については、関係機関相互の協議により適切な運用を

行う。 

(3) 離発着場の選定 

災害時においては、事前に整備 指定済みの離発着場（ヘリポート）の中から、県が適当な

場所を選定し活用する。町は、離発着場の選定後速やかに、関係機関等にその旨を周知する。 

(4) 離着陸にあたっての諸準備 

県防災ヘリ離着陸時の諸準備については、本章「第 5節 自衛隊の災害派遣体制 4 自衛

隊の災害派遣に伴う受け入れ体制等 4-4 ヘリコプターの離着陸にあたっての諸準備」を参

照のこと。 
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第２節 災害情報の収集 伝達

１ 基本的な考え方 

風水害発生時において応急対策を効果的に実施するため、関係機関及び町民に対し迅速かつ

適切に各情報等の伝達を行うように努め、警報、注意報及び気象情報等、被害状況その他の災

害情報の収集 伝達を行うための体制を整備する。 

２ 情報管理体制の確立 

◆担当部署【総務課】 

2-1 町の情報管理体制の確立 

(1) 情報管理体制の構築 

県防災行政無線、防災行政無線及び有線通信を基幹的な通信系統とするが、被災状況等に

より困難な場合には、実情に即した方法で行う。なお、防災活動用の電話（災害時優先電話、

各種携帯電話、緊急 非常電話を含む）については、関係機関等との連絡用電話の指定による

窓口の明確化や、不要不急の問い合わせが入らないようにしておく等の事前措置を講ずる。 

(2) 情報管理手段の確保 

防災行政無線のほか、一般加入電話、アマチュア無線等の各種通信手段を適宜組合せ、重

要通信を確保 運用できる体制を確立する。 

(3) 移動無線局及び移動電源車の派遣 

非常災害に際して、通信途絶のため特に必要が認められる場合は、県消防総務課を通じて

中国総合通信局に移動無線局及び移動電源車の派遣を要請する。 

(4) 県総合防災情報システムの活用 

常にシステムの防災端末を立ち上げ、被害情報等の収集、県や防災関係機関との通信 連絡、

気象観測情報 基礎情報等の各種情報の収集 検索、被害状況等の登録等に活用する。 

2-2 防災関係機関等の情報管理体制の確立 

(1) 情報管理体制の構築 

関係機関が整備 保有している通信連絡手段を効果的に運用し、災害情報を収集 伝達でき

る体制を確立する。 

(2) 情報管理手段の確保 

関係機関等は、関係機関相互の通信が可能な総合防災情報システムや防災相互無線等を効

果的に運用し、情報連絡体制を確立する。特に、総合防災情報システムの防災端末を設置し

ている機関相互においては、システムの活用による被害情報等の共有化を図る。 
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３ 警報、注意報及び気象情報等の収集 伝達 

◆担当部署【総務課】 

気象業務法に基づく気象等予警報、気象等情報、火災警報、土砂災害警戒情報及び知事、町

長等が行う通報、警告（以下「予警報等」という）の発表及び伝達は災害予防上極めて重要で

あり、その取扱は次のとおりとする。 

加えて、松江地方気象台と県が発表する「土砂災害警戒情報」及び県が発表する「土砂災害

危険度情報」による情報も踏まえ、円滑な措置を講ずる。その際の周知は、防災行政無線によ

り行う。 

3-1 気象警報、注意報等の種類及び発表基準 

気象警報、注意報等の種類及び本町における発表基準は次のとおり。 

種 類 発      表      基      準 

特 

別 

警 

報 

暴  風 

特別警報 

暴風が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著しく大きい場合。 

数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により暴風が吹くと予想される場

合。 

暴 風 雪 

特別警報 

雪を伴う暴風が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著しく大きい場

合。 

数十年に一度の強度の台風と同程度の温帯低気圧により雪を伴う暴風が吹くと予想

される場合。 

大  雨 

特別警報 

大雨が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著しく大きい場合。 

台風や集中豪雨により数十年に一度の降雨量となる大雨が予想され、若しくは、数十

年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により大雨になると予想される場合。

（指標は気象特別警報の指標参照） 

大  雪 

特別警報 

大雪が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著しく大きい場合。 

数十年に一度の降雪量となる大雪が予想される場合。 

（指標は気象特別警報の指標参照） 

高  潮 

特別警報 

台風や低気圧等による海面の上昇が特に異常であるため重大な災害が発生するおそ

れが著しく大きい場合。 

数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により高潮になると予想される場

合。 

波  浪 

特別警報 

高い波が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著しく大きい場合。 

数十年に一度の台風や同程度の温帯低気圧により高波になると予想される場合。 

地面現象 

特別警報 

大雨、大雪等による山崩れ、地滑り等によって重大な災害が発生するおそれが著しく

大きい場合。 

台風や集中豪雨により数十年に一度の降雨量となる大雨が予想され、若しくは、数十

年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により大雨になると予想される場合。

（指標は気象特別警報の指標参照） 

噴火警報 

(居住地域) 

又は 

噴火警報

居住地域に重大な被害を及ぼす噴火が発生する可能性が高まってきていると予想さ

れる場合。 

対象範囲 警戒事項等 

居住地域及びそれより火口側 居住地域厳重警戒 



基本計画編（風水害他）第３章 応急対策計画 
第２節 災害情報の収集•伝達 

122 

種 類 発      表      基      準 

警

報

暴風警報

暴風により重大な災害が発生するおそれがあると予想される場合。 

具体的には次の条件に該当するとき。 

平均風速が陸上で 20ｍ/ｓ､海上で 25ｍ/ｓ以上になると予想される場合。 

暴 風 雪

警  報

雪を伴う暴風により重大な災害が発生するおそれがあると予想される場合。 

具体的には次の条件に該当するとき。 

雪を伴い、平均風速が陸上で 20ｍ/s、海上で 25ｍ/s 以上になると予想される場合。

大雨警報

大雨による重大な災害が発生するおそれがあると予想される場合。 

具体的には次のいずれかの基準に到達することが予想されるとき。 

地区 市町村 表面雨量指数基準 土壌雨量指数基準

隠岐 海士町 12 135 

※表面雨量指数は、短時間強雨による浸水害リスクの高まりを示す指標。 

※土壌雨量指数は、降雨による土砂災害リスクの高まりを示す指標。 

大雪警報

大雪により重大な災害が発生するおそれがあると予想される場合。 

具体的には次の条件に該当するとき。 

12 時間の降雪の深さが平地で 25 ㎝、山地で 35 ㎝（隠岐では 25 ㎝）以上になると予

想される場合。

高潮警報

台風や低気圧等による海面の異常な上昇により重大な災害が発生するおそれがある

と予想される場合。 

具体的には次の基準に到達することが予想されるとき。

地区 市町村 潮位基準

隠岐 海士町 標高0.8ｍ

波浪警報

高い波により重大な災害が発生するおそれがあると予想される場合。 

具体的には次の条件に該当するとき。 

波高（有義波高）が６ｍ以上になると予想される場合

洪水警報

大雨、長雨、融雪等により河川が増水し、重大な災害が発生するおそれがあると予想

される場合。 

具体的には次のいずれかの基準に到達することが予想されるとき。 

地区 市町村 流域雨量指数基準 複合基準
指定河川洪水予報に

よる基準 

隠岐 海士町
境川流域=2.7,諏訪川流域=5.9 

大川流域=4.6,多井川流域=4.5 
－ － 

※流域雨量指数は、河川の上流に降った雨による、下流の対象地点の洪水害リスクの高まりを示す指標。

※「複合基準」とは、表面雨量指数、流域雨量指数の組み合わせによる基準値を表す。 

地面現象

警  報
大雨、大雪等によって重大な災害が発生するおそれがあると予想される場合。 

浸水警報 浸水によって重大な災害が発生するおそれがあると予想される場合。 
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種 類 発      表      基      準 

警

報

噴火警報

(火口周辺)

又は 

火口周辺

警報 

居住地域の近くまで重大な影響を及ぼす噴火が発生すると予想される場合。 

対象範囲 警戒事項等 

火口から居住地域までの広い範囲の火口周辺 入山危険 

火口周辺に影響を及ぼす噴火が発生すると予想される場合。 

対象範囲 警戒事項等 

火口から少し離れた所までの火口周辺 火口周辺危険 

噴火警報

(周辺海域)

火口周辺に影響を及ぼす噴火が発生すると予想される場合。 

対象範囲 警戒事項等 

周辺海域 周辺海域警戒 

注

意

報

風 雪 

注意報 

雪を伴う強風により災害が発生するおそれがあると予想される場合。 

具体的には次の条件に該当するとき。 

雪を伴い平均風速が陸上で 12ｍ/s､海上で 15ｍ/s 以上になると予想される場合｡ 

強 風 

注意報 

強風により災害が発生するおそれがあると予想される場合。 

具体的には次の条件に該当するとき。 

平均風速が陸上で 12ｍ/s､海上で 15ｍ/s 以上になると予想される場合。 

大 雨 

注意報 

大雨による災害が発生するおそれがあると予想される場合。 

具体的には次のいずれかの基準に到達することが予想されるとき。 

地区 市町村 表面雨量指数基準 土壌雨量指数基準

隠岐 海士町 6 117 

※表面雨量指数は、短時間強雨による浸水害リスクの高まりを示す指標。 

※土壌雨量指数は、降雨による土砂災害リスクの高まりを示す指標。 

大 雪 

注意報 

大雪により災害が発生するおそれがあると予想される場合。 

具体的には次の条件が該当するとき｡ 

12 時間の降雪の深さが東部の平地で 15 ㎝､山地で 25 ㎝、西部の平地で 15 ㎝､山地で

20 ㎝、隠岐で 15 ㎝以上になると予想される場合。 

融 雪 

注意報 

融雪により災害が発生するおそれがあると予想される場合。 

具体的には、浸水、土砂災害等の災害が発生するおそれがあるとき。 

濃 霧 

注意報 

濃い霧により災害が発生するおそれがあると予想された場合。 

具体的には次の条件に該当するとき。 

濃霧によって視程が陸上 100ｍ以下、海上 500ｍ以下が予想される場合。 

雷注意報 落雷により災害が発生するおそれがあると予想される場合。 

乾 燥 

注意報 

空気の乾燥により、災害が発生するおそれがあると予想される場合。 

具体的には火災の危険が大きい気象条件を予想した場合で次の条件に該当するとき。

実効湿度東部と隠岐で 65％以下、西部では 60％以下、最小湿度 40％以下になると予

想される場合。 

着 氷 

注意報 

著しい着氷により災害が発生するおそれがあると予想された場合。 

具体的には、通信線や送電線、船体等への被害が発生するおそれのあるとき。
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種 類 発      表      基      準 

注 

意 

報

着 雪 

注意報 

著しい着雪により災害が発生するおそれがあると予想された場合。 

具体的には通信線や送電線、船体等への被害が発生するおそれがあるときで次の条件

に該当するとき｡ 

気温が-2℃～1℃になり、12 時間の降雪の深さが 15 ㎝以上､（東部の山沿いではで 25

㎝以上）になると予想される場合。 

霜注意報 

霜により災害が発生するおそれがあると予想された場合。具体的には、晩霜により農

作物への被害が発生するおそれがあるとき。 

４月上旬から５月中旬までの晩霜で最低気温 3℃以下が予想される場合。 

低 温 

注意報 

低温によって農作物等に著しい被害が発生するおそれがあると予想される場合。 

具体的には次の条件に該当するとき。 

東部は松江地方気象台、西部は浜田特別地域気象観測所、隠岐は西郷特別地域気象観

測所の最低気温が-4℃以下になると予想される場合。 

高 潮 

注意報 

台風や低気圧等による海面の異常な上昇により重大な災害が発生するおそれがある

と予想される場合。 

具体的には次の基準に到達することが予想されるとき。 

地区 市町村 潮位基準 

隠岐 海士町 標高0.6ｍ 

波 浪 

注意報 

高い波により災害が発生するおそれがあると予想される場合。 

具体的には次の条件に該当するとき。 

波高（有義波高）が３ｍ以上になると予想される場合。

洪 水 

注意報 

大雨、長雨、融雪等により河川が増水し、災害が発生するおそれがあると予想される

場合。 

具体的には次のいずれかの基準に到達することが予想されるとき。

地区 市町村 流域雨量指数基準 複合基準 
指定河川洪水予報 

による基準 

隠岐 
海士町 

境川流域=2.1,諏訪川流域=4.7 

大川流域=3.6,多井川流域=3.6 
－ － 

※流域雨量指数は、河川の上流に降った雨による、下流の対象地点の洪水害リスクの高まりを示す指標。 

※「複合基準」とは、表面雨量指数、流域雨量指数の組み合わせによる基準値を表す。

なだれ 

注意報 

「なだれ」により災害が発生するおそれがあると予想された場合。 

具体的には次のいずれかの基準に到達することが予想されるとき。 

(1) 積雪 100 ㎝以上。 

(2) 積雪が 50 ㎝以上あり、30 ㎝以上の降雪が予想される場合｡ 

(3) 積雪が 50 ㎝以上あり、最高気温が 8℃以上と予想される場合。(最高気温の値は

気象官署の値とする) 

(4) 積雪が 50 ㎝以上あり、かなりの降雨が予想される場合。 

地面現象 

注意報 

大雨、大雪等による山崩れ、地すべり等によって災害が発生するおそれがあると予想

される場合。 

浸 水 

注意報 
浸水によって災害が予想される場合。 

（注）１．発表基準欄に記載した数値は島根県における過去の災害発生頻度と気象条件との関係を調査して決め

たものであり、気象要素によって災害発生を予想する際のおおむねの目安である。 

   ２．特別警報、警報及び注意報はその種類にかかわらず解除されるまで継続される。また、特別警報、警報

及び注意報が発表されるときは、これまで継続中の特別警報、警報及び注意報は自動的に新たな特別

警報、警報及び注意報に切り替えられる。 

   ３．地面現象及び浸水警報・注意報は、その警報及び注意報事項を気象警報及び気象注意報に含めて行う。

地面現象の特別警報は、大雨特別警報に含めて「大雨特別警報（土砂災害）」として発表される。 
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   ４．洪水警報・注意報の流域雨量指数基準は国土数値情報に登録された河川がないため空欄になっている

が、雨水の流出量を計算し、その値を用いて基準値を設定している。 

５．山沿いは標高 200 メートル以上、それ以外は平地。 

気象特別警報の指標 

種 類 指         標 

特

別

警

報

大  雨

特別警報

台風や集中豪雨により数十年に一度の降雨量となる大雨が予想される場合。 

大雨特別警報（土砂災害） 

過去の多大な被害をもたらした現象に相当する土壌雨量指数の基準値を地域毎に設定し、その基準値以

上となる１km メッシュが概ね 10 個以上まとまって出現すると予想され、かつ、激しい雨がさらに降り続

くと予想される場合に大雨特別警報（土砂災害）を発表する。 

大雨特別警報（土砂災害）の指標に用いる基準値 

https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/kijun/index_tk_swi.html 

大雨特別警報（浸水害） 

①過去の多大な被害をもたらした現象に相当する表面雨量指数の基準値を地域毎に設定し、その基準値以

上となる１km メッシュが概ね 30 個以上まとまって出現すると予想され、かつ、激しい雨がさらに降り

続くと予想される場合に大雨特別警報（浸水害）を発表する。 

基準値の格子別一覧（表面雨量指数） 

https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/kijun/index_tk_fpi.html 

②過去の多大な被害をもたらした現象に相当する流域雨量指数の基準値を地域毎に設定し、その基準値以

上となる１km メッシュが概ね 20 個以上まとまって出現すると予想され、かつ、激しい雨がさらに降り

続くと予想される場合に大雨特別警報（浸水害）を発表する。 

基準値の格子別一覧（流域雨量指数） 

https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/kijun/index_tk_roi.html

大  雪

特別警報

府県程度の広がりをもって 50 年に一度の積雪深となり、かつ、その後も警報級の降雪が丸一日程度以上

続くと予想される場合。 

地点名 50年に一度の積雪深（㎝） 既往最深積雪（㎝） 

西郷 77 107 

※値が「－」の地点は、データ不足のため、50 年に一度の値が算出できないもの。 

※50 年に一度の値は統計値であり、一の位の大小まで厳密に評価する意味は無い。 

※特別警報は、府県程度の広がりで 50 年に一度の値となる現象を対象。個々の市町村で 50 年に一度の値

となることのみで特別警報となるわけではないことに留意。
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3-2 気象情報の発表 

松江地方気象台は、警報や注意報に先立って注意を喚起したり警報や注意報の内容を補完す

る情報を気象情報として発表する。 

また、気象庁は竜巻注意情報及び記録的短時間大雨情報を発表する。 

なお、気象情報のうち、「島根県記録的短時間大雨情報」は、アメダス及び気象庁以外の機

関の雨量又は解析雨量等*で 1 時間の降水量が県東部及び西部で 100mm、隠岐地方で 100mm の雨

量を観測又は解析した場合に発表するものである。 

*「解析雨量等」とは、気象庁、国土交通省水管理・国土保全局・道路局が全国に設置している気象レー

ダーと、アメダスおよび自治体等の地上の雨量計を組み合わせて、それぞれの特性を活かし全国を１

㎞四方に細かく区切って解析したもので、解析雨量は 30 分ごとに、速報版解析雨量は 10 分ごとに解

析したものである。 

3-3 大雨警報・洪水警報等を補足する情報 

気象庁は、注意報、警報、特別警報を補足する情報として、土砂キキクル（大雨警報（土砂

災害）の危険度分布）、浸水キキクル（大雨警報（浸水害）の危険度分布）、洪水キキクル（洪

水警報の危険度分布）および流域雨量指数の予測値を発表する。 

3-4 早期注意情報（警報級の可能性）の発表 

気象庁は、警報級の現象が予想されている時には、その可能性を［高］、［中］の 2 段階の確

度を付して発表する。当日から翌日にかけては、時間を区切って、島根県東部、島根県西部、

島根県隠岐を発表単位で、2日先から 5日先にかけては、1日ごとに島根県を単位として発表す

る。 

3-5 警報、注意報及び気象情報等の伝達系統 

総務課は、防災関係機関との連携により雨量、台風情報等の気象データを常時監視し、町長、

副町長、所管課長に報告するとともに、必要に応じ各部局に情報伝達を行う。また、防災行政

無線等を活用し、住民への周知を行う。 

なお、消防法に定める火災警報等について、県から通知を受けた場合又は町長が自らの判断

によって火災警報の発表 解除を行う場合は、打鐘、サイレン吹鳴その他の方法により住民に

周知を図る。 

3-6 土砂災害警戒情報の伝達系統 

土砂災害警戒情報は、大雨警報の発表中において、土砂災害について、より厳重な警戒を呼

びかける必要がある場合に、松江地方気象台と県により市町村単位で発表される。 

土砂災害警戒情報の伝達経路は、気象情報伝達系統に準ずる。 

3-7 水位情報の伝達 

町長は、洪水浸水想定区域が指定されていない中小河川について、河川管理者から必要な情

報提供、助言等を受けつつ、過去の浸水実績等を把握したときは、これを水害リスク情報とし
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て住民、滞在者その他の者へ周知するものとする。 

3-8 異常現象又は突発的災害の発生に対する措置 

災害が発生するおそれのある異常な現象又は突発的災害が発生した場合における情報の伝

達は次のとおりとする。（災害対策基本法第 54 条[関連]消防法第 24 条、水難救護法第 2条） 

(1) 発見者のとるべき措置 

災害が発生するおそれのある異常な現象又は災害の発生を発見した者は、直ちに総務課、

警察署、駐在所等のいずれかに通報しなければならない。 

(2) 通報を受けた者のとるべき措置 

発見者から通報を受けた者等は速やかにその旨を総務課に連絡するとともに、地区内の住

民への周知及び関係機関相互の連絡を図る。 

４ 被害情報等の収集 伝達 

◆担当部署【総務課】 

4-1 災害通信計画 

(1) 有線通信施設の優先利用によるもの 

有線通信施設の被害のため、緊急通話の確保等連絡不十分な状況の場合においては、災害

対策基本法第 57 条の定めるところにより、有線通信の優先利用による通信の確保を図る。 

① 普通電話による通信    非常 緊急通話扱いとする 

② ＩＰネットワーク 

③ 警察電話による通信    警察電話を通じて通信する 

(2) 無線通信施設の利用によるもの 

有線通信施設が被災のため、通信途絶の状態になった場合において、人命救助又は非常災

害に関し緊急措置を要する事態が発生したときは、防災行政無線、県防災行政無線、自治体

衛星通信ネットワークシステム等を利用して連絡を図る。 

4-2 被害状況の調査 

(1) 調査対象 

町の所管する公共建物、公共土木等施設及びその他の一般被害（電信、電話、電力等公共 

公益事業関係及び防災関係諸機関の施設被害を除く）を対象とする。 

無人航空機を活用した情報収集についても体制整備を進める。 

(2) 調査実施者 

(ｱ) 被害調査は、県及び防災関係諸機関（電信、電話、電力等公共 公益事業機関を含む）

の管理する施設の災害を除き、町において行う 

(ｲ) 総務課を情報収集主管課として調査する。ただし、被害の調査に技術を要する場合、
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被害が激甚で町において調査不能な場合は、県に応援を求めて行う。 

(ｳ) 県の所管する公共建物、公共土木施設において災害が発生したことを承知したときは、

その施設を所管する県の部局又は関係地方機関に通知する 

(ｴ) その他防災関係機関の所管する施設において災害が発生した場合は、当該関係機関に

状況の調査及び報告を要請する 

(3) 調査の種別 

調査は、災害時期別に次のとおり実施する。 

発生調査 
・災害の発生についての通報を受けた場合、直ちにその概況を調査する 

・応急対策実施上の基礎となるので、できる限り短時間にその概況を調査する 

中間調査 

・災害発生後の状況の変化に伴い、できる限り詳細に調査する 

・被害の変動にともない諸対策の準備、変更等に重大な影響を及ぼすので、状況

の変動に従って、可能な限りその都度行う 

確定調査 

・災害が終了し、その被害が確定したときに各課が調査を行う 

・応急措置、災害復旧計画等の基礎となるものであり、また、復旧費の費用負担

に影響を与えるものであるので、正確を期する 

4-3 被害状況等の判定基準 

被害状況等の判定基準については、資料編に記載のとおり。 
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4-4 災害情報の通報及び被害状況報告 

(1) 災害状況の通報及び被害状況報告の伝達系統図 

関係機関において調査された被害状況等は、次のとおり通報又は報告を行う。 

図：災害状況の通報及び被害状況等の伝達系統 

(2) 関係機関等の行う通報 

関係機関が、それぞれの機関において収集した災害情報を系統機関に報告する際、必要な

場合には、系統機関への報告内容について、関係機関に対し報告を求める。 

(3) 町民からの通報の受付 

町民からの災害通報の受付については、原則として災害対策本部において行う。 

なお、災害対策本部設置前においては、各課にて受付を行い、各課は受け付けた内容を速

やかに総務課に報告する。 

住民・自主防災組織 

消 防 署 

消 防 団 
被 
害 
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警
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総務課 

※町の被害状況の

取りまとめ 

被害状況等 
情報収集 

通報 
伝達 

通報 

伝達 

通報 

報告 

通報 
伝達 

災害対策本部 

総務部 
情報収集 

連絡 
本部長（町長） 

伝達 

報告 

副本部長  副町長 

      教育長 

情報収集 

松
江
地
方
気
象
台

島根県 

本部設置前 本部設置後 

隠岐支庁県防災危

機管理課 

県災害対策本部 

防災部（事務局）
被害 

対策状況等 

報告 

本部設置前 本部設置後 関 

係 

機 

関 

報 

道 

機 

関

国 知  事 

(防災会議会長) 
本 部 長 
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(4) 被害情報の取りまとめ及び報告 

(ｱ) 担当部課は、調査した被害状況を取りまとめ総務課へ報告する 

(ｲ) 総務課は、町内の被害状況を取りまとめ、災害対策本部において実施し又は実施しよ

うとする災害応急対策に関する情報と併せ、関係機関へ報告する。なお、関係機関へ

報告した事項については、その都度浦郷警察署へ連絡する。 

(ｳ) 総務課は、島根県総合防災情報システムにより所定の様式にて県へ報告を行う。シス

テムによる報告ができない場合は、ＦＡＸまたは電話で報告を行う。また、県に報告

できない場合又は特に迅速に国へ報告すべき災害等が発生した場合には、消防庁へ報

告を行う。ただし、県と連絡がとれるようになった後の報告については県に対して行

う。 

(ｴ) 人的被害のうち行方不明者数については、住民登録の有無にかかわらず、町域（海上

を含む。）内で行方不明となった者について警察等関係機関の協力に基づき正確な情報

の収集に努め、行方不明者として把握した者が他の市町村に住民登録を行っているこ

とが判明した場合には、当該市町村又は県（外国人のうちの旅行者等の住民登録対象

外の者は直接または必要に応じ外務省を通じて在京大使館等）に連絡する 

(ｵ) 要救助者の迅速な把握のため、安否不明者についても、関係機関の協力を得て、積極

的に情報収集を行う。 
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(5) 報告の種類及び内容等 

報告の種類及び内容等は原則として次表による。 

区 別 報 告 内 容 報 告 の 時 期 及 び 経 路 連 絡 方 法 等 

災害 

発生 

即報 

① 災害の発生状況 

② 災害に対してとった措置の

状況 

③ 県等に対する応援要求 

④ 被害の概要（判定基準

(即報用)以上のもの） 

※様式第 0号による 

町→隠岐支庁県民局等 防災危機管理課 

①②③④のいずれかが判明次第、直ちに 

緊急を要するもの

であるので、昼夜

を問わず電話電報

無線等利用して報

告すること 

速報 
各種被害等の状況 

※様式第 1号による 

町→隠岐支庁県民局等 防災危機管理課 

・概況が判明次第、随時 

・ただし、隠岐支庁県民局等に報告するも 

のについては、被害の発生状況により 

防災危機管理課より別途指示 

詳報 

各種被害等の状況 

※様式第2号～様式第23号

による 

町、県の出先機関→関係課→防災危機管

理課 

・被害等の状況が判明次第、逐次報告 

・ただし、県の出先機関が防災危機管理課へ 

行う報告は13時まで、県の関係課が防災 

危機管理課へ行う報告は14時までに 

行う 

被害等の状況は諸

応急対策の決定等

の基になるものな

ので、関係課等は迅

速に被害等の収集

ができるよう平素

から体制を整えて

おくものとする 

確定 

報告 
同 上 

町、県の出先機関→関係課→防災危機管

理課 

・災害に対する応急措置を完了した後 

20 日以内に報告 

災害復旧計画等の

基になるので正確

を期すること 

災害 

対策 

本部 

① 災害対策本部の設置 

② 災害対策本部の解散 

町、隠岐支庁県民局等、関係課→防災危

機管理課 

被害 

地点 

報告 

① 被害現場の状況 

② 被害現場の位置 

③ 被害現場の画像 

全ての防災端末設置機関→防災危機管理

課 

・被害の状況が判明次第、直ちに 

ライフ 

ライン 

上水道、簡易水道、下水道の

被害の状況 

町、関係課→防災危機管理課 

・被害の状況が判明次第、直ちに 

林野 

火災 

林野焼損面積20ヘクタール

以上の火災 

町→消防機関→防災危機管理課 

・鎮火した月の翌月末日までに報告 

（注）上記による報告は、原則として災害体制及び対策本部設置前の規定であり、災害体制等設置後にあって

は災害の程度、形態等により報告の内容、時期等を変更することができる。 
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(6) 報告様式及び様式別報告系統 

報告様式別の報告系統は次のとおりとし、各課から県担当課へ報告された内容については、

必ず総務課にも報告を行う。なお、報告様式は「被害状況報告様式」による。 

1 災害発生即報   様式第 0号 

2 被害状況速報   様式第 1号 

3 教育関係被害   様式第 3号 

の 1～3

4 福祉施設関係被害 様式第 4号

5          様式第 6号 

6          様式第 8号の 1 

7          様式第 8号の 1 

8          様式第 8号の 1 

9 公営住宅被害   様式第 8号の 2 

10          様式第 9号 

町 
隠岐支庁県民局 

総務課 
(県災対本部) 

① 

① 

町 
隠岐支庁県民局 

総務課 (県災対本部) 

③ ② 

商業及び鉱工業 

その他事業関係被害 

土木関係被害 
(港湾、都市計画、下水道、 

公営住宅関係を除く) 

土木関係被害 

(港湾関係) 

⑥ 
町 

(県災対本部) 

④ 教育庁 

総務課 

⑥ 
町 

(県災対本部) 

④ 健康福祉部 

各   課 

⑥ 
町 

商工労働部 

商工政策課 (県災対本部) 

④ 

⑥ 
町 

隠岐支庁 

県土整備局 (県災対本部) 

④ 土木部 

砂防課 

⑤ 

⑥ 
町 

隠岐支庁 

県土整備局 (県災対本部) 

④ 土木部 

港湾空港課 

⑤ 

土木関係被害 

(下水道関係) 

⑥ 
町 

隠岐支庁 

県土整備局 (県災対本部) 

④ 土木部 

下水道推進課 

⑤ 

⑥ 
町 

隠岐支庁 

県土整備局 (県災対本部) 

④ 土木部 

建築住宅課 

⑤ 

農地農業用 

施設被害 

⑥ 
町 

隠岐支庁 

農林水産局 (県災対本部) 

④ 農林水産部 

農地整備課 

⑤ 
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11 農業被害速報   様式第 9号の 4 

12 農作物関係被害  様式第 10 号の 1 

13 果樹園等樹体被害 様式第 10 号の 2 

14          様式第 10 号の 3 

15 畜産関係被害   様式第 12 号 

16          様式第 13 号 

17          様式第 14 号の 1 

18          様式第 15 号の 1 

19          様式第 15 号の 2

20          様式第 15 号の 3 

21          様式第 15 号の 4 

22          様式第 15 号の 5 

23          様式第 15 号の 6 

農地非共同利用 

施設被害 

農地共同利用 

施設被害 

山林関係被害 

(治山) 

山林関係被害 

(林道) 

山林関係被害 

(造林地等) 

山林関係被害 

(苗木等) 

山林関係被害 

(苗畑施設等) 

山林関係被害 

(林産物) 

⑥ ⑤ ④ 

(県災対本部) 

農林水産部 

農畜産課 
町 

隠岐支庁 

農林水産局 

⑥ ⑤ ④ 

(県災対本部) 

農林水産部 

農業経営課 
町 

隠岐支庁 

農林水産局 

⑥ ⑤ ④ 

(県災対本部) 

農林水産部 

森林整備課 
町 

隠岐支庁 

農林水産局 

⑥ ⑤ ④ 

(県災対本部) 

農林水産部 

森林整備課 
町 

隠岐支庁 

農林水産局 

⑥ ⑤ ④ 

(県災対本部) 

農林水産部 

森林整備課 
町 

隠岐支庁 

農林水産局 

⑥ ⑤ ④ 

(県災対本部) 

農林水産部 

農畜産課 
町 

隠岐支庁 

農林水産局 

⑥ ⑤ ④ 

(県災対本部) 

農林水産部 

森林整備課 
町 

隠岐支庁 

農林水産局 

⑥ ⑤ ④ 

(県災対本部) 

農林水産部 

森林整備課 
町 

隠岐支庁 

農林水産局 

⑥ ⑤ ④ 

(県災対本部) 

農林水産部 

農畜産課 
町 

隠岐支庁 

農林水産局 

⑥ ⑤ ④ 

(県災対本部) 

農林水産部 

農畜産課 
町 

隠岐支庁 

農林水産局 

⑥ ⑤ ④ 

(県災対本部) 

農林水産部 

林業課 
町 

隠岐支庁 

農林水産局 

山林関係被害 

(林産施設) 

⑥ ⑤ ④ 

(県災対本部) 

農林水産部 

林業課 
町 

隠岐支庁 

農林水産局 

⑥ ⑤ ④ 

(県災対本部) 

農林水産部 

農畜産課 
町 

隠岐支庁 

農林水産局 
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24          様式第 15 号の 7 

25 水産施設被害   様式第 16 号の 1 

26 水産物被害    様式第 16 号の 2 

27 漁港被害     様式第 16 号の 3 

28 医療施設関係被害 様式第 17 号 

29 水道関係被害   様式第 18 号 

30 災害廃棄物関係被害 様式第 19 号の 1 

31  様式第 19 号の 2 

32  様式第 19 号の 3

33 火葬場施設被害  様式第 20 号 

34 自然公園関係被害 様式第 22 号 

凡例：①「即時報告」による報告 

   ②「被害報告」による報告 

   ③「被害速報集計確認」による報告 

   ④「被害詳報」による報告 

   ⑤「被害詳報集約報告」による報告 

   ⑥「被害詳報県計報告」による報告 

山林関係被害 

(林産加工施設) 

一般廃棄物処理場 

関係被害 

④ ⑤ ⑥ 

(県災対本部) 

農林水産部 

林業課 

隠岐支庁 

農林水産局 
町 

④ ⑤ ⑥ 

(県災対本部) 

農林水産部 

水産課 

隠岐支庁 

農林水産局 
町 

④ ⑤ ⑥ 

(県災対本部) 

農林水産部 

水産課 

隠岐支庁 

農林水産局 
町 

④ ⑤ ⑥ 

(県災対本部) 

健康福祉部 

医療政策課 

隠岐保健所 
町 

④ ⑤ ⑥ 

(県災対本部) 

健康福祉部 

薬事衛生課 

隠岐保健所 
町 

④ ⑤ ⑥ 

(県災対本部) 

環境生活部 隠岐保健所 
町 

④ ⑤ ⑥ 

(県災対本部) 

環境生活部 隠岐保健所 
町 

産業廃棄物処理場 

関係被害 
④ ⑤ ⑥ 

(県災対本部) 

環境生活部 隠岐保健所 
町 

④ ⑤ ⑥ 

(県災対本部) 

農林水産部 隠岐支庁 

農林水産局 
町 

④ ⑤ ⑥ 

(県災対本部) 

健康福祉部 

薬事衛生課 

隠岐保健所 
町 

④ ⑥ 

(県災対本部) 

環境生活部

自然環境課 
町 
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第３節 災害広報

１ 基本的な考え方 

災害発生時には、町民の情報ニーズが急激に増加する中で、迅速かつ的確な住民広報を実施

し、住民、自主防災組織、事業所等の情報不足や混乱を解消するとともに、被害を最小限に止

めることが重要になる。 

災害時に様々な環境下にある住民等に対して、町が保有する広報手段を駆使して情報提供を

行うとともに、災害状況によっては報道機関等に放送要請を行い、災害や避難等に関する様々

な情報を的確に伝達する。 

２ 町による災害広報の実施 

◆担当部署【総務課、関係各課】 

2-1 広報の体制 

(ｱ) 総務課は風水害が発生するおそれのある場合に、必要に応じて気象情報等の広報を行

い、町民へ注意喚起と事前の備えを呼びかける 

(ｲ) 災害対策本部は、風水害に関する災害情報のうち、浸水、土砂災害等による避難指示

等や避難所の開設状況等、町民の身体 財産に係る「緊急広報」を実施する 

(ｳ) 総務課は、災害時の報道発表資料を作成し、報道機関への情報提供、報道発表の会場

及び時間等の調整、その他報道対応全般に関することを実施する 

(ｴ) 総務課は、一般情報（緊急広報を含む災害情報、生活関連情報、救済措置情報等）の

総合的な広報活動を実施する 

(ｵ) 各課は、所管する施設等に対して、必要に応じて災害の状況を連絡するとともに、災

害対策本部に対して定期的に災害情報、生活関連情報等を報告する 

(ｶ) 災害対策本部事務局は、各課及び関係機関等から報告を受けた情報を整理して資料を

作成するとともに、各課への情報提供を行い情報の共有化を図る 
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2-2 広報の内容 

関係機関と連携し、次の事項を中心に広報を実施する。 

災 害 情 報 

1 地震及び津波等に関する気象情報 

2 災害発生状況（地盤災害 土砂災害等の発生状況等） 

3 災害対策本部等の設置と活動状況 

4 避難誘導及びその他注意事項 

5 町内の被害情報（人的被害、住家被害等の概括的被害状況） 

6 家庭 職場での対策と心得 

7 その他必要な事項 

生活関連情報 

1 電気、ガス、水道、下水道、通信施設等の被害状況と復旧見込み 

2 食料、生活必需品等の供給実施状況 

3 道路交通状況（通行止等による交通規制区間等） 

4 公共交通機関の状況（フェリー 内航船 バスの被害 運行状況） 

5 医療機関の活動状況、救護所の設置状況 

6 その他必要な事項 

救援措置情報 

1 罹災証明書等の発行状況 

2 各種相談窓口の開設状況 

3 税、手数料等の減免措置の状況 

4 必要なボランティア情報（県外からの支援者の受入れ調整等） 

5 義援金 救援物資の受け入れ方法 窓口等に関する情報 

6 災害援護資金等の融資情報 

7 仮設住宅等の臨時住宅の提供状況 

8 町業務の再開状況 

9 その他必要な事項（防災機関に対する不要不急電話を自粛する旨の要

望、被災地への救援物資発送にあたっての送り先、内容明示等の要望）
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2-3 広報の方法 

(1) 緊急広報 

避難指示等の緊急広報の実施方法については、本章第 8節「避難活動」を参照のこと。 

なお、避難指示等を行った場合、総務課は、島根県避難勧告等情報伝達連絡会において定

めた「避難勧告等情報伝達に関する申合せ」に基づき、報道機関に対し直ちに情報提供を行

う。 

(2) 一般広報 

関係各課、関係機関等と連携し、次表の手段により効果的な広報活動を実施する。警戒体

制以降については、各担当課が連携して広報を実施する。 

なお、災害の程度により広報の手段を著しく欠いたときは、県又は報道機関への協力要請

を行う。 

手 段 放 送 場 所 等 概  要 

防災行政無線 
・災害対策本部（総務課） 

・各地区 

・屋外拡声子局（屋外スピーカー）及

び個別受信機の音声放送 

エリアメール ・災害対策本部（総務課） ・エリアメールによる文字情報 

ホームページ ・災害対策本部（総務課） ・ホームページによる文字情報等 

広報車 ・広報車両 
・広報車の拡声スピーカーによる音声

放送 

現地広報 ・町職員等 

・現場に派遣した職員による広報（自

主防災組織及び消防団等にも協力

を依頼） 

広報刊行物等 

（臨時町報等）
・災害対策本部 

・各部局から掲載内容を取りまとめ、

災害に関する広報刊行物（臨時町報

等）を逐次発行 

(3) 報道機関への発表 

報道機関への情報提供は、原則として役場総務課を窓口として、総務課が対応し、現地災

害対策本部を設置した場合は、現地に報道機関対応窓口を設置する。 

また、災害対策本部を設置した場合、総務課は速やかに記者発表を行い、町民に対して冷

静な行動をとるよう呼びかけ、報道機関に対しては県と協議を行い発表時間を示し、災害情

報、生活関連情報及び救護措置情報等の提供を行う。 

広報する災害発生状況のうち人的被害の数（ 死者・行方不明者数をいう。） については、

県が一元的に集約、調整を行うものとする。また、県は、人的被害の数について広報を行う

際には、町と密接に連携しながら適切に行うものとする。 

(4) 要配慮者に対する広報 

各種障がい者団体やボランティア団体等に対して、情報提供を行うとともに、外国人住民
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に対して、多言語による広報刊行物等を活用して情報提供等を行う。 

(5) 避難者への広報 

情報入手手段が限られる、避難所等にいる被災者、在宅での避難者、応急仮設住宅への避

難者、所在を把握できる広域避難者に対して、それぞれの状況に配慮した適切な情報提供を

行う。 

(6) 帰宅困難者への広報 

公共交通機関が運行を停止し、自力で帰宅することが困難な帰宅困難者が大量に発生する

場合には、「むやみに移動を開始しない」という基本原則の広報等により、一斉帰宅の抑制を

図る。 

３ 防災関係機関による災害広報の実施 

◆担当部署【総務課】

防災関係機関は、事前に定めた災害時の広報計画に基づき、町民及び利用者への広報を実施

するとともに、特に必要があるときは、町及び報道機関に広報の実施を要請する。 

3-1 防災関係機関の行う広報の内容 

町の広報事項のうち、各機関が所管する施設の被害 復旧状況や所管業務に係る応急 復旧対

策状況等に関する広報事項とする。 

3-2 防災関係機関の行う広報の方法 

各防災関係機関は、保有する広報手段を活用し、相互に連携をとりながら広報活動を実施し、

広報の実施にあたっては、視聴覚障がい者、高齢者、観光客、外国人等に十分配慮して行う。 

４ 住民等からの問い合わせに対する対応 

◆担当部署【総務課】

4-1 体制の整備 

必要に応じ、発生後速やかに住民等からの問合せに対応する専用電話を備えた窓口の設置、人

員の配置等体制の整備を図る。また、情報のニーズを見極めたうえで、情報収集 整理 発信を行

う。 

4-2 安否情報の提供 

被災者の安否について住民等から照会があったときは、被災者等の権利利益を不当に侵害す

ることのないよう配慮しつつ、消防、救助等人命に関わるような災害発生直後の緊急性の高い

応急措置に支障を及ぼさない範囲で、可能な限り安否情報を回答するよう努める。この場合に

おいて、安否情報の適切な提供のために必要と認めるときは、関係地方公共団体、消防機関、
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警察等と協力して、被災者に関する情報の収集に努める。なお、被災者の中に、配偶者からの

暴力やストーカー行為を受け加害者から追跡されて危害を受けるおそれがある者等が含まれ

る場合は、その加害者等に居場所が知られることのないよう当該被災者の個人情報の管理を徹

底する。
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第４節 広域応援体制

１ 基本的な考え方 

大規模災害が発生し、その被害が広範囲に拡大して町や各防災関係機関単独では対処するこ

とが困難な場合、国の機関、県、被災していない他の市町村及び民間等の協力を得て災害対策

を行う。 

また、県及び町は、職員を派遣する場合、地域や災害の特性等を考慮した職員の選定に努め

るとともに、土木・建築職などの技術職員が不足している市町村への中長期派遣等による支援

を行うため、技術職員の確保及び派遣体制の整備に努めるものとする。 

図：応援要請系統 

２ 災害情報 被害情報の収集 分析 

◆担当部署【総務課】 

災害対策本部は、把握した災害状況、被害状況、各班の応急対策等の情報収集 分析を行い、

広域応援の必要性の有無及び応援要請先について検討を行う。 

なお、応援協力の要請にあたっては、次の事項を要請先に示して行う。 

① 応援を必要とする理由 

② 作業内容 

③ 従事期間 

④ 従事場所 

⑤ 人員 

⑥ 受け入れ場所 

⑦ その他参考となる事項

（応援要請） 

（協定に基づく応援出動） 

（応援要請） 

（協定に基づく応援出動） 

（応援要請） 

（応援要請） 

   ※知事と連絡がとれない場合 

（出動） 

島根県内市町村 

近隣県内市町村 

島根県知事 

海士町 

各関係機関 
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３ 町における相互応援協力 

◆担当部署【総務課】 

3-1 市町村相互の応援協力及び県外への応援要請 

災害が発生した場合、隣接する市町村との間で応急措置の実施について相互に応援協力を行

い、発生した災害が更に拡大した場合、県の隠岐地区災害対策本部の管轄区域内における応援

について、県への要請を行う。 

また、被害が大規模となり隠岐地区災害対策本部のブロックを越える応援が必要と判断され

る場合、県に対して応援要請又は県内市町村の相互応援の調整を要請するとともに、県への依

頼又は協定等に基づき、他県又は他県の市町村、防災関係機関等に応援を要請する。 

3-2 関係機関及び民間団体等との応援協力 

応急措置の実施にあたり必要な場合には、町内に所在する県、指定地方行政機関等の出先機

関、町域を活動領域とする公共的団体及び民間団体等に対し応援要請を行う。 

3-3 自衛隊、海上保安庁への災害派遣要請 

自衛隊への災害派遣要請、海上保安庁への応援協力要請については、次節以降に示す。 

3-4 応援職員派遣にあたっての感染症対策の徹底 

新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策のため、応援職員の派遣にあたっては、派遣職

員の健康管理やマスク着用等を徹底する。また、会議室のレイアウトの工夫やテレビ会議の活

用など、応援職員等の執務スペースの適切な空間の確保に配慮する。
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４ 消防における相互応援協力 

◆担当部署【総務課】 

4-1 県内消防本部の応援 

大規模災害及び特殊災害等の発生により所轄する町等の消防力で災害の防御が困難な場合

には、隠岐広域連合消防本部は、県内の他の市町村・消防一部事務組合に対し、消防機関に

よる応援の要請をする。 

4-2 緊急消防援助隊による応援 

大規模災害及び特殊災害の発生により、県内の消防力を結集しても十分な災害対応が困難

な場合は、知事を通じ、消防庁長官に、全国の消防機関の相互応援による緊急消防援助隊の

応援を要請するとともに、受援体制を整備する。 

(1) 応援要請 

町長は、必要であると判断した場合には、知事に緊急消防援助隊の応援を要請する。この

場合で、知事と連絡が取れない際には、直接消防庁長官に対して要請を行う。 

4-3 応援要請上の留意事項 

(1) 要請の内容 

要請先に応援要請の連絡を行う。その際、必要に応じ下記に掲げる事項についてとりあえ

ず口頭又は電話等をもって要請し、後日、文書によりあらためて処理する。 

(ｱ) 災害の状況及び応援を求める理由 

(ｲ) 応援を希望する人員、物資、資材、機械、器具等の品名及び数量 

(ｳ) 応援を必要とする場所、期間 

(ｴ) 応援を必要とする活動内容 

(ｵ) その他必要な事項(受け入れルート、受け入れ場所等) 

（2） 応援消防隊及び緊急消防援助隊の受け入れ体制 

応援消防隊及び緊急消防援助隊の円滑な受け入れを図るため、町は連絡係を設け次に示す

体制を整える。ただし、準備が困難な場合はその旨を連絡し、応援隊等に係る支援隊の派遣

について要請を行う。 

(ｱ) 消防隊の誘導方法 

(ｲ) 応援消防隊及び緊急消防援助隊の人員、機材数、指導者等の確認 

(ｳ) 応援消防隊及び緊急消防援助隊に対する給食、仮眠施設等の手配 
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第５節 自衛隊の災害派遣体制

１ 基本的な考え方 

大規模災害による被害が拡大し、町及び防災関係機関では対処することが困難な事態が生じ

た場合における自衛隊の災害派遣要請及びその受け入れ体制について定める。 

２ 自衛隊の災害派遣(撤収)要請の方法 

◆担当部署【総務課】 

2-1 自衛隊の災害派遣基準等 

自衛隊の災害派遣は、次の 3原則が満たされることが基本となっている。 

① 公共の秩序を維持するため、人命または財産を社会的に保護しなければならい必要性 

があること（公共性の原則） 

② 差し迫った必要性があること（緊急性の原則） 

③ 自衛隊の部隊が派遣される以外に他の適切な手段がないこと（非代替性の原則） 

この際、人命に係るものについては、特別な配慮をもって迅速な対応を図ることが必要

である。

2-2 要請基準 

激甚な被害が発生し、町、関係機関及び隣接市町村の応援等により次に掲げる応急対策が不

可能であると町長が認めた場合は、県に対し自衛隊の災害派遣を要請する。 

① 人命救助 

② 消防、水防 

③ 救援物資の輸送 

④ 道路の障害物除去 

⑤ 応急の医療、防疫、給水、入浴支援、通信支援 

⑥ 緊急な公共施設の応急復旧 

2-3 要請手続 

次の事項を記載した文書を知事（県防災部）に提出し、派遣要請を依頼するとともに、この

際、必要に応じてその旨及び災害の状況を自衛隊に通知する。ただし、緊急を要する場合は電

話等により依頼し、事後速やかに文書を提出する。 

① 災害の情況及び派遣を要請する事由（特に災害派遣を必要とする区域の状況を明らかに

する） 

② 派遣を希望する期間 

③ 派遣を希望する区域、活動内容 

④ その他参考となる事項 

(ｱ) 派遣を希望する人員、任務（水防、給水、輸送等）及び装備の概要（特に船舶、航空

機等特殊な装備を必要とするとき） 
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(ｲ) 連絡場所（又は連絡者） 

2-4 災害派遣要請の依頼ができない場合の措置 

町長は、緊急避難、人命救助の場合で事態が急迫し知事に依頼するいとまがないとき、又は

通信の途絶等により知事への依頼ができないときは、その旨及び災害の状況を、次に示す指定

部隊等の長に対し直接通知することができる。この場合、知事に連絡がとれ次第、速やかにそ

の旨の報告を行う。 

機 関 名 所 在 地 連 絡 先 

陸上自衛隊出雲駐屯地 

第 13 偵察隊 

出雲市松寄下町 1142-1 電話 0853-21-1045 

防災無線 7-526-5, 7-526-6 

FAX 7-526-1 

海上自衛隊舞鶴基地 

海上自衛隊舞鶴地方総監部 

京都府舞鶴市余部下 1190 電話 0773-62-2250 

FAX 0773-62-2255 

航空自衛隊美保基地 

第 3輸送航空隊 

鳥取県境港市小篠津町 2258 電話 0859-45-0211 

2-5 派遣要請系統図 

災害派遣にあたっての要請系統図は次のとおり。 

図：災害派遣要請系統 

派遣要請(状況) 

の通報 

派遣要請 

派遣要請した旨の通報 

相互連絡 

(調整)

派遣要請 

知事(県災害対策本部) 地区災害対策本部 

相互連絡 

(調整)

自衛隊連絡幹部 

県災害対策本部へ

の派遣 

派
遣
要
請
の
依
頼
が
で
き
な
い
旨
及
び

町
の
地
域
に
関
わ
る
災
害
の
状
況
を
通
知

（派遣要請の依頼ができない場合） （派遣要請の依頼ができない場合） 

町長(災害対策本部) 
派
遣
要
請
の
依
頼
が
で
き
な
い
旨
及
び

町
の
地
域
に
関
わ
る
災
害
の
状
況
を
通
知

航空自衛隊第 3輸送航空隊司令 

海上自衛隊舞鶴地方総監 

派遣報告 

調  整 

相互連絡 
第 13 旅団長 れい下部隊 

派遣(増援)命令 増援要請 

陸上自衛隊出雲駐屯地 

第 13 偵察隊長 

(出雲駐屯地司令) 
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３ 自衛隊の災害派遣活動 

自衛隊の災害派遣時に実施する救護活動の範囲は、通常次のとおりである。 

項  目 活  動  内  容 

被害状況の把握 

知事、町長等から要請があったとき、又は指定部隊等の長が必要

と認めるときは、車両、航空機等により情報収集活動を行い、被害

状況を把握する 

避難の援助 
避難の命令等が発令され、避難、立ち退き等が行われる場合で必

要があるときは、避難者の誘導、輸送等を行い、避難を援助する 

遭難者等の捜索救

助 

死者、行方不明者、負傷者等が発生した場合は、通常他の救援活動

に優先して捜索救助を行う 

水防活動 堤防、護岸等の決壊に対し、土のう作成、運搬、積込み等を行う 

消防活動 

火災に対し、利用可能な消防車その他の防火用具（空中消火が必

要な場合は航空機）をもって、消防機関に協力して消火に当たる。

消火薬剤等は、通常関係機関の提供するものを使用する。 

道路又は水路の啓開
道路若しくは水路が損壊し、又は障害物がある場合は、それらの

除去に当たる 

応急医療、防疫等の

支援 

特に要請があった場合は、被災者の応急医療、防疫、病虫防除等

の支援を行う。薬剤等は、通常、関係機関の提供するものを使用

する。 

人員及び物資の緊急

輸送 

特に要請があった場合又は指定部隊等の長が必要と認める場合

は、救急患者、医師その他救援活動の必要な人員及び救援物資の

緊急輸送を実施する。この場合、航空機による輸送は、特に緊急

を要すると認められるものについて行う。 

給食及び給水、入浴

支援 

被災者に対し、給食及び給水、入浴支援を実施する 

救援物資の無償貸付

又は譲与 

要請があった場合又は指定部隊等の長が必要と認める場合は、被

災者に対し救援物資を無償貸付又は譲与する 

危険物の保安及び除

去 

特に要請があった場合において、必要と認めるときは、能力上可

能なものについて火薬類、爆発物及び有毒ガス等危険物の保安措

置及び除去を実施する 

その他 自衛隊の能力で対処可能なものについては、所要の措置をとる 
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４ 自衛隊の災害派遣に伴う受け入れ体制等 

◆担当部署【総務課、関係各課】 

4-1 派遣部隊との連絡 

派遣部隊の任務等については、直接派遣部隊に申し入れを行わず、県を通じて行う。 

4-2 受け入れ準備 

(1) 宿営施設 

派遣部隊の宿営には、活動が必要な地区の学校、公民館等の公共建物を充てるものとし、

水道、照明、寝具、炊事用具その他宿営に必要な設備を整える。 

(2) 使用資器材等の準備 

派遣部隊の作業に必要な資器材は、派遣部隊が携帯する次のものを除きすべて町において

調達することを原則とするが、町において調達が不可能な場合は、県に要請し確保を図る。 

① 部隊等装備資材 

② 食料 

③ 燃料 

④ 衛生資材等 

町または関係機関による調達が不能な場合において、派遣部隊が携行している材料、消耗

品等を使用したときは、原則として部隊撤収後に部隊へ返還又は代品弁償する。 

また、使用資器材の準備については、事前に町の準備する資器材の品目、数量、集積場所

及び使用並びに派遣部隊が携行する物品の使用及び回収等に関して、所要の協議を行う。 

(3) 交通規制 

派遣部隊が町内で移動する場合は、浦郷警察署及び道路管理者と連携し必要な交通規制を

行う。 

(4) 誘導等 

派遣部隊が応急対策に従事している間、関係各部は、被災地内における誘導並びに災害対

策本部との連絡に当たるため、必要な職員を派遣部隊とともに行動させる。 

(5) 飛行機等による輸送 

飛行機等による物資投下が決定したときは、直ちに職員を投下地点に派遣し、物資投下に

ついての現地の指揮に当たる。また、緊急にヘリポートを設けた場合は、直ちにその旨を県

に連絡する。 

(6) 応援作業 

関係各部は、必要に応じて災害派遣部隊の作業を応援するため、関係機関並びに地元関係

者と協議をし、応援作業計画をたて派遣部隊と連絡をとり作業を実施する。 
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4-3 経費の負担区分 

自衛隊の救援活動に要した次の経費は、原則として派遣を受けた町が負担する。また、本町

以外の他の地域にわたって活動した場合の負担割合は関係市町村が協議して決定する。 

① 必要な資器材（自衛隊装備に係るものを除く）等の購入費、借上料及び修繕費 

② 派遣部隊の宿営に必要な土地、建物等の使用及び借上料 

③ 派遣部隊の宿営及び救援活動に伴う光熱、水道、電話料等 

④ 派遣部隊の救援活動の実施に際し生じた損害の補償（自衛隊装備に係るものを除く） 

⑤ その他救援活動の実施に要する経費で負担区分に疑義のある場合は、自衛隊と町が協議

する 

4-4 ヘリコプターの離着陸にあたっての諸準備 

ヘリコプターの離着陸場の適地として、平坦（勾配 4°～5°以下）な無障害地帯（基準(1)

①）が必要である。また、積雪のある場合は無障害地帯（基準の倍）の除雪及び踏み固める等

の準備をする。 

(1) ヘリポートの設定 

① 離着陸のための必要最小限の無障害地帯 

＊1離着陸点とは、安全容易に接地できるように準備された地点をいう。 

＊2無障害地帯とは離着陸に障害とならない地域をいう。
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② ヘリポートの標識等 

(ｱ) 標識 

災害時にヘリコプターを派遣して着陸するときは、町長は着陸地点に次の標識をする。 

(ｲ) 吹き流し(風向指示器) 

無障害地帯外に吹流し又は旗（細長い布）を設置（固定）し、ヘリコプターから風向が

明視できるよう準備する。 

③ 危険防止の留意事項 

(ｱ) 発着時は、風圧等による危険防止のため、子供等を接近させないこと 

(ｲ) 着陸点付近に物品等を放置しないこと 

(ｳ) 着陸場に自衛隊員が不在の場合、できれば安全上の監視員を配置すること 

進入方向 

進入方向 

2m 以上 

3m 以上 

0.45m 以上 

(接地地帯標識) 
半径 2m 以上で石灰標示 

積雪時は墨等で明瞭に標示 

色は背景と反対色 

  大きさは基準であり 

  緊急の場合は異なってもよい。 
60 ㎝以上 

2m 以上 

20 ㎝以上 
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(2) 飛行機（有翼機）による物料投下 

天候、地形等により制限を受けるが次の要領により物料投下ができる。 

① 投下地点の設定 

なるべく障害物のない平坦地が望ましいが、次のような場所でも利用できる。 

投下地点を中心として半径 5㎞円内に、中心点を高度 0として、約 1.6㎞の円周上に 300m

以上の山又は障害物、約 3㎞の円周上に 400m、約 5㎞の円周上に 500m 以上の障害物がなく

投下地点付近約 300m 以内に人家が存在しないことが必要である。 

その他、巾 300m 以上の渓谷、谷地、下図のような地形においても投下地点に使用できる

が、極めて高度の技術を必要とし、そのまま投下地点と判断できないので、あらかじめ部隊

に連絡し空中偵察等を実施した後、投下地点として決定することとなる。 

② 投下地点と標示方法 

投下地点が決定したら上空から識別可能な「ムシロ」大の物約 20 枚程度を用意し、風上

に対してＴ字型に並べる。このＴ字の左右 100m の地点で、発煙筒若しくはたき火等により

白煙を上げる。 

(3) 飛行経路 

① 投下高度  普通 200～300m である 

② 飛行経路 

3 度以内 
投下地点断面図 

「C-1、C-130、YS-11」 

「C-1、C-130、YS-11」 

白煙を上げる 

白煙を上げる 

物料着地予定地 
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(4) 投下物資の梱包 

(ｱ) 「Ｃ‐1、Ｃ‐130、ＹＳ‐11」輸送機からの物料投下は落下傘をつけて行う。 

輸送航空隊で使用する物料投下用落下傘の重量制限は、1個約 10 ㎏から 1,000 ㎏までの

範囲である。 

(ｲ) 梱包は、着地等の衝撃に耐えるようできるだけ丈夫にすることが必要である。 

ただし、ヘリコプターの場合、状況によっては、容易なものでもよい。 

(ｳ) ヘリコプターの輸送量は 400 ㎏程度であり、1 個の容積は 1  以内で 1 人で持てる程

度に梱包する。 

(ｴ) 落下傘で投下する物資は、必ずしも地上標識の位置に正確に着地せず、また着地速度

も速いため、投下目標は人家等から離れていることが必要であり、地上の人員も上空

に注意し危害防止に努めること。 

なお、標準の投下地点以外の場所でも状況によっては投下可能の場合もあるため、

事前に周囲の人家、障害物等の状況を部隊に連絡しておかなければならない。 

(5) 落下傘の回収 

物料投下に使用した落下傘は、後日回収して再使用するので、速やかに部隊に返送する。

傘の洗濯は禁じられているため乾燥したのち付着した泥を布でぬぐい取っておく。 

4-5 経費の負担 

自衛隊の救護活動に要した経費は、原則として町長が負担するものとし、その概要は次のと

おりとする。 

① 派遣部隊が、救護活動を実施するために必要な資器材（自衛隊装備に係るものを除く）

等の購入費、借上料及び修繕費 

② 派遣部隊の宿営に必要な土地、建物等の使用料及び借上料 

③ 派遣部隊の宿営及び救護活動に伴う光熱、水道、電話及び入浴料 
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第６節 海上保安庁への応援協力体制

１ 基本的な考え方 

被害が拡大し、県等で保有する船艇、航空機では対応ができなくなった場合における海上保

安庁への応援要請及びその受け入れ体制について定める。 

２ 海上保安庁への救援協力要請 

◆担当部署【総務課】 

2-1 救援協力の要請 

災害救援、応急 復旧活動等において、海上保安庁の巡視船艇 航空機を必要とする場合は、

次の事項を記載した文書により県を通じて要請する。なお、文書を送付するいとまがない場合

は、口頭又は電話等で要請を行い、事後速やかに文書での要請を行う。 

① 要請者の氏名（職業、地位） 

② 災害の概要及び救援活動を要請する理由 

③ 救援活動を必要とする期間 

④ 救援活動を必要とする区域及び活動内容 

⑤ 前各号に掲げるもののほか、救援活動に必要な事項 

2-2 要請先 

要請にあたっての連絡先は次のとおり。 

機 関 名 所 在 地 電  話 

隠岐海上保安署 隠岐郡隠岐の島町東町宇屋の下 99番地 2 08512-2-4999 

2-3 救援活動の内容 

① 被害状況の調査及び情報収集 

② 避難指示、避難者の誘導 

③ 陸上孤立者の救助 

④ 救急患者、医療関係者、その他救援活動に必要な人員及び物資の輸送 

⑤ その他巡視船艇・航空機により救援可能な活動 
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第７節 災害救助法の適用

１ 基本的な考え方 

大規模災害に際して一定規模以上の被害が生じた場合、または、大規模な災害が発生するお

それがある段階において適用される災害救助法について、実施機関、適用基準、被災世帯の算

定基準、適用手続について示し、迅速な応急的救助の実施に資する。 

２ 災害救助法の実施機関 

災害救助法適用後の救助事務は、知事が国からの法定受託事務として実施し、町長はそれを

補助することとなっているが、救助の実施に関する権限の一部については、救助活動を迅速に

行うために、知事から町長に委任されている（災害救助法第 13 条、知事の権限に属する事務

の処理の特例に関する条例第 2条及び島根県災害救助法施行細則第 29 条）。町へ委任されてい

る事項は次のとおり。 

① 避難所の供与 ⑦ 被災した住宅の応急修理 

② 応急仮設住宅入居者の決定 ⑧ 学用品の給与 

③ 炊き出しその他による食品の給与 ⑨ 埋葬 

④ 飲料水の供給 ⑩ 死体の捜索 

⑤ 被服 寝具 その他生活必需品の給与又は貸与 ⑪ 死体の処理 

⑥ 被災者の救出 ⑫ 障害物の除去 

３ 災害救助法の適用基準 

災害対策本部は、次の基準に基づき、災害救助法適用に該当するかどうかの判定を行い、該

当又は該当する見込みがあると認めた場合、災害救助法の適用手続を行う。 

① 町内の住家滅失世帯数が、30 世帯以上であるとき（1号基準） 

② 県内の住家滅失世帯数が 1,000 世帯以上の場合で、かつ、町内の住家滅失世帯数が 15 世

帯以上であるとき（2号基準） 

③ 当該災害が隔絶した地域に発生したものである等、被災者の救護を著しく困難とする内

閣府令で定める特別の事情がある場合で、かつ、多数の世帯の住家が滅失したとき（3号

前段基準） 

④ 多数の者が生命又は身体に危害を受け、又は受けるおそれが生じた場合であって、内閣

府令で定める基準に該当するとき（4号基準） 

⑤ 災害が発生するおそれがある場合において、災害対策基本法に規定する特定災害対策本

部、非常災害対策本部、又は緊急災害対策本部が設置され、当該本部の所管区域が告示

されたとき 
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４ 被災世帯の算定基準 

4-1 被災世帯の認定 

住家が滅失した世帯の数の算定にあたっては、住家が半壊し又は半焼する等、著しく損傷し

た世帯は 2世帯をもって、住家が床上浸水、土砂の堆積等により一時的に居住することができ

ない状態となった世帯は 3世帯をもって、それぞれ住家の滅失した 1世帯とみなす。なお、床

下浸水及び一部破損は換算しない。 

4-2 住家の滅失等の認定 

住家の滅失等の判定にあたっての基準は次のとおり（内閣府「災害に係る住家被害認定業務

実施体制の手引き 令和 3年 5月」による）。 

被害区分 判  定  基  準 

全壊 

住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの、すなわち、住家

全部が倒壊、流失、埋没、焼失したもの、または住家の損壊が甚だし

く、補修により元通りに再使用することが困難なもので、具体的には、

住家の損壊、焼失若しくは流失した部分の床面積がその住家の延床面

積の 70%以上に達した程度のもの、または住家の主要な構成要素の経

済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が 

50%以上に達した程度のものとする。 

大規模半壊 

居住する住宅が半壊し、構造耐力上主要な部分の補修を含む大規模な

補修を行わなければ当該住宅に居住することが困難なもの。具体的に

は、損壊部分がその住家の延床面積の 50%以上 70%未満のもの、また

は住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合

で表し、その住家の損害割合が 40%以上 50%未満のものとする。 

中規模半壊 

居住する住宅が半壊し、居室の壁、床又は天井のいずれかの室内に面

する部分の過半の補修を含む相当規模の補修を行わなければ当該住

宅に居住することが困難なもの。具体的には、損壊部分がその住家の

延床面積の 30％以上 50％未満のもの、または住家の主要な構成要素

の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割

合が 30％以上 40％未満のものとする。 

半壊 

住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失したもの、すなわ

ち、住家の損壊が甚だしいが、補修すれば元通りに再使用できる程度

のもので、具体的には、損壊部分がその住家の延床面積の 20%以上 70% 

未満のもの、または住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に

占める損害割合で表し、その住家の損害割合が 20%以上 50%未満のも

のとする。 
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4-3 住家及び世帯の単位 

(1) 世帯 

生計を一にしている実際の生活単位をいう。 

(2) 住家 

現実にその建物を居住のために使用しているものをいう。 

５ 災害救助法の適用手続き 

◆担当部署【総務課、関係各課】 

5-1 被害報告及び適用要請 

町における災害が前記に示した災害救助法の適用基準のいずれかに該当し、又は該当する見

込みがあるときは、直ちにその旨を県（防災危機管理課：電話 0852-22-5885）に報告する。 

６ 災害救助の実施方法等 

◆担当部署【総務課、関係各課】 

6-1 災害報告 

災害救助法に基づく「災害報告」には、災害発生の時間的経過に合わせ、発生報告、中間報

告、決定報告の 3段階がある。これらの報告は、救助用物資、義援金品の配分等の基礎になる

ほか、各種の対策の基礎資料となるため、町長は、迅速かつ正確に被害状況を収集把握して、

速やかに知事に報告を行う。 

6-2 救助実施状況の報告 

災害直後における当面の応急措置及び災害救助費国庫負担金の清算事務に必要となるため、

各救助種目の救助実施状況を初期活動から救助活動が完了するまでの間、日ごとに記録、整理

し、知事に報告する。 
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6-3 救助の程度 方法及び期間 

救助の種類 対   象 期  間 備   考 

応急仮設住宅 

の供給 

住宅が全壊、全焼又は

流失し、居住する住家

がない者であって自

らの資力では住宅を

得ることができない

者 
○建設型仮設住宅 

災害発生の日から 

20 日以内に着工 

1 費用は設置にかかる原材料

費、労務費、付帯設備工事費、

輸送費及び建築事務費等の

一切の経費とする 

2 同一敷地内等に概ね 50戸以

上設置した場合は、集会等に

利用するための施設を設置

できる（50 戸未満であって

も小規模な施設を設置でき

る） 

3 高齢者等の要援護者等を数

人以上収容する「福祉仮設住

宅」を設置できる 

4 供与期間は 2年以内 

〇賃貸型仮設住宅 

災害発生の日から

速やかに借上げ、

提供 

1 費用は、家賃、共益費、敷金、

礼金、仲介手数料、火災保険

等、民間賃貸住宅の貸主、仲

介業者との契約に不可欠な

ものとして、地域の実情に応

じた額とすること 

2 供与期間は建設型仮設住宅

と同様 

避難所の設置 

現に被害を受け、又は

被害を受けるおそれ

のある者を収容する 災害発生の日から 

7 日以内 

1 避難所設置費には天幕借上 

仮設便所設置費一切の経費

を含むものとする 

2 輸送費は別途計上 

3 避難所での避難生活が長期

にわたる場合等においては、

避難所で避難生活している

者への健康上の配慮等によ

り、ホテル・旅館など宿泊施

設を借上げて実施すること

ができる 

災害が発生するおそ

れがある場合におい

て、被害を受けるおそ

れがあり、現に救助を

必要とする者 

救助を開始した日 

から別に定める日 

まで 
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救助の種類 対   象 期  間 備   考 

炊出しその他に

よる食品の給与

1 避難所に収容された者 

2 住家に被害を受け、

若しくは災害によ

り現に炊事のでき

ない者 

災害発生の日から

7日以内 

食品給与のための総経費を延

給食人員で除した金額が限度

額以内であればよい 

飲料水の供給 

現に飲料水を得るこ

とができない者（飲料

水及び炊事のための

水であること） 

災害発生の日から

7日以内 
輸送費、人件費は別途計上 

被服寝具その他

生活必需品の給

与又は貸与 

全半壊（焼）、流失、床

上浸水、船舶の遭難等

により生活上必要な

被服、寝具、その他生

活必需品を喪失、若し

くは棄損等により使

用することができず、

直ちに日常生活を営

むことが困難な者 

災害発生の日から

10 日以内 

被服寝具その他生活必需品の

給与又は貸与 

助    産 

災害発生の日以前又

は以後7日以内に分娩

した者であって災害

のため助産の途を失

った者（出産のみなら

ず、死産及び流産を含

み現に助産を要する

状態にある者） 

分娩した日から 7

日以内 
妊婦等の移送費は、別途計上 

被災者の救出 

1 現に生命、身体が危

険な状態にある者 

2 生死不明な状態に 

ある者 

災害発生の日から

3日以内 

1 期限内に生死が明らかにな 

らない場合は、以後「死体の

捜索」として取り扱う 

2 輸送費、人件費は別途計上 
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救助の種類 対   象 期  間 備   考 

被災した住宅の

応急修理 

1 住宅が半壊（焼）し

若しくはこれらに

準ずる程度の損傷

を受け、自ら資力に

より応急修理をす

ることができない

者 

2 大規模な補修を行

わなければ居住す

ることが困難であ

る程度に住家が半

壊（焼）した者 

災害発生の日から

1ケ月以内 

学用品の給与 

住宅の全壊（焼）、流

失、半壊（焼）又は床

上浸水により学用品

を喪失又は棄損等に

より使用することが

できず、就学上支障の

ある小学校児童、中学

校生徒、義務教育学校

生徒及び高等学校等

生徒 

災害発生の日か

ら、教科書及び教

材は 1 ケ月以内、

文房具及び通学用

品は 15 日以内 

1 備蓄物資は評価額 

2 入進学時の場合は個々の実 

情に応じて給与する 

埋   葬 

1 災害の際、死亡した者 

2 実際に埋葬を実施 

する者に支給 

災害発生の日から

10 日以内 

災害発生の日以前に死亡した

者であっても対象となる 

死体の捜索 

行方不明の状態にあ

り、かつ、周囲の事情

によりすでに死亡し

ていると推定される

者 

災害発生の日から

10 日以内 

1 輸送費、人件費は別途計上 

2 災害発生後 3日を経過した 

者は一応死亡した者と推定

している 

死体の処理 

災害の際に死亡した

者について、死体に関

する処理（埋葬を除

く）をする 

災害発生の日から

10 日以内 

1 検案は原則として救護班 

2 輸送費、人件費は別途計上 

3 死体の一時保存にドライア 

イスの購入等が必要な場合

は当該地域における通常の

実費を加算できる 
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救助の種類 対   象 期  間 備   考 

障害物の除去 

1 自分では除去する 

ことができない者 

2 居室、炊事場、玄関

等に障害物が運び

込まれているため

生活に支障をきた

している場合 

災害発生の日から

10 日以内 

（注）期間については、内閣総理大臣に協議し、同意を得たうえで期間延長することができる。 

6-4 救助事務費に関する事項 

救助事務費については、交付要綱（災害救助成平成 26 年 3 月 20 日 府政防第 338 号内閣府

事務次官通達「災害救助費負担金の個々負担について」）及び災害救助事務取扱要領による。 

なお、災害ボランティアセンターに係る費用のうち、県又は事務の委任を受けた市町村が、

ボランティア活動と救助の調整事務について、社会福祉協議会等が設置する災害ボランティア

センターに委託する場合は、当該事務に必要な人件費及び旅費を災害救助法の国庫負担の対象

とすることができる。 
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第８節 避難活動

１ 基本的な考え方 

風水害時の出水や土砂災害等の発生に際して危険があると認められる場合、関係法令に基づ

き避難指示権者は、関係する地域の居住者、滞在者その他の者に対し、時機を失しないよう避

難のための立退きを指示*する等の措置をとる必要が生じる。 

特に、町長は、避難措置実施の第 1次責任者として警察官、海上保安官、知事及び自衛官等

の協力を求め、適切な避難措置を講ずるものとする。 

＊ 「指示」とは、被害の危険が目前に切迫している場合等に発せられ、住民を避難のため立ち退かせるた

めのものをいう。 

２ 要避難状況の早期把握 判断 

◆担当部署【総務課】 

2-1 要避難状況の把握活動の早期実施 

町長は、人的被害の発生する可能性が高まり、要配慮者等の避難行動に時間を要する者が避

難行動を開始しなければならない段階には、計画された避難所への避難行動を開始（避難支援

等関係者は支援行動を開始）し、それ以外の者は家族等の連絡、非常用持出品の用意等、避難

準備を開始するための避難準備（要配慮者避難）情報を発令する。 

町長は、避難措置実施の第 1次責任者として、災害の危険のある場合に時機を失しないよう、

必要と認められる地域の居住者、滞在者その他の者に対し、避難のための立ち退きを指示する

等の措置を行う。この場合、必要に応じて警察官、海上保安官、知事及び自衛官等の協力を求

め、常に適切な避難措置を講ずる。 

2-2 避難対策の必要性の早期判断 

避難を要する状況は、発生した災害の状況により大きく異なるため、被災地域の情報収集を

踏まえ、避難対策の要否を判断する。 

避難のためのリードタイムが少ない局地的かつ短時間の豪雨の場合は、躊躇なく避難指示を

発令する。また、そのような事態が生じ得ることを住民に周知する。 

避難指示及び緊急安全確保を夜間に発令する可能性がある場合には、住民が避難行動をとり

やすい時間帯における高齢者等避難の発令に努める。 

(1) 河川災害からの避難 

河川の出水による浸水等の被害が生じた場合、当該地域の住民が適切に避難できるよう、

警報発表以降警戒活動に着手し、地域の状況を的確に把握のうえ、避難指示等の伝達及び注

意喚起広報を早期に実施し、住民の避難活動を補完する。 

(2) 土砂災害からの避難 

警戒活動により急傾斜地崩壊危険箇所、地すべり危険箇所、土石流危険渓流及び土砂災害
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警戒区域等、土砂災害の危険性の高い地域等の状況を把握し、地域の実態に応じて避難の必

要性を判断し、混乱防止措置と併せて必要な対策を講ずる。この場合、降雨量等の情報を当

該住民に広報し、避難のための準備について注意喚起を行う。 

３ 避難指示等の実施 

◆担当部署【総務課、関係各課】 

3-1 避難指示等の実施責任者及び時期 

町長は、災害が発生し又は発生するおそれがある場合、必要と認める地域の居住者、滞在者

その他の者に対し、避難指示等を行う。避難指示等が発令された場合の避難行動としては、指

定緊急避難場所、安全な親戚・知人宅、ホテル・旅館等への避難を基本とするものの、ハザー

ドマップ等を踏まえ、自宅等で身の安全を確保することができる場合は、住民自らの判断で「屋

内安全確保」を行うことや、避難時の周囲の状況等により、指定緊急避難場所等への避難がか

えって危険を伴う場合は、「緊急安全確保」を行うべきことについて、町は、日頃から住民等

への周知徹底に努める。また、町は、避難指示等の発令に当たり、必要に応じて気象防災アド

バイザー等の専門家の技術的な助言等を活用し、適切に判断を行うものとする。なお、孤立し

た地区については、人的被害の発生状況、家屋の被災状況、備蓄の状況等の情報に基づき自立

可能性を判断し、避難指示等を行う。 

避難指示等の実施責任者及びその時期については次のとおり。 

表 高齢者等避難の発令者及び時期 

発令者 関係法令等 
対象となる災害の 

内容（要件 時期） 
対象 内容 

とるべき 

措置 

町 長 防災基本計画 

県及び町の地域

防災計画 

災対法 56 条の 2 

全災害 

災害が発生するお

それがある場合 

要配慮者

等 

避難行動要支援者等、

特に避難行動に時間

を要する者に対して、

その避難行動支援対

策と対応しつつ、早め

の段階で避難行動を

開始することを求め

るとともに、高齢者等

以外の者に対して、必

要に応じて、普段の行

動を見合わせ始める

ことや、自主的な避難

を呼びかける。 

知事に報告 

（窓口：防

災危機管理

課） 

知事

地域住民

町長

(高齢者等避難) 

(報告) 

高齢者等避難の指示系統図 
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表 避難指示権者及び時期 

指示*

権者 

関係 

法令等 

対象となる災害の内容 

（要件 時期）
対象 内容 

とるべき 

措置 

町長 

（委任を受け

た吏員、消防団

幹部又は消防

職員） 

災対法 

第 60 条 

第 1 項 

第 2 項 

全災害 

災害が発生し又はまさに発生し

ようとしている場合 

人の生命又は身体を災害から保

護し、その他災害の拡大を防止す

るため特に必要があると認める

とき 

必要と認

める地域

の必要と

認める居

住者等 

立ち退きの指示 

立ち退き先の指示 

知事に報告 

（窓口：防災危

機管理課） 

災対法

第 60 条

第 3項 

全災害 

災害が発生し、又はまさに発生

しようとしている場合 

避難のための立退きを行うこ

とによりかえつて人の生命又

は身体に危険が及ぶおそれが

あり、かつ、事態に照らし緊急

を要すると認めるとき 

必要と認

める地域

の必要と

認める居

住者等 

緊急安全確保の指

示 

知事に報告 

（窓口：防災危

機管理課） 

知事 

（委任を受け

た吏員） 

災対法 

第 60 条 

第 6 項 

災害が発生した場合において、

当該災害により町がその全部

又は大部分の事務を行うこと

ができなくなった場合 

必要と認

める地域

の必要と

認める居

住者等 

立ち退きの指示 

立ち退き先の指示 

緊急安全確保の指

示 

事務代行の公

示 

警察官 災対法 

第 61 条 

第 1 項 

第 2 項 

全災害 

町長が避難のため立ち退きを

指示することができないと警

察官が認めるとき又は町長か

ら要求があったとき 

必要と認

める地域

の 居 住

者、滞在

者、その

他の者 

立ち退きの指示 

立ち退き先の指示 

緊急安全確保の指

示 

町長に通知（町

長は知事に報

告） 

警察官

職務執

行法 

第 4条 

危険な事態がある場合におい

て、特に急を要する場合 

危害を受

けるおそ

れのある

者 

警告、避難の措置 

（特に急を要する

場合） 

海上保安官 災対法 

第 61 条 

第 1 項 

第 2 項 

全災害 

町長が避難のため立ち退きを

指示することができないと海

上保安官が認めるとき又は町

長から要求があったとき 

必要と認

める地域

の 居 住

者、滞在

者、その

他の者 

立ち退きの指示 

立ち退き先の指示 

緊急安全確保の指

示 

町長に通知（町

長は知事に報

告） 

自衛官 自衛隊

法 

第 94 条 

危険な事態がある場合におい

て、特に急を要する場合 

危害を受

けるおそ

れのある

者 

警告、避難につい

て必要な措置（警

察官がその場にい

ない場合に限り災

害派遣を命ぜられ

た部隊の自衛官に

限る） 

警察官職務執

行法第 4 条の

規程の準用 

知事 

（その命を受

けた県職員） 

地すべ

り等防

止法 

第 25 条 

地すべりによる災害 著しい危

険が切迫していると認められ

るとき 

必要と認

める区域

の居住者 

立ち退くべきこと

を指示 

その区域を管

轄する警察署

長に通知 

知事 

（その命を受

けた県職員）、

水防管理者 

水防法 

第 29 条 

洪水、雨水出水、津波又は高潮

によって氾濫による著しい危

険が切迫していると認められ

るとき 

同上 同上 水防管理者が

指示する場合

には、その区域

を管轄する警

察署長に通知 

＊ 「指示」とは、被害の危険が目前に切迫している場合等に発せられ、住民を避難のため立ち退かせるため

のものをいう。



基本計画編（風水害他）第３章 応急対策計画 
第８節 避難活動 

162 

避難指示の指示系統図 

(指示) 

(指示) 

(指示) 

(報告) 

(報告) 

通

知 災対法の場合

警職法の場合

(報告) 

地域住民

海上保安官

（指示） 地域住民
知  事

(報告) 

(報告) 
防衛大臣の指示する者

地域住民

地域住民

町  長

警 察 官

町  長

警察署長 警察本部長

知    事

知  事

町  長

災害派遣を命

ぜられた部隊

等の自衛官

町  長 知  事保安署長

知事又はその命

を受けた職員

(洪水、雨水出
水、津波又は高潮

災害の場合水防管

理者も含む) 

地域住民
警察署長

(洪水、雨水出水、津波又は高
潮災害は水防管理者が指示する

場合通知する)

（指示）

（通知）

地すべり災害、雨水出水・洪水・津波・高潮災害
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3-2 避避指示等の基準と区分 

避難措置は、おおむね次の方法に基づき、当面する責任者が関係機関の協力を得て実施する。 

(1) 避難指示等の基準と区分 

高齢者等避難 

避難行動要支援者等、特に避難行動に時間を要する者に対して、

その避難行動支援対策と対応しつつ、早めの段階で避難行動を開始

することを求めるとともに、高齢者等以外の者に対して、必要に応

じて、普段の行動を見合わせ始めることや、自主的な避難を呼びか

ける。 

避難指示 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、人の生

命又は身体を災害から保護し、その他災害の拡大を防止するため特

に必要があると認めるときは、町長は、必要と認める地域の必要と

認める居住者等に対し、避難のための立退きを指示する。 

緊急安全確保 

災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、

避難のための立退きを行うことによりかえって人の生命又は身体

に危険が及ぶおそれがあり、かつ、事態に照らし緊急を要すると認

めるときは、町長は、必要と認める地域の必要と認める居住者等に

対し、緊急安全確保措置を指示することができる。 

(2) 相互の連絡協力 

関係機関は、避難の必要があると予想されるとき、又は避難のための立ち退きの指示の措

置をとった場合は、相互に通知 報告し、避難措置が迅速 的確に実施されるよう協力する。 

3-3 町の実施する避難措置 

(1) 避難者に周知すべき事項 

町内において災害の危険がある場合、必要と認める地域の居住者 滞在者等に対し避難措置

を実施する。避難指示等を行う場合は、状況の許す限り、次の事項を避難者に周知する。 

① 避難すべき理由（危険の状況） 

② 避難経路及び避難先 

③ 避難後における財産保護の措置 ほか 

(2) 避難対策の通報 報告 

避難措置を実施しようとするときは、当該現場にある警察官 海上保安官等のほか、避難所

の管理者又は占有者にあらかじめ必要な事項を通報し、避難措置を実施したときは、速やか

にその内容を県（防災危機管理課、県災害対策本部設置時は事務局又は隠岐地区災害対策本

部）に報告する。 

また、避難の必要がなくなったときは、その旨を周知徹底する。 
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3-4 診療所、社会福祉施設等における避難措置 

当該施設の管理者は、来診者、入所者が要配慮者であることを考慮し、施設入所者等の避難

に際して、秩序が乱れて混乱することのないよう、町は緊急避難体制及び連絡体制を強化する。 

3-5 観光施設 フェリーターミナル等不特定多数の者が出入りする施設の避難措置 

当該施設の管理者は、災害を想定し対策を立てるとともに町、近隣住民等と連携を図れる体

制を整備する。 

3-6 車両等の乗客の避難措置 

公共交通機関車両等の乗客に対する避難措置は、それぞれの乗務員の指示により実施し、天

災その他の理由により輸送の安全を確保できない場合、当該車両等の乗務員は、町に対し速や

かに避難措置等について必要な協力の要請を行う。 

3-7 学校 教育施設等における避難措置 

学校、その他多数の者を収容する施設及び福祉施設管理者は、防災関係機関と協議の上、あ

らかじめ避難計画を作成し、関係職員に周知徹底させるとともに、訓練等を実施し、避難の万

全に努める。 
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４ 警戒区域の設定 

◆担当部署【総務課】 

4-1 警戒区域の設定権者 

原則として、住民の保護のために必要な警戒区域の設定は災害対策基本法に基づき、消防又

は水防活動のための警戒区域の設定は消防法又は水防法に基づき、それぞれ実施する。 

なお、町が全部又は大部分の事務を行うことができなくなった場合、知事に対し災害対策基

本法第 63条第 1項に定める応急措置の全部又は一部の代行を要請する（災害対策基本法第 73

条第 1項）。 

警戒区域の設定権者は次のとおり。 

区  分 実   施   者 

災害全般について 

町長（災害対策基本法第 63 条第 1項） 

警察官（災害対策基本法第 63条第 2項） 

海上保安官（災害対策基本法第 63条第 2項） 

自衛官（災害対策基本法第 63条第 3項） 

火災について 
消防吏員 消防団員（消防法第 28 条） 

警察官（消防法第 28 条） 

水災について 

水防団長 水防団員（水防法第 21 条） 

警察官（水防法第 21 条） 

消防吏員 消防団員（水防法第 21 条） 

火災 水災以外について 
消防吏員 消防団員（消防法第 36 条） 

警察官（消防法第 36 条） 

4-2 警戒区域（災害対策基本法第 63 条関係）の設定 

(1) 実施にあたっての基準 

町長は、災害が発生し又はまさに発生しようとしている場合において、住民等の生命、身

体に対する危険を防止するため特に必要があると認められるときは、警戒区域を設定する。 

また、警察官若しくは海上保安官は、町長（権限の委託を受けた町の職員を含む。）が現場

にいないとき、又は町長から要求があったときは、警戒区域を設定する。 

さらに、災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官は、町長その他その職権を行うことができ

る者、警察官又は海上保安官がその場にいない場合に限り、警戒区域を設定する。 

4-3 避難所への受け入れ 

警戒区域の設定により一時的に居所を失った住民がある場合は、町長は必要に応じて避難所

を開設してこれらの受け入れを行う。  
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５ 避難指示等の伝達 

◆担当部署【総務課、関係各課】 

5-1 避難指示等の伝達 

町長は、避難誘導が必要と認められる場合には、危険地域の住民に速やかに伝達を行う。 

また、既に避難した者に対し適切な情報提供を行うことにより、避難指示等の発令中の帰宅

等の防止を図る。 

5-2 関係機関への報告 情報提供

避難の指示を行った場合、島根県避難情報等情報伝達連絡会において定めた「避難情報等情

報伝達に関する申合せ」に基づき、報道機関に対し直ちに情報提供を行う。「避難情報等情報

伝達に関する申合せ」の様式等は資料編を参照。 

5-3 要配慮者への配慮 

要配慮者（高齢者、障がい者、病弱者、難病患者、児童 乳幼児、妊産婦、外国人等）及び関

連施設への伝達には特に配慮し、各種伝達手段 機器を活用するほか、地域住民の協力等によ

り確実に伝達するよう努める。土砂災害警戒情報の要配慮者が利用する施設への伝達は電話、

ＦＡＸ等により行う。 
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６ 避難の誘導等 

◆担当部署【総務課、関係各課】 

6-1 避難誘導の実施 

災害時に河川出水、土砂災害等が予想され、地域の避難の指示をした場合で、避難者の誘導

を行う必要がある場合、警察機関、消防団及び自主防災組織等の協力を得て、次のような方法

で避難の誘導体制を確立し、安全かつ迅速な避難誘導を実施する。 

避難誘導体制

の確立 

・避難場所が比較的遠距離であり避難に危険が伴う場合等は、集合場所、誘

導責任者（自主防災組織や消防団員等から選ぶ）を定め、警察機関等の協

力を得て自動車 船舶等を活用し、早急に集団避難できるようにする 

・緊急を要する避難の実施にあたっては、警察機関等の協力を得て、誘導責

任者 誘導員が十分な連絡の下に強い意思をもって誘導にあたり、住民及び

群衆が混乱に陥らず、安全に避難できるように努める 

避難経路 

・避難誘導に先立ち、災害の種類 危険地域別にあらかじめ定めておいた避難

所への避難経路の周知 徹底を図る 

・災害時に避難経路を選択するにあたっては、周辺の状況を検討し、浸水や

斜面崩壊、地すべり等のおそれのある危険箇所を避ける 

避難順位 

・避難誘導は原則として高齢者や障がい者等の要配慮者を優先し行う 

・浸水や斜面崩壊等の災害に際しては、災害の種別、災害発生の時期等考慮

し、客観的に判断して早い段階で災害が発生すると認められる地域内居住

者の避難を優先する 

携帯品の制限 

・携帯品は、必要最小限の食料、飲料水、衣料、日用品、医薬品、貴重品等

とする 

・避難が長期にわたるときは、避難中における生活の維持に役立てるため、

更に携帯品の増加を考慮する必要があるが、その数量は災害の種別、危険

の切迫性、避難所の距離、地形等により決定しなければならない 

危険防止措置 

・避難場所の開設にあたって、町長は、避難場所の管理者や専門技術者等の

協力を得て、二次災害のおそれがないかどうかを確認する 

・避難経路の危険箇所には、標識、なわ張等の設置や誘導員の配置を行う 

・避難者の携帯品は、最小限の物にして行動の自由を確保し、夜間にあって

は、特に誘導者を配置し、避難者は、その誘導に従うようにする 

避難者の移送 

・被災地域が広範囲にわたり、あらかじめ定めた避難所が使用できない場合、

あるいは避難所の受け入れ可能人員を超えた場合には、県、警察機関及び

隣接市町村等の協力を得て、避難者を他地区へ移送する 

・避難者の他地区への移送等について、必要と認める場合は、県に対し、関

係機関への応援要請を行うよう協力を依頼する 
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6-2 自主避難の実施 

災害発生の危険性を感じた場合や自ら危険だと判断した場合等においては、隣近所で声を掛

け合って自主的に避難するよう、町民に対し呼びかけを行うよう努める。 

自主避難の受け入れ 

町民から避難所への自主避難の申し出があった場合、当該避難所の

所管課は総務課と協議し、災害の状況（気象条件）、緊急性、避難

者数、職員配置等を勘案し、適切な避難所を開設し、原則として受

け入れを行う 

携行品 
避難所への自主避難に際しては、身の回り品、寝具、防寒具、当面

の食料等を持参するよう要請する 

自主防災組織、町内会

及び自治会等の協力 

避難所へ安全に避難できないと判断される場合は、自主防災組織、

町内会 自治会等に対し移送を要請する 

6-3 その他避難誘導にあたっての留意事項 

避難誘導の実施にあたってのその他の留意事項は次のとおり。 

避難行動要支援者の 

事前の避難誘導 移送 

自力で避難できない避難行動要支援者に対しては、近隣住民及び避

難支援等関係者の協力を得る等により地域ぐるみで安全確保を図

る。 

状況によっては町が車両、船艇等を手配し、社会福祉施設又は福祉

避難所等に事前に移送する措置をとる。 

避難が遅れた者の 

救出等 

避難の遅れた者を町において救出できない場合は、直ちに県又は関

係機関に応援を要請し、救出と避難所への受け入れを図る 

避難誘導時の 

安全確保 

避難誘導や防災対応に当たる者の安全確保を前提としたうえで、避

難行動要支援者等の避難支援等の緊急支援を行うよう努める 

７ 避難所の開設、運営 

◆担当部署【総務課、関係各課】 

7-1 避難所の開設 

(1) 開設の方法 

(ｱ) 避難所の開設は原則として町長が行うものとする 

(ｲ) 避難所開設についてはマニュアルを作成し、マニュアルに基づいて行う 

(ｳ) 開設作業は当該施設の所管課、施設管理者及び避難所担当町職員が行う 

(ｴ) 避難所は、事前に管理者との協議を経て指定した学校、公民館等の公共施設等の既存

建物を応急的に整備して使用する。また、指定避難所だけでは施設が量的に不足する

場合には、ホテル・旅館等の活用も含め、可能な限り多くの避難所を開設し、ホーム

ページやアプリケーション等の多様な手段を活用して周知するよう努めるものとする。

特に、要配慮者に配慮して、被災地域外の地域にあるものを含め、ホテル・旅館等を

実質的に福祉避難所として開設するよう努めるものとする。 
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(ｵ) 避難所を開設した場合は、その旨を速やかに広報するとともに、次項に留意し避難者

の受け入れと保護を行う。また、特定の避難所に避難者が集中し、収容人数を超える

ことを防ぐため、ホームページやアプリケーション等の多様な手段を活用して避難所

の混雑状況を周知する等、避難の円滑化に努めるものとする。 

(2) 避難者の受け入れと保護 

① 避難所の立地条件及び建築物の安全の確認 

② 浦郷警察署等との連携 

③ 既存の施設を使用する場合、当該施設の職員との連携 

④ 開設避難所の付近住民に対する速やかな周知徹底 

⑤ 避難所担当職員、施設管理者等の役割の明確化 

⑥ 避難者名簿の作成 

⑦ 要配慮者に対する配慮 

民生児童委員、介護保険事業者、障害福祉サービス事業者等は、要配慮者及び避難行動要

支援者等の居場所や安否の確認に努め、把握した情報を町に提供する。 

7-2 避難所の運営 

避難所を開設したときは、町は各避難所に必要に応じ、職員を派遣駐在させて、又は収容者

内で責任者を選択し、避難所の管理と収容者の保護に当たる。 

また、避難所運営について、専門性を有したＮＰＯ・ボランティア等の外部支援者等のほか、

必要に応じ他の市町村及び県に対して協力を求める。 

(1) 避難所の管理における配慮事項 

町は、避難所の管理について、次の事項に配慮する。 

① 避難所入所中の秩序保持 

② 避難所生活者に対する災害情報の伝達 

③ 避難生活者に対する応急対策実施状況の周知徹底 

④ 避難生活者に対する各種相談業務 

⑤ 避難が長期化した場合のプライバシーの確保、女性についての配慮、要配慮者への配慮

その他避難地等の整備に関する事項 

7-3 避難が長期化する見通しの場合の避難所運営 

避難生活がおおむね一週間を超え長期化する見通しの場合、要配慮者や男女双方のニーズに

配慮するなど、具体的には次の点に留意し運営を行う。 

なお、避難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や、道路の途絶による

孤立が続くと見込まれる場合は、当該地域に避難所を設置・維持することの適否を検討するも

のとする。 

① 避難所における良好な生活環境の確保 

町は、避難所における生活環境が常に良好なものであるよう努めるものとする。 
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そのため、食事供与の状況、トイレの設置状況、避難者の健康状態や避難所の衛生状態の

把握等に努め、必要な措置を講じるよう努めるものとする。 

(ｱ) 食料の確保、食事給与の状況把握及び必要な対策 

(ｲ) トイレの設置状況の把握及び必要な対策 

(ｳ) プライバシーの確保状況の把握及び必要な対策 

(ｴ) 段ボールベッド、パーティション等の活用状況の把握及び必要な対策 

(ｵ) 入浴施設設置の有無及び利用頻度の把握及び必要な対策 

(ｶ) 洗濯等の頻度の把握及び必要な対策 

(ｷ) 医師、保健師、看護師、管理栄養士等による巡回頻度の把握及び必要な対策 

(ｸ) 暑さ・寒さ対策の必要性の把握及び必要な対策（夏季には熱中症の危険性が高まるた

め、熱中症の予防や対処法に関する普及啓発に努めるものとする。） 

(ｹ) し尿及びゴミ処理の状況の把握及び必要な対策 

② 男女双方の視点を取り入れた自主運営体制の整備 

町は、避難所の運営における女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違い等男女

双方の視点等に配慮するものとする。 

(ｱ) 避難所運営における女性の参画の推進 

(ｲ) 女性専用の物干し場の設置 

(ｳ) 女性専用の更衣室、授乳室の設置 

(ｴ) 女性用衛生用品、女性用下着の女性による配布 

(ｵ) 男女ペアによる巡回警備や防犯ブザーの配布等による避難所における安全性の確保 

(ｶ) 女性や子育て家庭のニーズに配慮した避難所運営 

③ 女性や子供等への安全配慮 

町は、避難所等における女性や子供等に対する性暴力・ＤＶの発生を防止するため、女性

や子供等の安全に配慮するよう努めるものとする。 

また、警察、病院との連携の下、被害者への相談窓口情報の提供を行うよう努めるものと

する。 

(ｱ) 女性用と男性用のトイレを離れた場所に設置 

(ｲ) トイレ・更衣室・入浴施設等は昼夜問わず安心して使用できる場所に設置 

(ｳ) 照明の増設 

(ｴ) 性暴力・ＤＶについての注意喚起のためのポスターを掲載 

④ 身体障がい者と身体障害者補助犬の受入 

町、公共交通事業者、不特定多数の者が利用する施設の管理者等は、身体障がい者が避難

所などへ身体障害者補助犬（以下、「補助犬」とする。）を同伴して避難した場合には、補助

犬を拒んではならないことが身体障害者補助犬法に定められていることに留意する。 

⑤ 新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策 

(ｱ) 避難所における新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策のため、避難者の健康管

理や避難所の衛生管理、十分な避難スペースの確保、適切な避難所レイアウト等の必要

な措置を講じるよう努める 

(ｲ) 感染症の発生拡大がみられる場合は、防災担当部局と保健福祉担当部局が連携して、
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感染症対策として必要な措置を講じるよう努めるものとする。また、自宅療養者等が避

難所に避難する可能性を考慮し、保健福祉担当部局は、防災担当部局に対し、避難所の

運営に必要な情報を共有する。 

⑥ 家庭動物（ペット）のための避難スペースの確保と関係団体との連携 

必要に応じ、避難所における家庭動物のための避難スペースの確保等に努めるとともに、

獣医師会や動物取扱業者等から必要な支援が受けられるよう、連携に努める。 

7-4 避難所の閉鎖 

災害の規模等に応じ、応急仮設住宅の迅速な提供、公営住宅、空き家等利用可能な既存住宅

のあっせん及び活用等により、避難所の早期解消に努める。 

８ 避難所に滞在することができない被災者への対策 

◆担当部署【総務課】

やむを得ず避難所に滞在することができない被災者に対しても、食料等必要な物資の配布、

保健師等による巡回相談の実施等保健医療サービスの提供、正確な情報の伝達等により、生活

環境の確保が図られるよう努める。 

９ 広域避難等 

◆担当部署【総務課】

9-1 広域避難・広域一時滞在の協議等 

災害の予測規模、避難者数等にかんがみ、町外への広域的な避難が必要な場合、広域避難又

は広域一時滞在に関する協議の実施、協議を求めることができる。 

(ｱ) 県内の他の市町村への受入れについては、当該市町村に直接協議する。 

(ｲ) 他の都道府県の市町村への受入れについては県に対し当該他の都道府県との協議を求

めるほか、事態に照らし緊急を要すると認めるときは、知事に報告した上で、自ら他の

都道府県内の市町村に協議することができる。 

9-2 広域避難の実施 

町及び県は、国、運送事業者等と、あらかじめ策定した具体的なオペレーションを定めた計

画に基づき、関係者間で適切な役割分担を行った上で、広域避難を実施するよう努めるものと

する。 
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第９節 消防活動

１ 基本的な考え方 

消防団は、消防本部との連携の下に、住民、自主防災組織、町内会 自治会等と協力し、現

有の消防力（装備 車両 水利等）の総力をあげ消防活動を行う。 

２ 消防による消防活動 

◆担当部署【総務課】

2-1 消防による消防活動 

(1) 災害状況の把握 

消防活動に際しては、119 番通報、参集職員の情報等により情報等を収集し被害状況の把握

に努め、初動体制を整える。 

(2) 災害状況の報告 

町長は、災害の状況を把握し、応援要請等の手続きに遅れの無いようにする。 

(3) 火災現場活動 

消防団の指揮者は、人命の安全確保を最優先にして、転戦路を確保した延焼拡大阻止及び

救助 救急活動の成算等を総合的に判断し、行動を決定する。 

火災規模と対比して消防力

が優勢と判断したとき 

積極的に攻勢的現場活動により火災を鎮圧する 

火災規模と対比して消防力

が劣勢と判断したとき 

住民の安全確保を最優先とし、道路、河川、耐火構造物、

空き地等を活用し、守勢的現場活動により延焼を阻止する 

(4) 救急 救助 

消防署と連携をとり、要救助者の救助救出と負傷者に対しての必要な応急処置を行い、安

全な場所へ搬送を行う。 

2-2 消防団による消火活動 

消防団の活動決定に基づいて消火活動を行う。 

(1) 出火防止 

災害等の発生により、火災等の発生が予測された場合には、消防団員は居住地付近の住民

に対し、出火防止対策（火気の停止、ガス 電気の使用中止、避難に際してはガス栓を閉める、

分電盤のブレーカーを切る等）を広報するとともに、出火した場合は住民と協力して初期消

火を行う。 
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(2) 消火活動 

単独又は消防本部と協力し、地域における消火活動と主要避難路確保のための消火活動を

行い、損壊家屋や避難後の留守宅における、通電時の出火等の警戒活動も行う。 

(3) 救急 救助 

消防による活動を補佐し、要救助者の救助と負傷者に対しての必要な応急処置を行い、安

全な場所へ搬送を行う。 

(4) 避難誘導 

避難の指示等がなされた場合は、これを住民に伝達するとともに、関係機関と連絡をとり

ながら住民を安全に避難させる。 

2-3 町民の対策 

出火防止、初期消火及び延焼拡大防止等に努めるとともに、近隣の出火 延焼の拡大防止活

動に協力する。 

2-4 惨事ストレス対策 

消防活動従事者に対する惨事ストレス対策に努める。 
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第１０節 救急 救助活動

１ 基本的考え方 

災害時には、広域的あるいは局地的に救急救助を必要とする多くの傷病者が出ると予想され

るため、県及び関係機関と連携して初動体制を確立し、一刻も速い救急 救助活動を実施する。 

２ 救急 救助活動の実施 

◆担当部署【総務課】

2-1 町及び関係機関 

(1) 実施責任者 

被災者の救出は、町が奉仕労力によって車両、船艇その他必要な器具を借り上げて実施す

ることを原則とするが、状況によっては医療、警察、隣接町村、県等関係機関に応援協力を

求めて実施する。 

(2) 対象者 

被災者の救出は、災害のため、おおむね次のような生命身体が危険な状態にある者及び災

害のため行方不明の状態にあり、かつ諸般の情勢から生存していると推定され、又は生命が

あるかどうか明らかでない者に対して行う。 

なお、救出は災害発生の原因、種別或いは被害とは関係なく必要に応じて実施する。 

(ｱ) 火災の際に火中に取り残されたような場合 

(ｲ) 地震の際に倒壊家屋の下敷きになったような場合 

(ｳ) 水害の際に流失家屋とともに流される、又は孤立した地点に取り残されたような場合 

(ｴ) 山津波、がけ崩れ等により生き埋めになったような場合 

(ｵ) 大規模な海難事故により多数遭難したような場合 

(3) 救出の方法 

救出は、災害の種別、被災地域の状況等災害の条件によってそれぞれ異なるが、救出を要

する状態が発生したときは、直ちに県等関係機関と連絡を密にし、速やかに救出作業を行う。 

(4) 実施時間 

災害救助法の適用の場合は、災害発生の日から 3 日以内とする。ただし、状況により期間

延長が必要な場合は、知事に報告し、知事は厚生労働大臣の承認を受ける。 

(5) 救急搬送 

傷病者の救急搬送にあたっては、重症度に応じて振り分けを行い、後方医療機関に搬送す

る必要があるか否かを判断し救命処置を要するものを優先して搬送する。 

また、搬送に際しては、消防、医療救護班及び県等の車両を活用するほか、重症患者等は

必要に応じ県、自衛隊のヘリコプター等により行い、救護所等からの後方医療施設への移送
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は、被災状況の推移を勘案して他機関と協力し行う。 

(6) 傷病者多数発生時の活動 

災害の状況等を判断し、安全かつ活動容易な場所に現場救護所を設置し、救助隊、医療救

護班と密接な連携を図り、効果的な救護活動を行う。 

また、収容先医療機関の被災状況や空き病床数等、傷病者の搬送先を決定するのに必要な

情報が把握できる情報体制を確立し、救護能力が不足する場合は、自主防災組織等に医療機

関への自主的な輸送協力を求める等、関係機関との連絡を密にし、効率的な活動を行う。 

2-2 住民及び自主防災組織 

自発的に被災者の救急・救助活動を行うとともに、救急・救助活動を行う関係機関に協力す

る。 

2-3 惨事ストレス対策 

救急 救助活動従事者に対する惨事ストレス対策に努める。 
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第１１節 医療救護

１ 基本的な考え方 

災害時には、救助 医療救護を必要とする多数の傷病者の発生や、医療機関の被災による混

乱等が予想されるため、県及び関係機関との連携のもと医療情報の収集伝達に努め、一刻も速

い救命処置、負傷者等の搬送を実施するとともに、後方医療体制の確立を図る。 

なお、具体的な事項については、「島根県医療救護実施要綱」に準ずるほか、地域連携につ

いては、「隠岐島前地域災害医療対策会議」を通して連携した対応を図る。 

２ 緊急医療の実施 

◆担当部署【総務課、健康福祉課、海士診療所】

2-1 医療救護活動 

災害時における医療救護は、町が第一次的に実施する。町長は、災害の種類及び程度により、

隠岐島前病院、海士診療所及び島前医師会等に医療救護班の出動を要請し、災害の程度に即応

した医療救護を行い、災害の程度により、町単独での対応が困難な場合は、県及び関係機関に

協力を要請する。 

また、町長は、災害救助法適用後による医療救護の必要があると認めたときは、県（健康福

祉部）に医療救護についての迅速、的確な要請を行う。 

(1) 救護班の編成 

救護班の編成は、おおむね 1 班につき医師 1 名、保健師、助産師又は看護師 4～5 名、事務

担当者 1～2名（運転手を含む。）とする。 

(2) 救護所の設置 

救護班は、被災者の収容所、その他適当な地点に応急救護所を設けることができる。 

(3) 救護班、医療班 

① 協力病院救護班 

病 院 名 班数 １ 班 の 編 成 

隠岐病院 1 医師 1 看護師 4 事務員（兼運転手） 1 自動車 1 

② 医師会協力救護班 

班 名 班数 担  当 

島前医師会医療救護班 2 隠岐島前病院 

医師会の協力救護班については資料編参照 注）1 班の編成は協力病院救護班に準ずる。 

③ 現地医療班 

日本赤十字社海士町分区長は、町医療従事者の協力により現地医療班を編成する。 

 1 班の編成  医 師 1 名   看護師 2 名  
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〔資料〕独立行政法人国立病院機構本部中国四国ブロック事務所、日赤島根県支部、島根県医師会、県（医療対策課） 

2-2 助産救護活動 

町では対応が困難なため、町は県及び医療機関等との連携により後方医療機関へ搬送する。 

2-3 緊急医療活動状況の記録 

出動した医療（助産）救護班は、救助の実施状況及び取扱患者に関する次の事項を台帳に記

載し備えるとともに、活動終了後に次頁に示す「出動報告書」を作成し提出する。 

救助の実施状況等

に関する事項 

1 使用した医療用品の内訳（品名、数量、単価、金額、調整先その他） 

2 救助の実施状況（患者数、傷病の内訳、その他） 

取扱患者に関する

事項 

年月日、患者の住所 氏名 職業 年齢 性別 病名、遺体検案数等 

３ 医薬品 医療用資器材等の調達 

◆担当部署【総務課、海士診療所】

医療助産活動に必要な医薬品 医療用資器材等が不足する場合には、県（薬事衛生課）に対

して災害救助に必要な医薬品 医療用資器材等の確保及び緊急輸送を要請する。 

４ 傷病者等の搬送 

◆担当部署【総務課、海士診療所】

4-1 傷病者等の搬送先医療機関の確保 

傷病者の医療機関への搬送を必要とする場合は、隠岐島前病院を中心に行うこととするが、

これが困難な場合はその他後方医療機関等の協力を求める。 

4-2 傷病者搬送の手順 

(1) 傷病者搬送の判定 

医療救護班は、医療救護又は助産救護を行った者について、重要度に応じた振り分けを行

うトリアージタッグを活用し、後方医療機関に搬送する必要があるかを判断する。 

(2) 傷病者搬送の要請 

搬送にあたっては、町及び各医療機関等に配備してある救急車を使用する。その他の車両、

ヘリコプター及び船艇等の手配が必要な場合は、県及び関係機関に要請を行う。 

(3) 傷病者の搬送 

傷病の度合い等のあらかじめ定めた搬送順位に基づき、医療機関の受け入れ態勢を十分確

認のうえ搬送する。  
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4-3 情報連絡体制の整備 

医療機関の被災状況や、空き病床数等、傷病者の搬送先を決定するために必要な情報を確実

に提供できるよう、災害時医療情報提供体制の充実を図る。 

５ 医療救護活動状況の把握 

◆担当部署【総務課、海士診療所】 

5-1 被災地における医療ニーズの把握 

避難所での医療ニーズ、医療機関 薬局の情報等を関係機関から得て、医療救護活動を迅速

的確に推進する。 

5-2 医療救護活動の集約及び広報活動の実施 

次の情報を集約のうえ、県を通じて報道機関に広報を依頼し、一般に周知する。 

① 医療機関の被災状況 

② 医療救護班の派遣及び医療救護所の設置状況 

③ 現地での医薬品、人員等の確保状況 

④ 移送が必要な入院患者の発生状況 

⑤ 透析患者等への医療体制確立状況 

６ 特別に配慮を要する患者への対応 

◆担当部署【総務課、海士診療所】 

6-1 透析患者への対応 

町は、県と連携して近県も含めた透析医療の可否について情報を収集し、患者からの問い合

わせに対し情報提供できる体制をとるようにする。 

6-2 在宅難病患者への対応 

人工呼吸器を装着等している難病患者は、病勢が不安定であるとともに専門医療を要するこ

とから、災害時には医療施設で救護する必要がある。 

このため、町は県及び医療機関等との連携により後方医療機関へ搬送する。 



基本計画編（風水害他）第３章 応急対策計画 
第１２節 警備活動 

179 

第１２節 警備活動

１ 基本的な考え方 

大規模な災害が発生した場合には、住民の生命、身体、財産の保護及び各種の犯罪の予防、

取締り、交通秩序の維持並びにその他被災地における治安の万全を期することが極めて重要で

ある。 

このため、災害時には、島根県警察本部が「島根県警察災害警備計画」に基づいて早期に警

備体制を確立し、関係機関との緊密な連携の下に、避難誘導、救出 救護、交通対策等の災害

警備活動に警察の総合力を発揮して対処する。 

２ 災害警備措置への協力 

◆担当部署【総務課】 

警察機関が実施する以下の避難誘導措置等に対し、円滑に行われるよう必要な協力を行う。 

2-1 避難誘導 

(1) 避難誘導措置 

避難誘導は、緊急性及び重要性を踏まえて次により実施する。 

(ｱ) 高潮 浸水、火災等が広域にわたって予想される場合や、キャンプ地などで孤立が予想

される場合などは、避難の指示を行う前であっても、町長と協議のうえ、避難するよ

う指導する。特に高齢者、障がい者、病弱者、難病患者、妊産婦、児童 乳幼児、外国

人等のいわゆる要配慮者に対し、早めの避難を指導する。 

(ｲ) 避難対象地域が広範囲にわたるときは、危険性の高い地域から避難誘導を行う 

(ｳ) 町内会、自治会、職場単位等の集団避難を原則とし、統制ある避難誘導を行う 

(ｴ) 医療機関、学校、その他多数人が利用する場所については、管理者等の誘導による避

難を原則とする。ただし、火災の発生など危険が切迫しているときは、所要の部隊を

派遣し、管理者等に協力して安全な場所へ誘導する。 

(ｵ) 避難場所において、火災の発生や山（がけ）崩れ等による二次災害の発生が予想され

る場合には、速やかに避難場所を変更する 

(2) 避難誘導時の広報 

避難誘導に当たっては、避難の理由、避難対象地域、避難経路、避難場所、避難上の留意

事項等について現場広報を行い、混乱等による事故を防止する。 

(3) 避難誘導時の安全確保 

避難誘導に当たっては、避難誘導に当たる者の安全が確保されることを前提としたうえで、

避難行動要支援者等の避難支援などの緊急支援を行うものとする。 
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2-2 交通秩序の維持 

本章第 13節「交通確保、規制」を参照。 

2-3 地域安全情報の提供 

住民の要望、苦情等を収集 分析し、災害情報、生活関連情報等の必要な情報を広報紙等各

種広報媒体を通じて広く住民に提供するとともに、流言飛語を防止する。 

2-4 援助要請 

災害警備上必要があるときは、自衛隊、警備業協会その他の関係機関 団体等に県災害対策

本部を通じ又は直接支援要請等を行う。 

2-5 惨事ストレス対策 

警備活動を実施する各機関は、職員等の惨事ストレス対策の実施に努める。 
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第１３節 交通確保、規制

１ 基本的な考え方 

災害時には、道路、橋梁等の交通施設に被害が発生するとともに、緊急車両や一般車両の流

入による交通渋滞が発生し緊急輸送等の支障が予想される。また、海上においても海上輸送や

航路障害等の発生が予想される。 

このため、迅速かつ適切に交通規制を実施し、緊急輸送等のための交通を確保するとともに、

これらの道路啓開（道路上の土砂、流木等の障害物を除去し、交通確保を図ること）し、破損

箇所を修復すること（応急復旧）は、救援活動を円滑に行うための必要条件である。 

災害後の救急、消防、応急復旧対策等の緊急輸送を確保するため、関係機関との協議のうえ、

地域防災計画に定められた関係機関の応急活動を支える路線を選定し、これらを有機的に連絡

させ緊急啓開道路網（緊急輸送道路ネットワーク）として位置づけ、他の道路に先駆けて道路

啓開 応急復旧を行うものとする。 

２ 交通規制の実施 

◆担当部署【総務課、関係各課】 

2-1 基本的事項 

交通規制の実施者及び方法は、次のとおり。 

実 施 者 実  施  方  法 

道路管理者 
道路、橋梁等の巡回調査を行い、危険な状況を予想又は把握したときは、速や

かに必要な規制を行う 

公安委員会 

警察機関 

交通情報の 

収集 

・航空機、オートバイその他の機動力を活用し、交通情報の収

集を行い、交通規制の実施を判断する 

・隣接県の警察本部等と連携を密にし、交通情報の収集を行う

交通安全のた

めの規制 

危険な状況を予想又は把握したときは、速やかに、必要な規制

を行う 

緊急通行車両

の通行確保の

ための規制 

緊急通行車両の通行を確保するため必要があると認めるとき

は、一般車両の通行制限等の車両別交通規制、被災地の周辺地

域を含めた広域的な交通規制を行う 

港湾管理者 

海上において災害応急対策の遂行、或いは、油、放射性物質等危険物の流失、航

路障害、船舶火災等のため船舶の交通を規制する必要があるときは、海上保安

官は港内においては禁止制限区域の設定又は交通整理や指導を行い、その他の

海域においては、船舶の航行禁止、航路の変更等について指導を行う 
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2-2 交通規制にあたっての留意事項 

交通規制の実施にあたっては、次の点に留意する。 

(1) 町による交通規制の実施 

調査の実施や住民からの通報等により、危険な状態を予想又は把握したときは、早急に町

道の交通規制を実施する。 

(2) 警察機関との相互連絡 

交通規制の実施にあたっては、浦郷警察署と密接な連絡をとり、あらかじめ規制の対象、

区間、期間及び理由を相互に連絡する。ただし、緊急を要する場合であらかじめ通知するい

とまがないときは、事後においてこれらの事項を通知する。 

(3) 交通規制情報の提供 

交通規制の実施にあたっては、国、県及び警察機関等に通知するとともに、次のとおり町

民、道路利用者及び報道機関等に対し情報提供を行う。 

① 町民 道路利用者への周知 

町民及び道路利用者に対し、防災行政無線、インターネット等を通じて、交通規制情報の

周知徹底を図る。 

② 報道機関への伝達 

交通規制による全面通行止めを実施する場合は、報道機関に対し緊急道路情報の提供を行

う。なお、報道機関への情報提供は、全面通行止めを行う道路の管理者が行うことを原則と

するが、複数の道路管理者にまたがる面的な規制の場合は、「災害時等における緊急道路情

報の提供に関する確認事項」に基づき、県が情報を集約した上で情報提供を行う。 

(4) 迂回路等の設定 

緊急交通路及び迂回路の指定にあたっては、緊急輸送ルート、道路障害物除去活動等との

調整を図るため、浦郷警察署及び関係機関との緊密な連携をとったうえで実施する。 

(5) 路上放置車両等に対する措置 

町は路上放置車両等の効率的な排除のため、警察機関等との連携を密にし以下の活動が速

やかに実施されるよう協力する。 

① 警察官の措置命令等 

警察官は、災害対策基本法に基づく通行禁止区域等において、車両その他の物件が緊急通

行車両の通行の妨害となることにより災害応急対策の実施に著しい支障を及ぼすと認めら

れるときは、同法第 76 条の 3 第 1 項及び第 2 項の規定に基づき必要な措置を命ずることが

できる。 
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② 自衛官・消防吏員の活動 

自衛官又は消防吏員は、災害対策基本法第 76 条の 3 第 3 項又は第 4 項の規定に基づき車

両の移動等必要な措置をとることを命じ、または自らその措置をとることができる。なお、当

該措置をとったときは直ちに、当該措置等をとった場所を管轄する警察署長に通知する。

(6) 規制の標識等 

交通規制を行う場合は、法令の定めるところにより規制の標識を設置する。ただし、緊急

な場合又は標識を設置することが困難又は不可能なとき等は、適宜の方法により、とりあえ

ず交通規制をしたことを明示し、必要に応じ警察官等が現地において指導に当たるものとす

る。 

災害対策基本法に基づく規制の標識の様式は次のとおり。 

1 色彩は、文字、縁線及び区分を青色、斜めの帯及

び枠を赤色、地を白色とする 

2 縁線及び区分線の太さは 1 センチメートルとす

る 

3 図示の長さの単位は、センチメートルとする 

4 道路の形状又は交通の状況により特別の必要が

ある場合にあっては、図示の寸法の 2 倍まで拡

大し、又は図示の寸法の 2 分の 1 まで縮小する

ことができる 

(7) 規制の解除 

交通規制の解除は、実施者が規制解除の判断をし、通行の安全を確保した後、速やかに行

うものとし、当該規制区間を管轄する浦郷警察署長に通知するとともに、県の管理する道路

内においては県（隠岐支庁県土整備局島前事業部）又は道路交通情報センターに連絡する。 
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３ 緊急通行車両等の確認等 

◆担当部署【総務課、関係各課】 

3-1 緊急通行車両の確認 

(1) 緊急通行車両確認証明書の申請 

災害応急対策の的確かつ円滑な実施のため、その通行を確保することが特に必要な車両（道

路交通法第 39条第 1項の緊急自動車又は自衛隊、米軍及び外交官関係の車両であって、特別

の自動車番号票を有しているものを除く。）を使用する場合は、県又は公安委員会に対し、緊

急通行車両確認証明書の申請を行う。 

(2) 確認対象車両 

確認対象の車両は、災害対策基本法第 50 条第 2項による災害応急対策の実施責任機関（町

及び関係する公共機関等）が保有する車両等で、災害対策基本法第 50条第 1項に規定する災

害応急対策を実施するために用いる車両である。 

(3) 標章の掲示及び証明書の提示 

申請を受けた県又は警察署が緊急通行車両であることを確認したときは、確認標章及び緊

急通行車両確認証明書が交付されるので、交付を受けた標章を、当該車両の前面の見やすい

場所に提示するとともに、証明書を必ず携行し警察官等から提示を求められたときはこれを

提示する。 

1 色彩は、記号を黄色、緑及び「緊急」の文字を赤色、

「登録（車両）番号」）、「有効期限」、「年」、「月」及び

「日」の文字を黒色、登録（車両）番号並びに年、月

及び日を表示する部分を白色、地を銀色とする 

2 記号の部分に、表面の画像が光の反射角度に応じて変

化する措置を施すものとする 

3 図示の長さの単位は、センチメートルとする
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3-2 緊急通行車両の事前届出 確認 

緊急通行車両の事前届出制度を活用し、確認手続きの事務の省力化 効率化を図り、災害応

急活動が迅速かつ的確に行えるようにしておく。 

3-3 規制除外車両の確認 

(1) 規制除外車両確認証明書の申請 

民間事業者等による社会経済活動のうち大規模災害発生時に優先すべきものとして、公安

委員会が災害対策基本法に基づく交通規制の対象から除外することとした車両を使用しよう

とする者は、公安委員会に、規制除外車両確認証明書の申請を行う。 

(2) 確認対象車両 

確認対象の車両は、緊急車両以外の車両であって事前届出の対象とする以下の車両又はそ

れ以外に公安委員会が交通規制の対象から除外することとした車両である。 

① 医師、歯科医師、医療機関等が使用する車両 

② 医薬品、医療機器、医療用資材等を輸送する車両 

③ 患者等輸送用車両（特別な構造又は装置があるものに限る） 

④ 建設用重機、道路障害物除去作業用車両又は重機輸送用車両 

(3) 標章の掲示及び証明書の提示 

申請を受けた警察本部又は警察署が規制除外車両であることを確認したときは、確認標章

及び規制除外車両確認証明書が交付されるので、交付を受けた標章を、当該車両の前面の見

やすい場所に提示するとともに、証明書を必ず携行し警察官等から提示を求められたときは

これを提示する。 

3-4 規制除外車両の事前届出 確認 

緊急通行車両の事前届出制度を活用し、確認手続きの事務の省力化 効率化を図り、災害応

急活動が迅速かつ的確に行えるようにしておく。 
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４ 発見者等の通報と運転者に求める行動 

◆担当部署【総務課】 

4-1 発見者等の通報 

災害時に道路、橋梁の交通施設の危険な状況、また、交通が極めて混乱している状況を発見

した者は、速やかに町長又は警察官に通報するものとする。通報を受けた警察官は、その旨を

町長及び道路管理者（県では県土整備事務所）に通報、町長はその路線を管理する道路管理者

又はその地域を管轄する警察機関に通報するものとする。 

4-2 災害発生時において運転者のとるべき行動 

① 土砂崩れ等の災害や大規模な車両事故等が発生したときは、車両の運転者は次の措置を

とらなければならない。 

(ｱ) できる限り安全な方法により車両を道路の左側に停車させること 

(ｲ) 停車後は、カーラジオ等により災害情報及び交通情報を聴取し、その情報及び周囲の

状況に応じて行動すること 

(ｳ) 車両を置いて避難するときは、できる限り路外に停車させる。やむを得ず道路上に置

いて避難するときは、道路の左側に寄せて停車させ、エンジンを切り、エンジンキー

はつけたままとし、窓を閉め、ドアはロックしないこと 

② 道路の通行禁止等が行われたときは、通行禁止等の対象とされている区域又は区間の道

路を走行中の車両の運転者は、次の措置をとらなければならない。 

(ｱ) 当該車両を速やかに当該道路の区間以外又は道路外の場所へ移動すること 

(ｲ) 当該道路の区間以外又は道路外の場所へ移動することが困難なときは、当該車両を道

路の左側端に沿って駐車するなど緊急車両の通行の妨害とならない方法により駐車

すること 

(ｳ) 警察官の指示を受けたときは、その指示に従って車両を移動し、又は駐車しなければ

ならない 
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５ 道路啓開 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

5-1 緊急に障害物を除去すべき道路の把握と優先順位の決定 

(1) 情報収集等 

緊急啓開＊道路（「島根県緊急輸送道路ネットワーク計画」に定める緊急輸送道路）に指定

された路線について、障害物除去に関する情報収集 提供を行う。 

＊ 啓開：土砂や災害廃棄物等を除去し、交通確保を図ること 

(2) 障害物除去に関する優先順位の決定 

障害物の除去が必要な緊急輸送路線等が多数発生した場合は、重要度を考慮し優先順位を

決めて実施する。 

5-2 道路障害物除去作業の実施 

(1) 資機材等の確保 

(ｱ) 保有する資機材及び応援協定等により、人員 資機材等を確保する 

(ｲ) 人員 資機材等が不足する場合は、県及び関係団体等に対し、必要な応援要請を行う 

(2) 障害物除去作業 

所管する緊急輸送道路の被害状況、道路上の障害物の状況を県及び関係機関と協力して速

やかに調査し、緊急度に応じて障害物除去作業を実施する。なお、次の事項に留意し行う。 

(ｱ) 道路啓開は原則として、指定緊急輸送道路を優先的に行うが、災害の規模や道路の被

災状況に応じ、優先障害物除去路線を決定する 

(ｲ) 警察、自衛隊、消防機関等と協議し、人命救助を最優先させた除去活動を行う 

(ｳ) 道路障害物除去に際しては、2 車線を確保するのを原則とするが、やむを得ない場合

には 1車線とし、適当な箇所に車両の交差ができる待避所を設ける 

(ｴ) 道路上の破損、倒壊等による障害物の除去については、警察、自衛隊、消防機関及び

占用工作物管理者等の協力を得て行い、交通確保に努める 

(ｵ) あらかじめ立案しておいた調達計画により、競合する部分を各道路管理者と調整した

うえで、重複等のないように調達する 

(ｶ) 公安委員会又は警察署長の行う交通規制との調整を図る 

(ｷ) 道路障害物除去により発生する土砂 流木 災害廃棄物等の仮置場等について、関係機

関との調整を行う 
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６ 港湾及び漁港啓開 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

6-1 緊急に障害物を除去すべき港湾及び漁港の把握と優先順位の決定 

輸送拠点に指定され、障害物の除去が必要な港湾及び漁港についての情報収集を行い、優先

順位を決めて障害物除去作業を実施する。 

6-2 港湾及び漁港障害物除去作業の実施 

県と協力し、港湾及び漁港並びに臨港道路の障害物除去を的確かつ迅速に行う。また、障害

物除去により発生した土砂、流木•災害廃棄物等の仮置場について、関係機関との調整を行う。 

6-3 航路等の障害物除去 

港湾管理者及び漁港管理者は、その所管する港湾区域及び漁港区域内の航路等について、沈

船及び漂流物、大量かつ広範囲に漂流する軽石等により船舶の航行が危険と認められる場合に

は、国に報告するとともに、障害物の除去等に努める。 
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第１４節 緊急輸送

１ 基本的な考え方 

災害時には、避難及び救出、救助等の応急対策を実施するために必要な人員、物資等の輸送

を迅速かつ確実に行うことが必要であるため、迅速に輸送経路や輸送手段等を確保し、緊急度、

重要度を考慮した効率的な緊急輸送を実施するために必要な措置を講ずる。 

２ 緊急輸送の実施 

◆担当部署【総務課、環境整備課、地産地商課】 

2-1 実施責任者 

輸送対象別の緊急輸送の実施責任者と、輸送にあたっての配慮事項は次のとおり。 

輸 送 対 象 実施責任者 輸送にあたっての配慮事項 

被災者 町長 1 人命の安全 

2 被害の拡大防止 

3 災害応急対策の円滑な実施 

災害応急対策及び災害救助を実施

するために必要な要員及び物資 

災害応急対策を実施

すべき機関の長 

2-2 対象 

被害の状況、緊急度、重要度を考慮し、次の各段階において必要な対象を優先的に輸送する。 

段 階 輸  送  対  象 

第 1段階 

（警戒避難期）

1 救助 救急、医療活動の従事者、医薬品等人命救助に要する人員、物資 

2 消防、水防活動等災害拡大防止のための人員、物資 

3 政府災害対策要員、地方公共団体災害対策要員、情報通信、電力、ガス、

水道施設保安要員等初動の応急対策に必要な要員 物資等 

4 後方医療機関へ搬送する負傷者等 

5 輸送施設、輸送拠点の復旧、交通規制等に必要な人員及び物資 

第 2段階 

（事態安定期）

1 上記第 1段階の続行 

2 食料、飲料水等生命の維持に必要な物資 

3 傷病者及び被災者の被災地域外への輸送 

4 輸送施設の応急復旧等に必要な人員及び物資 

第 3段階 

（復旧期） 

1 上記第 2段階の続行 

2 災害復旧に必要な人員及び物資 

3 生活必需品 
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３ 緊急輸送手段の確保 

◆担当部署【総務課、環境整備課、地産地商課】 

3-1 緊急輸送手段 

緊急輸送は、次の手段のうち町が確保可能なものから実施し、他の緊急輸送支援機関へ要請

する必要がある場合は、その都度関係機関と調整のうえ要請する。 

緊急輸送手段 確 保 順 位 ・ 方 法 等 

自動車 

1 応急対策実施機関所有の車両等 

2 公共的団体の車両等 

3 貨物自動車運送事業者等の営業用車両 

4 その他の自家用車両等 

なお、災害応急対策実施機関所有の車両及び公共的団体の車両等で不

足を生ずるときは、島根県トラック協会及び貨物自動車運送事業者等

に対し、保有する営業用車両等の応援要請をする 

船舶等 

次の場合において、それぞれの実施機関に直接要請する 

1 道路の被害等によって自動車による輸送が不可能な場合 

2 島外にて物資 資材等を確保した場合、船舶により輸送することが適

切な場合 

航空機 県に輸送条件を明示して要請を行う 

3-2 輸送条件 

町長は、車両、船舶等の調達を必要とする場合、次の点を明示して要請する。 

① 輸送を必要とする人員又は物資の品名、数量（重量を含む） 

② 輸送を必要とする区間 

③ 輸送の予定日時 

④ その他必要な事項 

3-3 費用の基準及び支払い 

(ｱ) 輸送業者による輸送及び車両等の借り上げは、国土交通省の許可 届出を受けている料

金による 

(ｲ) 自家用車の借り上げについては、借り上げ謝金（運転手付等）として輸送実費を下ら

ない範囲内で所有者と応急対策実施機関との協議によって定める。ただし、官公署及

び公共的機関所有の車両使用については、燃料費相当（運転手雇い上げのときは賃金）

程度の費用とする。 

(ｳ) 輸送費あるいは借り上げ料の請求にあたっては、債権者は輸送明細書を請求書に添付

して要請機関の長に提出する 

3-4 緊急輸送のための燃料の確保 

関係機関と連携し、災害時における燃料の調達 供給体制の整備を図る。
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４ 緊急輸送道路及び輸送拠点等の確保 

◆担当部署【総務課、環境整備課、地産地商課】 

4-1 緊急輸送道路の確保 

緊急輸送道路の被害状況を速やかに把握し、迅速かつ効果的に緊急輸送活動を行うために、

最も適当な緊急輸送道路やう回路を選定し確保する。 

島根県地域防災計画（震災編）別添資料「島根県緊急輸送道路ネットワーク計画」に定める

緊急輸送道路のうち、本町における主な指定道路は次のとおり。 

区  分 緊急輸送道路の内容 主な指定道路 

第 1次 

緊急輸送道路 

役場本庁舎及び救援物資等の備蓄 

集積拠点となる広域的な防災拠点

（運動公園等）と接続する道路 

第 2次 

緊急輸送道路 

災害拠点病院等の医療機関、ライフ

ライン施設、広域避難地及び救援物

資等の備蓄 集積拠点(漁港、フェリ

ーターミナル等）の所在地と接続す

る道路 

一般県道海士島線 
町道宇受賀線 
町道あいらんど 1号線 
新開 1号線 

第 3次 

緊急輸送道路 

第 1 次、第 2 次緊急輸送道路に接続

する防災拠点等以外で災害対策上重

要な施設（県 国の関係庁舎、郵便局、

ヘリポート、病床数の多い病院等）に

接続する道路 

4-2 輸送拠点等の確保 

各種輸送拠点や緊急輸送時における救援物資等の備蓄 集積拠点の被害状況を速やかに把握

し、必要な拠点を次のとおり確保する。 

(1) 輸送拠点 

町外から搬入される救援物資等を受け入れる輸送拠点は、次のとおりとする。 

区分 地区名 施  設  名  称 

陸上輸送拠点 
海士 隠岐開発総合センター 

 （救援物資等の集積地・備蓄拠点） 

海上輸送拠点 

福井 諏訪港 

町外 七類港 

町外 境港 

航空輸送拠点  海士町ヘリポート （専用ヘリポート） 

4-3 関係機関及び住民等への周知 

緊急輸送の実施責任者は、緊急輸送道路、輸送拠点、緊急物資等の備蓄 集積拠点等につい

て、県と協議し報道機関等を通じる等により関係機関及び住民等へ周知する。 
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第１５節 水防対策

１ 基本的な考え方 

町内には未改修の河川等が存在し、これらの地域では、風水害時において、堤防の決壊等の

被害が発生するおそれがあるため、水防計画により水防体制を確立し、活動を実施する。 

また、過去の災害等の事例、自然条件及び水防施設状況を基に、重点的に水防活動を実施す

べき地域をあらかじめ調査検討し、事前配備体制等を充実しておく。 

２ 水防体制の確立 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

河川施設及び海岸施設に係る被害の拡大防止措置と応急復旧措置を図るための水防組織を、

確立する。組織図は次のとおり。 

松江地方気象台 島根県水防本部 島根県警察本部 

水 防 支 部 

（隠岐支庁） 
浦郷警察署 

消

防

署

水
防
管
理
団
体

（
海
士
町
）

消

防

団

そ

の

他

住   民 
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３ 河川出水 浸水及び高潮被害等の拡大防止 

◆担当部署【総務課、環境整備課、地産地商課】 

3-1 水防情報の受信 伝達 

気象注意報 警報、洪水予報、台風情報及び各種水防警報を受信 伝達するほか、水防情報シ

ステム等により得られた雨量 河川水位等の諸観測値を県総合防災情報システムのほか、イン

ターネット（県ホームページ）、携帯電話（国土交通省川の防災情報）等により監視する。 

また、警戒区域、危険な個所及び二次災害につながるおそれのある河川施設、堤防、海岸護

岸施設等の監視、警戒を行い、被害状況等の把握に努める。 

特に集中豪雨等による急激な出水、増水及び避難対策の実施に時間的余裕のある台風時の高

潮発生等に迅速に対処するとともに、的確な情報収集 伝達に努め、町内の浸水被害箇所等、

災害情報を地域から得ることができるよう、地域と連携を図る。 

3-2 施設災害の拡大防止（応急復旧措置） 

各水防組織は、次の被害拡大防止措置を講ずる。 

河川 ため池等 海岸護岸施設 

浸水防止 
被害の実態に応じて、土のう積み等の

浸水防止措置を講ずる 

被害の実態に応じて、土のう積み等

の浸水防止措置を講ずる 

取水防止措置 
河川堤防の損壊 亀裂等の被害実態に

応じた出水防止措置を講ずる 

海岸護岸の損壊 亀裂等の被害実態

に応じた出水防止措置を講ずる 

早期復旧 

放置すれば、二次災害のおそれのある

河川施設については、関係業者等を手

配する等により早期に応急復旧措置

を講ずる 

放置すれば、二次災害のおそれのあ

る海岸護岸施設については、関係業

者等を手配する等により早期に応急

復旧措置を講ずる 

その他の水防

活動の実施 

1 出勤 監視 警戒 及び水防作業 

2 通信連絡及び輸送 

3 避難のための立ち退き指示 

4 水防報告と水防記録、ほか 

1 出勤 監視 警戒 及び水防作業 

2 通信連絡及び輸送 

3 避難のための立ち退き指示 

4 水防報告と水防記録、ほか 
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第１６節 土砂災害対策

１ 基本的な考え方 

風水害時において土砂災害の発生が予想される場合、降雨等の情報を把握するとともに必要

な体制を確立し、土砂災害を防止するため危険箇所等の巡視 警戒活動を行う。 

２ 土砂災害防止体制の確立 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

気象情報、局地的な降雨等の情報及び土砂災害の前兆現象等の早期把握に努めるとともに、

気象警報等の発表により土砂災害防止体制を早急に確立し、被害の拡大防止対策を行う。 

３ 危険箇所周辺の警戒監視 通報 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

災害発生前、地域で土砂災害の兆候が認められる等の実態が把握された場合は、警戒監視体

制を強化し、土砂災害発生後は、被害実態の早期把握に努める。 

土砂災害発生後は、特に二次災害の発生に対処するため、県と協力して降雨地の気象状況の

十分な把握に努め、崩壊面、周辺斜面及び堆積土砂等について、安全に留意し監視を実施する。 

４ 土砂災害等による被害の拡大防止 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

4-1 土砂災害の防止措置 

土砂災害の生じた地域において、降雨継続等により引き続きがけ崩れや土石流、地すべり等

が懸念される場合は、各施設管理者及び消防 警察と連携を図り、崩壊危険箇所及びその周辺

へのシート被覆、応急排水路の設置等による応急的な再崩壊防止措置を講ずる。 

4-2 警戒避難体制の確立 

(1) 情報の指示 伝達 

土砂災害の発生が予想される場合は、住民、ライフライン関係者、交通機関関係者に対し

早急に注意を喚起し、又は警戒避難等の指示、伝達を行う。特に、具体的に危険が予想され

る危険区域の住民等に対しては、個別伝達等により最優先で伝達する。 

(2) 警戒区域の指定 

土砂災害の危険が解消されない場合は、当該危険区域に警戒区域を設定し、関係住民の出

入りを制限し、必要に応じ、関係地域住民の避難措置を実施する。 
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(3) 専門家等の派遣による支援 

必要に応じ、アドバイザー制度＊1の活用や砂防ボランティア＊2派遣等の要請を行う。 

＊1 アドバイザー制度：国において創設した砂防の専門家による助言組織であり、土砂災害等の発生が予

想される事態において活用することを目的としている制度。 

＊2 砂防ボランティア：平成 8年に設立された島根県砂防ボランティア協会に登録されているボランティ

アをいう。急傾斜地崩壊や地すべり等砂防の専門知識を活用し、危険箇所を点検

した結果を警戒避難活動に役立てるもの。斜面判定士の認定を受けている者も含

まれる。
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第１７節 ライフライン施設等の応急復旧

１ 基本的な考え方 

電気、ガス、上水道、下水道、電話等のライフライン施設や道路、港湾 漁港等の交通施設

は、災害による一部の施設の機能停止が各方面に大きな影響を及ぼすおそれがあるため、応急

及び復旧のための対策を迅速に実施する。 

２ 災害情報の収集・伝達 

◆担当部署【総務課】 

ライフライン施設災害への対応を効果的に実施するためには、災害による被害状況等に関す

る情報をできるだけ正確かつ詳細に入手し、関係各課・機関間でこれらの情報を共有化するこ

とが必要不可欠である。 

そこで、町、県、各ライフライン施設管理者等の関係各機関は、災害発生時に災害応急対策

を適切に実施するため、相互に密接な連携の下に、迅速かつ的確に災害情報を収集し、伝達す

る。 

３ 災害応急活動体制の確立 

◆担当部署【総務課、関係各課】 

ライフライン施設災害が発生した場合、町、県、各ライフライン施設管理者等は、相互連

携のうえ一致協力して災害の拡大防止及び被災者の救援救護に努め、被害の発生を最小限に

とどめるため、収集された情報を基に、必要な組織、動員その他の災害応急体制を速やかに

確立する。 

４ 電気施設対策 

◆担当部署【総務課、中国電力・中国電力ネットワーク】 

災害発生により電気施設に被害があった場合、管理者である中国電力・中国電力ネットワー

クは、速やかに被害状況の情報収集・把握を行い、応急復旧対策措置を講じ施設の機能維持を

図る。また、停電時にインターネット等を使用できない被災者に対する被害情報等の伝達に係

る体制の整備に努めるものとする。 

復旧にあたっては被害状況により、応急送電 仮復旧の 2 体系に区分し、重要施設(診療所、

避難所、災害対策本部等)及び被災者への生活電力の早期供給を実施する。また、電源車等に

ついては県が決定した配備先に配備するよう努める。 

4-1 応急復旧 

中国電力・中国電力ネットワークは、自社の定める災害対策マニュアルに基づき応急復旧体

制をとるものとし「島根県地域防災計画」の定めるところにより町及び関係機関と連携を図り
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応急復旧を実施する。 

4-2 拡大防止のための広報 

(ｱ) 停電等における住民の社会不安除去のため、被害状況及び復旧予定に関する広報活動

を行う 

(ｲ) 電気事故（感電事故、漏電による出火）の防止を図るため、町民に注意事項を広報する 

(ｳ) 広報にあたっては、テレビ ラジオ 新聞等の報道機関やインターネット、ＳＮＳを通

じて行うほか、状況に応じては、広報車等により直接該当地域へ周知する 

５ ガス施設対策 

◆担当部署【総務課、島根県ＬＰガス協会、ＬＰガス販売業者】 

県ＬＰガス協会及び県と協力し、ＬＰガス販売業者に対し次の事項を指導するとともに、Ｌ

Ｐガス施設の応急復旧体制確立のための必要な措置を講ずる。 

5-1 応急復旧 

(1) 被害状況の把握 

早急に正確な被害状況を把握し、適切な緊急措置を講ずる。 

(2) 二次災害の防止 

① 危険箇所（損壊、焼失、流失家屋等）からの容器の撤収及び回収箇所の指示 

② 洪水等による流出容器の被害状況確認の指示 

③ 臨時的使用箇所（一般家庭、避難所等）で使用されるＬＰガスの安全使用と使用済み小

型容器やカセットボンベの処理の指導 

(3) ＬＰガス設備の修復と早期安全供給の開始 

ＬＰガス販売業者は、ＬＰガス設備の修復と早期安全供給の開始に努める。復旧は医療機

関、避難場所等を優先して行う。 

(4) 動員 応援体制 

(ｱ) ＬＰガス設備の被害を覚知した場合、ＬＰガス事業者は地域の県ＬＰガス協会支部長

に通報し、緊急措置を行う体制を整える 

(ｲ) 県ＬＰガス協会は災害対策本部を設置し、被害を受けた地域の支部長との連携を密に

し、被害の少ない地域の支部長に対する支援要請の連絡体制を確立する 

(ｳ) ＬＰガスの漏洩、火災、爆発その他異常現象を発見した場合は、直ちに、災害の発生

又は拡大の防止のための必要な応急の措置を講ずるとともに、その旨を町、消防、警

察機関及び県（防災危機管理）等の関係機関に通報する体制を確立する 
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(5) 電話相談窓口の開設（臨時） 

県ＬＰガス協会は、避難場所等での応急的なＬＰガスの使用等に対応するため、電話相談

窓口を開設して、住民からの相談に対応する。 

６ 上水道対策 

◆担当部署【環境整備課】 

被災した水道施設については、環境整備課及び関係事業者が速やかに施設の応急復旧を行い、

施設が全般的に損傷を受け早期復旧が困難なため、給水が維持できない場合において緊急を要

すると認めるときは、町長は県知事に給水の緊急応援を要請する。 

6-1 応急復旧 

(1) 応急復旧活動 

町は、住民の生活用水確保を目途に的確な被害状況の把握に基づき応急復旧計画を策定し、

速やかに復旧作業を進める。 

(2) 資機材の確保 

手持資機材により応急措置を行うが、資材不足の場合は最寄りの水道事業者から緊急輸送

を受けて損傷個所の応急復旧を行う。 

6-2 拡大防止 

浄水場、配水池付近における斜面崩壊や主要な管路等の基幹施設が埋設されている道路崩壊

及び陥没、並びに河川取水口付近の堤防決壊など各施設における危険度データーを収集整理し、

二次災害の防止措置を講ずる。 

また、関連する他のライフライン施設の被害を把握し、水道システム全体としての機能低下

の程度、機能回復までの期間を検討し、広域的支援体制について連絡調整を図る。 

なお、被災により断・減水が発生した場合、水質悪化が予想されるため、水質管理や塩素消

毒強化の徹底及び住民に対する飲料水の衛生指導について、周知する。 

(応急給水対策は同章第 20 節 4 飲料水等の供給を参照) 

７ 下水道対策 

◆担当部署【環境整備課】 

7-1 応急復旧 

(1) 管路の損傷による路面の被害 

交通の停止 通行人の事故防止等の緊急措置をとるほか、関係機関と協力して応急復旧を行

う。 
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(2) マンホール等からのいっ水 

排水路等との連絡管梁、複数配管している場合、他の下水道管等を利用して緊急排水する。

又は可搬式ポンプを利用して他の下水道管梁 排水路等へ緊急排水する。 

7-2 拡大防止対策 

二次災害のおそれのある施設、緊急度の高い施設等から順次、重点的に調査 点検を実施し、

水機能の支障や二次災害のおそれのあるものについては、並行して応急対策を講ずる。 

８ 電気通信施設対策 

◆担当部署【総務課、西日本電信電話（株）島根支店】 

各電気通信事業者は、通信の仕組みや代替通信手段の提供等について利用者への周知に努め

るとともに、通信障害が発生した場合の被災者に対する情報提供体制の整備を図るものとする。

また、発災後、速やかに通信障害の状況やその原因、通信施設の被害や復旧の状況等を関係機

関に共有する。 

ＮＴＴグループ会社は関連会社と協力し、災害時において可能な限り電気通信サービスを維

持し重要通信を疎通させるよう、防災業務の推進と防災体制の確立を図るとともに、応急復旧

を迅速かつ的確に実施し通信サービスの確保を図る。 

8-1 応急措置と応急復旧 

(1) 応急措置 

① 重要通信の確保 

(ｱ) 通信の利用制限 

災害等により通信の疎通が著しく輻輳し、困難となった場合、電気通信事業法に基づき

通信の利用を制限（規制）する措置を行う。 

(ｲ) 重要通信の優先利用 

防災関係機関については、通信の利用制限（規制）の対象としない『災害時優先電話』

の承認を受けておくものとする。 

② 非常通信の確保 

非常通話 緊急通話『１０２』扱い 

③ 特設公衆電話の設置 

災害救助法等が適用された場合、孤立地域及び避難場所等に特設公衆電話の設置に努める。 

(ｱ) 臨時電話の設置 

④ 公衆電話の無料化 

広域停電時には、既設公衆電話の無料化に努める。 

(2) 通信設備の応急復旧 

災害を受けた通信設備は、できるだけ早くかつ的確に復旧を実施する。 

① 災害対策用機器の活用 
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② 災害用伝言ダイヤル『１７１』の運用 

③ 広報活動（拡大防止対策） 

④ 広報車による広報活動を行なう 

(ｱ) 被災地域と被災状況 

(ｲ) 復旧のための措置と復旧見込み時期 

⑤ 必要に応じてテレビ ラジオ等による放送を報道機関に、防災行政無線等による放送を行

政機関に依頼するものとする 

９ 交通施設の応急対策 

本章 13 節「交通確保」を参照のこと。 

１０ 災害広報等の実施 

◆担当部署【総務課、関係各課】 

災害が発生した場合に町は、災害状況によっては報道機関への放送要請を行うなど現有の広

報手段を駆使するとともに、県、関係機関等と効果的に連携し、災害広報を実施する。 

10-1 情報発信活動 

(1) 各種情報の収集・整理 

町は、関係機関との情報交換を密にし、災害対策に関する各種情報を収集・整理する。こ

の場合には、情報収集系統に混乱が生じないように留意する。また、災害発生初期には、不

正確な情報が伝達される可能性があるため、できる限り正確な情報の収集に努める。 

(2) 情報発信 

災害の状況、二次災害の危険性に関する情報、安否情報、医療機関などの情報、それぞれ

の機関が講じている対策に関する情報、交通規制等ニーズに応じた情報をインターネット、

広報紙、報道機関への報道依頼等を通じて適切に提供する。 

なお、町、県、指定行政機関、公共機関、ライフライン施設管理者は、情報の公表あるいは

広報活動の際、その内容について、相互に連絡をとりあう。 

10-2 関係者等からの問い合わせに対する対応 

災害発生初期には、利用者からの問い合わせや報道機関などからの取材等が集中する可能性

がある。このため、問い合わせのための体制を確立し、広報部門での対応のほか、各部門での

広報責任者を明確にすることにより、適切に対応できるよう努める。 
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第１８節 要配慮者の安全確保

１ 基本的な考え方 

災害時においては、高齢者、病弱者（難病患者を含む。）、障がい者、児童 乳幼児、妊産婦、

観光客 旅行者、外国人等のいわゆる「要配慮者」は、行動等に制約があり、迅速 的確な行動

がとりにくく、自力による危険回避活動や避難行動に困難を伴うことが多く、被災しやすい。

特に、災害を契機に新たに要配慮者となった者については、早急にその実態の把握が必要とな

る。 

このため、要配慮者に対し、安全確保や個々人の心身の健康状態、ニーズ等に特段の配慮を

行い、地域住民等とも連携をとりながらきめ細かな各種支援対策を積極的に推進する。 

２ 安否確認体制の整備 

◆担当部署【総務課、健康福祉課】 

要配慮者を災害から保護するため、町は避難について特に支援が必要な避難行動要支援者の

名簿をあらかじめ作成し、要配慮者支援機関において情報を把握 共有し安否確認方法 支援対

策を検討する。避難行動要支援者名簿の整備にあたっては海士町個人情報保護条例に基づく厳

正な管理を行い、協定の締結や誓約書の提出等を活用するなど管理体制を確保し情報漏えいの

防止に努める。要配慮者支援機関は、町職員、社会福祉協議会職員、ケアマネージャー等の福

祉関係職員、民生児童委員、警察、消防署、消防団等とし、上記の管理体制の下に連携し情報

提供 共有を行い、安否確認体制の整備に努める。 

３ 災害を契機に要配慮者となった者に対する対策 

◆担当部署【総務課、健康福祉課】 

3-1 町が実施する要配慮者対策 

(1) 要配慮者への措置 

町において把握している平常時から福祉サービスの提供を受けている者に加え、災害を契

機に要配慮者となった者に対する対策については、当該要配慮者の同意を得て、状況に応じ

て以下の措置をとる。 

(ｱ) 地域住民等と協力して避難所へ移送する 

(ｲ) 必要に応じ社会福祉施設等への緊急入所を行う 

(ｳ) 居宅における生活が可能な場合にあっては、在宅福祉ニーズの把握を行う 

(2) 福祉サービスの提供 

要配慮者に対するホームヘルパーや手話通訳者等の派遣、補装具の提供等の福祉サービス

の提供を、発災後 1週間を目途に組織的 継続的に開始できるようにする。そのため、発災後

2～3日目から、すべての避難所を対象として要配慮者の把握調査を開始する。 
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3-2 県への支援要請等 

必要に応じて、県への支援要請を行う。 

４ 高齢者、障がい者、難病患者等に係る支援活動 

◆担当部署【総務課、健康福祉課】 

避難所や在宅の一般の要配慮者に加え、次の点に留意して必要な対策を実施する。 

4-1 町が実施する支援活動 

(ｱ) 避難行動要支援者名簿等により、被災した高齢者、障がい者、難病患者等の迅速な把

握を行う 

(ｲ) 掲示板、広報紙、インターネット等を活用するとともに、報道機関の協力により、新

聞、ラジオ、文字放送、手話つきテレビ放送等を利用し、被災した高齢者、障がい者、

難病患者等に対して、食料、飲料水、燃料等生活必需品の配布や利用可能な施設及び

サービスに関する情報の提供を行う 

(ｳ) 避難所や在宅の高齢者、障がい者、難病患者等に対しニーズの調査を行い、ホームヘ

ルパーの派遣や福祉避難所への移動又は施設への緊急入所等必要な措置を講ずる 

(ｴ) 緊急入所には至らないが一般の避難所での生活が困難な要配慮者を収容するため、福

祉避難所の開設や、被災地以外の地域にあるものを含め、民間賃貸住宅、旅館 ホテル

等を避難場所として借り上げる等、多様な避難場所の確保に努める 

(ｵ) 関係業界 団体 施設等を通じ、協力要請を行う等必要な物資の確保を図る 

(ｶ) 要配慮者等が避難後に命の危険にさらされる事態を防ぐため、防災、医療、保健、福

祉等の各専門分野が連携した支援方策を図る 

4-2 県への支援要請等 

必要に応じて、県への支援要請を行う。 
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５ 児童 ひとり親家庭等に係る対策 

◆担当部署【総務課、健康福祉課、教育委員会】 

5-1 要保護児童の援護 

町は次の方法により、被災による孤児、遺児等の要保護児童の発見、把握及び援護を行う。 

(ｱ) 避難所において、児童福祉施設から避難してきた児童、保護者の疾患等により発生す

る要保護児童の実態を把握し、避難所の責任者等を通じて町へ通報がなされるような

体制を確立する 

(ｲ) 住民基本台帳による犠牲者の確認及び住民からの通報等を活用し、孤児、遺児を速や

かに発見するとともに、その実態把握を行う 

(ｳ) 避難児童及び孤児、遺児等の要保護児童の実態を把握し、その情報を親族等に提供す

る 

(ｴ) 孤児、遺児等保護を必要とする児童を把握した場合は、親族による受け入れの可能性

を探るとともに、県（児童相談所）へ連絡し、児童福祉施設への措置や里親への委託

等の保護を要請する 

5-2 児童の保護等のための情報伝達 

町は、被災者に対し、掲示板、広報紙等の活用、報道機関の協力、インタ－ネット等の活用

により、要保護児童を発見した際の保護及び児童相談所等に対する通報への協力を呼びかける

とともに、利用可能な児童福祉サービスの状況、児童福祉施設の被災状況及び復旧状況等につ

いて的確な情報提供を行う。 

5-3 ひとり親家庭等の支援 

(ｱ) 町は、被災した母子家庭、寡婦、父子家庭の迅速な把握を行い、生活必需品やサービ

スの情報や利用可能な施設等の情報の提供を行う 

(ｲ) 県及び関係機関と協力し、状況に応じ、母子家庭、寡婦、父子家庭に対する日常生活

支援事業の利用を促す 

６ 観光客に係る対策 

◆担当部署【総務課、交流促進課】 

旅館 民宿等の観光施設管理者は、的確に観光客の避難誘導を行い、安全確保に努めるとと

もに、関係機関と連携を図り、道路損壊等により孤立した観光客等の救出、移送活動を行う。 
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７ 社会福祉施設等に係る対策 

◆担当部署【総務課、健康福祉課】 

7-1 入所者 利用者の安全確保 

(ｱ) 各社会福祉施設等の管理者は、あらかじめ定めた避難誘導方法に従い、速やかに入所

者 利用者の安全を確保する 

(ｲ) 町は、個々の入所者 利用者のニーズに応じた医療施設及び社会福祉施設等の受け入れ

先を確保し、施設入所者の誘導を援助するとともに、援護の必要性の高い被災者を優

先的に隣接する地域の社会福祉施設に入所させる 

(ｳ) 保育園等については、児童の安全を確保した後は、保護者等へ連絡をし、引き渡し場

所の安全確認を行ったうえで児童を引き渡す 

7-2 支援活動の内容 

(ｱ) ライフラインの復旧について、当該社会福祉施設等の早期の機能回復が図られるよう

に優先的な対応を各事業者へ要請する 

(ｲ) ライフラインの復旧までの間、施設管理者は、各施設で備蓄している食料、飲料水、

生活必需品等を入所者に配布する等の対応をとる。ただし、それらが不足する場合は、

施設管理者の協力要請に基づき、町及び県が当該物資等を提供する等必要な措置を講

ずる。 

(ｳ) ボランティア、近隣住民等へ情報提供等を実施し、人員を確保する 

7-3 県への支援要請等 

必要に応じて、県への支援要請を行う。 
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第１９節 孤立地区対策

１ 基本的な考え方 

大規模な風水害時に土砂崩れ等で孤立が予想される地区については、孤立の有無を確認する

とともに、被害状況の早期把握に努め、応急対策を実施する。 

２ 孤立実態の把握 

◆担当部署【総務課】 

通信手段が途絶した孤立地区においては、負傷者の発生等に係る緊急の情報が伝達できず、

人命が危険にさらされるおそれが生じることから、防災行政無線、アマチュア無線等の通信手

段のほか、職員の派遣、消防団等の人力による等あらゆる方法により、当該地域における備蓄

の状況、医療的援助が必要な物など要配慮者の有無など、被害状況の把握及び情報伝達を行う。 

また必要に応じ、県の出動させる防災ヘリコプターから孤立地区のヘリテレ映像の提供を受

ける。 

３ 物資供給、救助の実施 

◆担当部署【総務課】 

3-1 救助の実施 

人命の救助を最優先し、負傷者、病人等に対してはヘリコプターを活用する等、迅速な救急

及び救助活動を実施する。 

3-2 物資の供給 

アクセス道路の復旧までの間は、孤立地区住民の生活維持のためヘリコプターを効率的に活

用して、食料をはじめとする燃料等生活必需品の輸送を実施するほか、漁船による海上運送、

二輪車の活用、不通箇所での中継による陸上輸送等、状況に応じた輸送対策を実施する。 

3-3 集団避難の実施 

人的被害の発生状況、家屋の被災状況、備蓄の状況等の情報に基づいて、自立可能かどうか

を判断したうえで、必要に応じた集団避難を指示する。 

４ 道路の応急対策 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

道路の被災情報を速やかに収集し、関係機関で共有するとともに、避難路及び緊急物資等の

輸送路を確保するため、優先度に応じ障害物の除去や復旧作業を行う被災箇所への迅速な対応

を行う。 
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第２０節 食料、飲料水及び生活必需品等の供給

１ 基本的な考え方 

県及び防災関係機関等と連携し、災害時に不足する食料、飲料水及び生活必需品等の確保を

行う。また、物資の供給を円滑に行うため、避難所等における物資の需要把握及び備蓄物資等

の供給体制を確立する。 

２ 救援物資の管理体制 

◆担当部署【総務課】 

2-1 救援物資の管理体制 

災害対策本部事務局（総務課）は、災害対策本部設置以降、救援物資の供給に関連する各課

の要員を本部に派遣するよう指示し、救援物資の一元管理体制を確立する。なお、総務課は救

援物資の管理、確保等をする。 

2-2 救援物資の供給体制 

(1) 救援物資の供給体制 

大規模災害時には、備蓄している食料、飲料水、生活必需品、救助用資機材等を活用し、

被災した町民に効果的に供給を行う。 

(2) 災害時の物資の供給方法 

総務課は、流通在庫物資等を扱う関連業者と連携をとり、必要物資等の確保に努める。 

被災地における需要の把握は基本的に町の業務であるが、災害の程度により困難である場

合は、県に協力を要請する。 

また、救援物資は一元管理体制のもと、効果的な供給を継続して実施できるよう、関係各

課は災害対策本部との情報連絡を密にし、互いに連携して行う。 
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３ 食料の確保及び供給 

◆担当部署【総務課、交流促進課、地産地商課】 

3-1 食料の調達 

(1) 米穀の調達 

(ｱ) 町の備蓄食料のみでは十分な食料の供給ができない場合は、県から災害時における広

域的な見地による県の備蓄食料により、備蓄食料の補完を受ける。食料の確保が必要

であると認めた場合には、米穀販売事業者に対し保有米穀の供給を行うよう、県に対

し要請する。 

(ｲ) 米穀販売事業者の保有米穀で不足すると認めた場合は、農林水産省（生産局農産部貿

易業務課）に対し、政府所有米殻の売渡しを行うよう、県に対し要請する 

(ｳ) 災害救助法が適用された場合において、災害救助用米穀として政府所有米殻の直接売

渡しを受けることができるので、県に対し他県からの応援及び、政府所有米殻の直接

購入による米穀の供給を要請する 
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(2) その他の食品等の調達 

町は、被害の状況等から必要と認めたときは、供給する食料品等の品目及び数量を決定し

て調達を実施する。また、町は、避難所における食物アレルギーを有する者のニーズの把握

やアセスメントの実施、食物アレルギーに配慮した食料の確保等に努める。 

なお、町は、町において確保が困難な必要な品目については、県に供給を要請する。 

図：食料の確保及び供給系統 

⑨

(ｲ)

､

(ｳ)
米
穀
の
対
価

の
請
求

支
出

農林水産省（生産局農産部貿易業務課） 

県 

海 士 町  

被災者収容責任者 

救助、復旧作業責任者 等 

(ｱ)

米
殻
販
売
事
業
者
の
保
有

③

米
殻
供
給
を
協
議

政
府
所
有
米
殻
の

(ｲ) (ｳ)

売
り
渡
し
を
要
請

④

(ｲ)

､

(ｳ)
政
府
所
有
米
殻

の
受
け
渡
し

⑧

結
果
報
告

⑦

結
果
報
告

②

食
糧
供
給
の
要
請

⑥

炊
き
出
し
等

①

食
糧
供
給
の
要
請

※(ｱ)～(ｳ)は、「3-1 の(1)米殻の調達」の 

(ｱ)～(ｳ)を示す。 

(ｱ) 保有米穀(精米)の供給 

及び輸送を要請 

(ｲ) 

(ｳ) とう精、輸送を要請 

④ 

米殻販売事業者 

⑨ (ｳ) とう精費用の請求、支出 

(ｱ) 保有米穀(精米)の輸送、供給 

(ｲ)、(ｳ) 政府売渡米(精米)の輸送 

⑤ 

⑨ (ｱ) 米殻の対価等の請求、支出 



基本計画編（風水害他）第３章 応急対策計画 
第２０節 食料、飲料水及び生活必需品等の供給 

209 

3-2 食料の供給 

(1) 供給対象者 

食料供給の対象者は次のとおり。 

① 避難所に避難した者 

② 住家に被害を受け、若しくは災害により現に炊事のできない者 

③ 旅行者等で、食料品の持ち合わせのない者 

④ 被災地において、救助、復旧作業等に従事する者（注：災害救助法の対象者にはならな

い） 

(2) 食料供給の手段 方法 

食料供給の手段及び方法は次のとおり。 

(ｱ) 被災者に対する食料の供給は、町があらかじめ定めて開設する実施場所（避難所等の

適当な場所）において、災害救助法に定める基準に従って行う 

(ｲ) 被災者に対する食料の配分にあたっては、次の事項に留意する 

 各避難所等における食料の受け入れ確認及び需給の適正を図るための責任者の配置 

 住民への事前周知等による公平な配分 

 要配慮者への優先配分 

 食料の衛生管理体制の確保 

(ｳ) 炊き出し等の体制が整うまでの間は、町及び県が備蓄食料や流通備蓄等から調達する

加工食品等（調理の不要なもの）を支給する 

(ｴ) 乳児に対する供給は、原則として液体ミルク、粉ミルクとする 

(ｵ) 炊き出しの体制が整った場合、原則として米飯による炊き出し等を行うとともに、被

災者の多様な食料需要に応えるため、弁当、おにぎり等の加工食品の調達についても

継続して行う 

(ｶ) 炊き出しは、避難所又はその近くの適当な場所を選び、既存学校給食施設の活用又は

仮設給食施設の設置により、自ら又は委託して行う 

(ｷ) 炊き出し要員が不足するときは、県又は日本赤十字社島根県支部に対し、他市町村の

応援、自衛隊の災害派遣、日本赤十字奉仕団の派遣等を依頼するとともに、ボランテ

ィアの活用を図る 

(ｸ) 米飯の炊き出しによる給食の実施に伴い、必要な梅干し、つくだ煮等の副食品やみそ、

食塩等の調味料を調達し、供給する 

(ｹ) 生鮮食料品については、必要に応じ県に要請し、各卸売市場等からの調達や他県等の

応援により確保 供給する 

(ｺ) 甚大な被害により、町において炊き出し等の実施が困難と認められるときには、県に

対し炊き出し等についての協力を要請する 

(ｻ) 炊き出し、食料の配分及びその他食料の供給を実施したとき（県の協力を得て実施し

た場合も含む。）は、実施状況を速やかに知事に報告する 
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(3) 給食基準 

① 配食基準 

被災者に対する炊き出しその他による食品給与の配布基準は、原則として島根県災害救助

法施行細則に定めるところによる。 

② 町の対応 

あらかじめ定めた給食の順位、範囲、献立及び炊き出し方法等に基づき、食品等の給与を

行う。なお、一人あたりの供給数量については次の基準を参考にする。 

品 目 基     準 

米穀等 

被災者（炊き出し） 1 食あたり  精米換算 200ｇ以内 

応急供給 1 人 1日あたり 精米 400ｇ以内 

災害救助従事者 1 食あたり 精米換算 300ｇ以内 

乾パン  1 食あたり 1 包（115ｇ入） 

食パン  1 食あたり 185ｇ以内 

粉ミルク 乳幼児 1 日あたり 200ｇ以内 

3-3 食料の輸送 

(1) 県及び町による輸送 

(ｱ) 広域防災拠点の備蓄食料を放出する場合、町の集積地等への輸送は県が行う 

(ｲ) 県が調達した食料について、町が要請する集積地等までの輸送は、原則として県が卸

売業者等に要請して行う 

(ｳ) 災害の状況、輸送区間及び輸送距離の事情等から町の集積地への搬送が困難な場合、

県は町と協議のうえ適切な場所を定め卸売業者に輸送依頼し、又は町長に対し引き取

りを指示する 

(ｴ) 町が調達した食料について、町の集積地までの輸送及び町内における食料の移動は町

が行う 

(ｵ) 他県等からの応援物資等は、広域防災拠点及び輸送 集積拠点において引き継ぎ、県が

町の指定する集積地等に輸送する 

(2) 自衛隊等への輸送要請 

交通途絶等により、緊急の用に間に合わないおそれのある場合は、自衛隊による被災地ま

での輸送を知事に対し要請する。 

(3) 輸送手段等 

輸送方法は、貨物自動車等による陸上輸送を主とし、孤立地区等については、県防災ヘリ

コプター及び船舶等を利用する。 
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(4) 食料集積地の指定及び管理 

輸送拠点、備蓄 集積拠点の中から、適切な場所を食料の集積地及び集配拠点として選定す

るとともに、選定した集積地を速やかに県に報告し、集積にあたっては、集積地ごとに管理

責任者及び警備員を配置し、食料管理の万全を期する。 

４ 飲料水等の供給 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

4-1 給水の実施 

(1) 情報の収集 

次の情報を収集し、被災者に対する給水の必要性を判断する。 

① 被災者や避難所の状況 

② 医療機関、社会福祉施設等の状況 

③ 給水状況 

④ 飲料水の汚染状況 

(2) 給水活動 

給水活動の実施にあたっては、次の点に留意する。 

給水の対象 
災害のため飲料水が枯渇し、又は汚染して現に飲料に適する水を得

ることができない者を対象とする 

給水方法の選択 

1 飲料水が汚染したと認められるときは、ろ水器により浄化して供

給する 

2 被災地において確保することが困難なときは、被災地に近い水源

から容器により運搬供給する 

3 飲料水が防疫その他衛生上浄化の必要があるときは、浄化剤を投

入し、又は交付して飲料水を確保する 

水質の確認 

被害により給水する水の汚染が想定される場合又は遊休井戸等を活

用する場合等は、直ちに水質検査により安全性を確認する。なお、

必要に応じ、県（保健所）に協力を求める。 

(3) 広報 

給水場所、給水方法、給水時間等について利用可能な広報手段を用いてきめ細かく住民に

広報する。なお、飲用井戸等を使用する住民に対しては、煮沸飲用及び水質検査を指導する。 

(4) 給水基準 

被災地における最低給水量は、発生後 3日間程度を限度として 1人 1日 3 （生命維持水量）

の供給を目標とするが、復旧の状況に応じ給水量を増減する。 
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(5) 要員の確保 

応急給水活動は広範囲にわたる場合があるため、迅速に要員を確保する。また、自力で給

水を受けることが困難な要配慮者を支援するため、ボランティアとの連携を密にする。 

(6) 応援要請 

激甚災害等のため町単独では最低必要量の水を確保できない場合、あるいは給水資機材が

不足する等により給水の実施が困難な場合には、近隣市町村又は県、関係機関に速やかに応

援を要請する。 

(7) 医療機関、社会福祉施設等の対応 

臨時の活動班を編成する等により、迅速 的確な対応を図る。 

4-2 給水の方法 

(1) 容器等での運搬給水 

避難所への応急給水は、原則として環境整備課が容器等により行う。その他の医療機関、

社会福祉施設及び救護所等への給水については、他に優先して給水車等により行う。 

(2) 仮配管、仮設給水栓等を設置しての応急給水 

配水管の通水状況を調査し、使用可能な消火栓等あるいは応急復旧により使用可能となっ

た消火栓等に仮設給水栓を接続して応急給水を行う。 

復旧に長時間を要する断水地域に対しては、状況に応じて仮配管を行い、仮設給水栓を設

置して応急給水を行う。 

(3) ペットボトル等による応急給水 

必要に応じ、備蓄用ペットボトルの活用や、製造業者への提供要請等により応急給水を行

う。 

4-3 生活用水の確保 供給 

(1) 町による確保 

環境整備課は、水道水の安定供給に努める。また、環境整備課及び関係各課は、所管する

関係施設等において、河川水、プールの水等の活用による生活用水を確保する。 

(2) 町民による確保 

町民は、貯留雨水、井戸水、風呂の溜水の活用による生活用水を確保する。 

4-4 災害救助法が適用された場合の措置 

災害のために現に飲料水を得ることができない者を対象に、町が実施する。 

支出できる費用は、水の購入費、資器材の借上費、修繕費、燃料費、薬品及び資材費とし、

期間は災害発生の日から 7日以内とする。
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５ 生活必需品等の確保及び供給 

◆担当部署【総務課、健康福祉課、交流促進課】 

5-1 生活必需品の確保 

災害により生活必需品を失った被災者の保護のため、日本赤十字社島根県支部等と協力し、

避難所生活者等を対象にした毛布、肌着、暖房用品及び簡易トイレ等について、それぞれの備

蓄物資の放出又は関係業界等からの調達により供給する。 

(ｱ) 災害時において被災者への生活必需品の給（貸）与の必要があると認めた場合は、次

の情報を収集し、被災者に対する給（貸）与の必要品目及び必要量の判断をする 

・被災者や避難所の状況 

・医療機関、社会福祉施設の被災状況 

(ｲ) 生活必需品等の給（貸）与のための備蓄 調達計画に基づき、備蓄物資の放出又は関係

業界等からの調達により確保する 

(ｳ) 町単独での対応が困難な場合には、隣接市町村又は県に対し応援を要請する 

5-2 生活必需品等の給与 

(1) 配布基準（対象者） 

原則として、島根県災害救助法施行細則の定めるところによる。 

(2) 配布品目 

生活必需品として認められる品目は次のとおり。 

① 被服、寝具及び身のまわり品 

② 炊事用具及び食器 

③ 光熱材料 

④ 日用品 

(3) 給与又は貸与の方法 

(ｱ) 冬期、夏期それぞれについて、世帯の構成員別の被害状況に応じ配分計画を作成し、

給与又は貸与する 

(ｲ) 生活必需品を自力で受けとることが困難な者への支援を行う場合、被災者が多数発生

した場合等においては、ボランティア等との連携を図り、配布要員を確保する 

(ｳ) 激甚災害等のため町だけで実施困難な場合には、県、隣接市町村及び関係機関へ応援

要請する 

(ｴ) 救助物資とその他の義援物資とは、明確に区分する 

(4) 給与又は貸与のための費用 

給与又は貸与のため支出できる費用は、島根県災害救助法施行細則の定める金額の範囲内

とする。 



基本計画編（風水害他）第３章 応急対策計画 
第２０節 食料、飲料水及び生活必需品等の供給 

214 

(5) 経費の負担区分 

給与又は貸与のため必要な経費の負担は町長が行う。ただし、災害救助法の適用を受けた

場合の経費（限度額内）の負担は知事が行う。 

(6) 給与又は貸与の期間 

災害救助法の適用時においては、物資が最終的に被災者の手に渡るまでの期間は災害発生

の日から 10 日以内とする。ただし、これによりがたい場合は、知事の承認を受けて期間を延

長する。 

5-3 生活必需品等の輸送 

本節「3 食料の確保及び供給 3-3 食料の輸送」に記載する方法に準じ、実施する。 
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第２１節 災害ボランティアの受け入れ、支援

１ 基本的な考え方 

大規模災害時は、多種多様な災害ボランティアが効果的に活動できるよう、町及び県は、日

本赤十字社島根県支部、社会福祉協議会、災害支援に関わるＮＰＯ等関係機関と連携を図ると

ともに、中間支援組織（ＮＰＯ・ボランティア等の活動支援やこれらの異なる組織の活動調整

を行う組織）を含めた連携体制の構築を図り、災害ボランティア活動ニーズの把握、ボランテ

ィアの受付、登録、派遣調整など、受入体制を確立し、活動を支援する。 

また、島根県から事務の委任を受けたときのボランティア活動と町の実施する救助の調整事

務をボランティアセンターに委託する場合、当該事務に必要な人件費及び旅費を災害救助法の

国庫負担の対象とすることができる。 

２ ボランティアの受け入れ、支援 

◆担当部署【総務課、健康福祉課、教育委員会】 

2-1 災害救援ボランティアセンターの開設 

町、町社会福祉協議会等関係機関が連携し、災害ボランティアの活動拠点（以下、「海士町

災害ボランティアセンター」という。）を設ける。なお、町及び社会福祉協議会等において別

途マニュアルを作成して実施する。 

① 災害及び被災状況の情報収集 

② ボランティアニーズの把握 

③ ボランティアの受付、登録 

④ ボランティアの調整（グループ編成及び派遣先の選定） 

⑤ ボランティアの派遣 撤収の指示 

⑥ ボランティア活動の企画 開発 

⑦ ボランティア活動の記録 

⑧ 災害ボランティアセンターの要員の維持、管理 

⑨ 災害ボランティアセンターの運営に必要な資器材の調達 

⑩ 関係機関との連絡調整 など 

2-2 被災地周辺における支援 

被災規模が大きい場合には、周辺地域の市町村、市町村社会福祉協議会等関係機関と連携し、

災害ボランティアの登録、派遣等のコーディネート、物資の調達等を行い、現地を支援する。 

３ 海外からの応援の受け入れ 

◆担当部署【総務課、健康福祉課、交流促進課】 

海外からの救援隊の派遣にあたり、県の実施する対応に町は協力する。 
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第２２節 文教対策

１ 基本的な考え方 

学校、保育園において、幼児、児童及び生徒（以下「児童等」という。）や施設利用者の安全

を確保し、身体の危険を防止するとともに、継続して教育活動の場を確保できるよう、それぞ

れの所管施設ごとに文教対策を実施する。また、学校及び文化財の管理者等は、防災計画 応

急対策計画を整備し、被害を軽微にできるよう措置するとともに、早期復旧に備える。 

２ 初動対応 

◆担当部署【教育委員会】 

2-1 児童等の在校時に災害が発生した場合 

児童等及び教職員の安全対策（二次避難の指示、人員確認等の初期対応）を迅速かつ的確に

行う。 

なお、初期対応が終了した後には、施設の被害拡大を防止するための応急対策、保護者との

連絡、教育委員会との連携等の対応を行う。 

2-2 休校日及び夜間等、児童等の不在時に災害が発生した場合 

施設の被害状況の迅速な把握と、被害拡大防止のための応急措置をとる。 

なお、応急措置の後には、校外の児童等及び教職員の安否確認、教育委員会との連携等の対

応を実施する。 
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３ 応急対策の実施 

◆担当部署【健康福祉課、教育委員会】 

所管する学校等と連絡をとり、気象情報、通学路の状況及び公共交通機関の運行状況を基

に、臨時休校 下校措置等について検討を行う。状況によっては、学校への避難指示及び関係

機関への支援要請を行う。

人的、物的な被害が発生した場合においては、被災状況の把握に努めるとともに、関係機

関と連携を図り、以下の応急対策を講ずる。

応 急 対 策 

1 校長は状況に応じ、児童等に対し緊急避難等を指示する。校長が不在の

場合の指揮系統については、事前に定めおくものによる。なお、教育委

員会への報告は、早さを旨とし、報告できるものから逐次行う。 

2 園長は状況に応じ、児童等に対し緊急避難等を指示する。園長が不在の

場合の指揮系統については、事前に定めおくものによる。なお、健康福

祉課への報告は、早さを旨とし、報告できるものから逐次行う。 

3 土砂崩れ等が発生した施設内の箇所については立ち入りを禁止する等の

措置をとり、二次災害の防止に努める 

4 被災状況に応じ、校長は教育委員会と、園長は健康福祉課とそれぞれ連

絡のうえ、臨時休校等適切な措置をとる 

5 学校に避難所が開設される場合には、総務課が運営に当たる 
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４ 応急教育の実施 

◆担当部署【総務課、教育委員会】 

4-1 学校における被害状況の把握 

校長 園長の指揮の下、関係各課は相互に連携して、校舎等の被害状況、二次的災害の誘発

危険性の有無、教育の継続可能性、教育用備品の損害程度等を早急に把握し、隠岐教育事務

所及び総務課が報告を行う。 

校長 園長は、把握した被害状況に関し、応急教育の実施又は避難者の受け入れにあたり早

期に対策を講じなければならないものと、時間を置いても支障のないものとに分けて優先順

位を定めるとともに、教育委員会又は総務課、防災関係機関に報告を行う。 

4-2 応急教育の実施準備 

被害状況を把握した後、建築物の応急危険度判定の結果等を踏まえ、建物の安全性に関し、

応急教育の実施が可能か否かの検討を行う。専門家の判断を求めることができない場合にお

いては、あらかじめ定めおく安全点検マニュアル等によるものとする。 

なお、応急教育の実施に際しては、次の項目について点検し、総合的に判断を行う。 

応急教育の実施にあたり 

点検する内容 

1 応急教育の実施場所 

2 応急教育の実施方法 

3 教育職員の確保 

4 教材、学用品の給与 

5 学校給食措置 

6 児童及び生徒の安全措置（登下校時の措置） 

7 教育事務の委託 

8 被災生徒対策 
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4-3 応急教育の実施方法 

応急教育にあたっては、校舎等の被害状況に応じ、おおむね次により実施する。 

校舎等の被害が比較的

軽微なとき 

・それぞれの学校において速やかに応急措置をとり授業を行う 

・学校が避難所として利用されている等により、体育館 運動場

等が使用できない場合は、カリキュラムの編成等を変更する 

校舎等の被害が相当に

大きなとき 

残存した校舎のうち安全なものを使用し、学級合併授業、一部

又は全部にわたる二部授業を行う 

校舎等の使用は全面的

に不可能だが、短期間の

復旧が見込まれるとき 

臨時休校の措置をとり、その期間中は家庭又は地域の集会所等

を利用し、学習内容の指示及び家庭訪問等により教育を行う 

校舎等が甚大な被害を

受け、復旧に長期間を要

するとき 

・近隣に被害の軽微な学校があるときは、その学校において二

部授業等を行う 

・児童等が個別に居住地を離れたときは、新居住地の学校に仮

入学をさせ授業を行う 

・児童等が集団避難を行う場合は、避難先の教育委員会等と十

分連携をとり、速やかに受け入れが図られるよう努める 

・児童等を遠隔地へ集団で転校させる場合は、当該校の教職員が

付き添うことが望ましいため、要員確保について配慮する 
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５ 学用品の調達 支給、教職員の確保及び授業料等の減免措置 

◆担当部署【教育委員会】 

5-1 学用品の給与の対象 

災害により災害救助法が適用された場合、住家に被害（全壊焼、流失、半壊焼又は床上浸水）

を受け、喪失し又は損傷したことにより学用品を使用することができず、就学上支障のある小

学校児童及び中学校生徒（特別支援学校の小学部児童、中学部生徒等を含む）であって、町長

により被災者として確認された児童等を対象とする。 

被災児童等の調査は、町長が各学校、教育委員会等を通じて行う。 

5-2 学用品の給与の時期 

教科書については災害発生の日から 1ヶ月以内、文房具 通学用品については 15日以内とす

る。 

5-3 学用品の給与 

(1) 学用品についての被害状況の把握 

各学校において、学年ごとに最低限必要な学用品のリスト（品目、量）を作成し、教育委

員会に報告する。報告を受けた教育委員会は、学校単位及び町全体での集計を行い、知事に

報告する。 

(2) 学用品の調達 

文房具及び通学用品の調達は原則として町が行うが、町において調達が困難なときには、

知事に要請を行う。 

教科書については、町の報告に基づき、県が教科書提供所から一括調達を行う。なお、教

科書、教材が県内の地域、学校によって異なる場合は、町長が学校長や教育委員会の協力を

得て、調達から配分まで行うこともある。 

(3) 学用品の配給 

調達された学用品については、可能な限り速やかに被災した児童等に平等に配給する。 

支援により外部から提供された学用品等を配給する場合は、搬入される基地をあらかじめ

定め、学校ごとに一定の整理をした後に速やかに配給する。 

5-4 教職員の確保 

避難所の運営業務等により教職員に不足を生じた場合は、県教育委員会に応援要請を行い、

県及び近隣市町村の教育委員会等からの派遣を受ける。 
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６ 文化財の保護 

◆担当部署【教育委員会】 

6-1 被害の把握 

文化財の所有者及び管理責任者は、被災後速やかに巡回を行って被害状況を把握し、その内

容を教育委員会に連絡するとともに、自らが必要な応急措置を講ずる。 

教育委員会は、被害の把握が確実に行われるよう、必要な体制の整備について指導 協力す

る。 

6-2 被害の拡大防止 

二次的な被害の拡大防止のため、おおむね次の対策を講ずる。 

火災予防 

発災後早急に文化財の巡回を行い、初期消火活動、迅速な通報、必要な搬出、出

火危険 延焼危険箇所の発見、飛び火の監視、防災設備の損壊状況の調査等を実

施するため、必要な自衛消防体制を構築するよう指導する 

倒壊防止 
半壊状態で倒壊の危険がある文化財について、建造物は支柱設置等の応急補強対

策を講じ、美術工芸品等搬出可能なものは安全な場所に収納するよう指導する 

盗難対策 監視体制の強化、保管場所の施錠、防犯装置の設置等の措置を講ずる 

風雨対策 
ビニールシート等による応急対策を講ずる必要があり、ビニールシート、ロープ、

ガムテープ等の保管及び調達に留意する 

6-3 関係機関への情報連絡 

県及び町の文化財保護に携わる部署及び関連団体との情報連絡を密にして、応急対策が有効

かつ適切に行われるよう留意する。 

6-4 歴史的建造物の保護 

歴史的建造物の中には、文化財指定はされていないものの、地域の景観、歴史、文化を想起

するうえで重要な役割を果たすものもあるため、助成措置や保護のための措置を検討する。 
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第２３節 廃棄物等の処理

１ 基本的な考え方 

災害により排出された廃棄物等を迅速に処理し、被災地の生活環境の保全を図る。 

２ 廃棄物の処理 

◆担当部署【環境整備課】 

2-1 廃棄物の発生量 

災害時に排出されるごみとして、倒壊家屋及び浸水家屋からの廃木材やコンクリート殻類等、

水分を含んだヘドロ状の廃棄物等が考えられる。これらの廃棄物について、運搬に使用するト

ラックの積載量を基に発生量 処理量を推定し、処理計画を策定する。 

2-2 処理対策 

(1) 生ゴミ等腐敗性の大きい廃棄物 

収集が可能になった時点からできる限り早く収集が行われるよう、第一にその体制の確立

を図る。 

(2) 災害廃棄物の仮置き 

災害時には粗大ごみ及び不燃性廃棄物が大量に排出されることが予想されるため、一時期

の処理場への大量搬入を避け、必要に応じて環境保全に支障のない仮置場（学校校庭、公共

広場等）を指定し、暫定的に積置きする等の方策を講ずる。その際は、現場においてできる

だけ分別収集を行い、仮置場に搬入する。 

仮置場においては、災害廃棄物以外の物（土砂等）の持ち込みや、衛生害虫の発生等が起

こらないよう、管理を徹底する。 

(3) 倒壊家屋からの災害廃棄物及び焼失家屋の焼け残り等 

倒壊家屋 浸水家屋からの廃木材やコンクリート殻類等、水分を含んだ廃棄物等については、

原則として被災者自らが、町の指定する場所に搬入する。なお、被災者自らによる搬入が困

難と判断される場合及び道路等に散在し緊急に処理を要する場合には、町が処理を行う。 

町が損壊家屋の解体を実施する場合には、解体業者、産業廃棄物処理業者、建築業者等と

連携した解体体制を整備するとともに、必要に応じて速やかに他の地方公共団体への協力要

請を行う。 

(4) 災害廃棄物の処分 

災害廃棄物については、土砂や水分等を多量に含み焼却に適さないため、原則として最終

処分場において処理を行う。最終処分場の容量に余裕がない、または被害を受けて使用が不

可能な場合等においては、事前に県と協議のうえ、代替措置を講ずる。
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３ し尿の処理 

◆担当部署【環境整備課】 

3-1 し尿処理量 

処理量を推定するに当たり町は、事前に町内における汲取便所の平均的総容量を把握してお

くことが必要である。なお、避難所等に仮設トイレを設置した場合は、その処理量が加算され

る。 

3-2 し尿処理対策 

(1) 倒壊家屋等 

倒壊家屋や浸水家屋等の汲取式便槽のし尿について、防疫及び保健衛生対策上、収集可能

な状態になった時点から速やかに収集運搬が行われるよう、処理体制の確立を図る。また、

不要となった便槽に貯留されているし尿及び汚水等についても、早急に収集が行われるよう

人員及び機材の確保を図る。 

(2) 避難所等 

避難所等より排出されたし尿の収集は、優先的に実施する。また、避難所等においては必

要に応じ、備蓄してある災害用仮設トイレを設置する。 

なお、設置場所周辺に公共下水道等が整備されている場合、付近のマンホールを利用して

の設置を検討する。 

(3) 水洗トイレ 

水洗トイレを使用している世帯には、使用水の断水に対処するための水のくみ置き等を指

導する。水洗トイレを使用している団地等においては、必要により、臨時の貯留場所の設置

や民間のリース業者の協力による共同仮設便所の設置等の対策を講ずる。 

(4) 処理場への搬入 

し尿の処理については、原則として町内施設において行う。処理にあたっては計画的な搬

入の実施に努め、場合によっては近隣市町村の処理場に処理を依頼する。 

処理場への搬入のための輸送道路が確保できない場合、公共下水道等が整備されている区

域においては、下水道管理者との間で処理方法を検討する。 
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４ 応援協力体制の確保 

◆担当部署【環境整備課】 

被害状況を勘案し、町単独では被災地区内の処理が困難と判断した場合には、県に対して、

近隣市町村等からの応援協力を要請する。 

５ 廃棄物処理機能の復旧 

◆担当部署【環境整備課】 

被害状況を把握し、処理機能の応急復旧を図る。なお、復旧に時間を要し収集作業に影響を

与えるような場合には、県と協議のうえ期間を定めて他の処理施設にて処理を依頼する等の方

策を立て、効果的な清掃活動を行う。 

災害復旧補助金を受ける場合には、県に対し早急に報告を行う。 

６ 事業者による廃棄物の処理 

◆担当部署【環境整備課】 

事業者の被災により排出されるごみは、町が設置している最終処分場において処理を行い、

排出事業者の責任において適正に処理するよう指導する。 
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第２４節 防疫 保健衛生、環境衛生対策

１ 基本的な考え方 

災害発生時における被災地の防疫は本計画の定めるところにより迅速に実施し、感染病の発

生と流行の未然防止に万全を期するとともに、被災者の心身の健康の維持を図る。 

２ 防疫活動 

◆担当部署【健康福祉課、環境整備課】 

2-1 活動体制 

健康福祉課及び環境整備課は、県及び防疫薬剤取扱業者等と連携し、職員の動員と資材確保

に関する計画を立て、活動体制を確立する。 

2-2 活動内容 

被災状況及び県の指導等に基づき、消石灰や逆性石けん液の配布による消毒を実施する。消

毒剤の配布にあたっては、地域と連携し、公民館を拠点として行う。 

３ 保健活動 

◆担当部署【総務課、健康福祉課】 

被災地（特に避難所）においては、生活環境の激変により、被災者が心身の健康に不調をき

たす可能性が高いことから、県（保健所）と協力し、次のとおり被災者の健康管理を行う。 

(ｱ) 必要に応じて避難所に救護所を設ける 

(ｲ) 保健師による避難所における健康相談、地域における巡回健康相談を行う 

(ｳ) 保健師による健康相談の結果等により、外傷性ストレス反応等が疑われる場合は、精

神科医等によるメンタルヘルスケアチームを派遣し、保健 医療活動を行う 

４ 精神保健活動 

◆担当部署【健康福祉課】 

4-1 活動体制 

町及び県（保健所）の保健師、町の社会福祉協議会等と連携し、相談窓口の設置や避難所に

おける巡回相談等による精神保健活動を行う。 

4-2 活動内容 

一般の被災者のほか、要配慮者、災害救助要員等を対象に、次の活動を行う。 

① 被災者の支援 

② 社会福祉施設等との連絡調整 

③ 被災者の精神保健福祉相談



基本計画編（風水害他）第３章 応急対策計画 
第２４節 防疫 保健衛生、環境衛生対策

226 

５ 食品衛生指導 

◆担当部署【健康福祉課】 

災害状況に応じて県が次のとおり実施する食品衛生指導に対し、補助 協力を行う。 

① 臨時給食施設（避難所及びその炊き出し施設）の把握及び衛生指導 

② 備蓄食品及び救援食品の衛生指導 

③ 被災地域の食品関係営業施設及び学校給食施設の衛生指導 

④ 飲料水の衛生確保 

⑤ その他食品に起因する危害発生防止の指導 

６ 環境衛生対策 

◆担当部署【健康福祉課、環境整備課】 

災害状況に応じて県が次のとおり実施する環境衛生指導に対し、補助 協力を行う。 

① 滞水期間の営業の自粛 

② 浸水を受けた施設の清掃 消毒 

③ 使用水の衛生管理等 

④ その他環境衛生上の危害発生防止についての啓発指導 
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第２５節 遺体の捜索、処理及び埋 火葬

１ 基本的な考え方 

災害により発生した行方不明者の捜索、遺体の捜索、安置場所の設置、検視 検案、火葬等

について、県 警察 海上保安本部 自衛隊 消防機関等と十分協議のうえ実施する。 

２ 行方不明者及び遺体の捜索 

◆担当部署【総務課、健康福祉課、住民生活課】 

2-1 実施者及び方法 

行方不明の状態にあり、かつ周囲の状況から既に死亡していると推定される者及び遺体の捜

索は、浦郷警察署等関係機関との連携の下、町において実施する。また、必要に応じて捜索に

必要な車両、船艇及び建設重機等の借り上げを行う。 

３ 遺体の処理 

◆担当部署【総務課、住民生活課】 

3-1 遺体の搬送 

安置場所までの搬送にあたっては、町の所有する車両等で対応することを原則とするが、必

要な場合は民間業者からの借り上げにより実施する。 

3-2 遺体収容所（安置所）の設営及び遺体の収容 

被害現場付近の適当な場所（寺院、公共建物、公園等収容に適当な場所）に遺体の収容所を

開設し、遺体を収容する。 

前記収容所（安置所）に遺体収容のための既存施設がない場合は、天幕及び幕張等を設置し、

必要器具（納棺用品等）を確保する。 

町長は、収容した遺体及び遺留品等の整理について、必要な事項を定めておくものとする。 

４ 遺体の検視 

◆担当部署【総務課、海士診療所】 

4-1 遺体の検視 死体調査、身元確認等 

検視 死体調査、身元確認等は警察機関により現地にて行われるので、必要に応じ、医師会

等に対し協力を要請する。 

4-2 身元確認及び遺留品の保管等 

身元不明の死体については、警察機関に連絡してその調査に当たることとし、遺品の保管及

び遺体の撮影をするとともに、性別、年齢、容ぼう、特徴等を記録する。
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５ 遺体の埋 火葬 

◆担当部署【住民生活課】 

5-1 遺体の火葬 

(ｱ) 身元が判明しない遺体の埋 火葬は、町において行う 

(ｲ) 円滑な火葬を行うために、町内の火葬場の被災状況調査と死者数の把握を行う 

(ｳ) 遺体を火葬に付す場合は、遺体収容所から火葬場に移送して行う 

(ｴ) 焼骨は、遺留品とともに納骨堂又は寺院等に一時保管を依頼し、身元が判明次第、縁

故者に引き渡しを行う 

(ｵ) 大規模災害により多数の死者が発生した場合は、町の火葬場の持つ処理能力を超える

ことが考えられるので、知事に対し、広域的な火葬の実施にあたっての支援を要請す

る 

5-2 遺体の仮埋葬 

(ｱ) 収容した遺体が多数のため火葬場で火葬に付すことができない場合は、寺院その他適

当な場所に仮埋葬する 

(ｲ) 仮埋葬した遺体は、適当な時期に発掘して火葬に付し、墓地又は納骨堂に埋蔵又は収

蔵する 

(ｳ) 遺族等の都合により納骨できない場合や身元不明者の焼骨が多数に及ぶ場合は、応急

的な納骨場所を確保する 
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第２６節 住宅確保及び応急対策

１ 基本的な考え方 

住宅が災害により倒壊 損傷を受け、自己の資力では直ちに住宅を確保できない者に対し、

住宅の応急修理又は応急住宅の提供を行う。また、被災者が民間賃貸住宅への入居を希望する

場合には、住宅の提供を円滑に行えるよう紹介 あっせんを行う。 

２ 応急住宅の提供 

◆担当部署【総務課、環境整備課、健康福祉課、教育委員会】 

2-1 入居者の選定等 

(1) 入居者の選定 

入居者の選定は、町が行う。なお、県及び他の市町村の提供住宅に入居させる場合には、

入居する世帯主名、入居時期を速やかに県に報告する。 

(2) 対象者 

① 住家が全壊、全焼又は流出して生活できない状態となった世帯 

② 居住する仮住宅がなく、また借家等の借り上げもできない世帯 

③ 自らの資力では住宅を確保することができない世帯 

(3) 必要住宅戸数の把握 

災害対策本部において住宅の提供が必要な世帯数を取りまとめ、県に報告する。 

2-2 公的住宅の提供 

(1) 方針 

公的住宅の空き家のうち、提供可能なものを提供する。公的住宅の提供によっても不足す

る場合は、応急仮設住宅を建設し提供する。 

(2) 必要住宅戸数等の把握 

住宅の提供が必要な世帯の数及び家族構成、人数、男女別、年齢等必要な事項を把握する。 

(3) 提供可能住宅戸数の把握 

提供可能住宅戸数を把握する。 

(4) 県への援助要請 

町の提供可能住宅の提供だけでは必要戸数に満たず、県及び他の市町村から提供を受ける

必要がある場合には、県に援助を要請する。この場合、住宅の提供が必要な世帯の数及びそ

の世帯の世帯主名、家族構成、人数、男女別、年齢を明示して要請する。 
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2-3 応急仮設住宅の建設 

(1) 方針 

応急仮設住宅の建設は町が行う。なお、災害救助法が適用された場合は、町の要請に基づ

き県が建設し提供する。 

敷地については、できる限り集団的に建築できる場所を公共用地等から優先し、町が選定

する。診療所、商店等から離れた敷地を選定した場合は、交通手段の確保に配慮する。また、

要配慮者等に配慮し、バリアフリー、暑さ（寒さ）対策等を考慮する。 

(2) 建設場所 

建設予定場所は原則として町有地とするが、私有地の場合は所有者と町との間に賃貸契約

を締結するものとし、その場所は飲料水が得やすく保健衛生上適切な場所とする。 

(3) 建設着工期限及び貸与期間 

災害発生の日から 20 日以内に着工し、貸与期間は、原則として完成の日から 2年以内とす

る。 

(4) 仮設住宅の規模 

入居予定者の家族構成、人数に応じて建設する仮設住宅の規模、形式を定める。 

(5) 災害救助法の適用の場合 

災害救助法の適用時においては、県との協議により決定した建設場所、建設戸数、規模 形

及びその世帯主名、家族構成、人数、男女別、年齢を明示して県に要請する。 

2-4 応急仮設住宅の運営管理 

以下の点に留意し、応急仮設住宅の適切な運営管理を行う。 

① 応急仮設住宅における安心 安全の確保 

② 孤独死や引きこもり等を防止するための心のケア対策の実施 

③ 入居者による地域コミュニティの形成及び運営への女性の参画の推進等による、女性を

はじめとする生活者の意見の反映 

④ 応急仮設住宅への家庭動物の受け入れへの配慮 
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３ 被災住宅の応急修理 

◆担当部署【環境整備課】 

災害により、被害を受けた住家に対し居住のために必要な最小限度の部分を応急的に補修し、

居住の安定を図る。 

3-1 実施責任者 

住宅の応急修理は町が実施する。 

3-2 対象者 

(ｱ) 住家が半壊、半焼し若しくはこれらに準ずる程度の損傷を受け、自らの資力により応

急修理を行うことができない世帯であること 

(ｲ) 資力に乏しく、自力で住宅の応急修理を行うことができない世帯であること。住宅の

修理については借家は家主が、社宅、寮等については会社が、また公社、公営住宅に

ついては設置主体が行うが、借家等では家主に能力がなく、かつ借家人に能力がない

ような場合は対象となり得る。 

(ｳ) 大規模な補修を行わなければ居住することが困難である程度に住家が半壊、半焼した

世帯であること 

3-3 修理家屋の選定 

町長は、民生委員その他関係者の意見を聞き、対象家屋の順位を定めて選定する。 

3-4 修理戸数 

(ｱ) 半壊及び半焼世帯数の合計の 3割以内とする 

(ｲ) 災害救助法適用の場合でやむを得ない事情により 3割を超えて修理する必要があると

きは、知事に要請を行う 

3-5 修理基準 

① 修理の範囲 

戸数単位で居室、炊事場、便所等の日常生活に必要欠くことのできない部分に限る。 

② 費用 

災害救助法による限度額以内とする。 

③ 工期 

災害救助法適用の場合、災害発生の日から 1ヶ月以内に完成させる。期間内に完了できな

いときは、知事に報告し、知事は厚生労働大臣の承認を受けて、最小限度の期間を延長する

ことができる。 

3-6 修理方法 

町長が建設業者に請け負わせるか又は町直営工事により実施する。
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４ 住宅関係障害物除去 

◆担当部署【環境整備課】 

災害救助法の適用時における「災害によって住居又はその周辺に運ばれた土石、木竹等で、

日常生活に著しい障害を及ぼしているものの除去」については、同法に則って行う。 

５ 災害復旧用材の確保 

◆担当部署【環境整備課】 

建設資材は原則として請負業者が確保するものとするが、必要な場合には森林組合その他の

関係機関及び県に対して協力を要請して調達し公給する。 
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第２７節 農林漁業関係被害の拡大防止

１ 基本的な考え方 

災害時には農林畜産物及び水産関係に多大な被害が発生することが予想されるため、農林水

産物等の被害の拡大防止、被災地における家畜伝染病の予防、飼料の調達 配分等の対策を実

施する。 

２ 農産物、家畜対策 

◆担当部署【地産地商課】 

2-1 農産物対策 

(1) 被害状況の把握 

農業協同組合等と相互に連携し、農産物等の被害状況を把握するとともに、被害情報につ

いて、隠岐支庁農林局を通じ県農林水産部に報告する。 

(2) 病害虫防除対策 

災害により発生が予想される農産物の病害虫防除対策は、次により実施する。 

① 防除の指示及び実施 

町は、県の指示により、防除班等を組織して防除の実施に当たる。 

② 農薬の確保 

災害により、緊急に農薬の確保の必要が生じた場合には、県は全国農業協同組合連合会島

根県本部及び農薬取扱業者に対し、手持農薬の被災地向け緊急供給を依頼する。 

③ 防除機具の確保 

町は、区域内の防除機具を整備、把握し、必要に応じて緊急防除の実施に当たり集中的に

防除機具の使用ができるよう努める。 

(3) 凍霜害防除 

松江地方気象台から発表される霜に関する注意報について県から伝達を受けた場合は、農

業協同組合と連携して農家の注意を喚起し、事前に対策を講ずるよう促す。 

(4) 技術的援助 

「作物気象災害対策指針」及び「農業気象広報」等に基づき応急対策、事後対策の万全を

期する。 
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2-2 家畜対策 

(1) 実施責任者 

畜産関係の災害応急対策については、町は県と密接な連携をとり、農業協同組合、農業共

済組合、獣医師等の協力を得て、診療、防疫、消毒に必要な組織（以下「診療等組織」）を編

成し、必要な措置の実施に協力する。また、災害により死亡した家畜の措置については、家

畜の飼育者は町長へ届出るものとし、町長は死体の埋却又は焼却等について適切な指示をす

る。 

(2) 家畜の診療 

平常時の家畜の診療は、必要に応じて東部家畜診療所隠岐駐在の実施に協力するものとす

るが、災害のため平常時の方法によって実施することが不可能又は不適切であると認めると

きは、被災地域における診療等組織の派遣による診療に協力する。 

(3) 家畜の防疫 

(ｱ) 畜舎の消毒等は、家畜伝染病予防法第 9条の規定による県家畜保健衛生所の実施に協

力する 

(ｲ) 家畜伝染病の発生を予防するために必要があるときは、家畜伝染病予防法第 6条の規

定による予防措置を県に要請する 

(ｳ) 患畜が発生した場合における隔離、通行遮断、殺処分及びへい獣処理については、そ

れぞれ家畜伝染病予防法による措置に協力する 

(4) 家畜の避難 

水害による浸水時災害の発生が予想され、又は発生したために、家畜の避難を要するとき

は、飼育者において安全な場所に避難させるものとするが、町は県及び各関係機関と連絡を

密にし、避難場所その他について指導する。 

(5) 飼料の確保 

町は、災害により飼料の確保が困難になったときは、県、農業協同組合等に対し必要数量

の確保及び供給についてのあっせんを要請する。 
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３ 林産物対策 

◆担当部署【環境整備課】 

3-1 被害状況の把握 

発災後速やかに巡視を行い、造林地、栽培施設等の被害状況を把握し、危険な場所への立ち

入り禁止措置及び応急処置を行う。 

3-2 災害対策技術者指導 

県や森林組合等の協力を得て、苗木生産者、森林所有者等に対し、苗木の復旧、風雪害木等

の安全な処理、森林の復旧対策等について技術指導を行う。 

４ 水産関係対策 

◆担当部署【環境整備課】 

4-1 被害状況の把握 

隠岐支庁水産局の行う漁業施設等の被害状況把握について、必要な協力を行う。 

4-2 陸上施設の被災対策 

県及び漁業協同組合等と連携し、施設の被害状況に応じ次の措置を講ずる。 

(ｱ) 荷さばき施設等の陸揚げ支援施設が被災した場合、陸揚げする他漁港との調整を行う 

(ｲ) 冷凍施設等の出荷支援施設が被災した場合、他漁港への移送等及び氷の移入等につい

ての調整を行う 

(ｳ) 給油、給水等の補給施設が被災した場合、他漁港等からの移入等についての調整等を

行う 
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第１節 災害復旧・復興事業の実施

１ 基本的な考え方 

災害発生後においては、応急対策と並行してできるだけ早い段階から復旧対策にとりかかる

ことが求められる。災害復旧計画においては、災害発生により被災した施設の原状復旧に併せ

て、再度災害の発生を防止するため、必要な施設の設計又は改良を行う等、将来の災害に備え

る事業計画を策定し、早期復旧を目標に事業を実施する。 

災害復興計画においては、被災前の地域の抱える課題を解決し、被災を契機にまちをより良

いものに改変する復興計画を速やかに作成し、関係機関との調整及び合意形成を行い、計画的

な復興事業を推進する。 

２ 災害復旧・復興体制の整備 

◆担当部署【総務課、関係各課】 

2-1 災害復旧・復興方針の検討 

応急対策がある程度完了し、災害対応が終息に向かった段階において、災害復旧・復興方針

及び体制等を決定する。方針の決定にあたっては次の点に留意する。 

① 発災前の状態に復旧するだけで十分か、被害の原因を究明し抜本的な対策を実施すべき

かについての方向性 

② 復旧・復興に関する被災地住民からの意見聴取と、方針の住民説明並びに合意形成 

③ 関係各課の連携による全庁横断的な対策を実施するための体制構築 

④ 海士町総合振興計画及び関連計画等に定める重点項目等との整合性 

2-2 支援体制 

復旧・復興に当たり、必要に応じ国、他の地方公共団体等に対し、職員の派遣等協力を求め

るものとする。特に、他の地方公共団体に対し、技術職員の派遣を求める場合においては、復

旧・復興支援技術職員派遣制度を活用するものとする。 
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３ 災害復旧事業計画の作成 

◆担当部署【関係各課】 

公共施設の災害の実態を調査し、必要な資料を調整するとともに、所要の応急措置を講じた

後、可及的速やかに復旧事業が完了するように努める。 

3-1 災害復旧事業計画 

災害応急対策計画に基づく応急復旧終了後、被害の程度を十分調査検討し実施するものであ

り、町が行う計画は、おおむね次の計画とする。 

(1) 公共土木施設災害復旧事業計画 

① 河川 

② 道路、橋梁 

③ 港湾 

④ 地すべり防止施設 

⑤ 急傾斜地崩壊防止施設 

⑥ 砂防設備 

⑦ 漁港 

⑧ 海岸 

⑨ 林地荒廃防止施設 

⑩ 公園 

(2) 農林水産業施設災害復旧事業計画 

(3) 上、下水道施設災害復旧事業計画 

(4) 社会福祉施設災害復旧事業計画 

(5) 公立学校施設災害復旧事業計画 

(6) 公営住宅災害復旧事業計画 

(7) 公立医療施設災害復旧事業計画 

(8) 公共建築物災害復旧事業計画 

(9) その他災害復旧事業計画 
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４ 災害復旧事業の実施 

◆担当部署【関係各課】 

4-1 基本方針 

(ｱ) 被災施設の重要度、被災状況等を検討し、事業の優先順位を定めるとともに、物資、

資材、人材調達等を関係機関と協力して、迅速かつ円滑に被災施設の復旧事業を行う 

(ｲ) 被災施設の復旧に当たっては、原状復旧を基本にしつつも、再度災害防止等の観点か

ら可能な限り改良復旧を行うものとする 

(ｳ) 災害に伴う地盤の緩みにより土砂災害の危険性が高まっている箇所について､二次災

害防止の観点から可能な限り土砂災害防止対策を行うものとする 

(ｴ) ライフライン交通輸送等の関係機関は、復旧に当たり可能な限り地区別の復旧予定時

期を明示するものとする 

(ｵ) 被災状況を的確に把握し、速やかに効果のあがるよう関係機関は十分連絡調整を図り、

事業期間の短縮に努める 

(ｶ) 建築物の復旧に当たっては、被災度区分判定を実施して該当建築物の取り壊し又は補

修・補強の必要性を判断する 

(ｷ) 警察は、暴力団等の動向把握を徹底し、復旧・復興事業への参入・介入の実態把握に

努めるとともに、関係行政機関、被災市町村、業界団体等に必要な働きかけを行うな

ど、復旧・復興事業からの暴力団排除活動の徹底に努める 

(ｸ) 災害廃棄物の広域処理を含めた処理処分方法を確立するとともに、仮置場、最終処分

地を確保し、計画的な収集、運搬及び処分を図ることにより、災害廃棄物の円滑かつ

適正な処理を行う 

4-2 国又は県による事業費の一部負担又は補助 

災害復旧事業費について、国又は県による財政援助が行われる場合は、その援助を受けて災

害復旧事業を行う。 

５ 災害復興計画の作成 

◆担当部署【関係各課】 

5-1 復興計画の作成 

大規模な災害により地域が崩壊し、社会経済活動に甚大な障害が生じた災害においては、被

災地域の再建は、高度かつ複雑で、大規模な事業となり、これを可及的速やかに実施するため、

町は復興計画を作成し、関係機関の諸事情を調整しつつ計画的に復興を進めるものとする。 

5-2 防災まちづくり 

必要に応じ、再度災害防止により快適な環境を目指し、住民の安全と環境保全等にも配慮し

た防災まちづくりを実施するものとする。その際、まちづくりは現在の住民のみならず将来の

住民のためのものという理念の下に、計画作成段階でまちのあるべき姿を明確にし、将来に悔

いのないまちづくりを目指すこととし、住民の理解を求めるよう努めるものとする。
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第２節 生活再建等支援対策の実施

１ 基本的な考え方 

災害発生時に多くの人々が被災し、住居や家財の喪失、経済的な困難や破綻、肉体的・精神

的傷病等が生じることを踏まえ、迅速で円滑な災害復旧を図るため、防災関係機関等と協力し、

被災者の生活再建のための支援対策を講ずる。 

県及び町は、被災者が自らに適した支援制度を活用して生活再建に取り組むことができるよ

う、見守り・相談の機会や被災者台帳等を活用したきめ細やかな支援を行うとともに、被災者

が容易に支援制度を知ることができる環境の整備に努める。 

２ 被災者の各種相談 

◆担当部署【関係各課】 

発災後速やかに、町役場本庁舎並びに避難所等において、被災者のための相談窓口を開設し、

必要に応じて他の関係機関と連携のうえ、次に示す事項を主とした相談業務を実施する。 

なお、相談業務の内容、開設場所及び相談時間などは、避難所での広報、避難所以外で避難

している被災者のために報道機関に協力を依頼するなど確実に行う。 

相談の 

内 容 

1 罹災証明に関する事項（被害調査の実施、証明書発行受付等） 

2 環境衛生に関する事項（ごみ処理、家屋等の消毒、汲み取りの実施等） 

3 住宅に関する事項（片付けを行うボランティアの派遣、補修・解体、建て替え等）

4 生活安定に関する事項（税・保険料の徴収猶予・減免、制度融資・給付等） 

5 健康相談、避難行動要支援者及び女性・児童等への支援 

6 外国人への情報提供 

7 職業のあっせん 等 
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３ 被災者の被災状況の把握 

◆担当部署【関係各課】 

災害により被害を受けた住民が、速やかに適切に生活安定のための措置を受けられるように

するため被災者世帯の被災状況（人的被害、家屋の全壊・半壊等）を調査・認定し、災害救助

法の適用対象となった被災者世帯の被災状況（人的被害、家屋の全壊・半壊等）についての罹

災台帳を作成する。この被害認定に基づき被災者の請求に応じて罹災証明書を交付する。 

罹災証明書の内容により、被災者の受けられる支援内容が判断されるため、町は発災後直ち

に被害認定の体制を構築し調査を行う。 

なお、住家等の被害の程度を調査する際、必要に応じて、航空写真、被災者が撮影した住家

の写真、応急危険度判定の判定結果等を活用するなど、適切な手法により実施する。 

3-1 罹災台帳の作成 

(ｱ) 災害救助法の適用認定された被災者世帯についての被災状況（人的被害、家屋の全壊・

半壊等）の台帳を作成する。なお、罹災台帳の記載については、被災状況と記載する

内容とにくい違いを生じないよう被災者に確認を求め正確を期するものとする 

(ｲ) 被災者の求めに応じて、事後明らかになった被災について、罹災台帳の記載内容の修

正を行うものとする 

3-2 罹災証明書の交付 

被災者世帯の被害状況の調査確認を終了した後は、申し出により様式による「罹災証明書」

を交付する。 

3-3 被災者台帳の作成 

必要に応じて、個々の被災者の被害の状況、罹災証明書の交付状況、各種の支援措置の実施

状況、配慮を要する事項等を一元的に集約した被災者台帳を作成し、被災者援護の漏れが無い

よう総合的かつ効率的な実施に努める。 
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４ 被災者の生活の確保 

◆担当部署【関係各課】 

被災した民有施設等一般災害の早期復旧を図るため、必要な復旧資金並びに復旧計画の樹立

又は実施等について、あっせん、指導を行い、又は必要に応じて資金の融資に伴う金利助成の

措置等を講ずるとともに、被災者の住宅対策として公営住宅の建設、生業資金の融資のあっせ

ん等被災者の生活確保の措置を講じて、民生の安定、社会経済活動の早期復旧に努める。 

4-1 住宅金融支援機構のあっせん 

(1) 災害復興住宅資金 

被災地の滅失家屋の状況を調査し、住宅金融公庫法に定められた災害復興住宅資金の融資

適用災害に該当するときは、被災者に対し、当該資金の融資が円滑に行われるよう借入手続

きの指導、融資希望者家屋の被害状況調査及び被害率の認定を早期に実施して、災害復興資

金の借入の促進を図る。 

さらに、資金の融通を早くするために被災者が公庫に対して負うべき責務の補償等必要な

措置を講ずるよう努める。 

(2) 災害特別貸付金 

災害により滅失家屋が 1 戸以上となったときは、被災者の希望により災害の実態を把握し

たうえで、災害特別貸付制度による融資を住宅金融公庫に申し出るとともに、被災者に融資

制度の内容を周知せしめるため必要な措置をとり、借入申込に際してはその手続き上の指導

を行う。 

(3) 地すべり関連住宅資金 

地すべり等防止法第 24条第 3項の規定により、知事の承認を得た関連事業計画に記載され

た関連住宅を移転又は建設しようとするものに対する融資のあっせんについて、災害復興住

宅資金と同様の措置を講ずる。 

4-2 農林漁業制度金融の確保 

災害により、損失を受けた農林漁業者（以下「被害農林漁業者」という。）又は農林漁業者

の組織する団体（以下「被害組合」という。）が農林漁業の生産力の維持、増進と経営の安定

を図るため次の措置を講ずる。 

(ｱ) 農業（漁業）協同組合、信用農業協同組合連合会及び農林中央金庫が被害農林漁業者

又は被害組合に対して経営資金の融資を行うよう要請するとともに、その指導を行う 

(ｲ) 被害農林漁業者又は被害組合に対する天災による被害農林漁業者等に対する資金融通

に関する暫定措置法による経営資金の融通措置を関係機関に要請するとともに、利子

補給及び損失補償を実施する 

(ｳ) 被害農林漁業者に対する農林漁業金融公庫法に基づく災害復旧資金等の融通について

関係機関に要請するとともにその指導を行う 

(ｴ) 被害農林漁業者及び被害組合に対し、即貸付金（近代化資金等）の償還猶予措置等の
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実施を要請するとともに、その指導を行う 

4-3 中小企業融資の確保 

災害により被害を受けた中小企業に対して、経営の維持安定を図るため、次の措置を講ずる。 

(ｱ) 日本政策金融公庫及び商工組合中央金庫の災害貸付制度の適用を図るため関係機関に

対する要請を行う 

(ｲ) 中小企業高度化資金貸付制度及び設備貸与制度の貸付金（貸与料）の減免或いは償還

期間の延長を関係機関に要請し、協力を求める 

4-4 被災者の生活確保 

被災者の住居並びに職業を確保し、生活の安定を図るため、次の措置を講ずる。

(1) 公営住宅の建設 

災害により住居を滅失或いは焼失した低所得の被災者に対する住宅対策として必要に応じ

て公営住宅を建設し住居の確保を図る。 

(2) 生活保護 

被災者の恒久的生活確保の一環として、おおむね次の措置を講ずる。 

(ｱ) 生活保護法に基づく保護の要件を具備した被災者に対しては、その困窮の程度に応じ

最低生活を保障して生活の確保を図る 

(ｲ) 被保護世帯が災害のため家屋を失い、又は破損等により居住できなくなった場合、補

修費等住宅の維持に必要な資金の援助又は導入に努める 

(3) 災害弔慰金・災害障害見舞金等の支給 

災害弔慰金の支給等に関する法律に基づき、自然災害（以下「災害」という。）により死亡

した者の遺族に対して支給する災害弔慰金、災害により精神又は身体に重度の障害を受けた

者に対して支給する災害障害見舞金及び災害により被害を受けた世帯の世帯主に対して貸し

付ける災害援護資金について町が実施主体となり、条例に基づき実施する。 

(4) 被災者生活再建支援法等に基づく支援 

被災地方公共団体のみでは対応が困難な一定規模以上の災害について、被災者生活再建支

援法（法律第 66 号。以下、「法」という。）に基づいて全国の都道府県が相互秩序の観点から、

拠出した基金を活用して被災世帯に対し支援金を支給し、国がその費用を助成することによ

り被災者を支援する制度が創設された。 

県は、自然災害によりその生活基盤に著しい被害を受けた者であって経済的理由等によっ

て自立して生活又は住宅を再建することが困難なものに対し、支援金を支給するための措置

を定め、その自立した生活の開始を支援する。 

そのため、町は支給制度の周知を図り、活用の促進に努める。 



基本計画編（風水害他）第４章 復旧・復興計画
第２節 生活再建等支援対策の実施

243

(5) 島根県単被災者生活再建支援制度に基づく支援 

自然災害の規模が法に定める規模に達しないため、法による支援を受けられない者に対し、

町は被災者生活再建支援法に基づく支給要件等と同等の内容の支援金を支給する。この場合

において、県は「島根県被災者生活再建支援補助金要綱」に基づき、支援金相当額に 2 分の

1を乗じて得た額を島根県被災者生活支援再建支援金として交付する。 

５ 税等の徴収猶予、減免 

◆担当部署【関係各課】 

被災した町民や事業者の自立復興を支援するため、災害の状況に応じ次の対策を行うととも

に、広報等による情報提供や情報提供窓口の設置を行う。 

町税の徴収猶予及び減免 

被災者の納付すべき町税について、法令等の規定に基づき、

申告、申請、請求、その他書類の提出又は納付若しくは納入

に関する期限の延長、税（延滞金等を含む）の徴収猶予及び

減免を行う 

国民健康保険被保険者に 

係る一部負担金の減免 

被災者が保健医療機関等で医療を受けた際に支払う一部負担

金について、法令等に基づく減免措置を行う 

福祉施設の費用負担の減免 
福祉施設の入所等に係る費用負担の徴収に関し、被災者に対

し法令等に基づき期限の延長及び減免の措置を行う 

６ 義援金、義援品の受付・配分 

◆担当部署【関係各課】 

町は、海士町社会福祉協議会、県、日本赤十字社島根県支部及び関係団体、関係機関と、県

民及び他の都道府県等から寄託された義援金及び義援品を、効率的に被災者に配分するため、

その受付・保管・配分等について相互に協力する。 

6-1 義援金の受付・配分 

(1) 義援金の受付 

町は、寄託された義援金及び町あての見舞金を受け付ける。そのため、義援金の受付体制

を確立するとともに義援金の受付に関する計画を樹立する。 

(2) 義援金の配分 

町は、県又は日本赤十字社島根県支部等から送付された義援金を被災者に速やかに配分す

る。 

6-2 義援品の受付・配分 

(1) 義援品の受付 

町は、義援品の受け付けに関する計画を樹立し、受付体制を確立する。 
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(2) 義援品の配分 

町は、県又は日本赤十字社島根県支部から送付された義援品を受け付けた場合、災害ボラ

ンティアほか地域関係団体等の協力を得て、速やかに避難所等において被災者に配分する。 

７ 観光産業への支援 

◆担当部署【関係各課】 

観光産業は、本町の経済や町民生活を支える重要な産業であるが、町内の文化財や交通機関

等の直接的な被災及び風評被害等により、長期にわたり大きな影響を受けるおそれがある。こ

のため、観光地としてのイメージの早期回復を目指し、観光協会及び旅館組合等と連携して次

のような対策を検討する。
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第３節 激甚災害の指定

１ 基本的な考え方 

大規模な災害が発生した場合に迅速かつ適切な応急復旧を実施するため、「激甚災害に対処

するための特別の財政援助等に関する法律」（以下「激甚法」という。）の指定を早期に受けら

れるよう措置し、復旧事業費負担の適正化と早期復旧に努める。 

２ 激甚災害指定手続 

◆担当部署【総務課、関係各課】 

町長は、大規模な災害が発生した場合、激甚災害指定基準又は局地激甚災害指定基準を考慮

のうえ、適用対象事業に関する査定事業費等を知事に報告する。知事は、所定の指定行政機関

を通じ、内閣総理大臣にこれを報告する。報告を受けた内閣総理大臣は、中央防災会議の意見

を聞き、激甚災害として指定すべき災害かどうか判断する。この場合、中央防災会議は、激甚

災害指定基準又は局地激甚災害指定基準に基づいて、激甚災害として指定すべき災害かどうか

を答申する。 

指定手続の流れは次のとおり。 

図：激甚災害の指定手順 
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３ 激甚災害指定基準 

激甚災害及び局地的激甚災害の指定基準は、それぞれ次のとおりである。 

なお、局地激甚災害指定基準による公共土木施設等及び農地等に関するものについては、災

害査定によって決定した災害復旧事業費を指標としているため、災害の翌年から指定される。 

3-1 激甚災害指定基準（H21.3.10 最新改正、H20.10.1 以後適用） 

適用条項 適用措置 激 甚 災 害 指 定 基 準 

第 2章 

(第 3 条) 

(第 4 条) 

公共土木施設

災害復旧事業

等に関する特

別の財政援助 

Ａ 公共施設災害復旧事業費等の査定見込額＞全国標準税収入×0.5％ 

Ｂ 公共施設災害復旧事業費等の査定見込額＞全国標準税収入×0.2％ 

かつ、次の要件のいずれかに該当する都道府県が 1以上あるもの 

(1) 一の都道府県の査定見込額＞当該都道府県の標準税収入×25％ 

(2) 県内市町村の査定見込総額＞県内全市町村の標準税収入×5％ 

第 5条 農地等の災害

復旧事業等に

係る補助の特

別措置 

Ａ 農地等の災害復旧事業費等の査定見込額＞全国農業所得推定額×

0.5％ 

Ｂ 農地等の災害復旧事業費等の査定見込額＞全国農業所得推定額×

0.15％ 

かつ、次の要件のいずれかに該当する都道府県が 1以上あるもの 

(1) 一の都道府県の査定見込額＞当該都道府県の農業所得推定額×4％ 

(2) 一の都道府県の査定見込額＞10 億円・・・・の県が 1以上 

第 6条 農林水産業共

同利用施設災

害復旧事業の

補助特例 

(1) 第 5 条の措置が適用される場合  又は 

(2) 農業被害見込額＞全国農業所得推定額×1.5％で第8条の措置が適用

される場合 

ただし、(1),(2)とも、当該被害見込額が 5千万円以下の場合は除く。

ただし、上記に該当しない場合であっても、水産業共同利用施設に係る

ものについて、当該災害に係る漁業被害見込額が農業被害見込額を超え、

かつ次のいずれかに該当する激甚災害に適用する。 

(3) 漁船等の被害見込額＞全国漁業所得推定額×0.5％  又は 

(4) 漁業被害見込額＞全国漁業所得推定額×1.5％で第8条の措置が適用

される場合 

ただし、(3),(4)とも、水産業共同利用施設に係る被害見込額が 5千万

円以下の場合を除く。 

第 8条 天災による被

害農林漁業者

等に対する資

金の融通に関

する暫定措置

の特例 

Ａ 農業被害見込額＞全国農業所得推定額×0.5％ 

Ｂ 農業被害見込額＞全国農業所得推定額×0.15％ 

かつ、次の要件のいずれかに該当する都道府県が 1以上あるもの 

 一の都道府県の特別被害農業者＞当該都道府県の農業者×3％ 

ただし、Ａ,Ｂとも、高潮、津波等特殊な原因による災害であって、その

被害の態様から、この基準によりがたいと認められるものについては、災

害の発生のつど被害の実情に応じて個別に考慮する。 

第 11 条 

の 2 

森林災害復旧

事業に対する

補助 

Ａ 林業被害見込額＞全国生産林業所得推定額×5％ 

Ｂ 林業被害見込額＞全国生産林業所得推定額×1.5％ 

かつ、次の要件のいずれかに該当する都道府県が 1以上あるもの 

(1) 一の都道府県の林業被害見込額＞当該都道府県の生産林業所得推定

額×60％  又は 

(2) 一の都道府県の林業被害見込額＞全国生産林業所得推定額×1％ 

ただし、ＡＢとも、林業被害見込額は樹木に係るものに限り、生産林業

所得推定額は木材生産部門に限る。 
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適用条項 適用措置 激 甚 災 害 指 定 基 準 

第 12 条 

第 13 条 

中小企業信用

保険法による

災害関係保証

の特例 

小規模企業者

等設備導入資

金助成法によ

る貸付金の償

還期間等の特

例 

Ａ 中小企業関係被害額＞全国中小企業所得推定額×0.2％ 

Ｂ 中小企業関係被害額＞全国中小企業所得推定額×0.06％ 

かつ、次の要件のいずれかに該当する都道府県が 1以上あるもの 

(1) 一の都道府県の中小企業関係被害額＞当該都道府県の中小企業所

得推定額×2％  又は 

(2) 一の都道府県の中小企業関係被害額＞1,400 億円 

ただし、火災の場合又は第 12 条の適用の場合における中小企業関連被

害額の全国中小企業所得推定額に対する割合については、被害の実情に

応じ特例的措置を講ずることがある。 

第 16 条 

第 17 条 

第 19 条 

公立社会教育

施設災害復旧

事業に対する

補助 

私立学校施設

災害復旧事業

の補助 

市町村施行の

伝染病予防事

業に関する負

担の特例 

第 2章（第 3条及び第 4条）の措置が適用される場合 

ただし、当該施設に係る被害又は当該事業量は軽微であると認められ

る場合を除く 

第 22 条 罹災者公営住

宅建設等事業

に対する補助

の特例 

Ａ 被災地全域滅失戸数≧4,000 戸 

Ｂ (1) 被災地全域滅失戸数≧2,000 戸 

かつ、次の要件に該当するもの 

一の市町村の区域内の滅失戸数≧200 戸又は住宅戸数 1割以上 

又は 

(2) 被災地全域滅失戸数≧1,200 戸 

かつ、次の要件に該当するもの 

一の市町村の区域内の滅失戸数≧400 戸又は住宅戸数の 2割以上 

ただし、(1),(2)とも、火災の場合における被災地全域の滅失戸数に

ついては、被害の実情に応じ特例的措置を講ずることがある。 

第 24 条 小災害債に係

る元利償還金

の基準財政需

要額への算入

等 

第 2章（第 3条及び第 4条）又は第 5条の措置が適用される場合 
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適用条項 適用措置 激 甚 災 害 指 定 基 準 

第 7条 開拓者等の施

設の災害復旧

事業に対する

補助 

災害の実情に応じ、その都度検討する 

第 9条 森林組合等の

行う堆積土砂

の排除事業に

対する補助 

第 10 条 土地改良区等

の行う湛水排

除事業に対す

る補助 

第 11 条 共同利用小型

漁船の建造費

の補助 

第 14 条 事業協同組合

等の施設の災

害復旧事業に

対する補助 

第 20 条 母子及び寡婦

福祉法による

国の貸付けの

特例 

第 21 条 水防資材費の

補助の特例 

第 25 条 雇用保険法に

よる求職者給

付の支給に関

する特例 
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3-2 局地激甚災害指定基準（H23.1.13 最新改正、H22.1.1 以後適用） 

適用条項 適用措置 激 甚 災 害 指 定 基 準 

第 2章 

(第 3 条) 

(第 4 条) 

公共土木施設

災害復旧事業

等に関する特

別の財政援助 

次のいずれかに該当する災害 

①(ｲ) 当該市町村が負担する公共施設災害復旧事業費等の査定事業額＞

当該市町村の標準税収入×50％ 

（査定事業費が 1千万円未満のものを除く。） 

(ﾛ) 当該市町村の標準税収入が 50 億円以下であり、かつ、当該市町村

が負担する公共施設災害復旧事業費等の査定事業額が 2 億 5 千万

万円を超える市町村 

  当該市町村が負担する公共施設災害復旧事業費等の査定事業額＞

当該市町村の標準税収入×20％ 

(ﾊ) 当該市町村の標準税収入が 50 億円を超え、かつ、100 億円以下の

市町村 

  当該市町村が負担する公共施設災害復旧事業費等の査定事業額＞

当該市町村の標準税収入×20％＋（当該市町村の標準税収入－50

億円）×60％ 

   ただし、この基準に該当する市町村ごとの査定事業費を合算し

た額がおおむね 1億円未満である場合を除く。 

② ①の公共施設災害復旧事業等の事業費の査定見込額からみて①に掲

げる災害に明らかに該当することとなると見込まれる災害（当該災害

に係る被害箇所の数がおおむね十未満のものを除く） 

第 5条 農地等の災害

復旧事業等に

係る補助の特

別措置 

次のいずれかに該当する災害 

① 当該市町村内の農地等の災害復旧事業に要する経費＞当該市町村の

農業所得推定額×10％ 

（災害復旧事業に要する経費が 1千万円未満のものを除く） 

 ただし、当該経費の合算額がおおむね 5千万円未満である場合を除く 

② ①の農地等の災害復旧事業に要する経費の見込額からみて①に掲げ

る災害に明らかに該当することとなると見込まれる災害 

 （当該災害に係る被害箇所の数がおおむね十未満のものを除く） 

第 6条 農林水産業共

同利用施設災

害復旧事業の

補助特例 

次のいずれかに該当する災害 

① 当該市町村内の農地等の災害復旧事業に要する経費＞当該市町村の

農業所得推定額×10％ 

（災害復旧事業に要する経費が 1千万円未満のものを除く） 

 ただし、当該経費の合算額がおおむね 5千万円未満である場合を除く 

② ①の農地等の災害復旧事業に要する経費の見込額からみて①に掲げ

る災害に明らかに該当することとなると見込まれる災害 

 （当該災害に係る被害箇所の数がおおむね十未満のものを除く） 

 ただし、上記に該当しない場合であっても、水産業共同利用施設に係る

ものについて、当該市町村の漁業被害額が当該市町村内の農業被害額

を超え、かつ 

 当該市町村内の漁船等の被害額＞当該市町村の漁業所得推定額×10％ 

（漁船等の被害額が 1千万円未満のものを除く） 

 ただし、これに該当する市町村ごとの当該漁船等の被害額を合算した

額がおおむね 5千万円未満である場合を除く 
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適用条項 適用措置 激 甚 災 害 指 定 基 準 

第 11 条 

の 2 

森林災害復旧

事業に対する

補助 

当該市町村内の林業被害見込額（樹木に係るもの）＞当該市町村に係る生

産林業所得推定額（木材生産部門）×1.5 

（林業被害見込額が当該年度の全国生産林業所得（木材生産部門）推定額

のおおむね 0.05％未満のものを除く） 

かつ 

(1) 大火による災害にあっては、要復旧見込面積＞300    又は 

(2) その他の災害にあっては、要復旧見込み面積＞当該市町村の民有林 

面積（人工林に係るもの）×25％ 

第 12 条 

第 13 条 

中小企業信用

保険法による

災害関係保証

の特例 

小規模企業者

等設備導入資

金助成法によ

る貸付金の償

還期間等の特

例 

中小企業関係被害額＞当該市町村の中小企業所得推定額×10％ 

（被害額が 1千万円のものを除く） 

 ただし、当該被害額を合算した額がおおむね 5 千万円未満である場合

を除く。 

第 24 条 小災害債に係

る元利償還金

の基準財政需

要額への算入

等 

第 2章（第 3条及び第 4条）又は第 5条の措置が適用される場合 
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４ 激甚法に定める事業 

◆担当部署【総務課、関係各課】 

激甚法の適用対象事業及び町・県の関係部局は次のとおりである。 

なお、各事業を所管する部課長は、激甚災害の指定を受けた場合には速やかに関係調書等を

作成し、県の関係部局に報告を行う。 

適用条項 事  業  名 町関係部局 県関係部局 

第 3条 

1 公共土木施設災害復旧事業 環境整備課 
農林水産部 

土木部 

2 公共土木施設災害関連事業 環境整備課 
農林水産部 

土木部 

3 公立学校施設災害復旧事業 教育委員会 教育庁 

4 公営住宅施設災害復旧事業 環境整備課 土木部 

5 生活保護施設災害復旧事業 

健康福祉課 健康福祉部 

6 児童福祉施設災害復旧事業 

7 老人福祉施設災害復旧事業 

8 身体障がい者社会参加支援施設災害復旧事業 

9 障がい者支援施設、地域活動支援センター、福

祉ホーム又は障害福祉サービス（生活介護、自

立訓練、就労移行支援又は就労継続支援に限

る。）の事業の用に供する施設の災害復旧事業 

10 婦人保護施設災害復旧事業 健康福祉課 健康福祉部 

第 3条 

第 19 条 

11 感染症予防事業 
健康福祉課 健康福祉部 

12 感染症指定医療機関災害復旧事業 

第 3条 

第 9条 
13 堆積土砂排除事業 環境整備課 

農林水産部 

土木部 

第 3条 

第 10 条 
14 湛水排除事業 環境整備課 

農林水産部 

土木部 

第 5条 

15 農地、農業用施設若しくは林道の災害復旧事

業又は当該農業用施設若しくは林道の災害復

旧事業に係る災害関連事業 

環境整備課 

地産地商課 
農林水産部 

第 5条 

第 6条 
16 農林水産業共同利用施設災害復旧事業 地産地商課 農林水産部 

第 7条 17 開拓者等の施設の災害復旧事業 環境整備課 
農林水産部 

商工労働部 第 8条 
18 天災による被害農林漁業者等に対する資金の

融通に関する暫定措置 
地産地商課 
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適用条項 事  業  名 町関係部局 県関係部局 

第 11条 

第 11 条

の 2 

19 共同利用小型漁船の建造費の補助 

20 森林災害復旧事業 
地産地商課 

農林水産部 

商工労働部 
第 12 条 

21 中小企業信用保険法による災害関係保証の特

例 

交流促進課 
第 13 条 

22 小規模企業者等設備導入資金助成法による貸

付金等の償還期間等の特例 

第 14 条 23 事業協同組合等の施設の災害復旧事業 

第 16 条 24 公立社会教育施設災害復旧事業 教育委員会 教育庁 

第 17 条 25 私立学校施設の災害復旧事業 － 総務部 

第 20 条 26 母子及び寡婦福祉法による国の貸付の特例 健康福祉課 健康福祉部 

第 21 条 27 水防資材費の補助の特例 

環境整備課 土木部 
第 22 条 

28 罹災者公営住宅建設等事業に対する補助の特

例 

第 24 条 

29 公共土木施設、農地及び農業用施設等小災害

に係る地方債の元利償還金の、交付税の基準

財政需用額への算入 

総務課 

総務部 

農林水産部 

土木部 

教育庁 

第 25 条 
30 雇用保険法による求職者給付支給に関する特

例 
住民生活課 商工労働部 
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第１節 流出油事故災害対策計画

１ 災害予防 

本町は、海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律上の防除措置、廃棄物の処理及び清掃

に関する法律上の回収処理に係る責務はないものの、港湾法及び漁港漁場整備法の港湾・漁港

管理者としての責務を有し、かつ地方自治法及び災害対策基本法の一般防災上の責務を有して

いる。したがって、流出油事故による災害を未然に防ぐとともに災害発生時に効果的に対応で

きるよう、流出油事故の覚知・評価、油防除並びに回収油の輸送・処理等の実施体制を次のと

おり整備する。 

1-1 油防除実施体制の充実強化 

◆担当部署【総務課、環境整備課、地産地商課、交流促進課】 

(1) 覚知及び初期評価体制の充実強化 

初期評価を迅速かつ的確に実施するためには、海域又は河川区域の自然的・社会的・経済

的諸情報（水質、底質、漁場、養殖場、海水浴場、鳥類の渡来・繁殖地、植生等に関する情

報）を事前に把握しておくことが極めて有効である。 

町は、漁業協同組合その他管轄（管理）区域を持つ防災関係機関の協力を得て、これらの

情報を収集・整理し、防災関係機関間で共有化できるように努める。 

(2) 油防除（除去）体制の充実強化 

① 防災関係機関相互の連絡体制の整備 

県、第八管区海上保安本部、中国地方整備局、自衛隊及び山陰沖排出油防除協議会等の機

関相互の緊密な連携が確保されるよう、役割分担、要請手続、要請内容等についてあらかじ

め協議を行っておき、災害発生時に即応できるよう、協力体制を整備する。 

② 広域相互応援体制の整備 

大規模な流出油事故の発生時には、町単独では対応できない事態が想定されるため、他地

域からの応援又は他地域への応援を必要とする場合に備え、県内外の広域相互応援体制を整

える。 

③ 防除資機材の整備 

油防除（除去）活動には、次の表に掲げるような多くの資器材が必要となる。そこで、県

をはじめ、第八管区海上保安本部、国土交通省中国地方整備局、山陰沖排出油防除協議会及

び漁業協同組合等と調整のうえ、流出油事故時にこれらを迅速かつ的確に確保するために、

連携して必要な資器材の備蓄を推進する。特に、沿岸への漂着油の除去、回収が主な応急対

策となることから、過去の流出油事故時にニーズの高かった次表中に「＊」印を付した品目

の整備に努める。 

また、災害時に必要な資器材の把握、要請、輸送、管理、配分等の実施方法について関係

機関間で十分協議し、資機材を保有する機関や事業者からの調達が円滑に行える体制を整備

する。
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資 機 材 の 種 類 具  体  例 

油の拡散を防止するための資機材 オイルフェンス、オイルマット等＊

油を機械的に回収するための資機材 油回収船、油回収装置等 

油を物理的に回収するための資機材 油吸着剤、油ゲル化剤等 

油の分解を促すための資機材 油処理剤＊

応急的・補助的に回収するための資機材 ひしゃく、たも、バケツ等＊

回収した油を一時貯留するための資機材 ドラム缶等＊

漂流した油の清掃のための資機材 高圧温水洗浄機、ふるい等 

活動要員をサポートするための資機材 活動記録用のカメラ、マスク、作業着、手袋等 

輸送用の資機材 船舶、車両等 

④ 地元住民、ボランティア等防除作業実施者の健康安全確保対策 

災害発生時に作業現場への周知を円滑に図れるよう、健康安全確保のための体制整備に

努める。 

1-2 被害回復対策等の充実強化 

◆担当部署【総務課、環境整備課、地産地商課】 

(1) 環境対策の充実強化 

① 環境対策に係る情報及び知見の収集・整理 

環境対策の実施に当たって、専門家による情報提供、助言等を迅速に得られるようあらか

じめ、県と専門家等に関する情報の共有に努める。 

② 水鳥救護対策の充実 

油により汚染された水鳥の捕獲、搬送、洗浄、治療、リハビリテーション、放鳥までの水

鳥救護活動が適切に実施されるよう、捕獲・搬送体制、洗浄・治療の場の確保、汚染水鳥の

取り扱い方等について、県、獣医師会その他の関係団体と協議し、水鳥救護対策の充実を図

る。 

③ 環境省等の実施する研修等への参加 

環境省等が実施する環境対策に関連する研修等への職員の参加について検討する。 

(2) 風評対策の充実強化 

① 基礎データの収集 

事故発生後の調査結果と効果的に比較することができるよう、町内水産物の市場における

取扱量・価格・各観光地における観光入り込み客数等の情報を収集し、整理しておく。 

② 関係機関との連携体制の確立 

災害発生時に関係機関が一体となって風評対策を実施することができるよう、県、農業関

係者、漁業関係者、商工観光業関係者、報道機関等との連携体制を確立しておく。 
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(3) 補償体制の充実強化 

県の収集する、油濁損害に対する補償制度に関する情報（補償制度の概要、請求先、請求

手続、補償対象となる費用等）について、県の指導に基づき、農業関係者、漁業関係者、商工

観光業関係者等の関係機関等への周知を図る。 

1-3 防災知識の普及・啓発及び防災訓練 

◆担当部署【総務課】 

(1) 油防除（除去）に係る訓練の実施 

油等防除（除去）活動には、町、県、第八管区海上保安本部、中国地方整備局、漁業協同組

合、自衛隊等多数の機関が関係してくることから、これらの機関相互の連携が的確になされ

るよう、油等防除（除去）に係る総合的な防災訓練（図上訓練を含む。）を定期的に実施する。 

その際には、気象・海象条件、対応区域、排出油等の粘度等の事故想定を実体に即し、よ

り実践的な訓練となるよう留意する。 

また、訓練後には十分な評価を行い、課題等を明らかにし、必要に応じその後の体制の改

善を図る。 

(2) 防災研修への参加の検討 

流出油事故発生時には、町職員も防除作業に関わることとなるため、必要な知識等を修得

しておく必要がある。このため、一般財団法人海上災害防止センター等が実施する各種研修

へ職員を参加させることについて検討し、人材の育成に努める。 
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２ 災害応急対策 

2-1 災害応急活動体制の確立 

◆担当部署【関係各課】 

本計画において想定する流出油事故が発生した場合、その影響が複数の市町村の沿岸や河川

敷等広域にわたり、また、地元住民やボランティアも含む数多くの機関、団体が関与すること

となる。 

したがって、町及び関係機関は、収集・連絡された情報に基づき、迅速かつ的確に応急処置

を実施できるよう、直ちに災害対策本部設置等の活動体制をとるとともに、県をはじめとす

る各防災関係機関等との緊密な連携の確保に努める。なお、災害対策本部等を設置した時は、

県をはじめ、防災関係機関に通報する。 

流出油災害が発生した時の主な応急対策活動である「流出油回収」の基本的な流れを次に

示す。

図：流出油回収の基本的な流れ 

機械的回収 応急的、補助的回収 物理的回収 

【初期評価】 気象・海象等周辺環境

流出油の性状、量等

拡散・漂流

(海上) 第八管区海上保安工区 

(河川) 県、国土交通省中国地方整備局 

油の流出

現状把握

油の拡散、漂流予測の活用

資器材の調達

回収処理

一時貯留

搬 送

処 分

対応方針の決定・伝達

油回収船、油回収装置 ひしゃく、バケツ等 油吸着剤、油ゲル化剤等 
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2-2 災害情報の収集・伝達 

◆担当部署【関係各課】 

海洋における流出の場合、船舶の種類、船主の明確性の有無により、防除措置義務者、防除

費用の負担者、漂着した油の廃棄物としての処理・処分責任者、処理費用負担等に違いがある

ので、原因者の特定、漂着範囲、汚染程度の確認等を迅速に行う必要がある。よって、第八管

区海上保安本部、国土交通省中国地方整備局、県及びその他関係機関と連携し、迅速かつ的確

な情報の収集・伝達を行う。 

(1) 事故情報の収集・伝達系統 

① 事故情報の収集・把握

関係機関と相互に連携を図りながら、流出した油の種類と性状、油の流出量、流出油の状

況（瞬間流出、一定時間の流出または流出が止まっているかどうか）、油の風化の程度及び

汚染域を把握するとともに、周辺の地勢及び気象海象状況についても把握する。 

町においては特に、海岸の巡視と、事故状況及び被害状況等の情報収集に努める。 

② 収集伝達系統

流出油事故情報の収集・伝達系統は、海洋における場合について、次ページに記載のとお

り定める。なお、情報の収集伝達に当たっては、原則として県総合防災情報システムを使用

するが、同システムが使用できない場合は、その状況下において最も迅速かつ確実な手段（電

話またはＦＡＸ等）を使用する。 
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図：山陰沖排出油等防除協議会ルート（島根県地域防災計画より）

中国地方整備局境港湾・空港整備事務所 
     0859-42-3145(0859-47-0010) 

陸上自衛隊第八普通科連隊   0859-29-2161(0859-29-2161) 
陸上自衛隊第13偵察隊   0853-21-1045(0853-21-1045) 
海上自衛隊舞鶴地方総監部   0773-62-2250(0773-64-3609) 

神戸税関境税関支署    0859-42-3806(0859-42-2450) 
神戸税関浜田税関支署   0855-27-0366(0855-27-4180) 

中国運輸局鳥取海運支局（境庁舎）0859-42-2169(0859-42-2160) 
中国運輸局島根運輸支局   0852-38-8111(0852-37-2030) 

大阪管区気象台    06-6949-6539(06-6949-6079) 
鳥取地方気象台    0857-29-1313(0857-23-8646) 
松江地方気象台    0852-22-3784(0852-22-3827) 

鳥取県 

0857-26-7878(0857-26-8137) 
島根県警察本部 

0852-26-0110(0852-26-0110) 
鳥取県警察本部 

0857-23-0111(0857-23-0111) 
境港災害対策協議会 

0859-42-2531(0859-42-2531) 
境港管理組合 

0859-42-3705(0859-42-3735) 
石見地区排出油等防除協議会 

0855-27-0771(0855-27-0771) 
西郷港流出油等防除協議会 

08512-2-4999(08512-2-3173) 

漁業協同組合ＪＦしまね 

0852-21-0001(0852-27-6130) 
鳥取県漁業協同組合 

0857-28-0111(0857-28-7060) 
境港海陸運送株式会社 

0859-44-8406(0859-47-0099) 
東西ｵｲﾙﾀｰﾐﾅﾙ株式会社 
境港油槽所 
0859-42-4311(0859-42-4314) 鳥取県港湾建設協会 

0857-22-7263(0857-27-9539) 

浜田港運株式会社 

0855-27-0072(0855-27-3409) 中国電力株式会社 
島根原子力発電所 
050-8203-6942(0852-82-3017) 島根県港湾漁港建設協会 

0852-23-1055(0852-23-8977) 
公益財団法人しまね海洋館 

0855-28-3613(0855-28-3620) 中国電力株式会社 
三隅発電所 
0855-32-2139(0855-32-2583) 

市町村・関係機関 

鳥取海上保安署 

0857-32-0118(0857-37-3117) 

島根県知事(県防災危機管理課) 
0852-22-5885(0852-22-5930) 
＊休日・夜間(危機管理当直) 
0852-22-5885 

総務省消防庁 
平日(9:30～18:15) 
03-5253-7527(03-5253-7537) 
平日(18:15～9:30)・休日 
03-5253-7777(03-5253-7553) 

山陰沖排出油等防除協議会 
(第八管区海上保安本部) 
0773-76-4100(0773-76-4100) 
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2-3 流出油に対する応急対策 

◆担当部署【関係各課】 

流出した原油又は重油は時間とともに拡散・風化し、作業が広範囲に及ぶだけでなく、回収

しなければならない量も 2～3 倍に増えるため、第八管区海上保安本部、国土交通省中国地方

整備局等と連携し、初動段階において有効な防除勢力の先制集中を図る。 

なお、以下は海洋における流出油事故の場合を想定したものであるが、河川における流出油

事故の場合はこれに準じて行う。 

(1) 流出油の防除 

① 流出油の回収方法等 

流出油等の防除作業に当たっては、決定された防除方針を踏まえ、流出油等の種類、性状、

経時変化の状況及び気象海象の状況に応じて、次に掲げる回収方法のうち最も効果的な方法

により実施する。 

(ｱ) 機械的回収 

油回収船、油回収装置等を使用して回収する 

(ｲ) 物理的回収 

油吸着材、油ゲル化剤、高粘度油回収ネット等を使用して回収する 

(ｳ) 応急的、補助的回収 

ひしゃく、バケツ、ガット船、バキューム車等を使用して回収する 

(ｴ) 回収船、防除資機材の確保 

町は県及び関係機関が行う回収船、防除資機材の確保に協力する 

② 町における活動

町は、各連絡会議で決定された除去方針を踏まえ、消防、警察、漁業協同組合、地元住民、

ボランティア、自衛隊の災害派遣部隊等と共同で、おおむね次に掲げる活動を展開する。 

なお、防除資機材については、手袋、作業着、ひしゃく等の消耗品は町の備蓄品又は町内

での調達で対応することとするが、不足するものについては県へ要請する。 

(ｱ) 沿岸の監視 

(ｲ) 沿岸での除去活動の実施 

(ｳ) 回収油等の一時集積場所への貯留 

(ｴ) 除去活動情報の収集及び県への伝達 

③ 海上保安庁長官からの防除要請への対応

海上保安庁長官から町長に海域における防除要請があった場合には、町は必要な支援体制

を整え、相互に連携を図りながら油等防除を実施する。 

この場合において、第八管区海上保安本部は、流出油等の状況に関する情報を基に回収範

囲と役割分担の調整を図る。 
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④ 医療救護活動 

県、医師会、島根県看護協会及び日本赤十字社島根県支部と連携を図り、傷病者等の発生

状況について情報収集を行い、除去作業者の安全・健康の保持を図る。 

⑤ ボランティア活動の支援 

事故発生直後から、県及びボランティア関係団体と連携し、ボランティア活動のニーズ、

活動状況、留意事項等の情報収集に努めるとともに、活動を支援するため必要な対策を実施

する。 

⑥ 義援物資の募集、配分等 

義援物資については、県が町から報告される活動情報等により被災地のニーズを集約し、

必要があると認められるときは、一般に募集する。 

⑦ 活動状況等の情報の共有化 

県、第八管区海上保安本部及び関係機関等と流出油等防除連絡会議を適宜開催し、事故情

報、流出油の漂流状況・回収状況・防除方針、関係機関の活動状況等について情報の共有化

を図る。 

(2) 回収油の運搬・処理 

① 回収油等の位置付け 

海岸に漂着した油等を回収し、一時保管場所等に集積された廃油等については、船舶所有

者等が運送活動に伴い排出した産業廃棄物として取り扱われるため、廃油等の収集運搬及び

処分に当たっては、廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく廃棄物処理基準に従い、適

正に処理する。 

② 油等処理に関する情報の収集提供 

県と連絡を密にし、回収された油等の量、処理作業の状況等を把握するとともに、回収し

た油等の貯留・搬送に従事可能な事業者及び回収した油等の処理施設、当該受入れ可能量等

の情報を収集・整理し、船舶所有者等の関係者に対し提供等を行うなど必要な支援を実施す

る。 

③ 漂着油等の回収方法及び処理方法 

海岸に漂着した油等の回収方法については、回収油等の性状によって処理の方法（焼却処

理、管理型最終処分場における埋立処理等）が異なるため、専門家による指導あるいは助言

を得て、効率面だけではなく、処理方法を考慮したうえで、回収方法を決定する。 

なお、漂着油等が付着した砂の重機による回収方法は、効率的ではあるが回収後の処分が

困難となることに留意する必要がある。 
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④ 回収油等の保管方法 

ドラム缶等の集積保管場所については、回収後の運搬方法及び産業廃棄物処理施設への搬

出方法（車両輸送、鉄道輸送又は船舶輸送）並びに近隣地域住民の生活環境保全上の観点か

ら選定する。 

また、ドラム缶によって保管する場合には、回収油等の飛散流出、地下浸透及び揮発の防

止並びに運搬中における流出防止のために、ふたを閉める等により密閉する。 

なお、季節によっては気象条件等により集積保管場所から処分先への搬出が計画どおりに

進まず時間を要する場合も考えられるため、十分な保管場所を確保する必要がある。 

⑤ 再生利用の検討 

回収された廃油、油混じりの砂等で、再生利用が可能なものについては再生利用に努める。 

(3) 環境対策 

① 環境対策の実施 

初期評価の段階から水質・底質、水産資源、水鳥、植生等に関する総合的な環境対策検討

を県及び関係機関と行い、事故の影響の実態把握、環境復旧対策、野生生物救護対策、史跡

名勝天然記念物対策等の方針を決定し、この対応方針に基づき防災関係機関が連携して環境

対策を実施する。 

なお、環境対策の実施に当たっては、各専門家による指導・助言等の活用を図る。 

② 健康調査の実施 

油等の漂着直後は、油等の揮発性成分の異臭による健康への影響が考えられるため、住民、ボ

ランティア等の防除活動従事者に対する健康調査を実施するとともに、大気調査を実施する。 

(4) 風評対策 

① 連絡会議の設置 

町は、風評による観光客離れ、水産物の消費者離れ等を防止するため、流出油等事故発生

直後から漁業関係者、商工観光業関係者、報道機関等の協力を得て、連絡会議を設置し、対

策の方針を決定する。 

② 風評対策の実施 

流出油風評対策連絡会議において決定された対策方針に基づき、関係機関が協力して次に

掲げるような風評対策活動を実施する。 

(ｱ) 風評の発生予測（初期段階） 

(ｲ) 風評の実態把握 

(ｳ) 風評による観光、消費への影響調査 

(ｴ) 風評に対応するための客観資料の収集 

(ｵ) 風評による被害を被った中小企業に対する緊急融資 

(ｶ) 各種メディアを通じたキャンペーン活動等 
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(5) 補償対策 

① 関係機関における対応 

町、漁業関係者、商工観光業関係者等の関係機関は、県、海事鑑定人、保険会社、国際油

濁補償基金等補償関係者からの情報収集に努めるとともに、作業内容及び経費の把握、写真

等の証拠書類を整備し、補償請求を行う。必要な場合には、県、海事鑑定人等に対し説明会

の開催を求める。 

② 関係機関の連携 

町、県、漁業関係者、商工観光業関係者等の関係機関は、補償請求について相互の連携を

図るため、会議の開催等を行うことにより補償対策について情報の交換、補償請求の請求方

針等の確認を行う。この場合において、必要と認める時は、海事鑑定人、国際油濁補償基金

代理人又は委任弁護士の出席を求める。 

(6) 災害広報等 

① 情報収集及び発信活動 

(ｱ) 各種情報の収集・整理 

防災関係機関との情報交換を密にし、流出油等事故対策に関する各種情報を収集・整理

する。この場合には、情報収集系統に混乱が生じないように留意する。 

また、災害発生初期には、不正確な情報が伝達される可能性があるため、できる限り正

確な情報の収集に努める。 

(ｲ) 情報発信 

災害の状況、二次災害の危険性に関する情報、安否情報、医療機関などの情報、それぞ

れの機関が講じている対策に関する情報、交通規制等ニーズに応じた情報をインターネッ

ト、広報紙等を通じて適切に提供する。 

なお、町、県、指定行政機関、公共機関、関係事業者等は、情報の公表あるいは広報活

動の際、その内容について相互に連絡をとりあうものとする。 

② 関係者等からの問い合わせに対する対応 

災害発生初期には、報道機関からの取材等各種問い合わせが集中する可能性がある。この

ため、総務課での対応のほか、各課での広報責任者を明確にすることにより、適切に対応で

きるよう努める。 
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３ 災害復旧 

3-1 被害回復活動の推進体制の確立 

町は、油流出等による各種被害からの回復を総合的に推進する必要があると認められるとき

は、県及び関係課で構成する被害回復推進会議を設置し、災害復旧対策の基本方針等を検討す

る。 

3-2 被災事業者、住民等の復旧支援 

◆担当部署【総務課】 

町は、流出油等により被害を受けた漁業関係者、商工観光業関係者、住民等の回復を支援す

るため、総合的な相談窓口の設置、各種資金の貸付等の実施、必要に応じた租税の徴収猶予又

は減免措置を実施する。 

3-3 被災公共施設等の復旧 

◆担当部署【環境整備課、地産地商課】 

町は、国及び県と協力し、迅速かつ円滑に被災した漁港施設、港湾施設、海岸施設等の公共

施設の復旧事業を行う。 

なお、復旧に当っては、可能な限り復旧予定時期を明示するとともに、環境に配慮しつつ、

必要な措置を講ずる。 

3-4 事後の監視等の実施 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

町は県と協力し、流出油等の防除措置終了後も必要に応じて、防災関係機関と連携のうえ、

パトロール、環境影響調査、財産の被害の調査等を実施する。 

特に、流出油等事故による生態系等環境への影響は、回復に長期間を要することがあること

から、水質、底質、野生生物等への影響の調査を段階的・継続的に実施し、必要に応じて適切

な措置を講ずる。 
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第２節 海難・水難事故災害対策計画

１ 災害予防 

船舶の衝突、乗揚、転覆、火災、爆発、浸水、機関故障等の海難・水難事故の発生による多

数の遭難者、行方不明者、死傷者等の発生を未然に防ぐため、海難・水難防止活動を推進する

とともに、事故発生時の効果的な応急対策に備えるため、情報収集・伝達体制や民間救助組織

の活用等を含む応急活動体制の整備、資機材の整備等、基本的な対策を推進する。 

1-1 海難・水難防止の推進 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

要救助海難の発生原因を見ると、見張り不十分、操船不適切等の運航の過誤や機関取扱不良

といった人為的要因によるものが 67 パーセントを占めている（平成 24 年版海上保安レポー

ト）。このような要因による海難等を防止するため、海難等防止思想の普及・高揚並びに海難

等防止に関する知識・技能の習得及び向上を図る。 

(1) 海難・水難等防止思想の普及 

第八管区海上保安本部の実施又は開催する訪船指導、海難防止講習会及び海難防止強調運

動等と連携し、海難等防止思想の普及に努める。 

(2) 海上交通環境の整備 

町は、港湾・漁港内における海上交通の安全性向上のため、県及び第八管区海上保安本部

が行う防波堤、航路等の整備にあたり、必要な協力を行う。 

(3) 運航管理規程等の作成 

海上運送事業者に対し、海上運送法（昭和 24 年法律第 187 号）第 10 条の 2 の規定に基づ

き、運航管理規程を作成し、運航管理者の選任等船舶の運航管理組織並びに実施の基準及び

手続に関する事項その他輸送の安全を確保するため事業者及び従業員が遵守すべき事項を定

めるよう指導する。 

(4) 船内の巡視 

海上運送事業者は、船舶の安全な運行を確保するため、「火災予防船内巡視実施要領」に基

づき、毎航海出港直後及び航海中の一定時期に火災予防船内巡視を実施し、火災の予防及び

早期発見に努める。 

1-2 災害情報の収集・伝達体制の整備 

◆担当部署【総務課】 

(1) 情報通信設備の整備 

県、第八管区海上保安本部及び防災関係機関の行う航空機、巡視船等の多様な情報収集手

段を活用できる体制の整備、画像情報の収集・連絡システムの整備に協力する。
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(2) 県総合防災情報システムの活用 

町は、県総合防災情報システムにより災害情報を収集・報告できるよう、訓練等を通じて

使用方法等について習熟を図る。 

1-3 災害応急活動体制の整備 

◆担当部署【総務課】 

町職員の非常参集体制の整備を図るとともに、初動体制、災害対策本部等の設置手順、使用

機材の装備等の応急対応活動をまとめたマニュアル等を作成し、職員に周知するとともに、使

用する資機材や装備の使用方法等の習熟、他の機関等との連携等について徹底を図る。 

また、町は、男女共同参画の視点から、男女共同参画担当部局が災害対応について庁内及び

避難所等における連絡調整を行い、平常時及び災害時における男女共同参画担当部局の役割に

ついて、防災担当部局と男女共同参画担当部局が連携し明確化しておくよう努めるものとする。 

1-4 資機材の整備 

◆担当部署【総務課】 

捜索活動等の実施に必要な防災・救急救助用資機材の整備に努めるとともに、災害時におい

て必要な資機材等の円滑な調達を図るため、調達先の確認等の措置を講じておく。 

1-5 防災訓練 

◆担当部署【総務課】 

県及び第八管区海上保安本部、日本水難救済会、運送事業者等の関係機関と連携し、水難事

故発生時における初期活動訓練や、水難事故を想定した総合防災訓練を実施し、防災訓練実施

後は、関係機関等訓練参加者の意見を収集する等の方法により、成果及び問題点を点検・評価

し、これらの検討結果に基づき防災体制や防災活動要領等の改善について検討を行う。 
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２ 災害応急対策 

大規模な海難等事故が発生した場合、事故の発生場所や時間帯等によって様々な防災活動需

要や活動上の制約が生ずるため、直ちに必要な活動体制をとるとともに、防災関係機関との間

で緊密な連携の確保に努める。 

2-1 災害情報の収集・伝達 

◆担当部署【総務課】 

第八管区海上保安本部、県、海上運送事業者及び防災関係機関と協力し、災害応急対策を適

切に実施するため相互に密接な連携の下に、迅速かつ的確な災害情報の収集、伝達に努める。 

また、関係機関及び海上運送事業者は、事前に定められた情報収集・伝達体制の確立要領に

従い、保有している情報伝達手段を効果的に確保・運用し、各種災害情報を収集・伝達する。 

2-2 災害応急活動体制の確立 

◆担当部署【総務課】 

(1) 町の活動体制 

迅速かつ的確な応急措置の実施のため、災害対策本部の設置等必要な体制を速やかに確立

する。また、災害対策本部等を設置したときは、県をはじめ防災関係機関に通報を行う。 

(2) 海上運送事業者の活動体制 

運航管理規程及び事故処理基準に基づき、事故処理を迅速かつ適切に実施し人命の安全の

確保と損害の極限を図るとともに、職員の非常参集、情報収集連絡体制及び非常対策本部設

置等必要な体制をとる。 

2-3 海難・水難救助等及び消火活動 

◆担当部署【総務課、健康福祉課】 

(1) 海難救助等 

① 捜索救助 

県警察本部及び第八管区海上保安本部その他の防災関係機関が実施する捜索救助に対し、

必要な協力を行う。 

② 水難救護 

遭難船舶の救助は海上保安署において実施するほか、水難救護法に基づきおおむね次のと

おり行う。 

実施責任者 遭難船舶の救護は、水難救護法第 3条に基づき町長が行う 

発見者の措置 

遭難船舶のあることを発見した者は水難救護法第 2 条に基づき町長、警

察官又は海上保安官に通報し、通報を受けた警察官又は海上保安官は直

ちに町長に通知する 

町長の措置 
遭難船舶のあることを認知した町長は、直ちに現場に臨み必要な処分を

行うとともに、警察官及び海上保安官に通報する 
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応援 

町長は自ら水難救護を行うとともに、必要に応じて警察機関、海上保安

署、（社）水難救済会救難所、隣接市町村、海上輸送関係機関及び県等に

応援を要請する 

その他 

遭難船舶の救護は、人命保護のため又は船長に悪意があると認められる

場合を除いては、船長の意志に反してこれを行うことはできない(水難救

護法第 5条)。 

その他水難救護に必要なことは、水難救護法の定めるところによる。 

③ 医療救護

医師会、日本赤十字社島根県支部及び県と連携を図りながら、海難事故に伴う傷病者等の

発生状況について情報収集を行い、医師、看護師等の派遣による救護所の設置、健康相談の

実施等を行う。 

(2) 消火活動 

① 船舶火災の協力措置

船舶火災が発生した場合、海上保安署及び消防本部は「海上保安庁の機関と消防本部との

業務協定の締結に関する覚書（昭和 43 年 3 月 29 日）」に基づき、次の分担により相互に協

力し行う。 

消防本部 ふ頭又は岸壁に係留された船舶及び上架又は入渠中の船舶 

海上保安署 その他の船舶 

② 連絡調整 

消火活動の効果的な実施のため、海上保安署と消防本部はおおむね次の事項につき連絡調

整を行う。 

(ｱ) 必要機材の保有状況等、あらかじめ掌握しておくことが必要な資料及び情報の交換 

(ｲ) 消火活動要領及び連絡周知系統の作成 

(ｳ) 必要機材の集中使用の計画実施 

(ｴ) 必要機材の整備の促進 

③ 他の消防本部に対する応援要請 

単独の消防力で火災の防御が困難な場合には、県内の他の市町村・消防一部事務組合に対

し、消防機関による応援の要請をする。 

火災に関する情報を収集した結果、県内の消防力を結集しても火災の防御が困難であると

認められる場合は、消防組織法第 44 条の規定に基づき、消防庁長官に対して緊急消防援助

隊や他の都道府県及び消防機関が保有するヘリコプターの派遣を求めるよう知事に要請す

る。 
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2-4 海上交通の確保 

町は、第八管区海上保安本部の行う航行の制限又は禁止、航行船舶の火気使用禁止、港内在

泊船舶に対する移動命令、その他必要な交通規制等に協力する。さらに、海難船舶又は漂流物、

沈没物その他の物件により船舶交通の危険が生じ又は生ずるおそれのあるときは、速やかに必

要な応急措置を講ずるとともに、船舶所有者等に対し、これらの除去その他船舶交通の危険を

防止するための措置を講ずべきことを命じ又は勧告する。 

2-5 災害広報等 

◆担当部署【総務課】 

(1) 情報通信活動 

① 各種情報の収集・整理 

情報収集系統に混乱が生じないよう配慮のうえ、海上事案にあっては第八管区海上保安本

部を中心に、各種情報を収集・整理する。また、発災初期には不正確な情報が伝達されてい

る可能性があるため、正確な情報の収集に努める。 

② 情報発信 

災害の状況、二次災害の危険性に関する情報、安否情報、医療機関等の情報、それぞれの

機関が講じている対策に関する情報、交通規制等ニーズに応じた情報をインターネット、広

報紙、報道機関への報道依頼等を通じて適切に提供する。 

また、情報の公表及び広報活動の際には、関係機関相互間において相互に連絡をとり実施

する。 

(2) 関係者等からの問い合わせに対する対応 

報道機関からの問い合わせの集中に備え、総務課での対応のほか、各課の広報責任者を明

確にすることにより、適切に対応できるよう努める。 
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第３節 航空災害対策計画

１ 災害予防 

県及び関係機関と協力して、情報収集・伝達体制や応急活動体制の整備、資機材の整備等基

本的な対策を推進し、航空災害発生時の効果的な応急対策に備える。 

1-1 災害情報の収集・伝達体制の整備 

◆担当部署【総務課】 

(1) 情報通信設備の整備等 

航空災害の発生時に事故の状況等に関する情報を迅速かつ正確に収集・報告するため、無

線等の伝達機器の整備を図るとともに、災害時に的確に使用できるよう、日常業務又は訓練

を通じて使用方法等について習熟を図る。 

(2) 総合防災情報システムの活用 

県総合防災情報システムの使用方法等について習熟を図る。 

1-2 災害応急活動体制の整備 

◆担当部署【総務課】 

航空災害の発生時に効果的な応急対策を実施できるよう、関係機関と連携して防災体制を整

備する。 

また、町は、男女共同参画の視点から、男女共同参画担当部局が災害対応について庁内及び

避難所等における連絡調整を行い、平常時及び災害時における男女共同参画担当部局の役割に

ついて、防災担当部局と男女共同参画担当部局が連携し明確化しておくよう努めるものとする。 

1-3 広域応援協力体制の整備 

◆担当部署【総務課】 

航空機事故発生時には、空港管理事務所、消防本部、警察機関、医療機関等、自衛隊、第八

管区海上保安本部、航空会社及び航空関連会社等相互の連携体制が重要であることから、これ

らの機関と応急活動及び復旧活動に関し、平常より連携を強化しておく。また、所要の資機材

の調達等に関する応援体制の充実に努める。 

1-4 資機材の整備 

◆担当部署【総務課】 

関係機関は、防災装備や資機材等について、その備蓄状況を消防本部に連絡するとともに、

消防及び医療機関の指導を受ける。 

また、災害時における必要な資機材等の調達の円滑を図るため、調達先の確認等の措置を講

じておく。 
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２ 災害応急対策 

県及び関係機関と連携し、収集・連絡された情報に基づき、迅速かつ的確に応急措置を実施

することができるよう、直ちに必要な活動体制をとる。 

2-1 災害情報等の収集・伝達 

◆担当部署【総務課】

(1) 情報等の収集 

県、ライフライン、公共交通関係機関等が把握する情報を電話、ＦＡＸ等により収集する。

また、海上自衛隊又は第八管区海上保安本部等に災害派遣要請を行い、航空機による上空から

の目視、ヘリコプターのテレビ電送システムの活用、船艇を用いた監視等により情報を収集す

る。 

その他、現地災害対策本部を設置したときの派遣職員等から、携帯電話、無線等により情報

を収集する。 

(2) 情報等の伝達 

収集した災害情報や被災情報は、県に報告する。 

2-2 災害応急活動体制の確立 

◆担当部署【総務課】 

(1) 町の活動体制の確立 

迅速かつ的確な応急措置の実施のため、災害対策本部の設置等必要な体制を速やかに確立

する。 

災害対策本部等を設置したときは、県をはじめ防災関係機関に通報を行う。 

(2) 県、関係機関及び周辺自治体との応援協力体制の確立 

県、防災関係機関と協力して、災害の拡大防止及び被災者の救援救護に努める。 

2-3 救急・救助、医療救護、捜索及び消火活動 

◆担当部署【総務課】 

(1) 捜索 

墜落現場が不明の場合又は航空機の行方が不明になる等航空災害発生のおそれがある場合、

消防本部は県警察本部と協力して、ヘリコプター及び船舶等を活用し捜索活動を実施する。 

捜索は、県及び防災関係機関と協力して、人命危険の大きい場所から順次実施し、生存者

等の迅速な発見に努める。 

市街地に航空機が墜落した場合は、周辺に飛散した航空機搭載燃料への引火により、大規

模市街地火災に発展する危険があるとともに、民家及び航空機内には多数の要救助者がいる

ことも予想されるので、覚知と同時に多くの消防隊を結集して、市街地火災の延焼防止、人

命救助及び避難誘導を重点的に実施する。 
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(2) 消火活動 

① 消防団の活動 

消防団は、消防長又は消防署長の所轄の下に行動し、消防団長は、現場指揮本部において

消防団の指揮に当たる。消防団隊は、消防署隊との連携を密にし、消防活動に従事する。 

2-4 交通規制の実施 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

交通渋滞の発生による救急・救助、消火活動等の支障を防ぐため、次の点に留意し迅速かつ

適切に交通規制を実施する。また、第八管区海上保安本部は、必要に応じて船舶の交通を制限

又は禁止する。 

(ｱ) 道路管理者と警察機関の相互連絡の徹底 

(ｲ) う回路等の設定 

(ｳ) 規制の標識等の明示 

(ｴ) 規制の広報・周知 

(ｵ) 規制の解除時における連絡 

2-5 災害広報等 

◆担当部署【総務課】 

(1) 情報通信活動 

① 各種情報の収集・整理 

(ｱ) 情報収集系統に混乱が生じないよう配慮のうえ、各種情報を収集・整理する 

(ｲ) 発災初期には不正確な情報が伝達されている可能性があるため、正確な情報の収集に

努める 

② 情報発信 

(ｱ) 災害の状況、二次災害の危険性に関する情報、安否情報、医療機関等の情報、それぞ

れの機関が講じている対策に関する情報、交通規制等ニーズに応じた情報をインター

ネット、広報紙、報道機関への報道依頼等を通じて適切に提供する 

(ｲ) 情報の公表及び広報活動の際には、関係機関相互間において相互に連絡をとり実施す

る 

(2) 関係者等からの問い合わせに対する対応 

報道機関からの問い合わせの集中に備え、総務課での対応のほか、各課の広報責任者を明

確にすることにより、適切に対応できるよう努める。 
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第４節 道路災害対策計画

１ 災害予防 

道路構造物の被災等による災害を未然に防ぐため、道路の安全確保、災害応急・復旧体制の

整備、防災知識の普及・啓発等の基本的な対策を推進する。 

1-1 道路の安全確保 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

(1) 道路交通情報の充実 

気象台から伝達される各種気象情報等を有効に活用できるよう、県総合防災情報システム

の使用方法等について習熟を図る。 

また、通行規制の道路災害情報については、正確かつ迅速に道路利用者に提供する手段を

検討する。 

(2) 道路施設等の整備 

道路パトロールの実施や応急復旧体制の整備のほか、道路管理連絡員制度や道路防災ボラ

ンティア制度等の活用により、道路施設等の監視・点検体制の整備を県及び関係機関ととも

に推進する。 

管理する道路について、各種点検により判明した危険箇所のうち危険度・緊急性の高い箇

所から対策を進め、早急に対策事業を完了させ、道路における災害の予防のため必要な施設

の整備をより一層推進する。 

1-2 災害応急・復旧体制の整備 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

(1) 情報の収集・伝達体制の整備 

① 関係機関相互の連携の確保 

県、消防本部、警察機関、医師会等と連携を図り、より一層の情報の収集・伝達体制の整

備を図る。その際、夜間、休日の場合等においても対応できる体制を確立する。 

② 通信体制の整備 

(ｱ) 既存の道路連絡体制を活用し、情報通信システムの強化を図るとともに、情報を確実

に通信できるよう、有線回線だけでなく防災行政無線等による通信ルートの複数化や

停電対策の検討を行う 

(ｲ) 平常時において無線通信設備の点検を実施するとともに、県及び関係機関と連携して

通信訓練等を行う等、災害時の通信手段の整備を推進する 

(ｳ) トンネル内における非常通報設備の整備を推進する 
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(2) 組織体制の整備 

① 職員の体制 

(ｱ) 事故災害の規模に応じた職員の非常参集体制について検討する 

(ｲ) 道路災害に対応した、職員の応急活動マニュアル等の整備を検討する 

② 防災関係機関の相互連携体制の強化 

(ｱ) 道路管理者相互において、応急・復旧活動にあたり確実に相互応援を行える体制を構

築する 

(ｲ) 警察機関及び自衛隊等との間で、災害時の協力体制や役割分担について事前協議を行

う 

(3) 救急・救助、医療救護及び消火活動体制の整備 

① 救急・救助活動 

必要な救急車等の車両、道路災害に対応した救急救助用資機材を検証し、整備を推進する。 

② 医療救護活動 

医師会、島根県看護協会、医療機関、日本赤十字社、消防本部等の、関係機関相互の連絡

体制の整備に努める。 

③ 消火活動 

道路災害における消火活動について、沿道の消防署及び道路管理者等と平常時より連携体

制の強化を図り、災害時の活動に備えておく。 

(4) 交通の確保・緊急輸送体制の整備 

(ｱ) 災害時の円滑な交通規制の実施のため、浦郷警察署と関係機関との各種訓練等を通じ

実効性を高めるよう努める 

(ｲ) 発災後に交通規制が実施された場合における車両の運転者の義務について、浦郷警察

署と連携し、広く周知するよう努める 

(ｳ) 災害応急対策活動の円滑な推進のため、緊急通行車両の事前届出を行っておく 

(5) 危険物等流出防除活動体制の整備 

消防本部及び道路管理者においては、各種の危険物等の流出時に適切な防除活動が行える

よう体制を整備、検証し、必要な資機材の整備を推進する。 

(6) 応急復旧活動体制の整備 

災害時の道路障害物除去や応急復旧に関しては、各道路管理者が適宜、業者を選定して対

応しているが、迅速・的確に活動を実施するため、必要な資器材を確保しておくとともに、

建設業協会等との協定の締結等により、必要な人員・資機材を確実に活用できる体制を整備

しておく。 

また、必要に応じて重要な施設の構造図等の資料整備を推進する。 
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1-3 防災知識の普及・啓発及び防災訓練 

◆担当部署【総務課】 

(1) 防災知識の普及・啓発 

道路利用者に対する通常の交通安全に関する通常の広報のほか、防災訓練や広報紙の活用

等様々な方法・機会を通じ、道路災害発生時における対応等の防災知識の普及・啓発に努め

る。 

なお、訓練の後には事後評価を実施し、課題等を整理し、必要に応じた体制の改善を図る。 
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２ 災害応急対策 

道路構造物の被災等により災害が発生した場合、以下の応急対策を実施する。 

2-1 災害情報の収集・伝達 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

(1) 事故情報等の連絡 

各道路管理者と連携し、情報交換を迅速かつ的確に行う。 

(2) 被害情報等の収集・伝達 

自衛隊、県及び警察等、その時点で特に必要のある機関に対し、優先して詳細情報を伝達

する。 

2-2 災害応急活動体制の確立 

◆担当部署【総務課】 

(1) 町の活動体制の確立 

迅速かつ的確な応急措置の実施のため、災害対策本部の設置等、必要な体制を速やかに確

立する。 

また、災害対策本部等を設置したときは、県をはじめ防災関係機関に通報を行う。 

(2) 県、関係機関及び周辺自治体との応援協力体制の確立 

被害が甚大であり、町や各防災関係機関単独では対処することが困難と予想される場合に

は、県及び他の市町村、消防本部に応援要請を行い、広域応援体制を確立する。 

2-3 交通規制の実施 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

交通渋滞の発生による救急・救助、消火活動等の支障を防ぐため、次の点に留意し迅速かつ

適切に交通規制を実施する。 

① 道路管理者と警察機関の相互連絡の徹底 

② う回路等の設定 

③ 規制の標識等の明示 

④ 規制の広報・周知 

⑤ 規制の解除時における連絡 
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2-4 緊急輸送手段の確保 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

以下の点に留意し、緊急度、重要度を考慮した効率的な緊急輸送を実施する。 

① 輸送車両の確保順位（応急対策実施機関所有の車両、公共的団体の車両等を優先して確

保） 

② 車両に不足を生ずるときの、県トラック協会等への応援要請 

③ 車両、船舶等の調達を要請するときの明示事項（物資の品名、数量、重量、区間、日時

等） 

2-5 危険物等流出に対する応急対策 

◆担当部署【総務課】 

浦郷警察署と密に連絡をとり、初動段階から相互に連携した防除活動、人命救助活動等を実

施し、危険物等による二次災害の防止に努める。 

2-6 災害広報等 

◆担当部署【総務課】 

(1) 情報通信活動 

① 各種情報の収集・整理 

情報収集系統に混乱が生じないよう配慮のうえ、各種情報を収集・整理する。また、発災

初期には不正確な情報が伝達されている可能性があるため、正確な情報の収集に努める。 

② 情報発信 

(ｱ) 災害の状況、二次災害の危険性に関する情報、安否情報、医療機関等の情報、それぞ

れの機関が講じている対策に関する情報、交通規制など、ニーズに応じた情報をイン

ターネット、広報紙、報道機関への報道依頼等を通じて適切に提供する 

(ｲ) 情報の公表及び広報活動の際には、関係機関相互間において相互に連絡をとり実施す

る 

(2) 関係者等からの問い合わせに対する対応 

報道機関からの問い合わせの集中に備え、総務課での対応のほか、各課の広報責任者を明

確にすることにより、適切に対応できるよう努める。 
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３ 災害復旧 

3-1 復旧事業 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

あらかじめ定めてある物資、資材の調達計画及び建設業者等との連携により、迅速かつ円滑

に被災した道路施設の復旧事業を実施する。 

復旧のための資機材や人員が不足する状況下においては、優先順位（第 1次、第 2次、第 3

次の緊急輸送道路の順）を付けながら実施する等、規模に応じた対応を実施し、早急な復旧に

努める。応急復旧の優先度については、ネットワークとしての通行機能が十分に確保できるよ

うな手段で設定する。 

また、応急復旧を円滑に遂行するために、通行を禁止又は制限している区間における道路情

報について、道路利用者に対して積極的な広報等を行う。 

3-2 緊急点検 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

復旧事業と併せて、被災箇所以外の道路施設について、再発防止のための緊急点検を実施す

る。緊急点検の実施に当たっては、応急復旧活動とは別に、点検に必要な体制を確立できるよ

うに努める。 
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第５節 危険物等災害対策計画

１ 災害予防 

危険物災害による被害を未然に防ぐため、危険物等関係施設の安全性の確保、災害情報の収

集・伝達体制の整備、災害応急活動体制の整備、防災知識の普及・啓発に係る基本的な対策を

推進する。 

危険物等施設の管理者にあっては自主的な保安体制の強化に努める。 

また、危険物等施設の管理者は、危険物等施設が所在する地域の浸水想定区域及び土砂災害

警戒区域等の該当性並びに被害想定の確認を行うとともに、確認の結果、風水害により危険物

等災害の拡大が想定される場合は、防災のため必要な措置の検討や、応急対策に係る計画の作

成等の実施に努めるものとする。 

危険物等災害が発生した場合における各種応急対策を実施し、復旧する場合には、万全な対

策を講じ計画を実行する。 

1-1 災害情報の収集・伝達体制の整備 

◆担当部署【総務課】 

(1) 情報通信設備の整備 

(ｱ) 危険物等取扱い施設及び毒劇物取扱い施設において災害が発生した場合に、事故の状

況等に関する情報を迅速かつ正確に収集するため、無線等の伝達機器の整備を図ると

ともに、災害時に的確に使用できるよう日常業務又は訓練を通じて、使用方法等につ

いて習熟を図る 

(ｲ) 移動通信系の運用においては、通信輻輳時の混信等に留意するため、通信輻輳時及び

途絶時を想定した通信統制や重要通信の確保及び非常通信を取り入れた実践的通信訓

練を定期的に実施する 

(ｳ) 消防本部は迅速かつ的確な災害情報の収集・連絡の重要性を鑑み、災害現場で情報の

収集・連絡に当たる担当員をあらかじめ選任する 

(2) 総合防災情報システムの活用 

県総合防災情報システムの使用方法等について習熟を図る。 

1-2 災害応急活動体制の整備 

◆担当部署【総務課】 

危険物等災害時の配備体制、登庁までの協議体制、災害対策本部室設営要領等を整備する。 

関係各課及び各危険物施設管理者は、必要に応じ応急活動のためのマニュアルを作成して職

員に周知するとともに、活動手順、使用する資機材や装備の使用方法等の習熟、他の職員、機

関等との連携について徹底を図る。 

防災資機材の整備、及び防災訓練や広報誌等の活用により、防災知識の普及に努める。 

また、町は、男女共同参画の視点から、男女共同参画担当部局が災害対応について庁内及び

避難所等における連絡調整を行い、平常時及び災害時における男女共同参画担当部局の役割に
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ついて、防災担当部局と男女共同参画担当部局が連携し明確化しておくよう努めるものとする。 

２ 災害応急対策 

危険物等災害が発生した場合、被害の拡大防止を図るため、以下の各種応急対策を実施する。 

2-1 災害情報の収集・伝達 

◆担当部署【総務課】 

危険物等災害への対応を効果的に実施するためには、危険物の種類、性状、量、拡散状況等

に関する情報をできるだけ正確かつ詳細に入手し、関係機関においてこれらの情報を共有化す

ることが必要不可欠であるため、関係機関は相互に連携し、迅速かつ的確に災害情報を収集・

伝達する。 

伝達系統としては、その状況下において最も迅速かつ確実な手段により行うが、県総合防災

情報システムを有効に使用する。また必要に応じ、防災ヘリを運用して情報収集を図る。 

2-2 災害応急活動体制の確立 

◆担当部署【総務課】 

(1) 町の活動体制の確立 

迅速かつ的確な応急措置の実施のため、災害対策本部の設置等、必要な体制を速やかに確

立する。 

また、災害対策本部等を設置したときは、県をはじめ防災関係機関に通報を行う。 

(2) 県、関係機関及び周辺自治体との応援協力体制の確立 

被害が甚大であり、町や各防災関係機関単独では対処することが困難と予想される場合に

は、県及び他の市町村、消防本部に応援要請を行い、広域応援体制を確立する。 

2-3 危険物等の漏洩・拡大防止活動 

◆担当部署【総務課】 

危険物等が流出・漏洩した場合においては、施設管理者が初期対応を実施するが、対応しき

れない等の場合、施設管理者は消防本部及び関係機関と協力し、防除活動、避難誘導活動等を

実施し、危険物等による被害の拡大防止に努める。 

2-4 救急・救助、医療救護及び消火活動 

危険物等災害が発生した場合の救急・救助、医療救護及び消火活動に当たっては、各危険物

施設管理者と消防本部等関係機関が協力して消火救難活動を実施する。 
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2-5 災害広報等 

◆担当部署【総務課】 

(1) 情報通信活動 

① 各種情報の収集・整理 

情報収集系統に混乱が生じないよう配慮のうえ、各種情報を収集・整理する。また、発災

初期には不正確な情報が伝達されている可能性があるため、正確な情報の収集に努める。 

② 情報発信 

(ｱ) 災害の状況、二次災害の危険性に関する情報、安否情報、医療機関等の情報、それぞ

れの機関が講じている対策に関する情報、交通規制など、ニーズに応じた情報をイン

ターネット、広報紙、報道機関への報道依頼等を通じて適切に提供する 

(ｲ) 情報の公表及び広報活動の際には、関係機関相互間において相互に連絡をとり実施す

る 

(2) 関係者等からの問い合わせに対する対応 

報道機関からの問い合わせの集中に備え、総務課での対応のほか、各課の広報責任者を明

確にすることにより、適切に対応できるよう努める。 

３ 災害復旧 

3-1 復旧事業 

◆担当部署【危険物等施設管理者】 

被災した危険物等施設を復旧する場合にあっては、管理者は万全な再発防止策を講ずる。 

3-2 緊急点検 

◆担当部署【危険物等施設管理者】 

施設復旧と併せて、被災箇所以外の施設について、再発防止のための緊急点検を実施する。 
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第６節 大規模火災対策計画

１ 災害予防 

大規模火災による被害を未然に防ぐための基本的な対策を推進する。 

1-1 大規模災害に強いまちづくり 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

(1) 災害に強いまちの形成 

(ｱ) 防災環境を整備するため、新規開発に伴う指導・誘導により適正な土地利用を推進す

る 

(ｲ) 防火地域等の指定、避難施設・避難路の確保、消防水利・防火水槽等の整備、オープ

ンスペースの確保等の各種対策を推進する 

(2) 大規模火災に対する建築物の安全化 

大規模火災時には広範囲にわたる延焼・焼失等の被害が予想される。特に、防災基幹施設

及びライフライン施設の被災による影響は極めて大きいため、大規模火災に強い公共施設等

の整備を推進する。 

1-2 災害応急・復旧体制の整備 

◆担当部署【総務課、健康福祉課、環境整備課、

教育委員会、関係各課】

(1) 情報の収集・伝達体制の整備 

(ｱ) 住民に対し、火災警報等の内容及び発令されたときの措置を周知徹底するとともに、

広く警報等を伝達できるよう必要な防災行政無線、屋内告知端末、サイレン等の伝達

手段を整備する 

(ｲ) 火災の発見から応急活動実施過程での気象情報の収集・伝達等、大規模火災に対応し

た県総合防災情報システムの使用方法等について習熟を図る 

(ｳ) 県総合防災情報システム、衛星通信ネットワーク等のヘリテレ映像による被害情報等

を関係機関が共有できるよう、情報の収集・伝達体制の整備を推進する 

(ｴ) 関係機関相互において、夜間、休日の場合等にも対応できる情報の収集・伝達体制の

整備を図る 

(ｵ) 無線通信システム、防災行政無線システム、総合防災情報システム等の通信体制につ

いて、より一層の整備を推進する 

(2) 災害応急活動体制の整備 

(ｱ) 火災の規模に応じた各段階における参集配備体制について整備しておく 

(ｲ) 大規模火災に対応した職員の応急活動マニュアル等の整備について検討する 
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(3) 救急・救助及び医療救護活動体制の整備 

① 救急・救助活動 

町及び消防本部は、必要な救急車等の車両、ヘリコプター、災害に対応した救急・救助用

資機材等を検証し、必要性に応じ、順次、整備を進めていく。 

② 医療救護活動 

(ｱ) 関係機関相互の連絡・連携体制の整備 

医療救護活動において、県、町、消防本部は、医療関係機関などとの連携を強化し、体

制の整備に努める。 

(ｲ) 医薬品、医療用資器材等の整備 

各関係機関は、医療用資器材・医薬品等を整備するとともに、大規模火事災害時の円滑

な供給を確保するための体制の整備に努める。 

(4) 消火活動体制の整備 

① 消防水利の整備 

消火栓のほか、防火水槽の整備、海水・河川水等の自然水利の活用、水泳プール、ため池

等の指定消防水利としての活用等による消防水利の多様化を図り、その適正配置に努める。 

② 自主防災組織等との連携 

消防団、住民・自治会・自主防災組織等との災害時の連携体制について、平常時から体制

の強化を図る。特に、火災の通報や初期消火活動において、近隣住民等の協力が得られるよ

う配慮する。 

③ 資機材の整備 

消防団用の消防ポンプ車等の消防用機械・資機材等の整備を推進する。 

④ 被害想定の実施 

町域における大規模火災の被害想定を実施し、消防本部と自主防災組織等の防災訓練や災

害時の消火活動に効果的な活用が図れるようにする。 

⑤ 広域応援体制の整備 

関係機関と協議し、広域応援体制を整備する。 

(5) 避難収容活動体制の整備 

① 避難体制の整備 

(ｱ) 浦郷警察署等と連携し、避難計画の策定と避難体制の整備を行う 

(ｲ) 策定した避難計画の内容を事前に住民へ周知するとともに、要配慮者の避難誘導体制

の整備、避難訓練の実施等の避難対策を実施する 

② 指定緊急避難場所の指定 

町長は法令に基づく指定緊急避難場所について、防災施設の整備状況、地形、地質その他

の状況を総合的に勘案して必要があると認めるときは、次の点に留意し、必要な数・規模の

施設等を指定し、指定後は住民への周知徹底を図る。 

なお、指定を取り消した場合も同様に、住民への周知を図る。 

(ｱ) あらかじめ管理者の同意を得ておく 
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(ｲ) 災害発生時に迅速に避難場所の開設を行うことが可能な管理体制等を有するものとす

る 

(ｳ) オープンスペースについては、必要に応じ、大規模火災の輻射熱に対して安全な空間

とすることに努める 

③ 指定避難所の指定 

町長は、法令に基づく指定避難所について、次の点に留意し、必要な数、規模の施設等を

指定し、指定後は住民への周知徹底を図る。 

なお、指定を取り消した場合も同様に、住民への周知徹底を図る。 

(ｱ) あらかじめ管理者の同意を得ておく 

(ｲ) 被災者を滞在させるために必要となる適切な規模を有し、速やかに被災者を受け入れ

ること等が可能な構造又は設備を有する施設とする 

(ｳ) 想定される災害による影響が比較的少なく、災害救援物資等の輸送が比較的容易な場

所にあるものとする 

(ｴ) 主として要配慮者を滞在させることが想定される施設にあっては、要配慮者の円滑な

利用を確保するための措置が講じられ、相談等の支援を受けることができる体制が整

備されているものとする 

(ｵ) 指定緊急避難場所と指定避難所は相互に兼ねることができる 

(ｶ) 学校を避難所として指定する場合、学校が教育活動の場であることに配慮する 

(ｷ) 避難所としての機能は応急的なものであることを認識のうえ、避難所となる施設の利

用方法等について、事前に教育委員会等の関係部局や地域住民等の関係者と調整を図

る 

1-3 防災知識の普及・啓発及び防災訓練等 

◆担当部署【総務課、教育委員会】 

(1) 防災知識の普及・啓発活動 

全国火災予防運動や防災週間等を通じ、住民に対し、大規模な火事の被害想定等の活用に

より地域の危険性の周知や災害発生時にとるべき行動、避難行動等の防災知識の普及・啓発

を図る。 

また、教育機関においては、火災予防等防災に関する教育の充実を図る。 

(2) 各種防災資料等の配布 

県の実施する防災アセスメントを活用し、地域住民の適切な避難や防災活動の促進のため、

防災マップ、避難時の行動マニュアル等を作成し、住民等に配布する。 

(3) 防災訓練 

(ｱ) 全国火災予防運動および防災週間等において、大規模火災を想定し、消防本部や町等

関係機関が相互に連携した防災訓練の実施を検討する 

(ｲ) 地域、職場、学校等において定期的な防災訓練を実施するよう指導し、住民の大規模

な火災発生時の避難行動、基本的な防災用資機材の操作方法等の習熟を図る
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(4) 要配慮者への配慮 

防災知識の普及・啓発活動や防災訓練等を実施する場合、要配慮者に十分配慮し、地域に

おいて避難行動要支援者を支援する体制が整備されるよう努める。 

２ 災害応急対策 

大規模火災が発生した場合、以下の各種応急対策を実施する。 

2-1 災害情報の収集・伝達 

◆担当部署【総務課】 

(1) 発災直後の災害情報の収集・伝達 

(ｱ) 火災、人的被害及び建築物被害等の発生状況を収集し、総合防災情報システムにより

県に連絡する。なお、消防庁ほか関係省庁への連絡は、県及び県警察本部が行う 

(ｲ) 関係機関は、直ちに情報収集連絡のための各種通信手段を確保する 

2-2 災害応急活動体制の確立 

◆担当部署【総務課】 

(1) 町の活動体制の確立 

迅速かつ的確な応急措置の実施のため、災害対策本部の設置等必要な体制を速やかに確立

する。 

また、災害対策本部等を設置したときは、県をはじめ防災関係機関に通報を行う。 

(2) 県、関係機関及び周辺自治体との応援協力体制の確立 

被害が甚大であり、町や各防災関係機関単独では対処することが困難と予想される場合に

は、県及び他の市町村、消防本部に応援要請を行い、広域応援体制を確立する。 

(3) 自衛隊の災害派遣要請 

被害が甚大であり、相互応援協定等に基づく県及び他市町村等の応援によっても対処する

ことが困難と予想される場合（空中消火活動を行う場合等）には、自衛隊の災害派遣を県に

対し要請する。 

2-3 消火活動 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

(1) 自主防災組織等との連携 

消防本部は、速やかに火災の状況を把握し、迅速に消火活動を行うが、住民、自治会、自

主防災組織等においても、発災後の初期段階において自発的に初期消火活動を行い、消防本

部に協力することが求められる場合があり、町、消防本部等はそのための連絡調整に努める。 

住民、自治会、自主防災組織等の消火活動の実施に当たっては、住民等に危険が及ばない

範囲での活動にとどめ、安全に十分配慮するよう努める。 
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(2) 応援要請等 

町は、必要に応じ、消防相互応援協定に基づき、他市町村の消防署等による消火活動の応

援要請を実施する。 

2-4 交通規制の実施 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

交通渋滞の発生による救急・救助、消火活動等の支障を防ぐため、次の点に留意し迅速かつ

適切に交通規制を実施する。 

① 道路管理者と警察機関の相互連絡の徹底 

② う回路等の設定 

③ 規制の標識等の明示 

④ 規制の広報・周知 

⑤ 規制の解除時における連絡 

2-5 緊急輸送手段の確保 

◆担当部署【総務課】 

次の点に留意し、緊急度、重要度を考慮した効率的な緊急輸送を実施する。 

① 輸送車両の確保順位（応急対策実施機関所有の車両、公共的団体の車両等を優先して確

保） 

② 車両に不足を生ずるときの、県トラック協会等への応援要請 

③ 車両、船舶等の調達を要請するときの明示事項（物資の品名、数量、重量、区間、日時

等） 

2-6 避難収容活動 

◆担当部署【総務課、健康福祉課】 

浦郷警察署と連携し、次の点に留意して地域住民に対する避難指示及び避難誘導を行う。 

(ｱ) 火災現場から風上、風横にある避難施設を開設する 

(ｲ) 避難は、火災現場の風下に位置する住民から要配慮者（高齢者、病弱者、難病患者、

障がい者、児童・乳幼児、妊産婦等）を優先し、車両等を使用せず徒歩を原則とする 

(ｳ) 避難経路は安全で消防活動を阻害しない経路を選定する 

(ｴ) 消防団員、町職員等により避難者の実態の把握と避難場所の警戒に努める 

(ｵ) 要配慮者等を適切に誘導し、安否確認を行うため、地域住民、自主防災組織等の協力

を得ながら、平常時より、要配慮者等に関する情報の把握・共有、避難誘導体制の整

備を図る 
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2-7 災害広報等 

◆担当部署【総務課】 

(1) 情報通信活動 

① 各種情報の収集・整理 

情報収集系統に混乱が生じないよう配慮のうえ、各種情報を収集・整理する。 

また、発災初期には不正確な情報が伝達されている可能性があるため、正確な情報の収集

に努める。 

② 情報発信 

災害の状況、二次災害の危険性に関する情報、安否情報、医療機関等の情報、それぞれの

機関が講じている対策に関する情報、交通規制等ニーズに応じた情報をインターネット、広

報紙、報道機関への報道依頼等を通じて適切に提供する。 

なお、町、県、指定行政機関、公共機関、関係事業者等は、情報の公表あるいは広報活動

の際、その内容について相互に連絡をとりあうものとする。 

(2) 関係者等からの問い合わせに対する対応 

災害発生初期には、報道機関からの取材等各種問い合わせが集中する可能性がある。この

ため、総務課での対応のほか、各課での広報責任者を明確にすることにより、適切に対応で

きるよう努める。 

３ 災害復旧・復興 

◆担当部署【総務課、環境整備課ほか関係機関等】 

県及び関係機関と連携し、あらかじめ定めてある物資、資材の調達計画及び建設業者等との

連携により、迅速かつ円滑に被災した被災施設の復旧事業を実施する。 

ライフライン関係機関及び交通輸送関係機関等は、復旧にあたり可能な限り地区別の復旧予

定時期を明示する。 

なお、被災施設の復旧に当たっては、現状復旧を基本としつつも、再度災害防止等の観点か

ら、可能な限り改良復旧等を行う。 
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第７節 林野火災対策計画

１ 災害予防 

近年、森林レクリエーション等で山林に入る人が多くなり、たき火の不始末・飛び火、たば

この投げ捨て等による出火の危険性が高まっている。このため火災による広範囲にわたる林野

の焼失等による被害を防止又は軽減し、復旧を図るために以下の対策を推進する。 

1-1 林野火災に強い地域づくり 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

(1) 林野火災に強い森林の造成 

(ｱ) 森林内の尾根、林道周辺、住宅地周辺、渓流沿い等において、耐火性のある樹種を植

栽し、防火林道、防火樹帯の整備を検討する 

(ｲ) 下刈の励行、除伐・間伐を行うことにより林内を整備し、地上可燃物を減らすように

努める 

(ｳ) 消防車両が進入できる林道の整備を推進するとともに、消防本部は、森林内で消防車

両が通行できる道路を把握しておく 

(2) 消防水利の整備 

(ｱ) 防火水槽、ドラム缶等の簡易防火水槽、貯水槽の整備及び海水、河川水等の自然水利、

ため池等の活用等により、消防水利の多様化及び適正配置に努める 

(3) 住宅地開発における指導 

(ｱ) 林地開発による住宅地造成においては、林野と住宅が近接（おおむね 10ｍ未満）し、

相互の延焼危険性が高くならないよう、間に道路などの防火帯を設置するなど計画段

階から必要な指導を検討する 

(ｲ) 必要な場合には、消防車両等のため、幹線道路と 2方向でつながり車両の相互通行が

可能な幅員の道路の設置指導を検討する 

1-2 災害応急・復旧体制の整備 

◆担当部署【総務課、環境整備課、健康福祉課】 

(1) 情報の収集・伝達体制の整備 

(ｱ) 住民に対し、火災警報等の内容及び発令されたときの措置を周知徹底するとともに、

山間部にも警報等を伝達できるよう必要な防災行政無線、屋内告知端末、サイレン等

の伝達手段を整備する 

(ｲ) 火災の発見から応急活動実施過程での気象情報の収集・伝達等、林野火災に対応した

県総合防災情報システムの使用方法等について習熟を図る 

(ｳ) 関係機関相互において、夜間、休日の場合等にも対応できる情報の収集・伝達体制の

整備を図る 

(ｴ) 無線通信システム、防災行政無線システム、総合防災情報システム等の通信体制につ
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いて、より一層の整備を推進するとともに、特に山間部における災害時の無線通信手

段の確保に努める 

(2) 災害応急活動体制の整備 

林野火災が住宅に延焼するおそれのある場合等、迅速な対応ができるよう必要な体制を整

備する。また、林野火災に対応した職員の応急活動マニュアル等の整備について検討する。 

(3) 救急・救助、医療体制の整備 

林野火災に対応した救急救助・医療用資機材等を検証し、整備を推進する。 

(4) 消火活動体制の整備 

① 空中消火体制 

空中消火体制については、島根県防災ヘリコプター運航管理要綱が定められ、陸上自衛隊

出雲駐屯地及び益田広域消防本部において資機材の配備等がなされている。このため、県、

県警察本部、自衛隊及び消防本部による空中消火体制活動をより積極的に推進する。 

また、効果的な消火活動の実施のためには、空中消火隊と地上消火隊の緊密な連携が不可

欠であるため、訓練等を通じて連携を確保しておく。 

② 自主防災組織等との連携 

消防団、住民・自治会・自主防災組織等との災害時の連携体制について、平常時から体制

の強化を図る。特に、火災の通報や家屋への予備注水等の初期消火活動において、近隣住民

等の協力が得られるよう配慮する。 

③ 資機材の整備 

消防本部は、軽可搬式消防ポンプ、可搬式散水装置・送水装置、林野火災用工作機器（チ

ェーンソー、ブッシュカッター等）等の資機材の整備を進める。 

④ 林野火災防御図の作成 

町は、林野火災の発生しやすい地域について、地形、林況、消防車両通行可能道路、建物、

消防水利などの情報を記入した林野火災防御図の作成を検討する。 

⑤ 残火処理体制 

大規模林野火災においては、消防本部は、広範な焼損区域を人海戦術により残火箇所の発

見に努め適切に対処する必要があるが、必要に応じ空中からの赤外線写真を利用する方法等

を検討する。 

(5) 避難収容活動体制の整備 

① 避難体制の整備

(ｱ) 町は避難路を確保し、日頃から住民への周知に努める

(ｲ) 浦郷警察署等と連携し、避難計画の策定と避難体制の整備を行う 

(ｳ) 策定した避難計画の内容を事前に住民へ周知するとともに、要配慮者の避難誘導体制

の整備、避難訓練の実施等の避難対策を実施する 
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② 指定避難所の指定 

町長は、法令に基づく指定避難所について、必要な数・規模の施設等を指定し、指定後は

住民への周知徹底を図る。なお、指定を取り消した場合も同様に、住民への周知徹底を図る。 

(ｱ) あらかじめ管理者の同意を得ておく 

(ｲ) 被災者を滞在させるために必要となる適切な規模を有し、速やかに被災者を受け入れ

ること等が可能な構造又は設備を有する施設とする 

(ｳ) 想定される災害による影響が比較的少なく、災害救援物資等の輸送が比較的容易な場

所にあるものを指定する 

(ｴ) 主として要配慮者を滞在させることが想定される施設にあっては、要配慮者の円滑な

利用を確保するための措置が講じられ、相談等の支援を受けることができる体制が整

備されているもの等を指定する 

(6) 広域応援体制 

大規模林野火災発生時の広域応援体制について検討する。 

(7) 二次災害の防止活動 

(ｱ) 林野火災後の二次災害防止のための応急復旧事業等について、組織、マニュアル等の

整備を図る 

(ｲ) 流域の荒廃、その後の降雨等による土砂災害の危険について、危険度を応急的に判定

する技術者の養成、事前登録等の施策について検討する 

1-3 防災知識の普及・啓発及び防災訓練等 

◆担当部署【環境整備課】 

林業関係者、林野周辺住民及びハイカー等入山者に対して、火気取扱いのマナー等林野火

災予防のための防災知識の普及・啓発を図る。 

また、林業関係者等関係機関と林野火災を想定した防災訓練の実施を検討する。 
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２ 災害応急対策 

林野火災の発生に際して、迅速に消火を実施し、被害の拡大を防ぐために必要な対策を実施

する。 

2-1 災害情報の収集・伝達 

◆担当部署【総務課】 

(1) 情報の収集・連絡体制の確立 

町及び消防本部は、火災の発生状況、人的被害の状況、林野の被害の状況等を収集し、県

総合防災情報システムにより県に連絡する。なお、消防庁、環境省及び林野庁への連絡は県

が行う。 

(2) 航空機、ヘリコプター等による情報収集 

自衛隊の航空機等による上空からの目視、県防災ヘリコプターや県警ヘリコプターのテレ

ビ電送システム等を活用して被害情報等を収集する。 

2-2 災害応急活動体制の確立 

◆担当部署【総務課】 

(1) 町の活動体制の確立 

迅速かつ的確な応急措置の実施のため、災害対策本部の設置等必要な体制を速やかに確立

する。 

また、災害対策本部等を設置したときは、県をはじめ防災関係機関に通報を行う。 

(2) 県、関係機関及び周辺自治体との応援協力体制の確立 

被害が甚大であり、町や各防災関係機関単独では対処することが困難と予想される場合に

は、県及び他の市町村、消防本部に応援要請を行い、広域応援体制を確立する。 

(3) 自衛隊の災害派遣要請 

被害が甚大であり、相互応援協定等に基づく県及び他市町村等の応援によっても対処する

ことが困難と予想される場合（空中消火活動を行う場合等）には、自衛隊の災害派遣を県に

対し要請する。 

2-3 救急・救助及び医療救護活動 

(1) 救助・救急活動 

町は、救出・救助活動の必要性が判明した場合、迅速に救出・救助体制を確立し、関係機

関の連携について調整し、活動を実施する。 

また、所轄する組織で救助・救急活動の実施が困難と予想される場合においては、県に広

域応援要請を行う。
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(2) 医療救護活動 

町は、林野火災にともなう傷病者等の発生状況について情報収集を行い、それに基づいて、

医師、看護師等の派遣による救護所の設置、健康相談の実施等の措置をとる。 

2-4 消火活動 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

(1) 自主防災組織等との連携 

消防本部は、速やかに火災の状況を把握し、迅速に消火活動を行うが、住民、自治会、自

主防災組織等においても、発災後の初期段階において自発的に初期消火活動を行い、消防本

部に協力することが求められる場合があり、町、消防本部等はそのための連絡調整に努める。 

住民、自治会、自主防災組織等の消火活動の実施に当たっては、住民等に危険が及ばない

範囲での活動にとどめ、安全に十分配慮するよう努める。 

(2) 応援要請等 

町は、必要に応じ、消防相互応援協定に基づき、他市町村の消防署等による消火活動の応

援要請を実施する。 

2-5 交通規制の実施 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

交通渋滞の発生による救急・救助、消火活動等の支障を防ぐため、次の点に留意し迅速かつ

適切に交通規制を実施する。 

(ｱ) 道路管理者と警察機関の相互連絡の徹底 

・う回路等の設定 

・規制の標識等の明示 

・規制の広報・周知 

・規制の解除時における連絡 

2-6 緊急輸送手段の確保 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

以下の点に留意し、緊急度、重要度を考慮した効率的な緊急輸送を実施する。 

(ｱ) 輸送車両の確保順位（応急対策実施機関所有の車両、公共的団体の車両等を優先して

確保） 

・車両に不足を生ずるときの、県トラック協会等への応援要請 

・車両、船舶等の調達を要請するときの明示事項（物資の品名、数量、重量、区間、日時

等） 
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2-7 避難収容活動 

◆担当部署【総務課】 

浦郷警察署と連携し、次の点に留意して地域住民に対する避難指示及び避難誘導を行う。 

(ｱ) 火災現場から風上、風横にある避難施設を開設する 

・避難は、火災現場の風下に位置する住民から要配慮者（高齢者、病弱者、難病患者、障

がい者、児童・乳幼児、妊産婦等）を優先し、車両等を使用せず徒歩を原則とする 

・避難経路は安全で消防活動を阻害しない経路を選定する 

・消防団員、町職員等により避難者の実態の把握と避難場所の警戒に努める 

2-8 災害広報等 

◆担当部署【総務課】 

(1) 情報通信活動 

① 各種情報の収集・整理 

(ｱ) 情報収集系統に混乱が生じないよう配慮のうえ、各種情報を収集・整理する 

(ｲ) 発災初期には不正確な情報が伝達されている可能性があるため、正確な情報の収集に

努める 

② 情報発信 

(ｱ) 災害の状況、二次災害の危険性に関する情報、安否情報、医療機関等の情報、それぞ

れの機関が講じている対策に関する情報、交通規制等ニーズに応じた情報を防災無線、

インターネット、広報紙、報道機関への報道依頼等を通じて適切に提供する 

(ｲ) 情報の公表及び広報活動の際には、関係機関相互間において相互に連絡をとり実施す

る 

(2) 関係者等からの問い合わせに対する対応 

報道機関からの問い合わせの集中に備え、総務課での対応のほか、各課の広報責任者を明

確にすることにより、適切に対応できるよう努める。 

2-9 二次災害の防止活動等 

◆担当部署【環境整備課】 

(1) 治山事業等 

降雨等による二次的な土砂災害等を防止するため、専門技術者等を活用し、危険箇所の点

検等を実施するとともに、危険性の高い箇所では、周辺住民への周知を図り、警戒避難体制

を整備する。 

(2) 自然環境等への対応 

林野火災による被害が国立公園等の自然環境に及んだ場合、県の行う応急・復旧措置が円

滑に実施されるよう配慮し協力する。



基本計画編（風水害他）第５章 各種災害対策計画
第７節 林野火災対策計画

293

３ 災害復旧 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

県及び関係機関と連携し、あらかじめ定めてある物資、資材の調達計画及び建設業者等との

連携により、迅速かつ円滑に被災した施設等の復旧事業を実施又は支援するとともに、林野火

災跡地の復旧と林野火災に強い森林づくりへの改良復旧を行う。 
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第８節 雪害対策計画

１ 災害予防 

豪雪時には交通の途絶による集落の孤立、雪崩災害等の発生が予想される。このため、以下

の予防対策を実施する。 

なお、大規模な車両滞留や長時間の通行止めを引き起こす恐れのある大雪（以下「集中的な

大雪」という。）時においても、人命を最優先に幹線道路上で大規模な車両滞留を徹底的に回

避することを基本的な考え方として、計画的・予防的な通行止め、滞留車両の排出を目的とし

た転回路の整備等を行うよう努める。 

また、集中的な大雪が予測される場合は、町民一人一人が非常時であることを理解して、降

雪状況に応じて不要・不急の道路利用を控える等、主体的に道路の利用抑制に取り組むことが

重要である。 

1-1 雪害に強いまちづくり 

◆担当部署【環境整備課、健康福祉課】 

県及び町（道路管理者）は集中的な大雪等に備えて、他の道路管理者をはじめ、その他の関

係機関と連携して、地域特性や降雪の予測精度を考慮し、地域や道路ネットワーク毎にタイム

ラインを策定するよう努めるものとする。 

また、過去の車両の立ち往生や各地域の降雪の特性等を踏まえ、必要に応じ、立ち往生等の

発生が懸念されるリスク箇所を予め把握し、計画的・予防的な通行規制区間を設定するものと

する。 

(1) 除雪体制の整備 

雪処理中の事故による死者を減らすため、地域コミュニティ単位の共助による雪処理活動の

仕組みづくりを推進する。また、住民が安全な除雪作業を行えるよう、技術指導や講習会を行

うとともに、事故の防止に役立つ道具や装備品、これらの安全な使用方法等の普及の促進を図

る。さらに、気温が上がって雪が緩みやすくなったときなど、事故が起こりやすいタイミング

に合わせて、安全対策の実施について注意喚起を図る。 

① 道路除雪体制 

積雪時における除雪については、道路交通の確保のため直営及び業者委託等の方法で実施

しているが、豪雪等にも対応できるよう除雪機械の整備、除雪要員の確保に努める。 

特に、集中的な大雪に対しては県及び町（道路管理者）は、人命を最優先に幹線道路上で

大規模な車両滞留を徹底的に回避することを基本的な考え方として、車両の滞留が発生する

前に関係機関と調整の上、予防的な通行規制を行い、集中的な除雪作業に努めるものとする。 

また、県・町の各道路管理者が連携した除雪体制を構築し、除雪路線の優先順位や相互支

援計画を作成する。 

② 除雪支援体制 

地域の実情に応じて、自治会、自主防災組織、消防団等地域コミュニティによる除雪を促

進するとともに、町社会福祉協議会やボランティア団体など、幅広く除雪の支援を求めるこ
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とのできる体制の整備に努める。 

また、高齢者世帯、身体障がい者世帯など、豪雪時に特に支援が必要な避難行動要支援者

支援対策として、平常時から、住居等の状況の把握に努め、必要に応じて、消防団、自主防

災組織、近隣居住者等との連携協力により除雪支援や避難誘導を行う体制の整備を行う。 

また、熟練したオペレータの高齢化や減少等、地域に必要な除雪体制確保の課題に対応す

るため、県及び町は、契約方式の検討を行うなど担い手となる地域の建設業者の健全な存続

に努めるものとする。 

(2) 凍結防止対策 

橋梁、日陰のカーブ又は勾配の急な場所等、特に凍結の起こりやすい箇所及び危険な箇所

に、事前に凍結防止材を設置する。 

また、路線バスには凍結防止材を積込み、凍結が予想される場合に散布を行う等の措置を

講ずる。 

(3) ライフライン施設等の機能の確保 

町の管理する上下水道、廃棄物処理施設等のライフライン関連施設、コンピューターシス

テム等について、雪害に対する安全性を検証し、必要な場合は安全確保のための措置を講ず

るとともに、系統多重化、拠点の分散、代替施設の整備等による代替性の確保を進める。 

(4) 雪害に対する建築物の安全性の確保 

フェリーターミナル等、不特定多数の者が使用する施設、住宅、学校、行政関係施設等の

応急対策上重要な施設、要配慮者に関わる社会福祉施設、医療施設等について、雪害に対す

る安全性の確保に配慮する。 

また、庁舎、災害拠点医療機関等の施設については、停電に備えたバッテリー、無停電電

源装置、自家発電設備等の整備を進める。 

1-2 災害応急・復旧体制の整備 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

(1) 災害発生直前の体制整備 

① 警戒・避難体制の整備 

雪崩災害の危険個所を監視する体制の整備を推進するとともに、雪崩が発生する危険のあ

る場合等の避難指示等や気象警報等を住民等に伝達する体制について検証し、必要な措置を

講ずる。 

また、降雪予測等から通行規制範囲を広域的に想定して、できるだけ早く通行規制予告発

表するものとする。その際、当該情報が入手しやすいような多様な広報媒体を活用し、日時、

迂回路線等を示すものとし、降雪予測等の変化がある場合は、それに応じ予告内容の見直し

を行うものとする。 

② 住民の避難誘導体制の整備 

積雪、融雪等に配慮した避難施設・避難路の指定、住民への周知、避難計画の策定、要配



基本計画編（風水害他）第５章 各種災害対策計画
第８節 雪害対策計画

296 

慮者の避難誘導体制の整備及び避難訓練の実施等避難誘導活動のための対策を実施する。特

に、高齢者、障がい者、児童・乳幼児、妊産婦、外国人等の要配慮者に対しては、地域住民、

自主防災組織等の協力を得ながら平常時より情報の把握・共有を行い、避難誘導体制の整備

を図る。 

地域住民等の事前避難が必要と判断される場合には、必要に応じ、住民等が避難するため

の施設を開放し、住民等に対し周知徹底を図るものとする。 

(2) 災害発生直後の情報収集・伝達体制の整備 

① 情報連携体制の整備 

関係機関相互において、夜間、休日の場合等にも迅速かつ確実に対応できる情報の収集・

連絡体制の整備を図る。 

② 画像情報の収集・連絡システムの整備 

総合防災情報システム、衛星通信ネットワーク等においてヘリテレ映像を共有できるよう

画像情報伝達体制の整備が図られているが、町、消防本部等は、職員が情報を活用できるよ

う情報の収集・伝達体制の一層の整備を推進するとともに、その活用方法の習熟に努める。 

③ 通信体制の整備 

各種通信体制について、多様な整備を進め、災害時の通信手段の確保に努める。 

また、無線設備の点検を実施し、平常時において連携して通信訓練等を行う等、災害時の

通信手段確保のための対策を推進する。 

(3) 災害応急活動体制の整備 

① 職員の体制 

(ｱ) 事故災害の規模に応じた職員の非常参集体制について検討する 

(ｲ) 雪害に対応した、職員の応急活動マニュアル等の整備を検討する 

② 防災関係機関相互の連携体制 

「島根県及び県内の市町村の災害時の相互応援に関する協定書」の内容を検証し、雪害時

の孤立地区対策として、特に、県、町による食料、飲料水、燃料等生活必需品、医薬品、血

液製剤及び所用の資機材の調達等に関して、より一層の応援体制の充実に努める。 

また、各防災関係機関及び民間企業等に対しても、必要な協定の締結を進め、応急活動及

び復旧活動において、幅広く相互応援を図ることができるような体制にしていくことを検討

する。 

(4) 救急・救助及び医療救護活動体制の整備 

① 救急・救助活動 

町は、地区住民、県及び消防本部と連携して、必要な救急車等の車両、ヘリコプターや雪

害を想定した救急・救助用資機材等を検証し、必要な整備を進める。道路管理者を中心とす

る関係機関は、車両の滞留状況や開放の見通し等に関する道路管理者が有する情報等から、

積雪に伴う大規模な立ち往生が発生し、滞留車両の開放に長時間を要すると見込まれる場合

には、相互に連携の上、支援体制を構築し、滞留車両の乗員に対し救援物資の提供や避難所
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への一時避難の支援等を行うよう努める。 

② 医療救護活動 

(ｱ) 関係機関の連携体制の整備 

町及び消防本部は、医療救護活動において、県、医療関係機関と相互に連携を図り、医

療救護体制の整備に努める 

(ｲ) 医薬品、医療用資器材等の整備 

町は、各関係機関と連携して、医療用資器材・医薬品等を整備するとともに、雪害時の

円滑な供給を確保するための体制の整備に努める 

(5) 緊急輸送活動体制の整備 

(ｱ) 浦郷警察署と連携を図り、多重化、代替性を考慮した交通対策を検討する。また、県

及び市町村は、立ち往生車両を速やかに排除できるよう、リスク箇所にレッカー車等

の機材を事前配備するよう努める。さらに簡易な除雪車の配備、融雪剤の用意等、大

規模な滞留に対応するための資機材を地域の実情に応じて準備するよう努める。 

(ｲ) 警察機関や運送事業者等は、地域の実情に応じ、各種研修等を通じて、大雪時も含め

冬期に運転する際の必要な準備（気象状況や路面の状況の急変があることも踏まえ、

車内にスコップや飲料水及び毛布等を備えておくなど）について、車両の運転者への

周知に努める。 

(ｳ) 雪害時における孤立予想地区に連絡するアクセス道路において、除雪体制の整備等必

要な交通路を確保するための対策を講ずる 

(6) 避難収容活動体制の整備 

① 避難体制の整備 

浦郷警察署等と連携し、避難計画の策定と避難体制の整備を行う。なお、積雪期の避難を

考慮し、適切な避難距離・時間にある屋内施設を避難所として指定する。 

また、策定した避難計画の内容を事前に住民へ周知するとともに、要配慮者の避難誘導体

制の整備、避難訓練の実施等の避難対策を実施する。 

② 指定緊急避難場所の指定 

町長は法令に基づく指定緊急避難場所について、防災施設の整備状況、地形、地質その他

の状況を総合的に勘案して必要があると認めるときは、次の点に留意し、必要な数・規模の

施設等を指定し、指定後は住民への周知徹底を図る。 

なお、指定を取り消した場合も同様に、住民への周知を図る。 

(ｱ) あらかじめ管理者の同意を得ておく 

(ｲ) 被災が想定されない安全区域内に立地する施設等とする 

(ｳ) 積雪期の避難を考慮し、適切な避難距離 時間にある屋内施設であって、かつ、災害発

生時に迅速に避難場所の開放を行うことが可能な管理体制を有する施設等とする 

③ 指定避難所の指定 

町長は、法令に基づく指定避難所について、次の点に留意し、必要な数・規模の施設等を

指定し、指定後は住民への周知徹底を図る。 
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なお、指定を取り消した場合も同様に、住民への周知徹底を図る。 

(ｱ) あらかじめ管理者の同意を得ておく 

(ｲ) 被災者を滞在させるために必要となる適切な規模を有し、速やかに被災者を受け入れ

ること等が可能な構造又は設備を有する施設とする 

(ｳ) 想定される災害による影響が比較的少なく、災害救援物資等の輸送が比較的容易な場

所にあるものとする 

(ｴ) 主として要配慮者を滞在させることが想定される施設にあっては、要配慮者の円滑な

利用を確保するための措置が講じられ、相談等の支援を受けることができる体制が整

備されているものとする 

(ｵ) 指定緊急避難場所と指定避難所は相互に兼ねることができる 

(ｶ) 学校を避難所として指定する場合、学校が教育活動の場であることに配慮する 

(ｷ) 避難所としての機能は応急的なものであることを認識のうえ、避難所となる施設の利

用方法等について、事前に教育委員会等の関係部局や地域住民等の関係者と調整を図

る 

④ 応急仮設住宅 

町は、災害時における被災者用の住居として利用可能な公営住宅や空き家等の把握に努め、

災害時に迅速にあっせんできるよう、あらかじめ体制を整備する。 

(7) 食料、飲料水及び生活必需品の調達、供給体制の整備 

ライフライン機能の阻害、交通の途絶による集落の孤立が発生した場合に、交通が途絶し

ている中での輸送体制や物資一時集積場所の積雪対策等を考慮した備蓄・調達体制の整備を

検討する。 

(8) 施設、設備の応急復旧活動関係 

町の所管する施設のうち、特にライフライン施設については、事前の被害状況の予測・把

握及び緊急時の応急復旧体制についてあらかじめ検討を行う。 

1-3 防災知識の普及・啓発及び防災訓練 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

(1) 防災知識の普及・啓発 

① 雪害に関する普及・啓発 

住民に対し、積雪時の歩行中の転倒、落雪による傷害の発生等雪による危険についての周

知を図る。 

② 集中的な大雪が予測される場合における住民への周知 

県及び町は、集中的な大雪が予測される場合において、計画的・予防的な通行規制や不要・

不急の道路利用を控えることが重要であることについて、周知に努める。 

③ 自主的な除雪活動等の普及 

自治会等による自主的な除雪の普及対策について検討する。 
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(2) 防災訓練の実施 

県の実施する防災訓練に協力する。 

２ 災害応急対策 

豪雪等に伴う都市機能の阻害及び交通の途絶による集落の孤立、雪崩災害等の予防、被害軽

減のため、関係機関は相互に連携し、住民と一体となった総合的な対策を講ずる。 

また、雪害については、気象情報の分析により災害の危険性をある程度予測することが可能

なことから、情報伝達や適切な避難誘導等の災害発生直前の対策が重要になる。雪害は、雪が

降っている時（風雪害、着雪害）、降り積もった後（積雪害、雪圧害、雪崩）、融ける時（融雪

害）とさまざまな場合に発生するので、それぞれの特性に応じた対策が必要になる。 

2-1 災害発生直前の対策 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

(1) 雪害に関する特別警報、警報及び注意報等の伝達 

県から受けた気象台からの雪害に関する警報、注意報及び気象情報等を、関係機関等必要

な機関に伝達する。関係機関相互において、迅速で円滑な伝達に努める。 

また、特別警報については、直ちに関係機関等に対し伝達し、町は、直ちに住民等への周

知の措置をとらなければならない。 

(2) 雪崩に対する警戒・監視 

町は、連携し迅速に雪崩に対する警戒・監視体制を確立するとともに、専門技術者等によ

る危険箇所の点検を実施し、危険箇所を発見した場合は、雪庇落としなどの応急措置により

事前に危険を排除する。また、町は、危険箇所の住民等に対する周知を図り、避難指示等の

必要を認めた場合は、必要な措置を講ずる。 

(3) 除雪作業についての注意喚起 

雪下ろしをはじめとする除雪作業には多くの危険が伴うため、町は、作業中の安全対策等

について、様々な広報媒体を利用して住民に注意喚起を行う。 

(4) 住民に対する避難誘導 

町は、事前避難が必要と判断される場合、住民に対する避難指示等を行い適切な避難誘導

を実施する。 

2-2 災害情報の収集・伝達 

◆担当部署【総務課】 

(1) 被害情報の収集・伝達及び被害規模の早期把握 

災害の発生直後において、人的被害の状況、建築物の被害情報等を収集し、県総合防災情
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報システム等により県に連絡する。 

人的被害のうち行方不明者数については、住民登録の有無にかかわらず、町域（海上を含

む。）内で行方不明となった者について警察等関係機関の協力に基づき正確な情報の収集に努

め、行方不明者として把握した者が他の市町村に住民登録を行っていることが判明した場合

には、当該市町村又は県（外国人のうちの旅行者等の住民登録対象外の者については外務省）

に連絡する。 

(2) 交通情報の伝達 

県が県総合防災情報システムを活用して行う雪害による交通情報の提供について、円滑に

実施されるよう必要な協力を行う。 

(3) 航空機・ヘリコプター等による情報収集 

自衛隊の航空機等による上空からの目視、県防災ヘリコプターや県警ヘリコプターのテレ

ビ電送システム等を活用して被害状況等を収集する。 

2-3 災害応急活動体制の確立 

◆担当部署【総務課】 

(1) 町の活動体制の確立 

災害の状況に応じて、職員の非常参集、情報連絡体制の確立及び災害対策本部の設置等、

必要な措置を講ずる。なお、被害の規模により災害対策本部の設置には至らないが応急対策

が必要な場合等については、風水害に準じ必要な体制をとる。 

(2) 県、関係機関及び周辺自治体との応援協力体制の確立 

被害が甚大であり、町や各防災関係機関単独では対処することが困難と予想される場合に

は、県及び他の市町村、消防本部に応援要請を行い、国等とも連携して広域的な応援体制を

迅速に確立し、必要な場合、指定地方行政機関又は指定公共機関に対し、職員の派遣を要請

する。 

(3) 自衛隊の災害派遣要請 

被害が甚大であり、相互応援協定等に基づく県及び他市町村等の応援によっても対処する

ことが困難と予想される場合には、自衛隊の災害派遣を県に対し要請する。 

2-4 除雪の実施と雪崩災害の防止活動 

◆担当部署【総務課、環境整備課】 

(1) 除雪 

(ｱ) 道路除雪において、短時間に強い降雪が見込まれる場合等においては、あらかじめ定

められたマニュアルにより、道路管理者相互の連携の下、迅速・適切に対応するよう

努める 

(ｲ) 除雪体制の円滑な運用に努め、必要に応じ住民の除雪を支援する 
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(ｳ) 住民への広報等により、除排雪に伴う二次災害（雪下ろし中の転落事故等）の防止に

十分留意するよう、町民へ広報する 

(2) 雪崩災害の防止 

(ｱ) 県と連携し迅速に活動体制を確立するとともに、専門技術者等による危険箇所の点検

を実施し、危険箇所を発見した場合は、雪庇落とし、人工雪崩等の応急措置を講ずる 

(ｲ) 避難指示等の必要を認めた場合は、危険箇所の住民等に対し必要な措置を講ずる 

2-5 災害救助法の適用 

平年に比して異常豪雪で、積雪量が多く、又は短期間に集中的な降雪があり、除雪が追いつ

かず、これを放置すれば住宅が倒壊するおそれがあり、多数の者の生命又は身体に危害を受け

るおそれが生じた場合は、災害救助法を適用し、障害物の除去としての住宅の除雪等の救助を

行う。 

2-6 救急・救助及び医療救護活動 

(1) 救急・救助活動 

町及び消防本部は、相互に連携し、迅速に救出・救助体制を確立し、救急・救助活動を実

施する。 

なお、町及び消防本部のみで救急・救助活動の実施が困難な場合は、県内の他の市町村・

消防一部事務組合に対し、応援の要請を行う。 

(2) 医療救護活動 

町及び消防本部は、医療関係機関と連携を図りながら、雪害に伴う傷病者等の発生状況に

ついて情報収集を行い、それに基づいて、迅速かつ適切な医療救護活動を行う。  

2-7 交通確保・緊急輸送活動 

◆担当部署【総務課、環境整備課、施設所管課】 

(ｱ) 救援体制及び緊急輸送を確保するために県及び県警察本部が行う一般車両の交通規制

の実施にあたり、必要な協力を行う 

(ｲ) 被害の状況、緊急度及び重要度を考慮し、除雪、交通規制、応急復旧及び輸送活動を

行う 

(ｳ) 道路、港湾・漁港及び広域輸送拠点等を確保するため、各施設の管理者等は必要な連

絡をとりながら連携して、除雪、障害物の除去、応急復旧等の必要な措置を実施する 

2-8 避難収容活動 

◆担当部署【総務課】 

(ｱ) 地域住民の避難指示及び避難誘導の実施に当たっては、県警察本部及び消防団等と連

携し、雪崩災害等の危険及び孤立地区の対策を考慮のうえ避難場所及び避難路を選定

するとともに、除雪等により避難路の確保を図る 
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(ｲ) 避難住民を収容する避難施設及び応急仮設住宅の設置に当たっては、雪崩災害の危険、

積雪期の気候、要配慮者等について配慮する 

2-9 災害広報等 

◆担当部署【総務課】 

(1) 情報通信活動 

① 各種情報の収集・整理 

情報収集系統に混乱が生じないよう配慮のうえ、各種情報を収集・整理する。また、発災

初期には不正確な情報が伝達されている可能性があるため、正確な情報の収集に努める。 

② 情報発信 

(ｱ) 災害の状況、二次災害の危険性に関する情報、安否情報、医療機関等の情報、それぞ

れの機関が講じている対策に関する情報、交通規制など、ニーズに応じた情報を防災

無線、インターネット、広報紙、報道機関への報道依頼等を通じて適切に提供する 

(ｲ) 情報の公表及び広報活動の際には、関係機関相互間において相互に連絡をとり実施す

る 

(2) 関係者等からの問い合わせに対する対応 

報道機関からの問い合わせの集中に備え、総務課での対応のほか、各課の広報責任者を明

確にすることにより、適切に対応できるよう努める。 
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３ 災害復旧・復興 

3-1 被災施設の復旧等 

◆担当部署【総務課、環境整備課ほか関係機関等】 

県及び関係機関と連携し、あらかじめ定めてある物資、資材の調達計画及び建設業者等との

連携により、迅速かつ円滑に被災した被災施設の復旧事業を実施する。 

ライフライン関係機関及び交通輸送関係機関等は、復旧にあたり可能な限り地区別の復旧予

定時期を明示する。 

なお、被災施設の復旧に当たっては、現状復旧を基本としつつも、再度災害防止等の観点か

ら、可能な限り改良復旧等を行う。 

3-2 被災者の生活再建等の支援 

◆担当部署【総務課、健康福祉課】 

雪害発生時に多くの人々が被災し、住居や家財の喪失、経済的な困難や破綻等が生じること

を踏まえ、県及び防災関係機関等と協力し、生活再建等の支援を行う。 

(1) 被災者生活再建支援法に基づく支援 

第 4章 第 2節 生活再建等支援対策の実施 参照。 

(2) 県単被災者生活再建支援制度に基づく支援 

第 4章 第 2節 生活再建等支援対策の実施 参照。 

(3) その他の生活再建等の支援方策 

第 4章 第 2節 生活再建等支援対策の実施 参照。 
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第９節 ライフライン災害対策計画

１ 災害予防 

第 2章 第 4節 建築物・土木施設災害の予防 参照。 

２ 災害応急対策 

第 3章 第 17 節 ライフライン施設等の応急復旧 参照。 

３ 災害復旧 

3-1 復旧事業 

◆担当部署【環境整備課、各ライフライン施設の管理者】 

ライフライン施設管理者は被災した施設を復旧するに当たっては、あらかじめ定めてある物

資、資材の調達計画及び関係業者等との連携により、迅速かつ円滑に被災した施設の復旧事業

を実施する。 

また、復旧にあたり可能な限り地区別の復旧予定時期を明示する。 

3-2 再発防止 

◆担当部署【環境整備課、各ライフライン施設の管理者】 

被災施設の復旧に当たっては現状復旧を基本としつつも、管理者は万全な再発防止等の観点

から可能な限り改良復旧等を行う。 

施設復旧と併せて、被災箇所以外の施設について、再発防止のための緊急点検を実施する。 


